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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２５日

自  午後 ２時 ０分

至  午後 ３時５０分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委 員 長 深堀ひろし 君

副 委 員 長 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教育委員会教育長 池松 誠二 君

教育委員会政策監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

県立学校改革推進室長 小野下和宏 君

福 利 厚 生 室 長 竹中  望 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義務教育課長(参事監) 木村 国広 君

義務教育課人事管理監 高鍋 洋 君

高 校 教 育 課 長 鶴田 栄次 君

高校教育課人事管理監 本村 公秀 君

高 校 教 育 課
児童生徒支援室長

立木 貴文 君

特別支援教育課長 分藤 賢之 君

生 涯 学 習 課 長 山口 千樹 君

新県立図書館整備室長 吉田 和弘 君

学 芸 文 化 課 長 草野 悦郎 君

体 育 保 健 課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 小柳 勝彦 君

教育センター所長 林田 和喜 君

総 務 部 長 平田 修三 君

学 事 振 興 課 長 門池 好晃 君

福 祉 保 健 部 長 中田 勝己 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時 ０分 開会 ―

【深堀委員長】ただいまから、文教厚生委員会

を開会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております、委員配席表のとおり、決定

したいと存じますので、ご了承をお願いいたし

ます。

また、本日、冒頭の理事者の出席について、

平田総務部長は、総務委員会に出席しているた

め、総務部の概要説明の時に、出席いただくこ

とにしておりますので、ご了承ください。

それでは、議事に入ります前に、選任後初め

ての委員会でございますので、一言ごあいさつ
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を申し上げます。

【深堀委員長】このたび、文教厚生委員長を仰

せつかりました、深堀ひろしでございます。

石本副委員長をはじめ、各委員や理事者の皆

様方のご指導、及びご協力を賜りながら、公正

かつ円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

さて、本委員会の所管は、「教育」、「福祉・

保健・医療」「子育て」と広範囲の分野に渡っ

ており、県民の一人ひとりに直接 関わるととも

に、「人口減少対策」、「健康長寿日本一」な

ど、県の最重要課題に対する取り組みを担って

いるものと認識しております。

教育分野では、少子化の影響や、働き方改革

などによる教育のあり方、地域の実情に沿った

教育施策及び環境整備、また、私立学校への支

援や、魅力ある県立大学づくりについて、福祉・

保健・医療の分野では、地域包括ケアの早期構

築や、医療提供体制の整備、高齢者の健康づく

りへの取り組みについて、子育て分野では、結

婚・妊娠・出産・育児までの一貫した切れ目な

い支援、幼児教育や保育事業の推進など、数多

くの課題がございます。

本委員会では、このような様々な課題に対し、

限られた予算の中で、最大限の効果をもたらす

ためには、どのような施策を打てば、県民一人

ひとりがいつまでも健康で、生きがいを持って

活躍していただけるような長崎県になっていく

のか、理事者の皆様方と一体となって考えてま

いりたいと思っております。

石本副委員長をはじめ、委員の皆様方におか

れましては、 積極的に論議を深めていただき、

また、理事者の皆様方には ご理解・ご協力を

いただきながら、進めてまいりたいと存じます

ので、よろしくお願いいたします。

以上、簡単ではございますが、ご挨拶とさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔各委員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【深堀委員長】次に、理事者側の紹介を受けた

いと思います。

【池松教育委員会教育長】教育長の池松でござ

います。委員会の開会に当たりまして、理事者

を代表して、一言ご挨拶を申し上げます。

令和２年度は、「長崎県総合計画 チャレンジ

２０２０」が最終年度を迎え、基本理念であり

ます「人、産業、地域が輝く たくましい長崎

県づくり」の実現に向けて、これまで以上に具

体的な成果が求められる大変重要な年であると

受け止めているところでございます。

このため、まず教育行政におきましては、今

年度からスタートしました第三期長崎県教育振

興基本計画に基づき、「長崎の明日を拓く人・

学校・地域づくり」を目指し、各種施策を着実

に進め、本県教育の一層の充実を図ってまいり

ます。

さらに、長崎県立大学においては、高い社会

人基礎力を有する人材の育成や、グローバル化、

情報化に対応した教育に取り組むとともに、私

立学校における、建学の精神に基づいた特色あ

る教育を推進してまいります。

福祉保健行政におきましては、「第４期長崎

県福祉保健総合計画」に基づき、県民一人ひと

りの尊厳が保たれ、ともに支え合い、誰もが安

心して健やかで生きがいのある生活を送ること

ができる地域の実現を目指し、

また、全国を上回るペースで進行する人口減

少と高齢化に対応できるよう、保健・医療・介
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護・福祉施策の充実を図ってまいります。

次に、子育て支援・少子化対策分野におきま

しては、「長崎県子育て条例行動計画」に基づ

き、安心して子どもを生み育てることができ、

子どもが生まれてきてよかったと感じられる社

会となるよう、県民総ぐるみの子育て支援を推

進するとともに、結婚、妊娠・出産、子育てに

関する意識醸成と社会全体の機運醸成など、各

種施策を展開してまいります。

また、引き続き、新型コロナウイルス感染症

対策にも関係部局間の連携を図りしっかりと取

り組んでまいります。

今後、深堀委員長、石本副委員長をはじめ委

員の皆様方のご指導、ご協力を賜りながら、各

施策の推進に全力を尽くしてまいりたいと考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、本日出席しております幹部職員を

紹介させていただきます。

〔各部局長紹介〕

以上でございます。

よろしくお願いいたします。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録職員名委員は、大場委員、赤木委員の

ご両人にお願いいたします。

今回の議題は、文教厚生行政所管事務につい

て。第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補
正予算（第7号）のうち関係部分、について。
令和2年2月定例会における本委員会の審査内
容等について、であります。

次に、審査の方法についてお諮りいたします。

お手元に配布しております審査順序のとおり、

本日は委員会を協議会に切り替えて、教育委員

会、総務部、福祉保健部、こども政策局の所管

事務の概要について説明を受け、明日の分科会

で国の経済対策に伴う補正予算について審査を

行いたいと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】なお、所管事務の概要説明につ

いてのご質問等につきましては、今回は特に理

解しにくかった点についての質問にとどめ、具

体的な質問につきましては、各課へ個別に質問

していただくか、3月9日からの委員会のなかで
行うことにしたいと思いますが、ご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

準備のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 ４分 休憩 ―

― 午後 ３時４９分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

本日の委員会はこれにてとどめ、明日は、午

前10時から委員会を開催し、引き続き、関係部
局の概要説明を受けることとし、終了次第に分

科会による経済対策補正予算の審査を行うこと

といたします。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５０分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２６日

自  午前１０時 ０分

至  午前１１時５５分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委 員 長 深堀ひろし 君

副 委 員 長 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

監査 指導課 長 磯本 憲壮 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療人材対策課長 石田 智久 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 小田口裕之 君

国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

永峯 裕一 君

長寿 社会課 長 峰松 茂泰 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

山口 美紀 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

原爆被爆者援護課長 橋口 俊哉 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【深堀委員長】 委員会を再開します。

なお、外間委員から委員会への出席が遅れる

旨の連絡があっておりますので、ご了承をお願

いします。

昨日に引き続き、関係部局の所管事務の概要

説明を受けることといたします。

委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１０時 １分 休憩 ―

― 午前１０時５４分 再開 ―

【深堀委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、所管事務の概要説明を終

了いたします。この後、国の経済対策に伴う補

正予算の先議分の審査を行いますが、準備のた

めしばらく休憩いたします。

― 午前１０時５５分 休憩 ―



２ 月 ２６ 日

（経済対策補正予算審査）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２６日

自  午前１１時 ９分

至  午後 零時２１分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 深堀ひろし 君

副委員長(副会長) 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教 育 長 池松 誠二 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

義務教育課長(参事監) 木村 国広 君

高校 教育課 長 鶴田 栄次 君

特別支援教育課長 分藤 賢之 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

長寿 社会課 長 峰松 茂泰 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１１時 ９分 開議 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

【深堀分科会長】 第91号議案「令和元年度一
般会計補正予算（第7号）」のうち関係部分の
審査について、分科会による審査を行います。

理事者の出席範囲につきましては、付託議案

に関係する範囲とし、お手元に配付しておりま

す配席表のとおり決定したいと存じますので、

ご了承をお願いいたします。

予算議案を議題とします。

教育長より、予算議案の説明をお願いいたし

ます。

【池松教育長】教育委員会関係の議案について

ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
するため、必要な予算を追加しようとするもの

であります。

歳入予算は、国庫支出金5億7,164万4,000円
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の増、歳出予算は、教育総務費8億6,521万2,000
円の増、特別支援学校費2億7,621万4,000円の
増、保健体育費2億6,618万円の増、合計14億760
万6,000円の増となっており、国の補助金を活用
し、全ての県立学校への高速通信ネットワーク

環境整備に要する経費、佐世保特別支援学校北

松分校整備工事外2校の整備・改修工事に要す
る経費、及び県放虎原ラグビー場人工芝張替改

修に要する経費を計上しております。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回補正予算に計上しております事業につい

ては、年度内に適正な工期が確保できないこと

から、すいすいスクールネットワーク整備事業

費8億6,521万2,000円、特別支援学校施設整備
費2億7,621万4,000円、体育施設管理運営費2億
6,618万円について、繰越明許費を設定しようと
するものであります。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【深堀分科会長】次に、教育環境整備課長より

補足説明をお願いいたします。

【日高教育環境整備課長】教育環境整備課の補

正予算につきまして、補足してご説明いたしま

す。

お手元の「令和元年度長崎県一般会計補正予

算（第7号）補足説明資料」をご覧ください。
本課では2つの事業を計上しております。
まず、すいすいスクールネットワーク整備事

業費についてでございます。

本事業は、国が新たに打ち出した「ＧＩＧＡ

スクール構想の実現」にかかります補助金を活

用し、全ての県立学校に教育用の高速通信ネッ

トワーク環境及び無線ＬＡＮ環境を整備するも

のでございます。

資料中段の図をご覧ください。

学校には校務用のネットワークと教育用のネ

ットワークがあり、現状といたしまして、どち

らの回線も教育庁のサーバーを経由してインタ

ーネットに接続されております。

本事業では、教育用のネットワークを現状の

伝達速度が100メガの回線から10ギガの回線へ
全面的な敷設工事を行うだけではなく、物理的

に校務用ネットワークと教育用ネットワークを

切り離し、教育用ネットワークを直接インター

ネットに接続することにより回線容量不足を解

消し、校内ネットワークの高速化を図ることと

しております。

また、本事業を実施することにより、資料の

下段に記載のとおり、遠隔授業や動画視聴、Ｅ

ラーニングなどのＩＣＴを活用した教育活動を

スムーズに行うことができるようになります。

事業費は、今回の経済対策補正予算で8億
6,521万2,000円、このほかに令和2年度当初予
算において、ネットワーク設定費用といたしま

して4,187万5,000円を計上いたしております。
資料の裏面をご覧ください。

次に、特別支援学校施設整備費についてであ

ります。

本事業につきましては、国の経済対策の一部

としまして学校施設の改築、改修等にかかる補

正予算が成立したことを受けまして、児童生徒

の安全確保を図るために、老朽化対策として令

和2年度に実施を予定しておりました特別支援
学校3校の整備改修事業につきまして、約1～2
カ月程度早く工事に着手することが可能になる

こと等から、このたびの補正予算の対象として

実施しようとしているものであります。

3校の事業内容でございますが、佐世保特別
支援学校北松分校整備事業につきましては、令
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和3年度開校予定の佐世保特別支援学校の分校
として、佐世保市田平中学校の校舎の一部を借

り受け、改修しようとするものであります。

また、島原特別支援学校空調改修工事は老朽

化した空調の改修工事を、大村特別支援学校外

部改修工事は老朽化した外壁等の改修工事を行

うものであり、事業費の内訳は記載のとおりで

ございます。

これらの事業につきましては、経済対策の主

旨に鑑み、議決いただいた後には実施時期の前

倒しに努めてまいりますが、年度内の適正な事

業期間が確保できないことから、今回の補正予

算と併せまして繰越明許費の設定についてもお

諮りしております。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀分科会長】次に、体育保健課長より補足

説明をお願いします。

【松﨑体育保健課長】体育保健課所管の関係予

算について、補足してご説明いたします。

お手元にお配りしております資料、右肩上に

令和2年2月26日付、「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第7号）補足説明資料（県放虎原
ラグビー場人工芝張替改修について）」をご覧

ください。

本事業は、新たにラグビー競技が実施できる

スポーツ施設の整備が国の補助金の対象になる

とともに当該予算が国の補正に計上されたこと

を受け、前回改修から14年が経過し老朽化が見
られる人工芝について、国の補助金を活用して

張替改修を行うというものであります。

なお、当該事業につきましては、先ほど教育

長からもありましたとおり、年度内には適正な

事業期間の確保ができませんので、予算計上と

併せまして繰越明許費の設定についてもお諮り

をしております。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議のほど、お願いいたします。

【深堀分科会長】次に、福祉保健部長より予算

議案の説明をお願いいたします。

【中田福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料【令和元年度2月補正予算（第7号）】」
の福祉保健部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
するため、必要な予算を追加しようとするもの

であります。

1ページの中ほどをご覧ください。
歳入予算は、福祉保健部合計で1億5,152万

2,000円の増、歳出予算は福祉保健部合計で1億
9,252万2,000円の増となっております。
なお、各課目につきましては記載のとおりで

あります。

補正予算の内容につきましては、介護福祉士

修学資金等貸付事業費について。

介護福祉士を目指す学生の介護現場への就労

や介護職員の介護福祉士資格取得による職場定

着等を促進することを目的とした学費や実務者

研修受講料等の貸付に要する経費として、6,000
万円の増を計上いたしております。

2ページの上段をご覧ください。
特別養護老人ホーム等整備費について。

令和元年8月豪雨により被災した介護サービ



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（２月２６日）

- 10 -

ス等事業者の設備等の復旧に対する助成に要す

る経費として、245万円の増を計上いたしてお
ります。

障害福祉施設整備費について。

社会福祉法人等が行う児童発達支援センター

や共同生活援助施設の整備及び障害分野の介護

ロボット等の導入に対する助成に要する経費と

して、1億3,007万2,000円の増を計上いたして
おります。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回補正予算に計上しております国の補正予

算に対処するための事業については、年度内に

適切な事業期間を確保することができないこと

から、障害福祉施設整備費1億3,007万2,000円
について、繰越明許費を設定しようとするもの

であります。

以上をもちまして福祉保健部関係の説明を終

わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀分科会長】次に、長寿社会課長より補足

説明をお願いします。

【峰松長寿社会課長】 長寿社会課関係の2事業
につきまして、補足してご説明をさせていただ

きます。

まず、お手元の補足説明資料「介護福祉士修

学資金等貸付事業について」ご説明をさせてい

ただきます。

この事業につきましては、介護福祉士の資格

取得を目指す学生や介護職員、介護現場への再

就職を希望する者に対して、それぞれその学費

や実務者研修受講料、再就職に向けた準備経費

等の費用を貸し付け、一定期間介護業務に従事

した場合は返済を免除する介護福祉士修学資金

等貸付事業の貸付原資等を、事業実施主体であ

る長崎県社会福祉協議会へ補助するものでござ

います。

この貸付原資に対する補助率は、②に記載の

とおり、国が10分の9、県が10分の1となってお
ります。

この貸付原資の10分の9の6,000万円を予算
計上しておりますが、本年度一括して県社会福

祉協議会へ交付することとしております。

貸付原資の残りの10分の1の県負担分につき
ましては、貸付実績に応じまして、その貸付年

度に補助を実施することといたしておりまして、

令和2年度事業費につきましては、下段の表中
の事業費合計⑤の1億2,620万円の10分の1に当
たります1,262万円を令和2年度の当初予算と
して計上いたしているところでございます。

④のこれまでの経過でございますが、下段の

表に記載しておりますとおり、平成27年度の補
正予算によりまして貸付原資としまして3億
5,760万4,000円を確保いたしまして介護福祉
士修学資金等貸付事業を創設しており、平成28
年度から貸付事業を実施しております。

平成27年度及び平成30年度に措置しました
貸付原資が減少したことから、今回の国の補正

予算を活用いたしまして、貸付原資の積み増し

を行うというものでございます。

なお、令和3年度以降につきましても安定的
に事業を実施できますよう、貸付原資の確保に

つきまして引き続き国に対して強く要望してま

いりたいと考えております。

続きまして、補足説明資料「特別養護老人ホ

ーム等整備費について」をご覧ください。

この事業は、令和元年8月豪雨によりまして
被災されました介護サービス等事業者の設備等

の復旧にかかる経費につきまして補助をするも

のでございます。
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令和元年8月の豪雨につきましては、8月26日
未明から8月30日早朝にかけまして、平戸市で
総雨量626ミリを計測しております。
総事業といたしまして441万2,000円、補助額

といたしまして国の上限額の245万円を計上い
たしておりまして、国の方から事前着手可とい

うことで示されておりまして、既に復旧工事を

実施したものに対して補助をするものでござい

ます。

被害及び対応の状況といたしまして、施設は

令和元年8月27日に被災されており、被害場所
は平戸市、「社会福祉法人愛和会 特別養護老人

ホーム わだつみの里」の居室7部屋が浸水して
おり、被害の内容といたしまして、当該施設裏

の畑からの流水により施設の床上浸水が起こり

ましてカーペットの張替が必要となりまして、

工事日といたしまして令和元年8月28日から9
月24日までに行われた経費につきまして補助
をするものでございます。

以上をもちまして長寿社会課の説明を終わら

せていただきます。

【深堀分科会長】次に、障害福祉課長より補足

説明をお願いします。

【桑宮障害福祉課長】 それでは、第91号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第7
号）」のうち、障害福祉課関係部分について、

お配りしております補足説明資料に基づいてご

説明申し上げます。

まず、1の社会福祉施設整備費補助金の概要
です。これは、国の補助金を活用し、社会福祉

法人等が整備する施設の創設、増改築、大規模

修繕等に要する費用の一部を県の予算の範囲内

で助成するものであり、補助率は4分の3以内で、
国が定める補助基準額が上限となっております。

次に、具体的な整備内容としては、③の施設

整備予定一覧にありますように、今回、国の経

済対策補正を活用し、第5期長崎県障害福祉計
画、第1期長崎県障害児福祉計画において重点
的に取り組むこととしております障害児支援の

中核機関となる児童発達支援センターの創設が

1件、また、障害者の地域移行の受け皿となる
グループホームの創設が2件、計3件の施設整備
に対する補助金として1億2,300万円を計上い
たしております。

次に、「2．障害分野介護ロボット等導入事
業の概要」です。これは、国の補助金を活用し、

社会福祉法人等が障害者支援施設、またはグル

ープホームにおいて介護ロボット等を導入する

際の経費を助成するものであり、補助率は10分
の10となっております。
対象となる機器は、資料の裏面にございます

③に記載しているとおりの5種類で、対象とな
る県所管の事業所に意向を確認した結果、④に

記載しているとおり希望がありました者に対し

計707万2,000円を計上いたしております。
以上をもちまして補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【深堀分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、予算議案に

ついて質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 まず、教育委員会の「すいすいス

クールネットワーク整備事業費」について質問

いたします。

今回の補正は8億6,000万円ですが、8億6,000
万円という額は、担当課に試算をしていただき

ましたが、現在の長崎県内の小学校は35人以下
学級になっていない学年があるので、その学年

も含めて全ての学年を35人以下学級にします
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と、あと107人の先生を増やして、約8億6,000
万円あれば長崎県内の小学校全てが35人以下
学級にできるという、それだけ貴重な財源だと

思っています。その財源を今回、補正で使うわ

けですから、長崎県にとってもぜひとも必要だ

と、そういう使い方をしてほしいという思いで

質問したいと思います。

補足説明を課長からしていただきましたが、

高速通信ネットワークの容量が大きくなれば、

それはもちろん早くスムーズにというのは素人

でも理解できるんですけど、教育用ネットワー

ク活用例は現在でもやっていると思うんですが、

容量を大きくすることによって、今どこが不具

合、不便で、大きくすることによってこうした

活用例がスムーズにというだけでなく、もっと

どういうふうに活用できるのか、変わるのかと

いうことについても、さらに説明をいただきた

いと思います。

【日高教育環境整備課長】今現在、学校のネッ

トワークシステムにつきましては、校務支援シ

ステムと教育用支援システムを1本の回線で、
教育庁のサーバーを通じて外部のインターネッ

トにつないでおります。

今回、教育用ネットワークを校務用と物理的

に外しますので、それで早くなります。

現在、学校でインターネットに複数台同時接

続できますのは、パソコン教室だけでございま

す。これを全部の普通教室に無線ＬＡＮの接続

ポイントを設定いたします。

今現在、学校の普通教室には電子黒板を設置

いたしております。パソコンについては3人に1
台ございますので、そのパソコンと電子黒板と

をつなぐこともできるようになりますので、今

まで以上にＩＣＴを活用した教育の推進ができ

るものと考えております。

【堀江委員】今までだとパソコン教室だけでし

か使えなかったものが、全ての普通教室で使え

るということ。

現場の先生の声を聞きますと、途中で音声が

止まったりということがあるので、今回、容量

を大きくするということは、そういったこれま

での不具合がなくなるんだという理解でいいで

すか。

【日高教育環境整備課長】今までは、遠隔授業

等をする時に音声が途絶えたりとか画像が乱れ

たりしたと。今までは100メガの通信速度の回
線を使っておりましたが、今度は10ギガ、理論
上は100倍の速さの通信速度の回線になります
ので、そういう音声の途切れとか画像の乱れと

かがなくなるものと考えております。

【堀江委員】 それと、今回、全ての県立学校で

すよね。

こうしたパソコン整備とかには、例えば特別

支援学校とかには国の補助があったりするんで

すけど、今回のように普通学校にこうした補助

が出るというのは今まで私としては記憶がない

んですが、これは今回うまく活用できる措置と

いうことになりますか。

【日高教育環境整備課長】今までは、特別支援

学校の施設整備等につきましては国の補助がご

ざいましたけれども、高等学校の施設整備につ

きましては国の補助が全くございませんでした。

今回、国のＧＩＧＡスクールでは、高速大容

量無線ＬＡＮの設置につきましては国が2分の
1の補助、それからその補助率につきましても
補正予算債という形で充当率100％、交付税が
後年度60％負担、ですから実質県の負担は20％
で済むような大変有利な補助制度を国につくっ

ていただきましたので、今回これを利用して整

備しようと思っております。
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【堀江委員】そうしますと、今回の経済対策で

国の予算を活用するというのはもちろんですけ

れども、補助率の2分の1だけにとどまらず県債、
残りの半分の部分についても長崎県にとっては

有利な補助を活用して、現場で今どうしてもし

てほしいという高速通信ネットワークの整備と

いうことで理解をいたしました。

続いて、福祉保健部のことで質問いたします。

介護福祉士修学資金等貸付事業です。

県の社協はいろんな貸付事業をしているんで

すが、通常は、貸し付けて償還金を償還してい

ただいて、それを貸付事業に充てて行うという

仕組みが大方なんですが、この介護福祉士修学

資金等貸付事業は、先ほど補足説明で課長が言

われましたように、介護業務に従事した場合は

返済が免除、返済が免除されるということは貸

してそのままですよね。

そうすると、この事業の資金そのものは、い

わゆる原資の積み増ししかないわけですけど、

これは補正予算でしか原資の積み増しができな

いのか。これだけ大事と、これだけ件数も増え

ていくということは求められている貸付事業だ

と思うので、当初予算で積むということになら

ないのかという疑問があるんですが、今後の動

きも含めて、その点はどうですか。

【峰松長寿社会課長】貸付原資につきましての

ご質問でございます。

補足説明資料の下段の表を見ていただきまし

て、先ほどご説明いたしましたように、左側に

貸付原資と記載しているんですが、平成27年に
国から、カッコ書きで示しております3億2,184
万5,000円を制度創設ということで当初予算で
措置をされておりました。3年間の事業実施と
いうことで、平成28年から3年間事業を実施さ
せていただきました。

委員ご指摘のとおり、原資を償還するという

スキームではございませんので、ほぼ使ってし

まうという形になっていきますので、国の方か

ら平成30年もしくは令和元年に、経済対策とい
うことで積み増しをさせていただいております。

ただ、これはもう全国的に同じような状況で

ございますので、国の方に確認をいたしますと、

国の方も、どこの県も同じような状況になって

いて、原資不足になりつつあるというところも

ございますので、令和3年に向けては当初予算
で編成できないものかということも含めて検討

をいたしたいというお話はございました。

【堀江委員】ぜひ、もう使い切ってなくなって

しまったということにならないように、とりわ

け介護の問題につきましては、いかに人材を育

てるかということで今、長崎県もさまざまな施

策をとっていると思うので、こうした事業も継

続ができるように要望していただきたいと思っ

ています。

もう一つ、最後に、障害福祉施設の整備につ

いて。補足説明資料の「2．障害分野介護ロボ
ット等導入事業の概要」、この文面だけを読む

と、人型のロボットが利用者を抱えて移動する

かのような事業に見えるんですけど、裏面の補

助対象機器を見ますと、結局いわゆるリフトで

あったり、そういった導入の経費を補助すると

いう理解でいいですか。

【桑宮障害福祉課長】補足説明資料の裏面をご

覧いただきたいと思います。

今回補助予定の施設の機器種別として、見守

りと移乗介護と排泄支援の3種類がございます。
見守りにつきましては、機器のイメージとし

ては、ベッドの下に敷くセンサーで、寝ている

間の動き、覚醒して立ち上がるといった動きと

か、あるいは心拍数とか呼吸を把握することで
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急な行動とか急変をセンサーで感知するような

形になっております。

移乗介護につきましては、車いすからベッド

に移る、またその逆の移動をする時にリフト型

の器械で移動させるようなイメージの器械と考

えていただければと思います。

3つ目の排泄支援ですが、障害者の方には、
ご自分で自立排泄が困難な方もいらっしゃいま

す。そのような方の排泄のタイミングを予測し

て、そろそろ排泄をされる時間ですよというの

をお知らせするようなシステムということで、

人型のロボットというよりはセンサーとか駆動

系の器械を活用した機器のイメージで捉えてい

ただければと思います。

【堀江委員】 それで、今回の補助率は10分の
10で、これは昨年も導入の制度があったという
ことですが、昨年度と今回の経済対策の導入と、

この補助に関わっての条件というか、これが何

か変わりましたか。件数が多いなと思って。

【深堀分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時３７分 休憩 ―

― 午前１１時３７分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開いたします。

【桑宮障害福祉課長】障害福祉分野の介護ロボ

ットの支援事業につきましては、今年度の9月
補正で初めて計上させていただいております。

その時点では、1都道府県当たり30万円の上限
がございました。希望が3カ所からございまし
たので、10万円ずつを交付したという状況でご
ざいます。

今回の制度につきましては、補足説明資料の

2の①にございますように、補助率については
10分の10と変わらないんですが、1機器当たり
10万円以上30万円以下という額の設定と、限度

額につきまして、障害者支援施設については

150万円、グループホームについては60万円と
設定されております。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【川崎委員】すいすいスクールネットワーク整

備事業費についてお尋ねいたします。

ＩＣＴ教育がスタートして、もう随分時間も

たっておりまして、その効果も認められて、随

分普及をしているものと承知をいたしておりま

す。

そういった中において、音声、画像がスムー

ズに伝わるようにというインフラ整備と理解を

いたしております。100メガから10ギガ、約100
倍ということで、随分とスムーズにいくのでし

ょう。

この整備について全く異論はありませんが、

一方、使うための端末について確認をさせてい

ただきたいんです。パソコンというぐらいです

から、1人に1台というのが理想だと思いますが、
現在どの程度整備をされているのか、お尋ねい

たします。

【日高教育環境整備課長】現在、県立学校の生

徒数は2万4,000人ほどございまして、教育用パ
ソコンにつきましては、パソコン室のパソコン

も含めまして9,200台程度整備しております。
【川崎委員】 2万4,000人いらっしゃって9,200
台、ぱっと計算ができませんが、1台に2.5人ぐ
らいでしょうか。

今回の補正は県立学校と承知をしております

が、小・中学校も入れた数字はわかりませんか。

【木村義務教育課長】 平成30年度の調べで、
4.2人に1台の割合でございます。
【川崎委員】これは義務教育機関だけの（発言

する者あり）じゃあ、全体で4.2人当たりに1台
ということでした。
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我々が仕事をやっていても、1台のパソコン
を2名以上で使うというのは非常に非効率であ
りますし、学習で同じ時間に「せーの」で使う

ということではないんでしょうけれども、さま

ざまな個人的な設定とかも考えていくと1人に
1台が望ましいと思うんですが、今回、国の対
策においては、パソコンの整備も範疇にあった

のではないかと思うんですが、いかがでしょう

か。

【日高教育環境整備課長】国のＧＩＧＡスクー

ル構想の実現につきましては、令和2年度まで
に高速無線ＬＡＮを整備すること、それから義

務教育段階の児童生徒たちに令和5年度までに
1人にパソコン1台の整備をするという形が盛
り込まれております。

【川崎委員】 では、令和2年度までには、今お
っしゃったところで今回の補正を使いながら整

備をしてインフラを整え、その後にパソコンを

整備しながら教育環境をさらに高めていくと、

そういった理解でよろしいでしょうか。

【日高教育環境整備課長】そのようでございま

す。

【川崎委員】 もう1点、特別支援学校の施設整
備費についてお尋ねをいたします。今回、3校
において改修等が組まれているようでございま

すが、島原特別支援学校の空調改修工事費です。

昭和53年設置ですから、随分老朽化したもの
の改修と思いますが、体調的にも変化があるよ

うなお子様方が多くいらっしゃる中において、

空調について、今どこにもあるような風を出す

ような空調ではなく、一般質問で以前したこと

があるんですが、輻射式といいまして風を出さ

ずに気温をコントロールできるような新しい設

備があるんです。こういったところもぜひ配慮

をして、新しい技術を入れながら、いい環境で

教育ができるような、学べるようなところもぜ

ひ検討いただきたいんですが、ご見解をいただ

ければと思います。

【日高教育環境整備課長】今回、島原特別支援

学校につきましては、17教室の空調整備を考え
ております。島原特別支援学校の空調につきま

しては、今までは中央で一括して管理をしてい

たものですから、温度設定ができませんでした。

今回は、17教室それぞれに温度設定ができるよ
うな形で、児童生徒さんたちの体調管理に今ま

で以上に貢献できるものと考えております。

【川崎委員】そこまでおっしゃったので申し上

げますけど、こういうことが聞こえてくるんで

す。場所によって風が直接当たって、それがつ

らくて体調を崩すと、一方では全くそういった

ところがなくて、逆に暑いときは暑い、寒いと

きは寒いと。

そういうことがあるので、教育施設において

も、今申し上げますような新しい技術を持った

空調設備を整えている地域があると。これは長

崎ではないですよ。佐賀県の小城市だったです

かね、かなり積極的に取り組まれていると伺っ

ております。

せっかく更新をするんだったら、そういった

ところまで配慮していただいた方がよろしいん

じゃないかというご提案でございますので、い

ま一度ご検討をいただけるかどうか、お尋ねい

たします。

【日高教育環境整備課長】島原特別支援学校の

空調整備につきましては、既に今年度に設計を

終了いたしておりまして、来年度すぐ工事に取

りかかるという段取りにしておりましたので、

今回は今までの設計どおりの空調で設置したい

と考えております。

委員提案の部分につきましては、今後の空調
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整備の中で検討できるところは検討してまいり

たいと思っております。

【松本委員】私も関連して、すいすいスクール

ネットワーク整備事業について質問いたします。

先ほどから話がありましたとおり、100メガ
から10ギガ対応になると100倍になるというこ
とで、大変環境がよくなることは事実でござい

ます。

しかしながら、8億6,000万円の公金を使う。
国庫が半分入って実質2割負担としても大変大
きな財源を投入するわけでございまして、環境

がよくなって非常に多くの状況がつくれるとい

うことでありますが、それをどう使うかが大事

だと思うんです。

先ほどの説明資料の中に教育用ネットワーク

活用例がありますけれども、具体的に77校に配
備された後、授業とかカリキュラムにどのよう

に活かしていくのか。今までこういうことがで

きなかったけど、こういうことをやりますとか、

ただ入れるだけではなくて、入れたものをどう

活用するかについてのご見解をお尋ねします。

【鶴田高校教育課長】ネットワークが整備され

た後にインタ―ネットをどういうふうに活用し

て授業ができるのか、ネットワークの接続方法、

トラブルシューティング、それからスカイプ・

フォー・ビジネスによる遠隔授業の利用法につ

いて教育センターと連携しながら研修をしてい

きたいと考えております。

【松本委員】 申し上げたいのは、8億6,000万
円使って整備をしたとしても、使う教員側がど

のような授業に取り組んでいくかということが

大事だと思うんです。それも、来年度から無線

ＬＡＮが各教室に入りますよといった中で、こ

ういうふうに状況が変わるから、カリキュラム

を生徒、児童がやりやすいように、このような

ものを入れましょうと。

例えば、離島半島が多い中で、授業の遠隔受

配信といったもの。また、ここに書いてあるよ

うな、ネットワーク環境が整備されれば国内外

の大学等の専門的な講義など、そういったもの

が活用できますとありますけれども、実際にそ

れを現場に落とし込んで使う先生たちが活用し

なければ結局無駄になってしまうので、その辺

も併せてですね。

配備することが目的ではなくて、配備したも

のをどう使うかが大事ですので、そちらも併せ

て、来年度以降、この事業を活用してこういう

成果が出ましたというのも併せて報告をいただ

ければと思います。

もう一つは、ラグビー場の人工芝張替改修と

いうことでございます。

大村市にありますので、私もいろいろお話を

伺います。報道等でも、今回ラグビーワールド

カップで大変に人気が上がったということでご

ざいますが、スポーツ自体としては非常に人口

が少ないということが課題になって、そういう

ことを背景に国の方も支援をしていると伺って

おります。

実は大村でもラグビー教室がこのラグビー場

で行われておりまして、大変期待するところで

ございますが、そうは言っても2億7,000万円を
使うわけでございまして、今までの稼働率がど

うだったのか。

また、せっかく張り替えたのであれば、新設

されるわけですから、今後ラグビー人口を増や

すために、活用されるために、いろいろな活用

策をラグビー協会等とも話していると思うんで

すけれども、その辺の状況についてお尋ねいた

します。

【松﨑体育保健課長】今現在の放虎原ラグビー
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場の活用は、委員ご指摘のとおり、大村市内の

ラグビー協会とかラグビースクール、あとは県

の高校の例えば新人戦、高総体、花園の予選と

か、さまざまな大会で活用しております。

実はラグビー協会の方からも、人工芝がご存

じのとおり14年経って劣化をしておりますの
で、張替えの要望が以前からあっております。

その中で、今後どのような大会を誘致していく

のか、長期的スパンで見ながら、ラグビー協会

と協議のうえ、競技人口を増やしていきたい思

っております。

【松本委員】ラグビー教室の入会者が今どんど

ん増えていると大村で話を聞きまして、すごく

いいことだと思いますし、新たに人工芝が変わ

ることによって、さまざまな大会を誘致するこ

ともできると思うんです。そういったところも

協会にぜひお願いをして、活用していただきた

いと思います。

【中山委員】 このたびの補正予算、14億円と
かなり大きいと思います。先ほどから教育行政

上のメリットについては話があったようであり

ますが、これは総合経済対策という観点から一

つお聞きしたいと思います。

この14億円の予算の中で、県の経済対策とし
ての本県への経済波及効果等については試算し

たことがあるのか、そういう考え方があるのか

どうか、その辺で検討した結果があれば教えて

くれますか。

【日高教育環境整備課長】経済への波及効果に

つきましては、試算はしておりません。

【中山委員】 教育的な問題ばかりではなくて、

経済対策でありますので、経済波及効果等につ

いても、よくよく検討をしておく必要があると

思いますので、今後取り組んでほしいと思いま

す。

そこで、ちょっとお聞きしますが、高速通信

ネットワーク整備事業で8億6,000万円程度あ
ります。事業費の内容を含めて、この発注方法

です。教育委員会で直接やらないと思いますが、

発注については、県内の事業者に発注できるよ

うなものがあるのかどうか、教えていただきた

いと思います。

【日高教育環境整備課長】今回のすいすいスク

ールネットワーク整備事業、高速通信ネットワ

ークシステムの整備につきましては、第1段目
としまして、各学校でLANの配線工事をいたし
ます。これは電気通信工事業者でできます。こ

れにつきましては各県立学校で発注をしたいと

思っております。技術的には県教委から支援を

したいと思っております。

ケーブルの敷設が来年の11月から12月ぐら
いに終了いたしますので、その後、無線のアク

セスポイントの設定工事は県教育委員会から一

括で発注したいと考えております。いずれにし

ましても、県内の事業者に発注したいと考えて

おります。

【中山委員】できれば、その額がどの程度にな

るのか。

それと、説明資料に変更事業実施後という形

で教育用ＬＡＮから「新」が入って「新教育用

ＬＡＮ」という形になっているので、この辺の

変更というか、中身がどういうふうに変わって

くるのか、数が変わっていくのかどうか、それ

を含めて教えてくれますか。

【日高教育環境整備課長】まず、配線配管等設

計工事費で5億7,000万円ほど、それから無線Ｌ
ＡＮのアクセスポイントの設定で2億8,000万
円ほどという形で考えております。

それから、新ＬＡＮにつきましては、今まで

校務用ＬＡＮと教育用ＬＡＮが1本の回線でつ
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ながっていたものですから、これを教育用ＬＡ

Ｎにつきまして今回新たに敷設をいたしまして、

各学校からそれぞれ直接インターネットにつな

がるようにいたしますので、高速回線でインタ

ーネットにつながりますので、今まで以上に速

くなるという形でございます。

【中山委員】 この8億7,000万円のうちの5億
7,000万円については県内に発注できるという
ことでありましたから、経済波及効果もあるん

じゃないかと思います。あくまでもこれは経済

対策ですから、その中で組み上げているわけで

すから、それも含めて、今後よくよく検討して

いただくことを要望しておきたいと思います。

【中村(和)委員】 障害福祉課に、今回、介護ロ
ボットの導入ということで予算措置がされてい

るんだけれども、これは補助率が10分の10とい
うことで、非常に介護事業者にとってはために

なるような支援策だと思うんだけれども、今回、

11の施設が要望されていますね。
ちょっと調べたら、介護ロボットの導入につ

いては県の方が随分頑張っているようで、セミ

ナーなども開催したようです。もちろんセミナ

ーで実際のロボットを、多分、介護施設の方た

ちが見て触って実感を持ったと思うんですけれ

ども、その上での申し込みがこの11者というこ
とでよろしいんですか。

【峰松長寿社会課長】委員ご説明のセミナーの

件ですが、セミナーにつきましては、介護事業

所に限ってのセミナーをさせていただいており

ました。介護事業所がお使いになる介護ロボッ

トにつきまして展示したり、介護ロボットに関

する有識者のご説明をさせていただいておりま

す。

今回補正で障害福祉課が出しておりますのは

障害分野の介護ロボットというふうになってお

りますので、その分野につきましてはセミナー

では展示いたしておりませんでした。

【中村(和)委員】そうしたら、これだけの事業、
これからも多分展開されると思うんだけれども、

皆さんもご存じのとおり、今、介護施設では人

材が非常に不足していますね。ところによれば、

人材の引き抜きなどもたくさんのところでやっ

ていまして、いろんなクレームがきているんで

す。私たちもそれに対処しているんだけれども。

そういう中で、このロボット化というのは非

常に大事なことだと思うんだけれども、当然私

たちとすれば、先ほど中山委員が言われたよう

に、長崎県の経済効果を期待するわけです。

そうした時に、現時点で、この長崎県で介護

ロボットをつくっている製造会社というのはあ

るんですか。

【峰松長寿社会課長】現時点で私が知り得る範

囲で、県内で介護ロボットを製造されていると

ころは、私としては認識をしておりません。

【中村(和)委員】 そこは足りないのかな。産業
労働部などと提携をしながら、いかに長崎県の

介護人材が不足しているか、それに対して介護

ロボットをいかに導入していくか、それによっ

て介護のレベルが上がっていくかというところ

を検討しなければならない時代にきていると思

うんです。当然私たちも、あちこちのロボット

工場を、県内の工場も見に行きましたけれども、

まだそこまで入っていないのかなと思ったから、

今確認したんだけれども。

関係の部署と協議をしながら、介護ロボット

の導入については、非常にレベルが高いものも

ありますけれども、ぜひ、長崎県にもそういう

製造工場を設置するべきだと私は思うんです。

今後のためには、そういうところを共に協議

をしながら、介護人材の不足、加えて介護のレ
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ベルを上げるために、もう一歩踏み込んでいた

だいて頑張っていただければと思いますので、

よろしくお願いしておきます。

【深堀分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時５９分 休憩 ―

― 午前１１時５９分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第91号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

予算議案の審査結果について整理したいと思

いますので、しばらく休憩します。

― 午後 零時 ０分 休憩 ―

― 午後 零時 ０分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、分科会の審査を終了いた

します。

【深堀委員長】この後、委員間討議を行います

が、理事者退席のため、しばらく休憩します。

― 午後 零時 １分 休憩 ―

― 午後 零時 ９分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これより、令和2年2月定例会の審査内容等に
ついての委員間討議を行います。

審査の方法についてお諮りいたします。

委員会を協議会に切り替えて行いたいと思い

ますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩します。

― 午後 零時１０分 休憩 ―

― 午後 零時２０分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開します。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、修正案のとおり決定されま

したので、この後、理事者に正式に通知するこ

とといたします。

これをもちまして、委員会を終了します。

大変お疲れさまでした。

― 午後 零時２１分 閉会 ―



２ 月 ２９ 日

（委員会）

（新型コロナウイルス感染症への対応等について）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２９日

自  午前１０時 ２分

至  午後１１時５８分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 深堀ひろし 君

副委員長（副会長） 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

山田 朋子 君

浅田ますみ 君

前田 哲也 君

中島 浩介 君

山下 博史 君

中村 泰輔 君

５、県側出席者の氏名

学事 振興課 長 門池 好晃 君

教 育 長 池松 誠二 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

義務 教育課 長
（ 参 事 監 ）

木村 国広 君

高校 教育課 長 鶴田 栄次 君

特別支援教育課長 分藤 賢之 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ２分 開会 ―

【深堀委員長】ただいまから、委員会を開会い

たします。

本日の議題は、「新型コロナウイルス感染症

への対応等について」であります。

そのため、理事者の出席範囲については、議

題に関連する範囲とし、お手元の配席表のとお

り決定したいと存じます。

審査は、お手元に配付しております審査順序

のとおり、関係部局からの説明を受けた後、質

問を行うこととしたいと存じますが、ご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。
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まずはじめに、福祉保健部長より説明をお願

いいたします。

【中田福祉保健部長】まず、福祉保健部長より

説明させていただきたいと思います。

お手元の資料、「県民の皆様へのお願い」と

いう資料をご参照いただければと思います。

県といたしましては、昨日、臨時部長会も開

催いたしまして、県内各部局の状況をしっかり

と確認しながら、同日16時30分より、知事から
の記者会見において、県民の皆様へのお願いと

して、このようなメッセージを発出させていた

だいた次第でございます。

この資料に記載のとおり、現在、新型コロナ

ウイルス感染症対策につきまして、関係機関と

連携しながら、相談窓口設置、予防対策等の情

報提供、また、医療提供体制・検査体制の整備

等に力を注いできたところでありまして、現在、

県内の感染者は確認されていない状況にありま

すが、国内では感染者は増加傾向でございまし

て、2月25日に発出されました「新型コロナウ
イルス感染症対策の基本方針」などに示されて

おりますとおり、まさに今が健康被害を最小限

に抑える上で極めて重要な時期であります。新

型コロナウイルス感染症が大きく流行するか否

かを決定づける転機を迎えているということも

ございまして、以下の点について、県民の皆様

のご理解とご協力をお願いする意味で、メッセ

ージで発出させていただいた次第でございます。

1番目には、まずは、県民の皆様お一人おひ
とりに、引き続き感染予防対策にしっかりと取

り組んでいただきたいというふうに考えており

ます。したがいまして、以下の4点について、
改めて協力をお願いしたところでございます。

1つ目といたしましては、手洗い、咳エチケ
ット等の対策を徹底していただきまして、人混

み、閉鎖空間など、感染しやすい環境に行くこ

とは避けていただくことです。

また、2つ目は、風邪・発熱の症状がある方
は外出を控えていただきまして、症状が続く場

合には、受診する前にかかりつけ医、「帰国者・

接触者相談センター」に相談してから受診して

いただくということをお願いしております。こ

れは、連絡をしないで医療機関にかかってしま

うと、本人の感染のリスクも高まってしまうと

いうおそれもありますので、事前に、受診する

前に、きちんとかかりつけ医等に確認してから

受診していただきたいという趣旨でございます。

3つ目は、感染拡大を防ぐためには、体調が
悪い時には出勤を控えていただくことと、あと

は事業者、従業員が休みやすい環境づくり、テ

レワークや時差出勤など、働き方の工夫をお願

いさせていただいております。

また、4つ目といたしましては、地域、企業
がイベント等を主催する際には、感染拡大防止

の観点から、開催の必要性を精査し、不要不急

なものについては、中止または延期も視野に入

れた検討をお願いしております。

2ページ目をご覧いただきたいと思います。
また、県民の皆様に対しましては、今後も随

時、正確でわかりやすい情報の提供に努めてま

いりたいと考えておりまして、不正確な情報に

惑わされず、引き続き、冷静な対応をお願いさ

せていただいております。

また、3番目にありますとおり、さまざまな
点でご心配、お悩みがあろうかと思いますので、

その際には、最寄りの保健所の相談窓口、また、

県の福祉保健課にも総合的な相談窓口を設けて

おるところでございますので、こちらで受け付

けさせていただいているということを周知させ

ていただいております。
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また、4番目といたしまして、県が主催する
イベント等についての考え方をまとめさせてい

ただいております。県が主催するイベント等に

つきましては、原則として、当面の間、これは

3月15日まででございますが、開催の中止・延
期、または規模縮小等の対応を行うこととして

おります。

県教育委員会におきましても、県立学校につ

いては、原則として、3月2日から3月24日まで
臨時休業とし、市町立学校等についても、この

旨通知のうえ、協力を要請することとしており

ます。

また、そのほか、長崎県美術館、歴史文化博

物館等におきまして、イベント等については、

当面の間、中止するということでございます。

また、5番目にありますとおり、新型コロナ
ウイルス感染症に関連し事業活動に支障が生じ

る中小企業の皆様に対しましては、円滑な資金

繰り支援のための制度資金を3月2日に発動す
ることとしており、県産業労働部や商工団体、

金融機関に相談窓口を設置していることを周知

させていただいております。

最後に、県では、今後とも、各関係機関と緊

密に連携いたしまして、感染症対策に万全を期

してまいりたいということで、県民の皆様のご

協力を賜るために、メッセージとして発信させ

ていただいた次第でございます。

以上で説明を終わります。

【深堀委員長】次に、教育長より説明をお願い

いたします。

【池松教育長】 おはようございます。

教育委員会の対応について、ご説明をいたし

ます。

配付資料、「新型コロナウイルス感染症への

対応について」をご覧ください。

2月27日、国の新型コロナウイルス感染症対
策本部において、内閣総理大臣より、子どもた

ちの健康・安全を第一に考え、多くの子どもた

ちや教職員が日常的に長時間集まることによる

感染リスクにあらかじめ備える観点から、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけ

る全国一斉の臨時休業を要請する方針が示され

ました。

また、翌28日に、新型コロナウイルス感染症
対策のための小学校、中学校、高等学校及び特

別支援学校等における一斉臨時休業について、

資料3ページから7ページのとおり、文部科学事
務次官通知がございました。

これらを受けまして、県教育委員会といたし

ましても、児童生徒の感染リスクにあらかじめ

備える観点から、県立学校について一斉臨時休

業の対応をすることといたしました。

具体的な内容といたしましては、資料1ペー
ジの（1）のとおり、県立学校、これは県立中
学校、高等学校、特別支援学校でございますが、

県立学校につきましては、原則3月2日（月曜日）
から3月24日（火曜日）まで臨時休業すること
として、休業中の学習内容の伝達など、学校運

営上やむを得ない場合は、遅くとも3月4日（水
曜日）からは臨時休業とすることといたしまし

た。

また、政府において、感染拡大防止に極めて

重要な時期とされた、ここ1～2週間を経過した
3月16日（月曜日）以降は、終業式などの最小
限度の教育活動を実施するため、各校長が必要

と判断した場合は、臨時に登校日を設定するこ

とは可能としております。ただし、臨時登校日

を設定する場合は、可能な限り時間の短縮、児

童生徒の分散化、時差登校等の感染防止のため

の措置を行うこととしております。
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こうした方針については、昨日、各学校に通

知したところであり、その内容については、資

料8ページから9ページのとおりであります。
市町立小・中学校、義務教育学校、高校に関

しましては、昨日、県立学校での対応内容を市

町教育委員会宛て通知し、臨時休業について要

請いたしました。その内容については、10ペー
ジのとおりであります。

資料2ページをご覧ください。
県教育委員会が所管する佐世保青少年の天地

等の県立青少年教育施設5施設、総合体育館等
の県立体育施設5施設、県立図書館についても、
感染リスクにあらかじめ備える観点から、児童

生徒の利用を停止することとしております。期

間については、記載のとおりであります。

これら一斉臨時休業等の対応につきましては、

県内での感染状況や国の今後の対応等の状況等

により、必要に応じて見直すなど、状況変化に

速やかに対応してまいります。

最後に、これまでの対応策として、県立学校

及び特別支援学校における卒業式及び令和2年
度長崎県公立高等学校入学者選抜における対応

について、ご説明いたします。

卒業式につきましては、式全体の時間短縮や、

在校生の全部または一部の出席見合わせなどの

対応を、また、入学者選抜につきましては、新

型コロナウイルス感染症への感染者及び濃厚接

触者への受検機会の確保のため、感染等により、

本検査・追検査の受検が困難な者への調査書等

による選抜を行うこととしております。

県教育委員会といたしましては、休業期間中

の児童生徒や保護者の皆様の支援にも努めてま

いりたいと存じますので、県議会をはじめ県民

の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い

を申し上げます。

以上でございます。

【深堀委員長】次に、こども政策局長より説明

をお願いします。

【園田こども政策局長】 私からは、幼稚園・保

育所等における新型コロナウイルス感染症への

対応について、ご説明をさせていただきます。

お手元に配付しております、こども政策局の

資料をご覧ください。

まず、国からの要請内容でございますけれど

も、ご承知のとおり、幼稚園、保育所、認定こ

ども園、放課後児童クラブは、原則として開所。

なお、放課後児童クラブは、夏休み等の長期休

暇における開所時間、原則1日につき8時間でご
ざいますけれども、それに準じた対応というこ

とになっております。

2番目でございますが、要請についての課題
といたしましては、放課後児童クラブにおける

時間延長や受け入れ児童の増加に対応するため

の職員確保が課題であると考えているところで

ございます。

これに対応した国の通知内容では、職員の確

保が困難な場合は、法人間の連携や市町村にお

ける放課後児童クラブ等関係団体への協力要請

等を通じて、他の児童福祉施設等から職員の応

援が確保されるよう、必要な対応を行うよう要

請があっておりますけれども、県といたしまし

ても、関係団体、市町、教育庁とも連携しなが

ら、万全な対応を図ってまいりたいと考えてお

ります。

要請により新たに発生する費用は、国におい

て交付予定となっております。

1枚めくっていただきまして、添付資料の1ペ
ージをご覧ください。

「学校の臨時休業に関連しての保育所等の対

応について」という通知でございますけれども、
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もう一つめくっていただいて、2ページ目「保
育所について」でございます。中ほどの2段落
目に書いておりますけれども、保育所について

は、保護者が働いており、家に一人でいること

ができない年齢の子どもが利用するものである

ことや、春休みもないなど、学校とは異なるも

のであることから、感染予防に留意した上で、

原則として開所していただくよう要請が来てい

るところでございます。

中ほどの放課後児童クラブにつきましても、

同様に、共働き家庭など留守家庭の小学校に就

学している子どもを対象としており、特に、小

学校低学年の子どもは留守番をすることが困難

な場合があると考えられ、学校とは異なるもの

であることから、これもまた、感染の予防に留

意した上で、原則として開所していただくよう

お願いする旨の要請となっております。

次に、5ページ目をご覧ください。
学校の臨時休業に関連しての幼稚園の対応で

ございます。中ほどに記載しておりますけれど

も、幼稚園については、保育所と同様、家にい

ることができない年齢の子どもが利用するもの

であることや、保護者の就労等により、保育の

必要性がある子どもの受け皿になっていること

から、今回の要請に至ったということでござい

ます。

次に、7ページをご覧ください。
「保育所等において、子ども等に新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応につい

て」という通知を参考として添付させていただ

いております。これは県内で発生したというこ

とになりますので、県として対策本部を立ち上

げて対応することになると存じますけれども、

参考として添付させていただいております。

以上で説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【深堀委員長】次に、学事振興課長から説明を

お願いいたします。

【門池学事振興課長】学事振興課の対応につい

て、ご説明させていただきたいと思います。

資料については、教育委員会が配付されてい

る3ページの文部科学省の通達をご覧ください。
学事振興課におきましては、1月23日以降、

文部科学省からの新型コロナウイルスに関連し

た感染症対策の通知等について、私立の小学校、

中学校、高等学校等への周知、注意喚起を行っ

てまいりました。

その主な内容は、児童生徒等に新型コロナウ

イルス感染症が発生した場合の対応、感染拡大

防止の措置などであり、配慮すべきことや注意

喚起を含めて指導を行ってきたところでござい

ます。

また、昨日は、資料3ページにあります文部
科学事務次官の「新型コロナウイルス感染症対

策のための小学校、中学校、高等学校及び特別

支援学校等における一斉臨時休業について」の

文書を受けて、速やかに私立学校に通知をした

ところでございます。

また、併せて、今回、県立学校等の対応につ

いての情報提供を行って、通知の趣旨の理解を

図ったところ、県内全ての私立の小・中・高等

学校から、休校を実施するという回答を得たと

ころでございます。

今後も、私立学校に対しては必要な情報提供

を行うとともに、状況の把握に努め、児童生徒

の感染拡大防止を図ってまいりたいと考えてお

ります。

説明は以上になります。

よろしくご審議をお願いいたします。
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【深堀委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、各委員の方

からご質問をお受けしたいと思います。

ご質問はございませんか。

【松本委員】こういった事態になりまして、臨

時で委員会対応に応じていただき、また、日ご

ろより県教委、福祉保健部、こども政策局の皆

様には迅速な対応をしていただいたことに感謝

を申し上げます。

私は、小学生と中学生の娘が実際おりまして、

昨日から電話が鳴りやまないほど、保護者の方

からさまざまな不安や質問をいただきました。

代弁者として、やはりその県民の声というもの

を行政にお伝えして、そして、県民の方々の不

安を払拭する、また、適切な対応をとることが、

この委員会の責任だと思っておりますので、6
項目ありますけど、簡潔に答弁いただければと

思います。

まず、確認しておきたいことなんですが、文

部科学省より、休校期間におきましては、地域

や学校の実情を踏まえ、設置者の判断を妨げな

いという通達が来ています。つまり、休校には

したけれども、その中身、内容については、地

域や学校の実情、そして設置者の判断を妨げな

い、つまり、自分たちで判断してもいいという

認識だと思います。

それともう一つ、厚生労働省からは、今度は

逆に、保育所や学童保育については、原則とし

て開くよう求めるということで、保育所、学童

は開いてほしいと、これも国からの通達である

ことを認識しております。

3月4日から24日、県内で12万人の児童生徒が
休校するわけですけれど、まず、第1点なんで
すが、そもそも感染者が出ている熊本県は、3
月2日から3月15日までと2週間の休校にいたし

ました。そして、その後、3月15日に延長もあ
り得るという判断を感染者がいるのにされたと

いうこと。本県が3週間の休校にした根拠、離
島は感染リスクも低いという中で3週間にした
のか。そして、また、例えば3週間の中で、終
息したら、それを短縮することもあり得るのか。

熊本県が2週間にしたというのは、要は、地域
の実情に合わせて判断してほしいという文部科

学省の通達に準じて、熊本県は2週間にしたと
思うんですが、そういったところの考え方をま

ずお尋ねいたします。

【池松教育長】リスク判断をどうするかという

ことは、それぞれ地域等々の実情によって違う

と思います。

今、「離島」というお言葉がありましたけれ

ども、離島が安全だということは言えないと思

うんです。隔離といいますか、閉鎖しているな

らですけれども、例えば、大人の人たちは仕事

で本土に渡ったり、福岡に行ったり、東京に行

ったりしているわけですから、私は、日本全国、

感染のリスクというのは、たまたま、今、長崎

県に出てないだけであって、リスク管理という

観点からは同一ではないかという判断をいたし

ました。現に、たまたま陰性ですけれども、検

査を受けておられる方も県内に数十人いらっし

ゃるということであります。

また、北海道等におきましても、十代の罹患

者が出ているということでありますので、まず、

全世代にわたって感染のリスクがあるという前

提の中で、先ほど申し上げたとおり、総理大臣、

それから文部科学事務次官の方から、休業する

ことの要請を受けました。基本的には、春休み

までということでありました。その中で、おっ

しゃるように、設置者の判断ということであり

ましたので、私どもは春休みまでの臨時休業と
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いう判断をし、なおかつ、先ほど申し上げたと

おり、16日に一定の状況を見て、臨時登校等の
手法によって、いえば、学習があったり、終業

式があったりということを柔軟に対応できるよ

うにしたつもりであります。

ですから、熊本県の打ち出しとして、16日か
らまた再度するかもしれないという話と、先に

決めておいて、もしかしたら、短縮もあるかも

しれないというその打ち出しの違いだけではな

いかというふうに判断をしております。

【松本委員】 わかりました。

次に、教育委員会の感染症の対応の4ページ
のところでございますが、教育課程に関するこ

とというところでございます。

まず、3週間学校が休みになる、特に義務教
育の段階では、義務でございますから、学習の

カリキュラムが全部終了しないままに休みにな

るということ。そして、年度が4月から変わっ
て、担当も変わるということで、そこの足りな

い部分の学習のロスという部分はどこかで埋め

ないといけない。それを、じゃ、夏休みにする

のか、振り替えというのはどのように判断する

のか。

それと、もう一つは、3週間の長期の休みの
場合は、家庭学習をするための課題等を夏休み

でもいたしますが、そういった課題をちゃんと

市教委等に通達をして、ある一定の課題が対応

できるように、家庭学習の機会をつくるように

対応しているのか、現状についてお尋ねいたし

ます。

【木村義務教育課長】まず、前段の履修の件で

ございます。卒業生と在校生に大きく2つに分
ける必要があると思います。

まず、在校生でございます。小学校で言えば

5年生まで、中学校で言えば2年生までにつきま

しては、3月に未履修の部分があれば、その内
容を的確に把握しまして、今の状況では、春休

みまでは学校に来ないことになりますので、新

年度、その内容について新たに指導を加えると

いうことになると思います。

その内容と量にあわせて、各市町で、例えば

夏季休業中に学校に登校する日を加えるか、ま

た、土曜日等を生かすかということにつきまし

ては、来年度、各学校、市町で検討することだ

と思います。

一方、卒業生につきましては、幸いなことに、

3月からの臨時休業になりましたので、各市町
に確認したところ、履修内容というのはおおむ

ね終わっております。

ただし、小学校、中学校のまとめという時期

になっておりますので、このあたりは、今、委

員からもありましたように、課題を適切に与え

ることで対応していくということで、各市町教

育委員会にも通知しております。

【松本委員】 保護者の間では、この3週間分の
振り替えがどうなるのかというのが、非常に関

心があるし、また、学習機会が減ることに対し

ての保護者としての対応というものの相談もた

くさんいただいておりますので、そこは、やは

り市教委と連携をしながら適切に対応していた

だきたいと思います。

次に、学童保育についてでございますが、保

育所や学童保育の受け入れが急増することが想

定をされます。今までは放課後だけでよかった

ものが、急遽、夏休みのように終日ということ

になります。

ただ、一部言われているのは、感染しないた

めに学校を休校しているのに、学童保育にたく

さんの児童が集まったら、また同じことではな

いのかという質問が私のところに来ました。
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ですから、ここで大事なことは、まず、学童

保育で感染の対応が、マスクであったり、消毒

であったり、そういうものが徹底してなかった

ら、せっかく休校にしたことの意味がなくなっ

てしまうと思うんですが、そこの感染マニュア

ルの徹底はしっかりできているのかということ

が、1点。
それと、学童の職員が対応できるのか。結局、

春休みの時は人員確保をしているけれども、今

は、放課後だけで人員確保をしているから、終

日対応するための人員が足りないと。そうした

ら、たくさん児童が来ても、見る人がいないと

いう状況になった時に、これはまた大変なこと

になってしまいます。その中で、保護者の方か

ら意見があったのは、例えば学校に併設してい

る学童がございます。これを見たら、5ページ
に、教員は普通どおり出勤をするということで

すから、足りない部分を教員の方の応援をお願

いするとか、そういった学校との連携はできな

いのか、お尋ねいたします。

【濱野こども未来課長】 まず、1点目の放課後
児童クラブのマニュアルの関係でございます。

放課後児童クラブにおきましては、厚生労働

省が策定をしております「保育所における感染

症対策ガイドライン」、これに基づいて感染予

防に日頃から努めているところでございますが、

今般の小学校等の臨時休業に伴って、国の方か

ら感染予防の関係の各種通知が来ておりますの

で、それは随時、市町を経由して、それぞれの

学童保育の方に通知し、感染予防については徹

底をお願いしているところでございます。

それと、もう一点、長期休暇のような取り扱

いで、今回、指導員の人材不足という懸念があ

るが、その辺で学校関係について協力の要請が

できないかというお尋ねでございます。

昨日も、県の学童保育連絡協議会の会長とも

お話をしましたが、いろんな人材不足の対応の

方法はあろうかと思いますけれども、まずは、

地域の中で、学童保育の連携の中でやる、同じ

社会福祉法人の中での人材の回しをやるという

中で、今、委員からお話がありましたような、

地域にいらっしゃる学校の先生のご協力はとい

うお話も協議の中で出まして、本日、厚生労働

省の方から通知をいただいたところですけれど

も、臨時休校となった場合の学校の教諭に関し

て、放課後児童クラブでの協力はお願いできな

いかということに関しては、対応は可能である

という通知が来ております。

実際、ある市町の方にも確認しましたら、市

の中では、既に市の教育委員会等とお話をしな

がら、学校の先生にも協力をお願いするという

お話でしたので、できるだけ人材不足が起きな

いように、そこは、受け皿として開所すると決

めた以上は対応していきたいと思います。

【松本委員】 ありがとうございます。

やはり縦割りにならないように、学校が教育

委員会と連携をするように、市町にも促してい

ただきいと思います。

次に、5ページですが、「障害のある幼児・
児童生徒に関するところ」というところです。

こちらも相談がございました。障害をお持ち

のお子さんなどは特別支援学校に通っている場

合が多いです。しかし、児童生徒の共働きの夫

婦の場合は、やはり対応に対してどうなのかと

いうところで、ここでは「地域の障害福祉サー

ビスを活用」となっております。

しかし、他県では、特別支援学校で、授業は

しないけれども、受け入れている県もあります。

また、県によっては、特別支援学校を除いて休

校しているところもございます。やはり一番弱
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い立場の障害を持ったお子さんの対応というの

はすごく重要になってくると思いますが、特別

支援学校の対応の考え方について、どうしても

預けることができないという場合にはどのよう

な対応をとるのか、お尋ねいたします。

【分藤特別支援教育課長】特別支援学校も含め

た今回の臨時休業でございます。

そういう中で、まずは厚生労働省より、福祉

サービス等での積極的な受け入れ等の対応につ

いての通知がありました。休業期間が、夏休み

のように長期間になってしまいますので、各市

町の福祉サービス事業所にはご協力をいただか

なければいけません。

よって、昨日、障害福祉課長と特別支援教育

課長連名で、各市町の障害児支援担当課長宛て

に、対応の要請について文書を発出したところ

でございます。

とはいえ、そういう中で、施設の人員等の関

係から、どうしても受け入れが難しい場合もあ

るかと思います。そういった場合には、保護者

からの相談を受けながら、学校の方で、柔軟な

受け入れをするよう、昨日、各特別支援学校長

宛てに私から要請をさせていただいているとこ

ろでございます。

【松本委員】やはり受入先がない場合に、学校

側で断るようなことが絶対にないように、柔軟

に対応していただいて、そこはしっかりお願い

をしたいと思っております。

次に、障害児ではなくて、先ほど言いました、

共働きで両親ともに仕事が休めない、核家族で、

おじいちゃん、おばあちゃんが近くにいない、

そして、学童には入れないという、一番どうし

ようもないケースになった場合、これも実際、

相談がございました。どうしたらいいでしょう

かという相談を受けました。「もうどうしよう

もない場合は、勉強は自習という形で学校で預

かっていただくことはできないんでしょうか」

という相談がありました。こういったものも、

では、低学年の子を一人で家に置いておいてい

いのかというところで、義務教育の範疇でござ

いますから、本当にどうしようもない場合とい

うのは、臨機応変に、これも柔軟に学校で対応

できるのかできないのか、市町教育委員会の見

解もあわせてお尋ねいたします。

【木村義務教育課長】例えば低学年とか、一人

で過ごす子ども、また、特別な配慮が必要な子

どもへの対応だと思いますけれども、昨日の段

階で、既に一定のラインで学校での対応をする

との態度を決めた市町も幾つかあります。

そこで、明後日の月曜日には、実際の臨時休

業の期間と各市町の対応を聞き取るようにして

おります。これをまずは集めまして、その情報

提供をしながら、各市町に対しましては、こう

いう児童生徒に対して、ぜひ学校で対応の協力

をしていただきたいという要請をしたいと思っ

ています。

【松本委員】 今、ちょっと答弁にありました、

臨時の対応をしている市町もあるというふうに

おっしゃいましたけれども、具体的にどこでし

ょうか。

【木村義務教育課長】私が知っている範囲であ

れば、例えば長崎市、1年生から3年生及び障害
のある児童で見守る方がいない場合には、学校

の受け入れも検討すると聞いております。また、

佐世保市も同様の立場の中で、感染防止のため

の配慮を行ったうえで対応していきたいと聞い

ています。また、幾つかの市町が、検討してい

るということですが、明後日、各市町に聞き取

りをすることにしておりますので、各市町にそ

の情報を提供するという形で、私どもとしては
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話をしたいと思っています。

【松本委員】 今、答弁では、長崎市と佐世保市

は実施するという方向で検討しているというこ

とですが、ほかに19市町ございますので、もち
ろん強制ではございませんけれども、そういう

事例があること、そして、できるだけ受け入れ

ていただくように、県教委からも要請をお願い

していただきたいと思います。

【木村義務教育課長】これに関しましては、市

町での態度というのがとても重要なポイントと

なります。

念のため申し上げますが、当然、市町の福祉

関係の機関と、市町が独自に検討もしておりま

すので、そこのところのバランスをとりながら、

市町が学校でこういう対応をするという情報を

集め、可能であればというところで要請をさせ

ていただきたいというのを、念のため申し上げ

ておきます。

【松本委員】最後、福祉保健部の方に質問いた

します。

以前からマスク不足で、ドラッグストアの前

に長蛇の列ができているということで、昨日か

らはトイレットペーパーや紙おむつまで不足し

ているという状況、社会現象になっております。

これも問い合わせが多くて、行政としてマスク

や消毒液の備蓄はしているんでしょうかと。そ

ういうのがあった場合は、どのタイミングで県

民や医療機関や福祉施設に配布をするんでしょ

うかと。実際、名古屋市では、24万枚のマスク
を高齢者福祉施設に配布したという事例があり

ますが、本県の危機管理として備蓄の状況と、

備蓄しているものをどのタイミングで、どこに、

どのように配布をするのか、見解をお尋ねいた

します。

【伊藤医療政策課長】福祉保健部では、感染症

の感染拡大に備えまして、一定のマスク等の備

蓄をしております。

感染拡大のためという目的がございますので、

今現在、新型コロナウイルスの感染の拡大が想

定される事態になっております。今、感染症指

定医療機関を中心に対応していただいておりま

すが、この県の備蓄しておりますマスク等につ

きましては、今週から、実際に対応している医

療機関に対して提供を始めたところでございま

す。

【松本委員】その具体的なマスクの数量や実績

等、計画等、お尋ねいたします。

【伊藤医療政策課長】実際、マスク等につきま

しては、県の感染症対策の部分で、約30万枚の
備蓄がございます。

ただ、この感染拡大に伴い、どのくらい感染

が拡大するかということで、需要がどのくらい

発生するかというところがなかなかわからない

状況でございますが、今、実際に感染症に対応

していただく医療機関の数も増やしているとこ

ろでございますので、今のところ、感染症に対

応していただく医療機関に対してのみ提供して

いくということで考えております。

【松本委員】もちろん、医療機関が優先ではあ

りますけれども、やはり不安を抱えている方が

たくさんいらっしゃいますので、そこに関して

も、まずは医療機関から、そして、今後どのよ

うな計画で備蓄を配布するのか。そもそも備蓄

があるということもお知らせをしなきゃいけな

いと思っておりますし、そういったところも含

めて、今後、しっかり情報発信をしていただい

て、そして、おかしな情報が流れてしまって、

トイレットペーパーがなくなるということ、そ

れぐらい県民の方々は不安を抱えておりますの

で、そこはしっかりとした正しい情報を適切に
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流していただいて、対応していることを発信し

ていただきたいと思います。

以上で終わります。

【深堀委員長】 ほかにございませんか。

【赤木委員】 お疲れさまです。日々の活動、県

民の安全・安心のためにこれまで活動してきて

いただいたことに、心より敬意を表します。

松本委員の質問に関連する部分はあるんです

けれども、私も絞って質問させていただきます。

先ほど松本委員からマスクのお話がありまし

たけれども、医療機関の方から配っていく、適

用していくというのは、これはしかるべき対応

だと思いますが、教育現場に関しましても、終

業式等に関しては、対応をしっかりしてから臨

時登校日を設定して来ていただくようにという

ことを、こちらの感染症対応について書いてあ

ります。

となると、やはり消毒液やマスク等の配置と

いうものが学校現場においても必要になってく

ると思いますが、そういった県の備蓄等は、教

育現場の方にも配っていくと、そういうことも

検討されているのか、どういう考えを持ってい

るのか、そういうことをお伺いしたいと思いま

す。

【伊藤医療政策課長】マスクの備蓄につきまし

ては、医療政策課におきましては感染症対策と

いうことで備蓄をしております。

県庁の中のそれぞれの部署で、それぞれの目

的に応じた備蓄をしているかと思いますので、

今、30万枚ということでお話をいたしましたが、
この分につきましては、基本的に感染症対策に

使っていきたいと思っております。

【中田福祉保健部長】マスクの不足については、

委員からのご指摘のとおり、相談窓口を開設す

る中で、一般の住民の方からもご相談が非常に

多い件と認識しております。

私どもは、先ほど医療政策課長から、最後の

とりでとなる医療機関で患者を診ていただくと

いう使命がありますので、そのために備蓄して

いるマスクでございます。今後の発生動向を見

ながら、きちんと医療機関が困らないようにす

ることは、まず、第一前提として考えていかな

ければいけないことだと思います。

また、一方で、県全体のマスクの需給状況に

ついては、私どもの担当からも、県の卸業者、

また、県の大手のドラッグストアチェーンとか

の企業にも、逐次、入荷状況の確認をさせてい

ただいております。その状況につきましては、

これは長崎県だけの問題ではなくて、全国的に

も問題になっているんですけれども、例えば医

療機関が希望した発注量が全量入ってくるとい

う状況ではありません。もともと卸にも残して

おいた在庫も、医療機関に偏らないように、例

えばある一定の機関に偏らないような工夫で、

今、在庫をうまく調整して提供いただいている

ということで、まず、非常に数少ないマスクの

中で、なるべく多くの偏りがないような形で需

給調整ができないかという観点で、私どもも対

応させていただいております。

また、今後、この感染の拡大等がどうなって

いくのかというのは、逐一見極めていかなけれ

ばいけないと思っていまして、その際に、やは

りどうしても必要だということであれば、私ど

もも部の枠を超えて、しっかりと情報を共有し

て対応するのは言うまでもないことであります

ので、そういった際には、我々の部だけではな

くて、全体でしっかりと判断して対応していく

ものと理解しております。

【赤木委員】福祉保健部のご意見はわかりまし

た。
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教育現場のお話ですけれど、教育庁の方でも

マスクの備蓄は、ある程度はあるということに

なるんでしょうか。

【松﨑体育保健課長】県としては、マスクの備

蓄はしておりません。それは各々の市町の方で

対応していくものと考えております。

【赤木委員】市町の方の対応になるということ

で、理解をいたしました。

今回、教育現場は一斉休業ということなんで

すけれども、これはわかりやすく言えば、夏休

み、春休みのようだということも、ニュアンス

として伺ったんですけれども、その場合、部活

等の考え方、先生はいらっしゃるんですけれど

も、春休み、夏休み等は部活等もされておりま

す。今回の一斉休業に対しての部活動の考え方

について、お伺いします。

【松﨑体育保健課長】今回の措置は、子どもた

ちの健康、それと安全を第一に考えた措置であ

ります。基本的には、子どもたちは自宅の方で

待機ということになりますので、部活動は一斉

に行わないということになります。

【赤木委員】 わかりました。子どもたちの安

全・安心のために、部活動も自粛をしていただ

いて、それが全国大会とかにつながるような部

活動であっても、これは一律の要請ということ

で、最後、確認でよろしいですか。

【松﨑体育保健課長】委員ご指摘のとおりでご

ざいます。

【赤木委員】 わかりました。

あと一点です。情報発信のあり方で、昨日、

知事の記者発表でも、適宜しっかり情報発信を

していきますということがありましたし、質疑

の中でＳＮＳ等での発信について、今、デマと

いうものがものすごく広まっておりますし、私

の方にも、数々の情報というものが寄せられて

おります。知事がおっしゃるように、一つひと

つに対して答えるというのはなかなか難しい状

況ではあるんですけれども、今後、ＳＮＳ等の

発信をやはりしないといけないのではないか。

ホームページでの発信はされているかもしれま

せんが、ＳＮＳ等での発信も、県としてしっか

りした情報を出すべきではないかと思いますが、

今の見解をお伺いします。

【中田福祉保健部長】ただいまのＳＮＳの活用

につきましては、ご指摘のとおり、ホームペー

ジでの情報更新もその都度、なるべくリアルタ

イムでやっていくのは、当然対応していきたい

と思います。

また、ＳＮＳ等での発信につきましては、例

えば地域で流れているような誤った情報が、ど

ういう頻度でどういうふうに流れているのか、

それを逐次把握するのは、技術的に難しい点も

あるところではございますけれども、より迅速

でリアルタイムな情報発信の手段として、そう

いったSNS等をどのように使ったらいいのか、
よく検討していきたいと思っております。

【赤木委員】そうですね、今のデマの状況を見

ていると、この場所でコロナが出たというよう

な情報がすごく拡散されやすい状況になってお

ります。なので、県として、この時間に感染者

はおりませんと、それだけで大分変わってくる

と思います。県としてのしっかりした発信とし

て、例えば時間、5時なら5時でも構いませんけ
れども、その時間に、今までの中で感染者はお

りませんでしたというのを逐次、毎日発信して

いく。それは一回だけではなくて、多い方がい

いと思いますけれども、そういった検討をしっ

かりしていただいていけば、大分デマというも

のは広がらないような形になると思いますので、

ぜひとも対応をお願いします。
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以上です。

【川崎委員】 連日、お疲れさまでございます。

マスクの件でお尋ねをいたします。やはり長

蛇の列ができるドラッグストアが出ているとい

うようなことを鑑みて、本当に正しい情報がど

うなのかということ、ちょっと疑問を持たざる

を得なくて、要は、マスクの効能という表現で

いいんでしょうか。マスクそのものが感染症に

対してどういった効果を発揮しているのかとい

うことを、正しく情報として発信をしていただ

きたいんです。

要は、予防にきちんと資するものなのか、感

染拡大のためにするということについてはわか

るものの、こういうところがきちんと情報とし

て流れていくことによって、随分と市中の混乱

というか、事が正しく理解されることによって、

混乱が幾ばくかでも軽減されるというふうに思

っております。要は、正しい情報をきちんと流

していただきたいんです。マスクについての見

解を求めます。

【中田福祉保健部長】委員ご指摘のとおり、ま

ず、マスクの効能といたしましては、当然、咳

などの症状が出ている方には、拡散防止という

点では非常に大事な機能というものと理解して

おります。

また、感染の予防という観点につきましては、

今、専門家の見解ですと、当然ウイルスはマス

クのメッシュの密度よりは小さいものがウイル

スでございますので、ブロックするという意味

では、当然マスクでは防ぐことはできないとい

うものでございますので、そういう意味での防

止する効果はないものと考えておりますが、例

えば近距離でお話しになった時に、どうしても

つばが飛んでしまうとか、しぶきが飛んでしま

うと、それが自分の顔にかかるのを防ぐことに

よって、結果として、そういう感染リスクを減

らすというものも当然あるかと思います。

では、マスクはどういう時に有効なのか。ま

た、仮にマスクが手に入らなかった時、咳エチ

ケットをする時にはどういうふうにするか、例

えばハンカチを使う、袖を使うとか、そういう

のを県民に対してしっかりと理解していただく

ことで、少しでも安全につながるのではないか

と思っております。

今いただきましたご提案については、私ども

としても、情報提供を積極的にさせていただき

たいと思い、専門家にも、効能についてきちん

と確認した上で、県民に対してしっかりと啓発、

広報していきたいと考えております。

【川崎委員】まず、そういった基本的なことを

明確にきちんと、正しい情報を隅々まで行き渡

るように工夫をしていただきたいと思います。

そのことによって、随分と不安も取り除かれる

んじゃないかと思いますので、ご努力をお願い

したいと思います。

今朝方、県のホームページを確認させていた

だきました。教育機関における一斉休業の要請

から、実際に行動を起こされることによって、

やっぱり不安というのは非常に高まっているわ

けでありますが、要は、いろんな人たちがいろ

んな思いを持って、誰に相談をすればいいのか

ということに関しては、公的には保健所等があ

ろうかと思いますが、保健所の相談体制という

ことにつきましては、ほとんどのところが平日、

日中の時間の相談ということになっているんで

すが、このような状況において、この対応で十

分なのか。私はもう少し、皆さんも大変かとは

思いますが、24時間、何か絞ってでも電話が受
け付けられるような体制を強化してほしいと思

いますが、ご見解を賜ります。



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（２月２９日）

- 34 -

【伊藤医療政策課長】今現在、県内の全保健所

に相談窓口を設置いたしております。

ホームページに掲載しております対応時間と

いたしましては、それぞれ勤務時間を書いてお

りますが、緊急の場合につきましては、当然、

24時間、ご連絡をいただければ対応いたします
ということでの対応を行っているところでござ

います。

今後の状況を踏まえながら、検討してまいり

たいと思います。

【川崎委員】ぜひそういったところも、本当に

県民の皆様の側に立って、今の情報もきちんと

明示していただくことが、また大事かと思いま

すので、至急、また更新をしていただきたいと

思います。

最後に、入試のことなんですが、県立大学の

対応のことでお尋ねをいたします。

入試については予定どおり行うということに

なっておりまして、感染対策を行ったうえでや

りますよという説明でありますが、県立の高校

は、以前から、インフルエンザの時には別の日

程を、追試の日程を予定していて、今回は、そ

れでもカバーできない方は中学校での成績を評

価して決めるというところになっています。

県立大学においても、要は、自分の責任で受

けられないということではなくて、まさにこう

いったことで、罹患をして、例えばもう受験が

できないということがあるということは十分に

想定をして、考えていただきたいと思いますが、

その点については、今どのような準備をなさっ

ていますでしょうか。

【門池学事振興課長】県立大学の入試について

でございますけれども、前期試験が先日行われ

まして、今度、3月12日は後期試験ということ
になっております。

後期試験については、今のところ予定どおり

ということで実施をする予定にしておりますけ

れども、そういった発熱等でどうしても当日受

験ができない方等については、今のところ、対

応するという考えは持っておりませんが、今、

委員がおっしゃった意見を大学の方に伝えて、

また検討していきたいと思っております。

【中山委員】先ほど教育長の方から、感染リス

クにあらかじめ備える観点からということで、

児童生徒の感染リスクにあらかじめ備える観点

から一斉に休業するということでありましたが、

私自身、この決定については英断をもってした

ということで理解をしますけれども、一方で、

唐突感と、長いなという感じがします。

そこで、お聞きしたいのは、児童生徒が、こ

れでいくと、対象が12万人以上いるわけですね。
そうすると、この休校の意義について、この12
万人以上の児童生徒にどのようにこれを理解さ

せようとしているのか、児童生徒はどのように

理解しているのか、現時点では教育長はどう考

えていますか。

【池松教育長】 休業に入る前に、当然、各学校

で今回の休業の意味ということについては、

縷々、説明をすることになると思います。

それで、その前提となる新型コロナウイルス

のことについては、ニュース報道等がなされて

おりますので、児童生徒、低学年がどうかとい

うのは、ちょっと自信がありませんけれども、

少なくとも県立学校の高校生については、その

素地はできていると思いますので、その感染予

防のためであるということ、だからこそ自宅待

機をやってくれということについては、休業が

始まる前に、十分各学校で説明をすることにな

るというふうに考えております。

【中山委員】 これについては、教育長から、今
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話がありましたけれども、連日連夜、テレビ等

で報道していますので、それを受けても、感染

リスクに対する恐怖というか、ここまでやらな

いといかんという理解が、私も含めてその辺が

なかなか納得しがたい部分もちょっとあるんだ

けれども、その12万人の児童生徒が、一回ぐら
い先生が講堂で話したぐらいで、実感として、

なかなかそれは理解しにくいんじゃないかなと

思っているんです。その辺は、ぜひ、詳しく、

頭じゃなくて心から感じるというか、そういう

理解のさせ方をしてほしいなと思うんです。

なぜなら、私が一番心配するのは、長いとい

うことで、3週間自宅で、今までの生活リズム
を、12万人の子どもが、その生活リズムをどう
維持していくのか。今までは学校に行ったり、

クラブに行ったりいろいろして、その中で大勢

でやってきたことを、一人か二人で家の中にい

て、よそには遊びに行くな、友達ともできるだ

け遊ぶな。家の中にいて生活を維持するという

ことになると、市町をはじめ、いろいろ考えて

いくからと言うけれども、児童生徒がその理解

をきちんとしておかないことには、生活リズム

の、物事の一つのそういう魂の部分というか、

意義の部分についてきちんと押さえておかない

と、なかなか難しいんだろうという発想のもと

で、そういう意見を述べたわけであります。

そうすると、この間の生活リズムを維持する

ために、市町なりがいろいろ手当てはすると思

うけれども、それに対して、県としてはどうい

う形で支援をしていこうとしているのか。先ほ

ど意見を聞きながらという話もあったけれども、

実質的にどのような形で、人的な問題を含めて、

相当の人が要るだろうと思いますけれども、そ

れを含めてどういうふうに考えていますか。

【木村義務教育課長】委員ご指摘のとおりであ

りまして、まず、日々の暮らしをどう見守って

いくか、また、日々の暮らしの中で、仮に、児

童生徒に事故や、コロナに関しては感染症とい

うことで予防できているわけですけれども、そ

の他の病気も含めて起きたことに対してどう学

校が関わるかというところがとても大切なとこ

ろだと思います。

まず、現時点で私どもから市町教育委員会を

通して各学校にお願いしているのは、冒頭お話

がありました、なぜ休業になるのかという背景

をしっかり子どもたちに伝えてほしい。また、

小学校の場合は低学年がおりますので、保護者

にしっかり伝えてほしい、地域に伝えてほしい

ということをお願いしています。

もう一つは、そうやっていろんなことが起き

ますので、それが確実に学校に、迅速に報告、

連絡、相談がくるような体制づくりにもまず努

めてほしいという話をしているところでありま

す。

初めての経験で、スタートしたのが昨日とい

うことで、なかなか具体的な話はできませんけ

れども、市町教育委員会は、臨時休業に入る前

の何日間かは、市町教育委員会や校長会、学校

の先生たちが直接協議する場というのもお互い

つくっておりますので、その中でまた何かあれ

ば決めていただくという方向で、共通理解をし

ていきたいと思います。

【中山委員】それは理解しますけれども、それ

じゃ教職員の勤務状況と役割について、この間

どのように考えておりますか。

【鶴田高校教育課長】 教職員につきましては、

基本的に学校での勤務ということになっており

ます。

【中山委員】そうすると、学校の先生は平常勤

務で学校におると。児童生徒は家庭におると、
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家におると。そこら辺の関わり方について、ど

のような形で取り組もうとしているのか、その

辺について、先生の役割について教えていただ

きたいと思います。

【鶴田高校教育課長】 委員のご指摘のとおり、

自宅学習中に生徒がどうしているのかというこ

とについては、やはり教職員も当然ながら心配

をすると思っております。

県立高校については、例えば心配な生徒につ

いては家庭訪問を実施したり、あるいはスクー

ルカウンセラーは通常どおり勤務しますので、

スクールカウンセラーが来ている日は個別に相

談のために登校することも可能にしております。

いずれにしましても、勤務中も、心配な生徒

については電話で状況を確認したり、そういっ

たことについては当然ながら実施をしたいと考

えております。

【中山委員】ぜひ教職員と児童生徒との、こう

いう機会は一対一の関係を強くする機会でもあ

るわけですね。平常勤務であるなら、やはり担

任あたりについては手分けして、1クラス多く
ても35～36人しかおらんわけだから、やはり毎
日確認をして、どういう状況にあるのか、その

辺を徹底して把握に努めていただいて、その中

で今言ったように家庭訪問が必要であれば家庭

訪問をするとか、場合によっては、その生徒に

学校に来てもらって話をするとか、そういう形

で、この機会に児童生徒と先生との信頼関係を

ある意味で強くする機会でもあるわけでありま

すから、ぜひそういう意味からしまして、先生

たちの子どもに対する関わり方について、ひと

つ前向きな取組を促していただきたいなと思い

ますけれども、最後にもう一回お答えいただき

たいと思います。

【鶴田高校教育課長】委員のおっしゃるとおり

で、教員も一人一人受け持っている生徒のこと

について、この臨時休業期間中、気にするとい

うのは当然のことだと思いますので、電話なり

家庭訪問等でそういった生徒の動き、それから

しっかり家庭学習ができているか、そういった

ことについて確認をすることで信頼関係の構築

をさらに強くさせていきたいと考えております。

【中村(和)委員】 ご苦労さまでございます。

今回、国が急遽、一斉休業という方針を出し

たために、全国でざわついておりますけれども、

今回、政府が出したこの一斉休業という方針は、

私は的確だったと判断しています。ただし、唐

突だったために、これだけ混乱が起きているわ

けですね。本来であれば、先日、北海道の部分

を休校にしたと思うんですけれども、あの時点

ぐらいから、全国的にも一斉に休校にする可能

性はあるよというものを少し前触れ的にもって

いっておけばここまでならなかったのかなとい

うことをちょっと心配しておりました。

ただ、今回、学校は休校にもっていった。し

かしながら、学童保育はそのまま継続ですよと

いう考えを出されたんですけれども、これが非

常に困ったもんだなと思うし、また、恐らく県

の方もこれから、どうしても学童保育を今使っ

ていない子どもたち、保護者の方たちがどうし

ても面倒見られない、また、企業に申し出をし

ても休みが取れない、こういう方が出てくると

思うんですね。恐らくこれに対しては、現在、

県の方も把握してないと思うんだけれども、現

在の把握状況、どのくらいの子どもたちがあぶ

れるという言葉は悪いですけれども、学童保育

にも通えない、保護者にも見てもらえない、そ

ういう数がどれくらいいるのかというのは把握

できていますか。

【濱野こども未来課長】今、委員がおっしゃっ
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た、いわゆる今度の小学校等の一斉休業に伴っ

て、通常の放課後児童クラブを利用されている

方より、どのくらい増えるかという観点につい

て、市町の方に確認したんですけれども、今現

在のところ把握はできてないと。市町の方は、

いわゆる開所というのが、朝からの開所が本当

にできるかどうか、その点についての確認を今

しているというところでございます。

【中村(和)委員】 本当にそうだと思いますね。

今までは放課後だけですからね。それに対して

朝からも対応しなければならない可能性も出て

くるわけですね。そうした時に、本当に大丈夫

かなと心配しています。

国の方は、急遽、職員の数を増やしてでも対

処を考えているわけでございますけれども、現

状でいけば恐らくこれは無理だと思いますね。

今、現状として保育園、幼稚園が一緒に学童保

育をやっているところがあるんですけれども、

そういうところは何とか対応できるのかなと。

しかしながら、そういうところに急遽、今から

子どもたちを預けるということはなかなか難し

いと思うし、職員を新たに採用するのもなかな

か難しいと思うんですね。

そういった時に、国は、学童保育はたくさん

の生徒が、学校みたいにたくさんの生徒が一堂

に集まらない。そしてまた、休憩時間なんかを

使っての接近した遭遇がないということで学校

休業ということに話をもっていったと思うんだ

けれども、考え方によれば、学校も学童保育並

みの人数、また、距離を置いて、休み時間、そ

ういうものに関して、そばに寄って接する時間

を少なくしたりと考えていけば、何とか学校で

も対応できるんじゃないのかな。学童保育にで

きて、なぜ学校でできないかなという考えも私

自身はあります。

ただ、しかし、それは国の方針としてそうな

ったから仕方ないんだけれども、逆に考えれば

長崎県独自の施策として、こういうこともやっ

てみる、可能性はあるんじゃないかということ

を私は検討していただきたいと思う。これは、

間違いなく双方で、保護者と学童保育が対応で

きない子どもたちは恐らく出てくると思うんで

す。そうした時にどうするかという対応を今の

うちに練っておかないと、恐らく大変なことに

なると思う。その辺についてはどうですか、対

応は。今後、検討されますか。

【濱野こども未来課長】今、委員がおっしゃっ

たように、どのくらい利用者の方が増えて、そ

れによってどのくらい受け入れることができな

い子どもが発生するかというのは、ちょっと現

時点では正直まだ把握はできていない、見当は

ついていないんですけれども、ただ、一方では、

人材の手配の関係でいきますと、先ほども言い

ましたように、これは各教育委員会の職務命令

に基づいて業務についていただかないとだめな

んですが、地域の小学校の先生などにご協力を

願うとか、あるいは保護者の方の協力をいただ

くとか、あるいは域内の放課後児童クラブ同士

での人のやりくりとか、こういった形の中で、

できるだけ多くの方を受け入れられる体制をし

たいということをまず考えていきたいと。

国の通知も、通常、今、委員がおっしゃった

ように、大体小学校と同じくらいで40人ぐらい
を一つの支援単位としておりますけれども、受

け入れが当然増えることが見込まれるので、新

たにその支援単位を増やしていくことは当然い

いですよと、それに伴う費用についても国の方

で費用負担をしますということですので、受け

入れが可能な限りできるよう人材の確保等につ

いて対応していきたいと考えております。
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【中村(和)委員】 確かに、今からその部分に入
っていくと思うんだけれども、先ほど言われた

ように学校だけじゃなく、例えばいろんな公共

機関、施設があいていますよね。そういうとこ

ろに保護者を活用したりとか、そしてまた、教

職員を活用したりとか、そういうことをして急

遽対応する可能性も検討していく必要があるん

じゃなかろうかと私は思っています。

ただ、なかなか難しいと思うんだけれども、

それを何とか体制を整えておかないと、実際預

けられない子どもがたくさん出てきた。しかし

ながら、企業に相談しても企業が乗ってくれな

い。そうした時にはどうしようもないわけです

よ。ということは、その子どもたちだけ家に残

して、もし事件、事故、いろんなものが起きた

時には、結局どこかに責任がくるわけです。だ

から、そういうところはぜひ対応していただき

たい。

それともう一点、本来ならば、ここに産業労

働部が入ってないから言えないんだけれども、

しかし、企業の方たちにも、やっぱり皆さんた

ちからもお願いをする必要があると思う。そう

しなければ保護者の方たちは休みが取れないわ

けです。その辺は、多分産業労働部とも話をし

ていると思うんだけれども、その辺の体制につ

いてはどうですか。

【中田福祉保健部長】私から回答させていただ

きます。

これらの取組につきましては、まさに産業労

働部を含めて全体で対応して、各部局にお願い

していかなきゃいけないと考えております。

昨日も臨時部長会を開催しまして、全部局が

課題を共通認識して、しっかりと対応していこ

うという共通認識のもとで行っておりますので、

引き続き、当然のことながら、我々も産業労働

部と協力して企業にもしっかりとお願いをして

いく所存でございます。

【中村(和)委員】 ぜひそれをお願いしたいと思
います。パート職員も含めて、いろんな方たち

が急遽休みを取るというのはなかなか難しいと

思う。皆さんたちもご存じのとおり、今、景気

が少し低迷していますよね。そういう中で中小

企業の方たちが急遽休暇を取られた時には、会

社の運営が成り立っていかない。たまたま、今

回、国の方もいろんな方針を考え、県の方針も

考えて、いろんな補助的なものを政策をとって

いますけれども、恐らくそれじゃ対応できない

業者もいると思うんです。ですから、そういう

ところは、ぜひ産業労働部とも話し合っていた

だいて、企業の方にできるだけ学童保育、そし

てまた、いろんな施設を使えない保護者のため

にお願いをしていただきたいと思います。

とにかく、今回、幸いにして、まだ長崎県に

は患者が出ておりません。今回、この2週間ぐ
らいが勝負ということがいろんな機関から出て

います。ぜひこれを対応していただいて、この

長崎県からは一人もコロナウイルスに対する患

者を出さない。そしてまた、死亡者を出さない

ということをぜひ皆さんたちで結束していただ

いて、いろんな対策を、残された期間、そして

また、これからも推進をしていただきたいと思

いますので、よろしくお願いしておきます。

【堀江委員】この全国一律休業について、特別

支援学校に通う生徒の保護者からは、「とにか

く人が集まることを避けようとしているのはわ

かるけど、学校を休校にしても親は休めないの

で、結局どこかの集団に預けざるを得ないのが

現状です。障害児の児童デイサービスも、夏休

みや冬休みの対応と同じように朝から見てくれ

るようですが、さすがにお出かけもできないで
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しょうから、結局、学校より狭い部屋での集団

生活が強いられると思うと、本末転倒のような

気がします。」こういう声をいただきました。

縷々、論議にありましたが、学校を休校にす

るということは、見る場所があればいいけど、

見られなかった場合はどうするか。種々の対応

がとれるということですけれども、感染リスク

にあらかじめ備える観点で、今回、全国一律休

業について実施をするわけですが、改めてこの

ことについての見解を求めたいと思います。

安倍総理が、全国一律に小中高の休業を要請

したのは27日、翌日の国会審議で安倍総理は、
「要請に過ぎず、法的拘束力はない。各学校、

地域で柔軟にご判断いただきたい」というふう

に国会で回答しています。

感染症予防を目的とした休業の決定の権限は、

私が申し上げるまでもなく、公立は各自治体の

教育委員会、私立は学校法人にあります。毎年

のインフルエンザの対応を踏まえれば、各自治

体などは臨時休校はあり得ると準備を始めてい

たはずであって、北海道などでは既に休校、休

業を決定していました。

要は、現場の判断で対応すべきですから、対

応できるものを、全国一律に休業という要請そ

のものが押しつけではないかと。合理的な根拠

がないではないかという意見もあるんですが、

改めて、今回の全国一律休校についての見解を

求めたいと思います。

【池松教育長】全国一律の見解というのは、私

は特に持っておりません。政府の方からそうい

う要請があったことを受けて、県教育委員会で

は、そのリスクをどう判断するかということで

ありますので、先ほどご答弁申し上げましたけ

れども、まだ感染者は出ておりませんが、十代

の子どもたちも感染するリスクがあるというこ

とでありますので、予防措置として、いわゆる

密接な、距離が狭まった空間の中にいることが

リスクが高いという判断で、政府の方で学校の

休業を要請をされ、特に、ここ1～2週間が勝負
であるというようなお話もあったものですから、

それを受けて、県立学校においては学校行事等

を含めて休業できるという判断をしたというこ

とであります。

【堀江委員】長崎県としては、感染リスクにあ

らかじめ備える観点ということで言われており

ますが、長崎県も国と対応が同じように、小中

高全部、特別支援学校まで休校にしますという

対応をとりましたね。

そこで、言われるように学童保育とか、いろ

んなところに預けるんだけれども、親が家庭で

見ざるを得ないという場合に、例えば、これま

での質疑の中で、学校の先生は通常勤務だと言

われました。そうすると、自宅で子どもを見る

ために休まざるを得ない場合の扱いはどうなる

のかというのが一つ。

それからもう一つ、先ほど中村(和)委員も言
われましたが、パートをしていて、でも子ども

が小さいので預けるところがないから自宅で見

るとなった時に、さまざまな学童保育の人的措

置は、国は交付金としてすると言いますけど、

でも実際そこのシングルマザーであったり、親

が働けない、パートに出られないという時の休

みのこの補償はないんでしょう。この2つ、教
えてください。

【池松教育長】私どもの権限を越えたご質問だ

というふうに思っております。それにつきまし

ては、私どもがマスコミで知り得る限りにおい

ては、適切な対応を政府において行うという首

相のご発言があったように記憶をしております。

それと、もう一つのご質問、先生が子どもを
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見るために休む、それは通常の休暇ということ

で対応することになると思います。

【堀江委員】教育委員会の範囲を越えた質問を

して申しわけないと思います。

そこで、学童保育の問題ですが、学童保育の

先生にお話を聞くと、結局、体温計を準備しな

きゃいけない。子どもたちが学童に来た時に何

度あるかと、まず検温しなきゃいけない。それ

から、もし子どもたちがあったら、加湿器とか、

空気清浄機とか、例えばもっと細かく言えば除

菌アルコール、マスクも手に入らないんだけど、

除菌アルコールもなかなか手に入らない。子ど

もたちがドアを触ったりとか、そういうのもこ

まめにやりたいんだけれども、除菌アルコール

そのものも手に入らないという現場の先生の痛

切な声があっています。

マスクのことは、今いろいろ明らかにされま

したが、こういった学童で、これから朝から開

所になるよという時の人的確保もそうですけれ

ども、そういう細かい備品といいますか、ここ

についての確保とか、あるいは予算というのは

どういうふうになるのかというのを把握してお

りましたらご答弁ください。

【濱野こども未来課長】放課後児童クラブでの

マスク、あるいは除菌用のアルコール等々の備

品等の購入に関する手当てについてのご質問で

ございますが、先ほどの質問の中でもお答えし

ましたけれども、今、市町の方でずっと各クラ

ブと説明会をしたり、今おっしゃったような、

まさしくマスク、あるいはアルコール、あるい

は施設自体の消毒液、そういったものがちゃん

と備蓄が足りているのかといったところまでの

確認等を行っていただいておりますので、今後、

その状況を私どもも聞いたうえで、市と一緒に

なって対応していきたいと考えております。

【堀江委員】今の学童保育の除菌アルコールと

か、細かい備品の話を私が取り上げたのは、も

ちろんそれぞれの各自治体の判断、その対応に

なると思うんですが、結局、県教委からの臨時

休業という要請を受けて、自治体もその対応を

したわけですから、今、こども未来課長として

は一緒になってというお話がありましたけれど

も、そういう備品を揃えるというそこまでも私

は一緒になって対応していただきたいと思って

この質問をしているので、ぜひよろしくお願い

をしたいと思います。

ご存じかもしれませんが、長崎市立仁田佐古

小学校の子どもたちは、2月25日から新しい校
舎で学校生活が始まりました。校長先生は、「児

童は、新しい校舎での学校生活に一段とやる気

を高めています」と、保護者の方にお便りを出

しています。長崎市が3月4日から休校とします
から、仁田佐古小学校6年生の子どもたちは、
新しい校舎で6日間学んだだけというふうにな
ります。そういう意味では、子どもたちのここ

で学びたいと思う気持ちが、不測の事態とはい

え、なかなか叶わなかったことは、本当に切な

い思いをいたします。

それを含めて感染リスクにあらかじめ備える

観点で今回の休校は実施されるんだと思います。

そこで、細かい問題なんですけれども、1つ、
卒業式はどうなるのか、2つ、通知表はいつ配
るのか、3つ、持っているものを持ち帰らせる
のはどうなるのか、わかっていたらお答えくだ

さい。

【木村義務教育課長】 24日まで臨時休業、そ
のまま春休みに入るというのを前提として申し

上げますが、冒頭教育長からもありましたよう

に、2週間の臨時休業、リスクが一番多い期間
を越えたところでは、感染防止をしながら必要
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に応じて臨時の登校日を行うこととしています。

よって、卒業式、終業式は、各学校、各市町の

判断ではありますが、臨時登校日として、でき

る範囲の中で、卒業生を送り、また1年の終業
をする、その中で先生から通知表も渡すという

ような、一般的にはそういう運びになると思い

ます。

【堀江委員】 最後にしますが、高校の場合は、

3学期はまとめの時で、進級判定会議があると
いうふうにお聞きいたしました。出席日数が足

りない時はもう手だてが取れないんですけれど

も、ある意味成績がぎりぎりで、もう少し補講

して、あるいは補習して理解をさせて、そのう

えで進級を認める場合もあるというふうに聞い

ております。こうした補講の時間が、休校、休

業になるととれないんですけれども、こういう

場合の進級判定会議というのはどうなるのかと

いうことも教えてください。

【鶴田高校教育課長】委員のお尋ねにつきまし

ては、文部科学省の通知に「各学年の課程の終

了及び卒業の認定等に当たっては、弾力的に対

処し、進級、進学等に不利益が生じないように

配慮すること」と記載があります。

今回、家庭学習ということで課題を出すよう

にしておりますので、そういったものを見て評

価をしながら、進級についての判定をするよう、

各学校に通知をしたいと考えております。

【下条委員】 皆様、お疲れさまでございます。

まず、先に川崎委員からご質問があったとこ

ろで確認なんですけれども、相談窓口の対応に

ついて、24時間でという話がありましたが、こ
のいただきました知事のペーパーの3番目の相
談窓口、県保健所または県福祉保健課とありま

すが、これは対応はどうなっていますか。例え

ば、本日は土曜日ですが、土日の対応であった

り、夜間の対応であったりですね、その現状を

まず確認したいと思います。

【伊藤医療政策課長】相談窓口につきましては、

一般的な相談、あるいは、感染が疑われる方に

つきましての相談窓口ということで、いずれも

保健所の方に設けております。

本日の場合は土曜日ですので、この対応につ

きましては、県立保健所の場合は各保健所では

なくて、福祉保健部の方に窓口を設置して対応

をいたしております。

長崎市、佐世保市につきましては、それぞれ

の保健所で対応しております。

【下条委員】もう一度確認ですが、土日の休み、

祝日も含めて、また夜間も受け付けをできると

いうことでよろしいですか。

【伊藤医療政策課長】夜間につきましても、現

状といたしましては、緊急の場合ということで

ホームページには表現をしておりますけれども、

対応できるような体制にはしております。

【下条委員】わかりました。どなたかが対応し

ていただけるということで認識をいたしました。

先に、各委員の皆様からさまざまなご質問が

ありましたので、私からは重複をせずに、絞っ

てご質問をしたいと思います。

今回、公立学校の一斉休業ということがされ

まして、本当に対応が大変な状況だと思います

けれども、私のところによく問い合わせがきて

いますのは福祉施設です。また、この施設もさ

まざまな形態がありまして、例えば、そこにス

テイをされる施設であったり、そこに通われる

デイサービスであったり、また、在宅介護、看

護、こういった出向いていく場合であったりと、

さまざまな福祉施設の形態がございます。

一概に言えませんが、ご高齢者の方が重症化

をしている傾向があるという報道も一部見られ
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まして、本当にこの経営をされている、運営を

されている施設の皆様は、非常に危機感といい

ますか、強い思いを持って仕事をされていると

思います。今、この介護施設にはさまざまな形

態がありますが、この状況を県が今把握をされ

ている、新型コロナウイルス対策について、介

護施設がどのような状況にあるのか、教えてい

ただきたいんです。

【中田福祉保健部長】ご指摘のとおり、今回の

新型コロナウイルスで重症化されている方は高

齢者の方が多いという全国的な状況になってい

ます。この対応については、厚生労働省の方か

ら、今週の月曜日、祝日にもかかわらず、いろ

いろ指示がきておりまして、まずは高齢者施設

への蔓延防止対策をしっかりと徹底するように

という通知もきております。

私どもとしましては、これまでもしっかりと

連携してやっておりましたが、改めて厚労省か

らの通知を踏まえて、各団体を通じまして、各

施設の感染防止対策を改めて徹底をさせていた

だいたところでございます。

私の思いとしては、やはり何か異変があった

場合には速やかに関係機関、または保健所等に

相談していただくということが非常に重要では

ないかと思っていますので、そういう何かあっ

た場合の動線、こちらについても対応する必要

があると考えておりまして、そういった意味で

今後の対応を徹底していきたいと思っておりま

す。

【下条委員】ありがとうございます。やはり皆

さん不安に思っておりまして、急に、これはも

う国の方針であったり、さまざまな状況があり

ますから、一概に県としてどうかということは

ないと思うんですけれども、やはり学校が一斉

休業になった時に、いきなり現場が混乱したと

いう経緯があります。やはり介護施設の皆さん

も、さまざまな業務形態の中でどうすればいい

のかと、自主規制をしていくのか、どのような

形でやっていくのかということで不安に思われ

ていますので、ぜひ随時、今のような情報を流

していただきたいと思っております。

最後ですが、これは赤木委員からも言われま

したけれども、ＳＮＳ等で県として情報を配信

してもらいたいということがありました。確認

ですけれども、県のホームページは毎日私も確

認しております。県がこういった新型コロナウ

イルス対策で情報を発信するようなＳＮＳとい

うものは、今現在、あるんでしょうか。

【中田福祉保健部長】今回、ＳＮＳというのは、

こういう感染症に特化したものということは持

ってはいないのでございまして、それについて

は広報の観点から、例えば我々の部だけでおさ

まるものじゃなくて、もうちょっと広い範囲で

のＳＮＳがいいのかとか、そういったところを

検討したうえで、どういうふうなタイミングで

発信すればいいのか、先ほどの答弁のとおり、

しっかりと検討したいと思っております。

【下条委員】どうしてもインターネットの性質

上、ホームページというのは検索をしないと、

また検索をしても県のホームページは膨大な資

料がございますので、自分がほしい情報にたど

り着くまでに結構時間がかかって、なかなかそ

ういったものが確認できないということがあり

ます。

ＳＮＳの特徴としましては、こちら側がアッ

プをした場合に受信できる、もしくは通知がく

るというようなことがございます。また、端的

に短く、要点だけを発信するということもでき

ます。また、これも本当大変ですが、双方向性

ということもございます。コメント、またさら
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なる質問ということですね。

本当に、私も議員としまして、こういった新

型コロナウイルス対策の時に、どういう情報を

皆さんに出すのか、本当に慎重に文言を考えて

おりますので、よくわかってはいるんですけれ

ども、ぜひ双方向も含めて、積極的な情報配信

をしていただきたい。

そして、県としましても、こういった時にど

のようなＳＮＳ、また情報発信をするツールを

やっていくのかというところも、ぜひ検討して

いただいて、適切に情報を発信していただきた

い。これが県民の皆様の安心につながると思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。

終わります。

【大場委員】本当に大変な中でお疲れさまでご

ざいます。

昨日、島原市長とも少しだけ、短い時間では

ありましたけれども、お話を伺いました。

島原市としては、県の方針どおり、できる限

りの対応をとっていくという方針を出されてお

りまして、ただ、市長とすれば、一日一日、刻々

と情報が変わっていくと。ですので、今でも、

2日前に協議をしたことが、今日になったらも
うそれが当てはまらないようなことが出てきて

いるということで、その辺で非常に大変だとい

うお話をされていました。

その裏腹として、現実、2日からいろいろな
形で対応をとられますけれども、その中で出て

きた案件が、もうその時にならないとわからな

いというのが現実だろうと思うんですね。今、

想定できていることに対応することは可能です

けれども、いざやってみた時に、想定外のこと

が発生した。言いましたら、そういった対応も

含めての協議も必要かと思います。島原市長は

そういうことも含めて言われたのじゃないかと

思います。いざ問題が発生した時の県の体制で

すね、今こういうふうに議論をして、そういっ

た体制はとれるかもしれませんが、いざ、想定

外の問題が発生した時の対応の体制、そういっ

たものについてはどのようにお考えでしょうか。

【中田福祉保健部長】まだ、県内では新型コロ

ナウイルス感染症の患者は確認されていない状

況ですが、委員ご指摘のとおり、今後、何があ

るかわからないという前提で準備を進めていか

ないといけないと考えております。

私どもとしましては、今回の新型コロナウイ

ルス感染症の事例の前に、新型インフルエンザ

対策という、もともとべースとなっている感染

症の大きな体制がありますので、まずはそうい

った計画で整備したインフラを使いながら、今

現在、感染症指定医療機関とか、そういったと

ころの受け入れ態勢は確保しております。

ただ、今後、どんどん拡大した場合について

は、特に医療については病院に受け入れ態勢の

限界がくるのではないかということもきちんと

想定しなくてはならないと思いますので、今、

私どもとしては、やはり最悪の事態になったら

最重症の方をきちんと受け入れるという観点が

重要ですので、例えば人工呼吸器の設置状況、

台数とか、それを受け入れる病床はどこにする

んだと。逆に軽症の方は、なるべく自宅で待機

していただきつつも、一般の医療機関にも協力

を願ってきちんと診療していくと、恐らくそう

いうフェーズまでしっかりと考えていかなきゃ

いけないと思っています。

今、私どもとしては、そのフェーズについて、

長崎大学の専門家の先生とか、あとは県医師会

の方にも協力いただいて、そういった準備を、

検討を進めている状況になっております。

【大場委員】 ありがとうございます。



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（２月２９日）

- 44 -

今のは、もう仮に発生した場合ということで

の答弁だったと思うんですが、その前の段階で

すね。本日、委員の皆様からもいろんな、児童

の対応の問題とか、学校の問題、そういった問

題が出てきて、そこで市が対応しきれない。ま

た、こういうふうな諸問題が発生してきたとい

う時の、そういった対応能力というか、そうい

ったことも含めて、県はバックアップ体制をし

っかりとっていただきたいと思います。

市としても、やれることはやるという考えを

お持ちですが、そこでどうしても対応できない

ことが恐らく出てくるんだろうと思いますので、

そういった時には、やはり県と市が一緒になっ

て、ともに乗り越えていく、そういったことで

の今回の措置だと思いますので、ぜひそういっ

た体制づくりをよろしくお願いしたいと思いま

す。

それと、先ほどから情報発信という意味で出

ておりますが、新型コロナウイルス、皆さんに

言っても、このウイルス自体どういうウイルス

なのかというのをわかってないというのが現実

だと思います。私もいろんな方のお話を伺って、

このウイルスは一体どういうウイルスなんです

かと。皆さんの話を聞くと、非常に怖い未知の

ウイルスで、わけがわからないと。新聞、テレ

ビニュース等で出される時には、その名前と、

要は罹患者といいますか、患者が増えて死者が

何名になりましたと。そういうふうなことで恐

怖心ばかりあおられて、実際このウイルスにつ

いて私たちは何もわからないので、現実として

どういうものなのかというのを知りたいという

声があります。

県のホームページを確認しても、要はウイル

スにかかった時の症状自体とか、その対応とか、

一部ほかのウイルスに比べて、インフルエンザ

に比べてこういう時は重症化するようなことを

7～8行で書かれておりますけれども、現実的に
このウイルスについて、国の見解も含めて、正

式に皆さんにこういうものですよと発表できる

ようなものはお持ちでしょうか。

【中田福祉保健部長】このウイルスが人に対し

てどういう影響を及ぼすものなのか、そういっ

たことをわかりやすくお示しする必要性は、私

としても十分認識しているものの、今、国の方

でも、全体でも乗船者数を除いて大体200人ぐ
らいの症例をもって判断しているという状況で

す。国の専門家でも、限られた情報の中でも、

その感染力の評価とか、今実際に行っていると

ころと承知しています。

どうしてもそういう情報が限られている段階

の中で、かつ正確な情報提供にも努めたいとい

うふうには思いつつも、今はしっかりと緊張感

を持って対応していくことも一方では重要かな

と思いまして、まずは私どもの思いとしては、

しっかりとこの予防対策を徹底していただきた

いという思いで今は取組を進めているところで

ございます。

また、このウイルス自体の正確な情報につい

ても、しっかりと国の情報を確認しながら、情

報提供にも努めていきたいと思っています。

【大場委員】ぜひお願いしたいと思います。や

はり皆さんはその点が心配ですね。実際どうい

うもので、実際にかかったらどうなるのか。大

丈夫なのか、おおもとのそこがわかっていなく

て、ただただ、不安をあおられるという状況が

続いていると思いますので、今本当に、だから

新型と言われるんでしょうけれども、わかった

範囲内で、公表できる範囲内でそういう情報を

得た場合には、速やかに県民の方にもお知らせ

いただきたいと思います。
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以上です。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

ないようでしたら、委員長を交代します。

【石本副委員長】 委員長、どうぞ。

【深堀委員長】 私も1点だけ要望させていただ
きたいと思います。

種々、今、委員の皆さんからいろんなご質疑

があって、懸念される内容が確認されておりま

すけれども、一斉休校の報道があった時に、私

が一番最初に感じたのは、一番ナーバスなのは

中学3年生、そして高校3年生の方ではないのか。
そして、そこの保護者の方もいろんな気をもむ

んじゃないだろうかというふうに正直感じたと

ころでした。特に、私立の高校の入試は早めに

終わっている部分もありますけれども、県立高

校の入試は、今度3月10日と11日であります。
県内の中学生のおおむね3分の2程度は県立高
校を受験すると思われます。

そうなった時に、休校に入っている段階での

中学3年生が県立高校の受験をするということ、
高校3年生については当然後期の部分の入試の
こともあって、それぞれが学校に行けない状態

の中で、それぞれどうその期間を過ごすのか。

いろんな情報がなかなかいかない場合の混乱と

か、そういったところを、ぜひ義務教育課長、

高校教育課長、そして学事振興課長におかれて

は、そういった受験を控えている3年生への対
応ということについては、特段の配慮といいま

すか、学校現場の方からそういった生徒に対す

るサポートといいますか、連携、例えば1日1回
連絡を必ずとって状況を確認するとか、そうい

ったサポートが必要ではないのかというふうに

私は感じたんですけれども、その点を要望とい

いますか、もし何か見解があればお尋ねしたい

と思います。

【木村義務教育課長】委員長ご指摘のとおりだ

と思います。

まず、中学校3年の対応につきましては、学
校は休業とはなりましたが、学校に来るのと同

等の学習ができるように配慮するのが今回の臨

時休業に入る前の中3の子どもたちへの対応だ
と思います。このことについては、全市町、各

学校の校長方と一緒に力を合わせてやっていき

たいと思います。

【鶴田高校教育課長】 高校3年生は、明日卒業
いたしますが、国公立大学は前期の合格発表が

3月7日前後でございます。残念ながら、そこで
落ちた卒業生は後期に臨むということになりま

す。

そういう生徒については、当然、担任が電話

等で確認をして、必要な場合は登校させて、激

励なり、適切な指導をするよう、高校には既に

通知をしているところでございます。

もう一つ、高校入試に関しましても、既に救

済措置を発表しておりますが、少し体調が悪か

ったり、咳がよく出るといった受験生について

も、別室で安心して受験できる体制を作るよう

にしております。

【門池学事振興課長】ただいまの委員長からの

お話については、各学校の方にお伝えして、高

校3年生の方が安心して受験できるような体制、
サポートしていただくようなことを学校の方に

お願いしていきたいと思っております。

【池松教育長】今まで、さまざまな一斉休業に

ついてのご意見をいただきました。

実際として、走りながら考えなきゃいけない

部分もあるんですが、今、それぞれ委員さんか

ら県民の方々のご心配の声もお聞きしましたの

で、しっかり対応していきたいと思います。

基本的な考え方としましては、いわゆる集団
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でいることがリスクが高いということで、今回、

休業に至ったわけですから、個別の困っておら

れる方への対応については、先ほどの放課後児

童クラブの代替のお話もありましたけれども、

そこは感染のリスクとの均衡を図りながら、そ

れはもう市町教委もそうでしょうけれども、県

教委としても柔軟に対応していきたいと思って

いますので、先ほど受験の、例えば高校3年生
の後期受験の子どもたちへも、集団ということ

ではなくて、個々人を見て、その場所が学校な

のか、家庭訪問なのか、いろいろあると思うん

ですけど、そこは一律に接触しないということ

ではなくて、その規模なりいろんなことを考慮

しながら柔軟に対応していきたいというふうに

考えているところでございます。

【石本副委員長】 委員長を交代します。

【深堀委員長】 ここで暫時休憩します。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４２分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

ただいま、山田朋子議員、浅田議員、中村泰

輔議員より、委員外議員から発言をしたい旨の

申し出がありましたが、これを許可することに

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、委員外議員の発言を許可することに

いたします。

【山田(朋)議員】 質問の機会をいただきまして、
ありがとうございます。

大きく2点お聞きしたいと思います。
ＰＣＲ検査について伺いたいと思います。

県内では1カ所、大村の環境保健研究センタ
ーで実施をしていただいていると思いますが、

まず、医療機関から保健所を通して、保健所に

何件検査をしたい旨の相談があったか。

そして、保健所からセンターに対して何件相

談があって実施をしてきたのか。

あと、佐世保市と長崎市においては各保健所

があるかと思いますが、そういったところは独

自でＰＣＲ検査を行っているのか、そのあたり

ももしわかれば教えていただきたいと思います。

【伊藤医療政策課長】県内におけるＰＣＲ検査

につきましては、県の大村市にございます環境

保健研究センター、あと長崎市が設置しており

ます環境保健試験所、この2カ所でＰＣＲ検査
をしているところでございます。

今、お話があったように、医療機関の方から

保健所にその検査の依頼がございまして、保健

所から医療政策課の方にお話があって、ＰＣＲ

検査を行うという流れになっております。

昨日までに33件、検査をしております。ほぼ
医療機関から要望、要請があった検査について

は実施をしているところでございます。

今までわかっている範囲では、医療機関の先

生方と保健所長でありますドクターの調整の結

果、医療機関から要請があったうちの1～2件が
検査がされなかったというお話を聞いていると

ころでございます。

【山田(朋)議員】 わかりました。報道があるよ
うに、他県ではかなり断っているような事例が

あるようではありますが、本県においては、ほ

ぼ、その基準に基づいて医療機関と保健所のド

クターの方で話をして検査に回しているという

理解でよろしいですね。わかりました。

今後、この検査の体制ですけれども、検査数

を増やしたりするとか、計画体制の整備とかを

考えているのか、その点について。

【伊藤医療政策課長】このＰＣＲ検査の体制で
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ございますが、県の環境保健研究センターにつ

きましては1月31日から、長崎市の試験所につ
いては2月1日から検査ができる体制になって
おります。このうち、県の環境保健研究センタ

ーのＰＣＲ検査につきましては、2月14日から、
その検査方法をリアルタイムＰＣＲ検査という

ことで、今まで11～12時間かかっておりました
検査時間が5～6時間に短縮できる検査の方法
に改善をいたしているところでございます。

【山田(朋)議員】 わかりました。
もう一点お聞きしたいと思います。

先ほどからありました学童保育の取り扱いで

すが、長期休暇と同じような形で長時間、8時
間から10時間程度開けていただくことになる
かと思います。

そこで、麻生財務大臣が、学童保育にかかる

費用は当然ながら負担するよというお話を、力

強いお話をいただきましたが、今、問題となっ

ているのが、通常6,000円、7,000円、1万円程
度、毎月の学童保育の費用はそれぞれかかって

いると思いますが、長期休暇になると、それに

プラスして1万円とか2万円とか負担がありま
す。その負担分に関して、この保護者の負担分

に関してはどのような取り扱いになるのか。

併せて、保育所の閉鎖、臨時休業する場合に

伴う計画等もありましたが、ファミリーサポー

トの費用だったり、ベビーシッターの費用とか、

こういったものも新たな保護者の負担となると

思いますが、こういったことはどのように国の

方から通知がきているのか、話が進んでいるの

か、その辺を教えていただきたいと思います。

【濱野こども未来課長】 まず、1点目の麻生副
総理のお話については、まだ具体的に、今日い

ただいている資料の中では、まだ明確にはわか

っておりません。

もう一点、ファミリー・サポート・センター

取り扱いについてですけれども、この放課後児

童クラブが、もともと開所の予定があったもの

については、仮に休校した場合は、それはもう

開所したものとして、通常どおりの算定の基礎

に入るという通知はきておりますけれども。

それと、今日きました通知の中で、今般の対

応に伴い追加で生じる放課後児童健全育成事業

にかかる費用については、内閣府計上の令和元

年度子ども・子育て支援交付金において、小学

校の臨時休業に伴い午前中から運営する場合は、

これは施設の話ですけれども、1日当たり1万
200円、小学校の一斉休業に伴い支援の対応を
新たに設けて運営する場合は1日当たり1万
8,000円の加算を創設する」ということで、その
後に「保護者負担は求めず、国庫負担割合を10
分の10として補助することを予定している」と
いう通知がきております。

【山田(朋)議員】 わかりました。新たに、これ
に伴って、保護者が通常の月謝以上の負担は伴

わないということ、そして、保育所の閉鎖に伴

う臨時休業とかに伴った場合のファミリーサポ

ートとか、ベビーシッターの分はわからないと

いうことですね。わかりました。

であれば、学童のことは保護者の負担がない

ということを今確認をさせていただきましたの

で、質問を終わらせていただきたいと思います。

ありがとうございました。

【濱野こども未来課長】 今々きた通知なので、

当初から、3月に利用を予定をされていた方も
含めてそれがゼロになるかどうかとか、その辺

の詳細については、またちょっと…。

【山田(朋)議員】 あくまでも、春休みまでの分
の負担をしていただければいいと思うんです。

通常、春休みは春休みで負担をするのは当然や
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っていることなので。

【濱野こども未来課長】基本的には、通常月額

でやっておりますので、その辺の取り扱いも含

めて、休暇の取り扱いの詳細な部分については

確認をしたうえで、また改めて市町等には通知

をしていきたいと思います。

【中村(泰)議員】 発言の時間をいただきまして、
ありがとうございます。

県民、市民の皆様が一番気になっておられる

のは、先ほどから出ております、どうしてもお

子様を預けなければならない方が受け入れ施設

があるのかということだろうと思います。

そこで、質問というか要望になるんですけれ

ども、実際、県としては、市町の部分までは、

先ほどお願いであるとかヒアリングといったと

ころでございましたが、ぜひとも各市町の情報

を吸い上げていただいて、これは走りながらに

なってしまうとは思いますが、毎日毎日更新を

していただいて、例えば長崎市の小学校区でど

ういった施設があり、対象年齢は何歳で、時間

は何時から何時までと、問い合わせ先とか、そ

ういった情報をしっかり管理して、一元化し、

ぜひとも県民の皆様に届けていただきたいと思

います。

今、長崎市と佐世保市が小1から小3まで、可
能な限り受け入れたいということを言われてお

りますが、そういった情報を一つに集約してい

くことが、県民の皆様が望んでおられることだ

と思います。

例えば、長崎市がやって長与町がやってない

とか、また、どちらかだけが発信をしていたと

いうふうになってしまったら、支援を受けられ

ていない側がナーバスになってしまって、自分

のところはどうなるんだということで、恐らく

いろんな機関に問い合わせをされるんだろうと

思います。そういったところで、どこを見れば

そういった情報があるんだということをしっか

り示すことが、県民の皆様の信頼につながると

思いますし、政治のリーダーシップだと思いま

すので、そういったところをお願いできないで

しょうか、ご回答をお願いいたします。

【深堀委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時５２分 休憩 ―

― 午前１１時５２分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

【中村(泰)議員】 放課後児童クラブにしても、

民間にしても、ＮＰＯにしても、要は一人親の

方のお子様などを預かっていただけるような機

関ですね。放課後児童クラブもそうですけれど

も、決してそこに限った話ではありません。

【深堀委員長】 先ほどのいろんな質疑の中で、

長崎市、佐世保市が小学校1年生から3年生につ
いては、学校でも受け入れを検討しているとい

う報告がありましたね。そういったことを含め

てだというふうに判断をしますけれども、一元

的な情報の発信といいますか。

【中田福祉保健部長】すみません。私から十分

な回答になるかわかりませんが、代表してお答

えさせていただきます。

今のお話は、県民にとっても切実な課題であ

り、一元的に情報発信していかなきゃいけない

というところがご指摘の部分なのかなと思って

います。

先ほども、例えば迅速にＳＮＳを通じた情報

発信のご提案とか、ホームページを更新するに

しても、都度ではなく、きちんと定時性を確保

したようなわかりやすいものとか、いろいろご

指摘もいただきましたので、改めて広報のあり

方の検討の中でそういった点も検討していきた
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いと考えております。

【浅田議員】 質問させていただきます。

今日、高校生、受験生の話が、先ほど委員長

からも出ていたんですけれども、塾が結構まだ

開かれるような状況があるみたいで、ここを教

育委員会の方に言うのは大変恐縮なんですけれ

ども、生徒が学校には行けないけれども塾には

行けるからみたいな認識の方もいるようなので、

そういったところを今後どう協議をなさるのか。

塾もやはり民間で、それは経済的な、企業的な

ものがあるかと思うんですけれども、今現在、

どのようなお考えでやられているのか。実態と

して休みじゃないから行きますというようなお

答えをいただいたものですから、教えていただ

ければと思います。

【木村義務教育課長】まず、塾のことについて、

私どもに直接何かの相談とかがあったことはあ

りません。

一方で、一般の方々から塾のことはどうなる

んですかと聞かれたことはありました。

私どもとしては、学校、また地域を挙げて感

染防止に努めているわけですから、塾に限らず、

それぞれの施設もその感染防止に協力をしてい

ただきたいというようなことはお願いすること

になると思います。

【浅田議員】十分理解している上で、高校生の

受験生に関してそのような話があったものです

から、学校は休んでいるけれども、そういった

ところに行けばという声が結構あるみたいです

ので、一定そういったところも学校とも、これ

は義務教育というよりも高校教育の方ででもし

っかりとフォローをしていただかないと、やっ

ぱり感染のリスクという最終的なヘッジになら

ないのかなと思いましたので、改めてお伺いし

ました。

それと、先ほど学童の方で、学校併設のとこ

ろに関しては教員の応援もできるみたいな話で

したけれども、あくまで民間ではなくて、学校

併設のところに限ってということですね。確認

です。

【濱野こども未来課長】すみません、先ほどの

答弁の中で誤解を生じていたようですけれども、

特に併設をした社会福祉法人とか、そういう決

まりはございませんで、そこは各市町の福祉部

局と各市町の教育委員会の中でご相談をしなが

ら、可能な部分があれば対応していただくとい

うことでございます。

【浅田議員】ありがとうございます。既に学童

の方から、その問い合わせがきていて、学校が

休みになったのであれば、教育関係の方々のご

協力がいただけないのかという質問がありまし

たので、確認させていただきました。

それと、先ほどから24時間の対応等々をおっ
しゃっておりましたけれども、やっぱりネット

とかで見ても、どうしても5時半までの対応と
か、情報がたくさん出てくるものですから、ど

こで24時間の相談ができるとか、そこの部分だ
けでも、せめてわかりやすく表記していただけ

ると、県民の方も安心するかと思いますので、

よろしくお願いします。ありがとうございまし

た。

【深堀委員長】 ほかにご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】それでは、質問がないようです

ので、本日の委員会を終了いたしますが、本日

の質問において課題となったことなどは、今後

の委員会審査の中で議論を行いたいと思います。

なお、引き続き、刻一刻といろんな状況が変

化すると思いますので、適切な情報提供を重ね

てお願いをいたしまして、本日の文教厚生委員
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会を終了いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午前１１時５８分 散会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月９日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時４９分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 深堀ひろし 君

副委員長（副会長） 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 平田 修三 君

学事 振興課 長 門池 好晃 君

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

県立学校改革推進室長 小野下和宏 君

福利 厚生室 長 竹中  望 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義務 教育課 長
（ 参 事 監 ）

木村 国広 君

義務教育課人事管理監 高鍋 洋 君

高校 教育課 長 鶴田 栄次 君

高校教育課人事管理監 本村 公秀 君

高 校 教 育 課
児童生徒支援室長

立木 貴文 君

特別支援教育課長 分藤 賢之 君

生涯 学習課 長 山口 千樹 君

新県立図書館整備室長 吉田 和弘 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 小柳 勝彦 君

教育センター所長 林田 和喜 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（文教厚生分科会）

第1号議案
令和2年度長崎県一般会計予算（関係分）
第2号議案
令和2年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別
会計予算

第13号議案
令和2年度長崎県国民健康保険特別会計予算
第77号議案
令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6号）

（関係分）

第88号議案
令和元年度長崎県国民健康保険特別会計補

正予算（第1号）

７、付託事件の件名
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〇文教厚生委員会

（1）議 案

第18号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関

係分）

第20号議案
職員の服務の宣誓に関する条例及び議会の

議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正する条例

第21号議案
職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び市

町村立学校県費負担教職員の勤務時間、休暇

等に関する条例の一部を改正する条例

第32号議案
長崎県公立大学法人の役員等の損害賠償責

任の一部免除の額を定める条例

第33号議案
長崎県無料低額宿泊所の設備及び運営の基

準に関する条例

第34号議案
長崎県医療施設耐震化臨時特例基金条例を

廃止する条例

第35号議案
長崎県薬務関係手数料条例の一部を改正す

る条例

第36号議案
長崎県子育て条例の一部を改正する条例

第37号議案
長崎県幼保連携型認定こども園の学級の編

制、職員、設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

第38号議案
市町村立学校県費負担教職員定数条例及び

県立学校職員定数条例の一部を改正する条

例

第39号議案
義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関

する特別措置に関する条例の一部を改正す

る条例

第40号議案
長崎県文化財保護条例等の一部を改正する

条例

第41号議案
長崎県立対馬歴史民俗資料館条例を廃止す

る条例

第60号議案
長崎県公立大学法人が徴収する料金の上限

に関する定めの変更の認可について

第75号議案
長崎県子育て条例行動計画について

第76号議案
第三期長崎県立高等学校改革基本方針につ

いて

（2）請 願

「長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例」改

定を求める請願書

（3）陳 情

・長崎県立世知原少年自然の家の運営存続につ

いて（お願い）

・海運・船員の政策諸課題に関する申し入れ

・長崎県壱岐病院の精神科病棟の早急な再開

（開床）を要望します

・長崎県立世知原少年自然の家の運営存続につ

いて（要望）

・要望書（県内企業（単体又は共同企業体）で

の発掘調査の実施について）

・厚生労働省による「地域医療構想」推進のた

めの公立・公的病院の「再編・統合」に抗議
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し、地域医療の拡充を求める陳情書

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・活

用・公開・整備に関する陳情書Ⅵ

・ユニバーサルデザインタクシー車両導入補助

金助成制度新設に関する陳情書

・県立高校における有資格の学校司書の配置の

継続・拡大を求める陳情

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【深堀委員長】 おはようございます。

ただいまから、文教厚生委員会及び予算決算

委員会文教厚生分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

18号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する
条例」のうち関係部分、ほか15件であります。
そのほか請願1件、陳情9件の送付を受けてお

ります。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を文

教厚生分科会において審査することとなってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予
算」のうち関係部分、ほか4件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとにお手元にお配

りしております審査順序のとおり、総務部、教

育委員会、こども政策局を含む福祉保健部の順

に行うことといたしたいと存じますが、ご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

これより、総務部関係の審査を行います。

【深堀分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

総務部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【平田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明をいたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

説明資料の3ページをお開きいただきたいと
思います。

はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分についてご説明をい

たします。

総務部所管の歳入予算総額は、国庫支出金44
億603万4,000円であります。
歳出予算総額は、130億819万8,000円を計上

いたしております。

この歳出予算の主な内容は、長崎県公立大学

法人に対する運営費交付金、県立大学佐世保校

の建替えや情報セキュリティ産学共同研究セン

ター（仮称）の新設のための施設整備事業費補

助金等の経費として、大学法人費29億9,693万
円、私立学校の教育条件の維持向上、施設の安

全性の確保及び保護者負担の軽減を図る経費と

して、私立学校助成費99億2,023万1,000円を計
上いたしております。

次に、令和3年度以降の債務負担を行うもの
についてご説明いたします。
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県立大学佐世保校建設整備に伴う建設工事関

連経費について、令和3年度から令和4年度まで
に要する経費として、県立大学佐世保校建設整

備事業費7億2,701万3,000円、ＳＮＳ等を活用
した相談業務委託について、令和3年度に要す
る経費として、私立学校振興事務費105万円を
計上いたしております。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

補正予算額は、歳入予算1億180万8,000円の
減であります。

歳出予算は、3億3,547万8,000円の減であり、
この主なものは私立学校振興費にかかるものと

なっております。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

県立大学佐世保校建設整備において、地盤状

況が想定以上に悪く、設計工法等の検討に不測

の日数を要したため、県立大学佐世保校建設整

備事業費5億5,836万1,000円について、繰越明
許費を設定しようとするものであります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、今議会に補正

をお願いいたしておりますが、今後、年間の執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じることから、3月末をもって令和元年度の予
算の補正について専決処分により措置させてい

ただきたいと考えておりますので、ご了承を賜

りますようお願いいたします。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【深堀分科会長】 ありがとうございました。

次に、提出がありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料、『政策的新

規事業の計上状況』」について、説明をお願い

いたします。

【門池学事振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本分科会に提出しま

した総務部関係の資料についてご説明いたしま

す。

今回、ご報告いたしますのは、政策的新規事

業の計上状況についてであります。

資料の1ページをお開きください。
1ページの上から1つ目の県立大学情報セキ

ュリティ産学共同研究センター（仮称）整備事

業費の1事業でございます。
内容につきましては、記載のとおりでござい

ます。

以上で説明を終わります。

【深堀分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 おはようございます。

それでは、予算議案、先ほどありました3ペ
ージ、「情報セキュリティ産学共同研究センタ

ー（仮称）」について質問をいたします。

まず、確認ですが、新たな取組として、産学

共同研究センターとありますが、産学ですから、

具体的にどのような企業とどういうことを研究

するのか。そして、その具体的な内容について

の計画が、今どういったものがあるのか、お尋

ねいたします。

【門池学事振興課長】現在もＩＴ企業等との共

同研究というのは実施しておりまして、サイバ

ー攻撃の手法とか、フィッシングサイトの早期
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発見とか、そういった情報セキュリティに関す

るテーマを扱っているところでございます。

企業についてはＩＴ企業を想定しているんで

すけれども、このセンターを設置することによ

って、企業との連携がとりやすくなって、企業

が持つ最先端の技術、それから大学の知見を活

用した研究ができるものと考えております。

【松本委員】新たな取組で、大学側だけで研究

するのではなくて、企業と連携することによっ

て社会のニーズもあるということで、非常に注

目をするし期待もしているんですけれども、実

際、そこの部分で研究をしましたと。そこのと

ころで企業側がそこにニーズがあるのかという

ところで、企業との連携をしっかりしておかな

いと、ただ、「産学共同」と名前はしているけ

れども、大学だけで研究して、企業側がそこに

入っていかないと、せっかくの効果が薄くなる

と思うんですが、その辺で何社ぐらいの企業を

検討しているとか、実際に引き合いがあってい

るのか、その状況についてお尋ねいたします。

【門池学事振興課長】今回の施設の整備に当た

っては、事前に産業労働部にお願して県内企業

のニーズを把握しておりまして、長崎県立大学

に情報セキュリティの演習室というのがありま

す。これが実際のサイバー攻撃をもとにした防

御を学ぶような施設ですけれども、そこについ

て使いたいという声が結構寄せられたというの

がございます。

想定している企業というのは、現在3企業、
ラボに入っていただくことを想定しているんで

すけれども、現在も企業から幾つか問い合わせ

があっているような状況でございますので、一

定ニーズはあるものと考えております。

【松本委員】 3社ということでありますけれど
も、やはりこれは全国でもなかなか例がない、

県立大学の特色だと思うんですね。ですから、

これは県内外からも人が集まってくるような技

術とか情報セキュリティ、また民間も非常に注

目していると思うんですね。

ですから、この事業内容をどんどん発信して

いただいて、企業も3社じゃなくて、県内を中
心に、もちろん県外の企業も、産業に関しては

企業誘致にもつながる、そして、大学の周知も

認知も上がってくると思うんですね。ですから、

そういったところの発信を、せっかく7,000万円
使って、しかも建設費も概算で15億円、設備費
も4億円ということで、令和3年を目指している
わけでございますから取り組んでいただきたい

のと、もう一つ気になるのは、そういったのも

背景にあって、定員を令和3年に40名から80名
に倍増するということですよね。そうすると、

単純に、建物は建てればいいでしょう。しかし、

大事なのは講師だと思うんですよね。それを教

える講師が優秀な方がいないと、もしくは人数

が増えたことでコマ数も増えるわけですから、

そこの講師の対応というのはどのように考えて

いるんでしょうか。

【門池学事振興課長】講師の対応につきまして

は、入学定員が増加するので、大学の設置基準

からしても教員は増員する必要があると考えて

おりまして、増員する予定にしております。

講師の選定については、やはり実務ができる

方が非常に大事だと思っておりますので、そう

いった方々を現在、大学の方で探すようにして

おります。

【松本委員】 時間は、令和3年といってもあっ
という間ですので、この講師次第で内容という

のも変わってきますし、優秀な方を民間からし

っかり招致できるように取り組んでいただきた

いと思います。
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もう一つ、せっかく県立大学でそういった技

術を学び、人材もいるということであれば、や

はり最近では、先ほどおっしゃったように県内

でのサイバー犯罪も増加しております。サイバ

ーセキュリティが民間でも見直されている中で、

県警や県庁内のサイバーセキュリティに関して

も、県立大で得た技術や知識というものを、県

や県警とも連携をすべきだと思うんですが、そ

の辺はどのようにお考えですか。

【門池学事振興課長】長崎県警とは、長崎県サ

イバーセキュリティに関する相互協定というの

を結んでおりまして、これは県内外の産学官の

14の機関で締結をしているんですけれども、そ
の中に県警も入っておりますし、県立大学も入

っております。そういった関係で連携体制とい

うのはとれております。その中で情報の共有と

か、サイバー人材の育成など、そういった協力

体制を目指すようにしております。

ちなみに、今年度、情報セキュリティ学科か

ら最初の卒業生が出るんですけれども、そのう

ちの1名が長崎県警に就職するようにもしてお
ります。

【松本委員】県警の方もそういった部署を新た

に設立して対応していくという動きもあります

ので、ぜひ連携して取り組んでいただきたいと

思います。

以上です。

【下条委員】 おはようございます。

松本委員の質問に関連して、私は「県立大学

情報セキュリティ産学共同研究センター（仮

称）」の設備の方について少しお尋ねしたいと

思います。

先日、行われました予算総括質疑でも触れた

んですけれども、サイバーセキュリティ、また

情報セキュリティのこういった世界は、かなり

最先端の技術や設備が競われるといいますか、

大切な要素になっていきます。

先般も、県庁のロビーでＣＴＦ（ＣＡＰＴＵ

ＲＥ ＴＨＥ ＦＬＡＧ）というのがありまし

た。これは、県立大学と県警、そして長崎県の

情報政策課、この3者がサイバーセキュリティ
の技術を競うための競技、キャプチャー・ザ・

フラッグといいまして、相手が高度に仕掛けた

わなを見抜いて、どれだけの短時間でそのフラ

ッグ、相手の一番の陣地を取るかというのを競

いながらスキルを上げていくといった催しが行

われました。

こういったものに使われる時に、どうしても

解析をするパソコンというものが大変重要な要

素になっていきます。つまり、スーパーコンピ

ューターであったり、相手がさらにそれ以上の

ものを使っていると、こういった争いで互角の

戦いができないという要素が大きくあります。

今、せっかくこのような共同研究センターとい

うものができますので、導入をしていく設備に

ついて、何かご予定があれば教えていただきた

いと思います。

【門池学事振興課長】委員ご指摘のとおり、こ

ういうＩＴの世界、最近の技術というのは日進

月歩であるということもございますので、令和

4年度までにその施設を整備することにしてお
りますけれども、その中では、可能な限り最新

の設備を導入していきたいと考えております。

【下条委員】最新の設備ということで、私が少

し予算決算委員会の総括質疑で言わせていただ

いたのが、量子コンピューターというのがあり

ます。今現在は、その量子コンピューター自体

の実現化というのは、基本的にはできているん

ですけれども、これが実用化まではまだ至って

おらず、例えば市場価格でいけば1台17億円と
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か、全く導入コストに関して言えば現実的なお

話ではないんですが、5Ｇが導入をされるとい
う検討をされまして、約半年ぐらいの期間で大

きく技術が革新をされ、日本ではなかなか情報

がなかったんですけれども、海外ではあっとい

う間に実用化されました。そういった場合に、

大きく様相が変わっていきます。

こういった量子コンピューターについても、

当然、導入コストの面であったり、実現的なも

のというのは差がありますけれども、準備まで

の3年間にかなり動くと思うんですけれども、
そのあたりはいかがでしょうか。

【門池学事振興課長】量子コンピューターにつ

いては、ご指摘のとおり17億円と、かなりの高
額ということで、簡単に導入することはできな

いとは思っておりますけれども、そういった量

子コンピューターが今後普及していくというこ

とを踏まえた上で、それを念頭に置いたサイバ

ーセキュリティをどういうふうにしていくのか

というところを、今後の大学としての研究につ

なげていければとは思っております。

【下条委員】 最後になりますが、2点、私の方
から要望といいますか、提案をして終わりたい

と思います。

1点目が、まずこの設備がすばらしいという
ことは、単純に情報セキュリティの世界観にお

いて、要するに戦ったり守ったりをするような

構造になります。その時に、当然人的なスキル

を上げないといけないですけれども、この使う

設備によって、かなり結果が変わってくるとい

う要素が強いですので、ぜひともこの側面を重

要に捉えていただきたいというのが一つ。

もう一つが、せっかくこういった形で産学官

共同研究センターをつくりますと、すばらしい

企業との連携、また人材の育成の場ということ

になります。こういったところに、もし仮に、

日本で初めて量子コンピューターを設備として

入れたら、量子コンピューターは一つのシンボ

ルですけれども、最先端の設備を投入したとい

うことになりますと、一気に全国で注目を浴び

ると思います。これは皆さんの計画されている

この中の非常に大切な要素になってくるんじゃ

ないかと思います。

そこに、さらに優秀な生徒、また先生、さま

ざまな人材が集まってきていただきたいなと、

そういったこと2つを提案させていただいて終
わりたいと思います。ありがとうございました。

【深堀分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【中村(和)委員】 おはようございます。
久しぶりに文教厚生委員会に戻ってきまして、

ここ数年間の間にどのように変わったかという

のを知りたかったものですからお聞きいたしま

す。

今回も私立学校の助成費として3ページの方
に約99億円あります。ここ数年間、ずっとこの
私立高校の助成費に対しては金額を増額されて

いると思うんですけれども、ここ数年間の増額

の幅がわかれば教えていただきたいんです。

【深堀分科会長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時１７分 休憩 ―

― 午前１０時１７分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【中村(和)委員】 表にしていただければ助かり
ます。

それと、私どもは議員として、私立学校の方

から、とにかく支援金の額面をもう少し上げて

いただきたいということをこれまでもずっとお

願いをされて、私たちも相談に乗ってきてやっ

てきたんです。
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しかし、ご存じのとおり、今回は国の施策に

よりまして、所得額によって変化はありますけ

れども、私立高校にも公立高校と同様な支援を

受けられるようになったわけです。

ただ、今後、生徒数が減少していく中で、私

立高校と公立高校の間で生徒の争奪戦が、言葉

は悪いんですけれども、そういうことも起こり

かねないと思うわけですね。最終的にどちらが

生き残るかというような場面まで出てくる可能

性もあると思うんです。

そういう中で、現在の県内の私立高校、主に

私立高校の経営状況というのはどうなんでしょ

うか。これは、各校の数値は出てこないと思う

んですけれども、担当課としてどういう状況ま

で把握されているのか、把握されている部分で

結構でございますので、ご報告をいただければ

と思います。

【門池学事振興課長】先ほどの私学の関係の予

算の推移については、後で表をお渡ししようと

思いますけれども、ちなみに、昨年度が81億
7,982万3,000円、平成30年度は83億3,230万
2000円ということで、平成30年度、平成31年度
は減少しておりまして、今年度、就学支援金等

の拡充等がございまして、99億2,000万円とい
うことで増額したということでございます。

もう一点の私立学校の経営の状況ですけれど

も、個別という話ではなくて、全体で話をさせ

ていただきたいんですが、長崎県内の私立学校

の生徒一人当たりの納付金収入が約50万円と
いうことで、九州平均よりも3万円高くて、九
州では5位となっております。一方で、経常費
等の補助金は約38万円で九州平均よりも高い
状況にあります。ここが大きな収入の要素にな

っているんですけれども、そういう意味では生

徒納付金の収入が低いということで、収入全体

が低いということになっております。

それから、今度経費ですけれども、生徒一人

当たりの人件費は約66万円で、九州平均よりも
3万円高くて九州3位ということと、生徒一人当
たりの教育研究経費も約32万円で、九州平均よ
りも約2万円高くて九州3位ということで、こう
いった意味では一定教育内容についての充実を

図ろうとしている状況ではないかと考えており

ます。

ただ、生徒一人当たりの経常収支の差額がマ

イナス5万円ということで、九州平均よりも約6
万円低くて九州最下位というような状況で、収

入が低くて費用が高いということで収支が悪化

しているという状況でございます。

赤字を解消するためには、経費を節減するか、

収入を増加させる必要があるということでござ

いますけれども、教育の質の確保をするために

は、経費の節減というのはなかなか難しいのか

なとも思っておりまして、そういう意味では学

校において生徒の納付金とか、補助金の収入を

確保するためにも、魅力的な学校づくりをして

いただいて生徒を集めていただくように、そう

いう努力をしていただく必要があるのではない

かと考えております。

【中村(和)委員】 最近は、公立高校に負けない
ような学力を私立高校も持ってきていますし、

また各校、先ほど言われたように魅力的な学校

をつくるということで、いろんな支援をされな

がら、生徒たちが本当に私立高校に通いたいと

いう願望をもってできるような体制は今できた

と思うんです。

しかし、私が思うには、先ほど言ったように、

これから先はもっともっと競争率が高くなって

くると思うんですけれども、私立高校が経営状

況が厳しい中で頑張っているのはわかるんだけ
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れども、そういう厳しい中で多くの生徒を呼び

込むような、それ以上の努力ができるのかなと

いう心配もあるわけですね。

そこで伺いますが、今、県内の私立高校の入

学金と授業料ではどのくらいの差がありますか、

大きいところで言ったら。

【門池学事振興課長】県内の私立高校の入学料

の単純平均ですけれども、令和元年度でいけば

11万7,090円、平均額です。一番高いところが
15万円、一番低いところが9万円となっており
ます。

授業料につきましては、平均が3万340円、最
高のところが4万3,900円、最低のところが2万
5,200円となっております。
【中村(和)委員】 各校頑張ってやっているんだ
けれども、実質的にいけばこれだけの入学料と

授業料の差があるということなんですよね。と

いうことは、各校がこれだけの入学料のベース

アップしなければならない、授業料のベースア

ップをしなければ、なかなか経営が成り立たな

い状況である学校もあるということですね。そ

こを聞きたかったものですから、今聞かせてい

ただいたんです。

ただ、私立高校に関しては、私たち議員にも

経営内容が全く伝わってこないんですね。それ

は法律に定められているということでそうなっ

ているんですけれども、これまでも数回、この

委員会の中でも、そしてまた、自民党の中でも

お聞きしたことがあるんですけれども、なかな

か出てこないんです。

私たちも私立高校のためには、どうしても支

援額をもっともっと上げていただきたいという

考えはあるんだけれども、しかし、その内容自

体が伝わってこないものだから、どういうとこ

ろに足りないから、どういうところを上げてい

ただけないかというところが綿密に私たちに伝

わってくれば、もっともっと私たちも一緒に協

力ができると思うんですね。ただ、そこがちょ

っとできないのが残念です。

ただし、今までは私立に対しては公立と同じ

ような国の補助もなかったので、なかなか厳し

かったんだけれども、今回は国の施策によって、

とにかく所得額によっては変わってきますけれ

ども、何らかの形で支援策ができたということ

で、保護者にとっても、そしてまた、生徒たち

にとってもすばらしい内容の体制ができてくる

んじゃなかろうかなと思うわけです。

ただし、やっぱり担当課として、各校の経営

状況というのは、把握できる部分までで構いま

せんので把握していただいて、本当に子どもた

ちが行きたい学校というのを残さなくてはいけ

ないし、そしてまた、生徒数も確保しなければ

いけないと思うんですね。だから、そういう意

味で、先ほど言ったように入学料や授業料の格

差はあるけれども、どうしても子どもたちが選

ぶ学校というのは子どもたちの能力に合ったと

ころになると思うんだけれども、これから先、

公立、私立、いろんな意味で競争をしていくと

思うんだけれども、ぜひとも、私立高校もこれ

まで頑張ってきた経緯を踏まえれば、これから

も同様に、公立高校と一緒に経営をしていただ

きたいと思うし、子どもたちの夢をそのまま継

続させていただきたいと思うので、担当課長、

そしてまた、部長におかれましては、各私立高

校の経営状況には十分に注視をされ、これから

も頑張っていただきたいと思います。できる範

囲で構いませんので、私たちにも情報提供をし

ていただければ幸いだと思いますので、よろし

くお願いしたいと思います。

以上で終わります。
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【深堀分科会長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時２７分 休憩 ―

― 午前１０時３０分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【外間委員】私立学校助成事業に関連をして質

問いたします。

先ほどの国の拡充政策によって、昨年度より

も大幅に予算が増えて、今、中村委員から確認

をしてもらったら、昨年からすると81億円から
一気に助成費を99億円ということで、前回より
も18億円の増額になっていると。その国の拡充
政策と、県がそれに対しての単独補助事業も含

めてどのように予算化されたのか、ご説明をお

願いいたします。

【門池学事振興課長】国におきましては、これ

まで就学支援金ということで、所得に応じて段

階的に加算をしていたと。所得の低い方になる

べく手厚く加算をしていたというのがございま

すが、今回、今度の4月から、年収590万円未満
の世帯については、一律月額3万3,000円の就学
支援金を支給するというふうに変わっておりま

して、590万円から910万円までの世帯について
は、従前どおりの月額9,900円ということで制度
がつくられているんですけれども、ここの590
万円を境に未満の人と以上の人、590万円未満、
590万円以上の人に対しての差額が月額で2万
3,100円あるということでございます。そこの格
差があるというのもございまして、県の方では

590万円から910万円の半数に当たる世帯の
720万円未満世帯に対して、月額6,600円の上乗
せを単独措置で実施するように、今回予算を上

げているところでございます。

【外間委員】 ありがとうございました。

年収720万円未満の世帯が半数を占めるとい

うことで、その部分について、590万円未満と
以上の格差2万3,100円の穴埋めをするべく、そ
の世帯に6,600円を支給するというご説明と理
解してよろしいですね。わかりました。

そうすることによりまして、県単独の補助と

合わせて、国の拡充政策で私学の助成は、今回

は大幅に増やされたということでありますけれ

ども、単純にこのことによって公立高校と私学

の公私間格差というのがどれくらい縮まったの

でしょうか。それを数値に表現することができ

ますでしょうか。

【門池学事振興課長】公立高校においては、年

収910万円未満の世帯までの方々は、全て国の
就学支援金月額9,900円で授業料が賄われてお
りますので、授業料の負担はその所得世帯の

方々に対してはないということでございますが、

私立高校においては、590万円未満の世帯に対
しては、どこの高校も、4校ちょっとオーバー
する高校はあるんですけれども、それを除いた

ところでいけば、ほぼその上限の3万3,000円の
範囲内でおさまっておりますので、そこの方々

に対しては公立とほぼ同じような条件になると

いうことでございます。

ただ、590万円以上910万円未満のところにつ
いては、負担が一定残りますので、そこについ

ては差が生じているというところでございます。

【外間委員】 今まであまり聞いたことがない、

常に公私間格差は縮まることなく、ずっと推移

をしてきたものですから、今回の拡充政策によ

って、一定、ただいまのようなある部分につい

ての差がないということを初めて聞いたもので、

大変了としたいと存じます。

さらに、今ご説明いただいたのは就学支援金

であるとか、高校授業料の補助金であるとか、

今回の議案が承認をされれば、もう4月にでも
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実施をされるということでよろしいんですね。

【門池学事振興課長】今議会で予算が承認され

ましたら、4月からの施行になります。
【外間委員】ありがとうございました。ぜひと

も、家庭の状況にかかわらず、学問を志す子ど

もたちのために、こういった年収590万円未満
世帯を対象とする就学支援金、あるいは国の大

幅なる拡充政策については、大変ありがたいこ

とでありますので、ぜひとも実施に踏み切って

いただきたいということをお願いして終わりま

す。

【深堀分科会長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時３６分 休憩 ―

― 午前１０時３８分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【中山委員】 大学法人費29億9,693万円は自主
財源だと思いますが、人件費というか給与費も

入っているんじゃないかと思います。職員と教

職員、正規・非正規含めて数字を出していただ

きたいと思います。

【深堀分科会長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時３９分 休憩 ―

― 午前１０時３９分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【門池学事振興課長】大学法人への運営費の交

付金の中に、当然人件費にかかる部分も含まれ

ておりますけれども、交付金の考え方自体が、

大学法人の運営にかかる経費から、自主的に集

めている生徒の納付金とかを除いた分の残りを

運営費交付金という形で交付するようにしてお

ります。

大学が学校の運営に対して必要な経費として

上げている中で、人件費については全体の33億

7,000万円のうちの20億7,000万円という形に
なっております。

【中山委員】 20億7,000万円、結構大きいわけ
ですけれども、そこで教職員と職員、教職員の

中の正規・非正規の数、20億7,000万円の内訳
をお伺いします。

【深堀分科会長】 暫時休憩いたします。

― 午前１０時４０分 休憩 ―

― 午前１０時４１分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【門池学事振興課長】人件費の中の教員と職員

の内訳というのは、今、数字がないんですけれ

ども、人数でいけば、令和元年5月1日現在で教
員が150名、事務職員が52名、合計202名になり
ます。これは、正規・非正規問わず、教職員の

数になります。

【中山委員】 ぜひ、教員の150名のうち正規・
非正規を含めて、後で報告いただきたいと思い

ます。

なぜ最初にこれを聞いたかというのを今から

述べたいと思いますが、県立大学を文教厚生委

員会で過去に2回ぐらい調査に行っております。
その折、学長は確実にいたと思いますし、理事

長がいたかどうかわかりませんけれども、学長

の方から経営方針が示されて、地域に貢献でき

る人材を育成しようというような大きな問題と、

もう一つは県内就職率を、今、三十数％になっ

ているけれども、これを四十何％にもっていく

という意欲的な話がありましたので期待をして

いたわけですね。

私は、その場で30％台から40％台へと10％上
げるというのは簡単じゃないと、容易じゃない

と思うが、何か具体的な方策があるんですかと

聞いたら、その時は具体的な方策は示されませ
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んでしたけれども、それだけ学長が堂々と言う

ならばということで期待していたわけです。

ただ、今回、愕然としているんですけれども、

通常のレベルの34.9％から7.7ポイントも減少
したということで、大変私は衝撃を受けている

わけであります。

そういう中で、学長を含めた教職員、これが

一体となって地元の人材を育成しようとか、特

に目標であります県内就職率を上げようという

意志統一ができているのかなと。これをもっと

高めていく必要があるんじゃないかと直感した

ものだから少し聞かせてもらいたいと思います。

まず、今回の減の要因についてどのように分

析しているのか、お尋ねしたいと思います。

【門池学事振興課長】 1月末現在の県立大学生
の県内就職率は27.9％ということで、昨年に比
べれば落ちておりますけれども、私どもが要因

として考えておりますのが、県立大学の県内出

身者の県内就職率が低下したというのがござい

ます。昨年までは、県内出身の卒業生は大体

60％ぐらいが県内に就職をしていたんですけ
れども、今年はそこが約50％まで落ちたという
ことがございます。

その要因ですけれども、学科ごとに見てみる

と、国際経営学科というのが非常に下がってお

りまして、今回、学部学科再編後の最初の卒業

生が出るんですけれども、学部学科再編により

国際経営学科というのはできたんですが、卒業

要件にＴＯＥＩＣが730点以上ということで、
英語に非常に力を入れて学生を育成したという

のがありまして、英語が得意な学生がグローバ

ルに展開する企業を選択して就職をしたという

ことで、東京の例えば日本電気であったり、日

本航空であったり、そういった企業に就職した

傾向があるということが一つ。

それから、国際社会学科についても、同じく

ＴＯＥＩＣ730点以上というのを卒業要件とし
ておりまして、ここの学生たちも英語が活かせ

る職業に就いたということで、なかなか県内に

そういう企業が少なかったというのが一つの要

因かなと思っております。

それから、情報システム学科というのがござ

いますけれども、ここの学生たちは映像制作会

社であったり、ソフトウエアの開発企業であっ

たり、そちらの方に就職している傾向があるん

ですけれども、そういった企業が県内には一定

ありますけれども、やっぱり県外の方が多くて

魅力的だったということで県外に流れたのでは

ないかと思っております。

一方で、情報セキュリティ学科でございます

けれども、今年、県内に就職した人が約3割ぐ
らいいるんですが、それに加えて、県が誘致し

た企業、例えば京セラコミュニケーションシス

テムであったり、富士フィルムソフトウエアで

あったり、そういった企業にも就職をしており

まして、そういったところまで含めると約5割
の学生が県内の企業、もしくはそういう誘致企

業に就職をしているという状況もありまして、

そこは一定明るい材料なのかなとは思っており

ます。

【中山委員】大きな要因が、県内出身者の県内

就職率が低下したということで、これも大変衝

撃を受けているんですが、去年だったか、進学

者を対象にして、知事はじめ各幹部が学校に出

向いて、長崎のよさをわかってもらって、でき

れば長崎に就職してほしいという運動を展開し

ていますよね。そういう最中ですから、そのこ

とを含めてこの辺はよく分析して、見直しが求

められるかもしれないと思います。今日はこれ

以上問題にしませんけれども、やはり私は、こ
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の大学自体が本当に目標を達成しようという意

識がどの程度あるのかと、そこに少し疑問を持

っているわけです。

そこで、これに直接は関わらないけれども、

教職員の150人のうち、長崎出身ということに
なると長崎のことはよくわかっているし、長崎

に人脈もあるし、長崎の学生たちとも話ができ

るということで長崎に就職という情報がいって

いるので幾らか違うんじゃないかと思いますけ

れども、この150人の教員の中で、出身が長崎
県内か県外かはわからんでしょうね。そこは調

べていないでしょうね。まず、聞いてみようか、

わかりますか。

【門池学事振興課長】現在、ここに資料はござ

いませんので、また、後でお知らせしたいと思

います。

【中山委員】やはり学校の先生についても、で

きるだけ地元をよく知り、地元に熱意のある先

生をどれだけ増やしていくかというのも必要じ

ゃないかなと、そういう視点がありましたので、

ぜひ調査をして、委員長、後で報告していただ

きたいと思います。

それで、委員会の調査の中で学長がはっきり

明言しているんだけれども、学内で、要するに

目標を達成しようということでチーム県立大学

ですか、このために教員とどのような形の協議

というか、コミュニケーションをやっているの

か、その辺が現在どうやっているのか、わかり

ますか。

【門池学事振興課長】県立大学においては、中

期目標の中で、地域に貢献する大学であったり

とか、地方創生を推進する大学であったりとか、

県内就職についても目指しているところでござ

います。そういう意味では、大学の目標として

県内就職を掲げておりますので、そういった意

識については一定教員の方にも伝わっているも

のとは考えております。例えば、そういう意識

が高い先生もいらっしゃいまして、積極的に県

内就職に力を入れられている先生もいるという

ふうには聞いております。

【深堀分科会長】中山委員、一応今は予算の分

科会の審議ですので、その点でお願いします。

【中山委員】委員長、教職員の意欲を高めてい

くということで教員の給与が入っているんだか

ら、ここで、予算の中で少し言っておかないと

いかんと私は思うんです。

【深堀分科会長】 了解です。

【中山委員】それでは、一部の先生は熱心にや

っていると。恐らくそれが事実じゃないか。チ

ーム全体として、150人の先生たちが一丸とな
って取り組まないとこの目標は達成できないと、

私はそういうふうに思うよ。それを高めるため

の方策をよくよく協議してほしいというのを一

つ上げておきたいと思います。

そこで、具体的に2つほど聞きたいと思いま
すが、中村知事は、この県内就職率の向上に対

して、大学の理事長、学長に対してどのような

協議をしてきているんですか、今まで。

【門池学事振興課長】大学の理事長、学長と知

事の協議というのは、年間、数回面談する機会

がございます。その中でそういう県内就職につ

いてのお話も差し上げているところではござい

ます。

【中山委員】ぜひ、改めて現状を見てやっても

らいたいと思うし、実質の長崎県のリーダーは

総務部長だと思うんですよね。総務部長は、今

年2年目だろうと思いますが、この大学の学長、
理事長に対して、この県内就職率の向上につい

て、何か要請したことはありますか。

【平田総務部長】 ちなみに、まだ1年目でござ
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います。

就任当初から、学長、理事長とは意見交換を

させていただいて、私のもっぱらのテーマとい

いますのは、県内就職促進、それから、できる

だけ県内から県立大学に進学、そもそも入学し

ていただけるように県立大学の魅力を高めてい

ただきたいと、その2点については事あるごと
に意見の交換をさせていただいているところで

ございます。

【中山委員】理事長、学長とも話したというこ

とでありましたけれども、知事も話している、

総務部長も話しているという中でこういう結果

が出ているということを、よくよくもう一回認

識してほしいと思います。

それと、話は変わるけれども、総務部長は前

に産業労働部長もしていたのでお聞きしますけ

れども、長崎工業高校が県内就職率30％台を今
年は60％近くまで、驚異的な数字で上げていま
すよ。この要因は、どこにあったと思いますか。

【平田総務部長】端的に申し上げまして、地元

のものづくりの工業会というのがありますけれ

ども、地元の中小企業の皆さん方と長崎工業と

の間で情報の交換でありましたり、意思疎通で

あったりということを繰り返し行ってこられた

こと、それから、人的なところでいけば、やは

り校長先生のリーダーシップがあったというふ

うに考えています。

【中山委員】よく言ってくれましたね。校長先

生の三好前校長、今度の梅野校長のリーダーシ

ップですよ。

何を言いたいかというと、やはり知事、総務

部長が再三にわたって協議しているけれども、

これが達成できないどころか7％落ちていると
いうことは、理事長、学長のリーダー不足、リ

ーダー力を十分発揮しているのかどうか、その

辺をよくよく精査して、やはりリーダーがその

気にならないことには全員なりませんよ。そう

いうことで、ぜひ学長を中心に一体となってこ

の目標に向かっていくように、ひとつあらゆる

角度から、総務部長が中心になって取り組んで

ほしいと思いますけれども、最後に決意をお話

しいただきたいと思います。

【平田総務部長】最大限力を尽くしてまいりた

いと考えております。

【深堀分科会長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】先ほど、高校生の授業料のさまざ

まな支援についての質疑がありましたが、関連

です。

まず、全体の学生の数があって、大体の割合

のことはご説明がありましたが、具体、何名と

いうことでわかりやすくいただきたいんです。

今回の590万円未満までに何名の学生が対象
になるのか。720万円未満、そして910万円未満、
それ以上と、具体的な数字をご説明いただきた

いと思います。

【門池学事振興課長】今回の就学支援金の拡充

の対象となっております590万円未満の世帯に
ついては、予算の積算としては7,000人程度を見
込んでおります。

それから、県単の上乗せの対象となっており

ます590万円以上720万円未満世帯については、
約1,600人と見込んでいるところでございます。
【川崎委員】 県の支援はないにしろ、720万円
以上の方、910万円以上の方もおわかりであれ
ばお知らせください。要は、全体の構成ですね。

【門池学事振興課長】まず、県の支援の対象と

ならない720万円以上910万円未満についても、
約1,600名、910万円以上については約1,700名
というふうに見込んでおります。

【川崎委員】ありがとうございました。全体像
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が見えました。おおむねの方がこういった支援

を受けながら、公私間格差は随分縮まってきて

いるとは思いますが、ほかにもいろいろテーマ

があるということについては、引き続き政策課

題として認識をしておきたいと思います。

そこで、まず、国の制度ができましたので、

県とすると、県が今年度まで支援をしていた額

が、一定国が面倒を見るということになると、

当然県費とすると少し楽になった部分があって、

それをこの590万円以上720万円未満の方に対
する県単独の補助制度をつくって、そして生活

保護世帯についても補助制度をつくったと、そ

ういった認識でおりますが、今年度、県として

予定をしていた予算、来年度の予算、その差額

はどのようになりましたでしょうか。

【門池学事振興課長】今年度、私立高等学校の

授業料軽減補助金の当初の予算額は約1億
8,600万円ということでございますが、今回、就
学支援金でカバーをされたというところもござ

いまして、県単として今実施しているのは生活

保護世帯の国の上限を超えた部分と、それから

590万円以上720万円未満世帯の月6,600円の上
乗せのところなんですけれども、それに今度高

等学校の専攻科についても、今回新しく制度が

設けられまして、そこについても半分は県で負

担をする必要があるということで、そこまで含

めますと、合計として約1億5,800万円の県の負
担を実施することになります。

それともう一つ、併せまして、今度生徒の通

学費補助金についても、低所得世帯に対する拡

充というのを実施しておりまして、そこの拡充

分も含めると、約1億7,400万円ということで県
の負担を考えているところでございます。

【川崎委員】そうしますと、今年度が1億8,600
万円、来年度が1億7,400万円、1,200万円程度

が県とすると少し予算が圧縮できたという認識

でよろしいですね。

1,200万円という額は大変大きい額ではあり
ますが、せっかく国がこういった制度を出して

きた。そして、県がこのようなことで少し予算

を組み直したということであれば、目いっぱい、

先ほどの授業料のこともありましたし、さまざ

まな施設利用料ということもあろうかと思いま

すので、より有効にこれを使っていただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。

【門池学事振興課長】今回、そういう意味で昨

年度と若干予算の差はございますけれども、全

体的に私立高校に通う生徒、保護者についての

負担軽減が図られたという意味では、一定よか

ったとは思いますが、差がある部分については

今後努力して予算を獲得して、私立高校の振興

に使えるように頑張っていきたいと思います。

【川崎委員】 よろしくお願いします。

もう一点、「情報セキュリティ産学共同研究

センター（仮称）」についてお尋ねいたします。

たくさん質疑もあっていますが、地元の企業の

皆様と学生の皆様と一緒になって新たな技術を

開発といいますか、そういった取組もあってい

くんだろうと思います。

先ほど言われた3社は、地元の企業、県内の
企業のことでしょうか。

【門池学事振興課長】 3社というのは、今回整
備するセンターにお試しに入っていただくラボ

を設けるようにしておりますけれども、そのラ

ボが3社ということで、そのラボについては県
外企業を想定しております。

【川崎委員】スタートしてない中ではあります

が、非常に高度な技術であるということは重々

承知しているものの、やはり高度な技術を持っ

ているから長崎に企業がないんですよと。そう
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すると、そういった技術を身につけた学生は、

当然のことながら、また県外にという話になっ

ていくわけで、何かこの辺のところ、地元の企

業を成長させつつ、地元の企業に結びつけてい

くような取組ということをぜひやっていただき

たいんです。

皆さんの努力によって、大手の企業がどんど

ん長崎にもＩＴ系の方が入ってきていただいて

いるのは非常にうれしいことであり、それがま

さにそのターゲットになり得るんだろうという

ふうには思いますが、地元の企業も頑張ってい

るところはたくさんありますので、ぜひ目を向

けていただいて、マッチングもやっていただき

たいと思いますが、その辺のお考えについてお

尋ねいたします。

【門池学事振興課長】このセンターについては、

ラボは県外企業を想定しておりますけれども、

地元の企業の振興というのももちろん考えてお

りまして、学生と企業の交流スペースを設ける

ようにしておりますが、その中で県内の企業に

ついてもそこに来ていただいて学生との接点を

持ったり、共同研究につなげていただいたり、

あと、先ほどもちょっとお話したんですけれど

も、情報セキュリティの演習室がございまして、

県内企業もそこを使いたいという希望がござい

ますので、今回の整備に合わせて使っていただ

くように考えているところでございます。

【川崎委員】 最後に、先ほど、くしくも交流ス

ペースという話がありました。交流スペースの

あり方についても、細かい話になりますが、ぜ

ひ堅苦しいような雰囲気ではなく、アイデアも

いっぱい出るような環境づくりということにも

心を砕いていただきたいと思うんです。

長崎にある、県がやっていただいております

「ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ」という施設については、

起業家を育てるというところで、堅苦しい雰囲

気ではなく、柔らかな雰囲気で、知恵も出し合

うような、そういった環境づくりをやっていた

だいています。県の施設だから、砕けた云々と

いうことはあまり許されないのかもわかりませ

んが、一定そういった柔軟な発想で物事に取り

組めるように、もっと企業の皆様と学生の皆様

が身近に接して楽しくやっていけるような環境

づくりも大事なんだろうと思っておりますが、

その交流スペースの在り方についてお尋ねいた

します。

【門池学事振興課長】企業と学生が交流する中

で新しい発想が生まれたりというのは、確かに

今やっている「ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ」の中で実

施しようとしているところでありまして、今回

の産学共同研究センターの中でも、そういった

自由な雰囲気の中から新たな発想が生まれると

いうのは非常に大切なことだと思いますので、

そういったことについてはぜひ実施できるよう

な形の運営をしていきたいと思っております。

【堀江委員】横長資料の3ページ、大学法人費、
今、審議されております県立大学情報セキュリ

ティ産学共同研究センター7,000万円、これは当
初予算の要求どおりに今回計上されているんで

すが、主な事業の24ページには総事業費が約20
億円というふうに書かれています。

それから、2月25日の文教厚生委員会の説明
資料の中では、概算、総事業費は精査中とあり

ますよね。今回、7,000万円を設計費で出されて、
今後、建設費、設備費ということで出てくるん

だと思うんですが、今の時点、これは文教厚生

委員会の説明資料で出された15億円、4億円と
いう感じですか。それとも、これは数字上、上

下の移動があるということですか。

【門池学事振興課長】文教厚生委員会の時にご
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説明した資料で、建設費15億円、設備費4億円、
精査中というふうに書いておりますけれども、

額については、まだはっきりした額というのは

定まっておりません。ただ、建設費については、

なるべく箱については安く、設備についてはい

い設備を入れていきたいと思いますので、そう

いった形で精査が必要だと考えているところで

ございます。

【堀江委員】 そうしますと、今回、7,000万円
を新年度の予算に計上し、総事業費として約を

入れて20億円の範囲の中で今回の整備事業を
進めるという理解でいいでしょうか。

【門池学事振興課長】 7,000万円については設
計に関する経費になっておりまして、それらを

踏まえたところで、また事業費を固めていきた

いと思っております。

【堀江委員】 同じく横長資料3ページの大学法
人費の中の運営費交付金、これは前年度と比較

しまして2億7,959万円増えて、今回18億円なん
ですけれども、大学の運営費の交付金というの

は、中期目標を定めて、その目標に沿ってやっ

ているので、議会としては目標の内容も理解を

しているし、毎年交付金は一括含めてやると。

もちろん、設備費とかは当然違いますけれども、

基本的な運営費については大体毎年ほぼ横ばい

というのが私の認識であるんですが、新年度、

この2億7,959万円を超えて交付金が上がると
いうのは、特別な理由があるんですか。

【門池学事振興課長】今回、高等教育の無償化

ということで、所得に応じてですけれども、大

学生の授業料の減免というのが入っておりまし

て、その分大学の収入が減額するということに

なります。その高等教育の無償化にかかる経費

については、県費で負担するとになっておりま

すので、その分が2億7,000万円乗っかったとい

うことでございます。

【堀江委員】私学助成の高校の部分だけでこれ

まで論議してきましたけれども、今回の授業料

減免というか、その状況というのは県立大学に

も影響するということで理解いたしました。

同じく横長資料の4ページの私立学校助成費
ですが、今回、前年度と比較して17億円増えて
いて、その主だった理由は高等学校私立学校助

成費の中の7番目の高等学校等就学支援金、今
論議をされた内容で12億2,160万円増えている
んですけれども、もう一つ、横長資料の5ペー
ジの最後の私立専門学校生への経済的支援事業

が、前年度と比べて4億7,917万円増えています
が、この内容についても教えてください。

【門池学事振興課長】私立専門学校生への経済

的支援事業につきましては、これも高等教育の

無償化ということで、専門学校について、所得

に応じて授業料の減額がなされるということで、

今回、長崎県内の13校が対象になっております
が、そこの軽減に充てる経費が来年度約4億
8,000万円必要になったということでございま
す。

【堀江委員】私学の高校、要するに専門学校生

にも今回の対応がとられるということで理解を

いたしました。

今、13校と言われましたけれども、これは県
内の私立専門校全部ということになりますか。

それとも違いますか。

【門池学事振興課長】 私立の専門学校の中で、

こういう無償化の基幹要件の認定の対象になる

のは27校あるんですけれども、今回、申請があ
ったのが13校ということで、認定を受けるため
には要件がございまして、例えば財務状況を公

表していることとか、収支が3年連続で赤字で
はないとか、定員の充足率を6割以上満たして
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いるとか、そういった要件がございまして、そ

ういうものを満たした学校で申請が上がってき

た学校が13校だったということでございます。
【堀江委員】 そうしますと、国が高等学校、公

私立にかかわらず私学の、それから専門学校も

含めて経済的支援をするという中にあって、本

来であれば27校が対象なんですけれども、それ
がクリアできるのは13校しかないと。じゃ、そ
れ以外の学校に学ぶ私立専門学校生は、本来で

あれば新年度から経済的支援が受けられるもの

を受けられないということになるんですか。

【門池学事振興課長】高等教育の無償化の対象

となるためには、そういった機関要件を認定さ

れる必要がありますので、今回、認定されなか

った学校については、そういう対象にはならな

いということになります。

【堀江委員】認定されなかった学校は対象にな

らないというのは理解をするんですが、例えば

そういうところに、当然いろんな交付金とかを

するにはそれなりの条件をクリアしないといけ

ないと思うんですが、現実問題として、これだ

け所得に関係なく学ぶ環境をつくろうという中

にあって、実際に長崎県内の私立専門学校に通

う子どもたちが、27校の中で13校以外の子ども
たちは対象にならなかったということは、その

まま条件としては放っておかれる形になるんで

すが、対応策というのはないんですか、新年度。

【門池学事振興課長】来年度に向けまして、現

在、申請がなされてない学校の中で、申請を行

おうとしているのが数校あるというふうには聞

いております。ただ、一応国の要件というのが

決まっておりますので、そういう条件をクリア

していただく必要があると思います。

我々の方で助言できる部分については、そう

いったことはやっていきたいとは思っておりま

すが、例えば、財務状況の公開であったり、入

学定員が基準を満たしていなかったりというと

ころは、やっぱり学校が努力してクリアしてい

ただくべきものでありますので、そういったと

ころは学校の方に努力を促していきたいと考え

ております。

【堀江委員】例えば、入学定員を満たしていな

いということにも条件がありますよね。130％、
70％。例えば、その数値を緩和してくださいと
いう要望もあるじゃないですか。そういったこ

とも含めて、要は国の制度というのは理解をし

ますよ。例えば、その補えないところに県が補

助するという方法とか、あるいはもっと国の制

度を利用できる方向性を検討するとか、そうい

った動き、要するに27校が対象なんだけれども、
14校はその対象にならないという時に、国の制
度としての条件をクリアできたところは13校
なので、総じて今回4億8,200万円出しますとい
うことなんですけれども、学事振興課として、

そこをクリアできるようないろんな対応、それ

から一緒になって考えるといった、そこら辺の

方向性をもう少し示してもいいのではないかと

思うんですけれども、その点はどうですか、見

解を求めます。

【門池学事振興課長】 委員がお話になった

130％、70％というのは、これは私立の高校に
対する要件になっておりまして、専門学校につ

いてはそういった要件は全く課しておりません。

生徒をいかに集めていただくかというのが大事

になると考えております。

【堀江委員】 いずれにしても、今回、私立専門

学校生への経済的支援事業で、前年度に比べて

4憶7,917万円増えているというのは、国が今回
進めている公立高等学校等の就学支援制度の一

環であるということは理解いたしました。
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最後にします。同じ横長資料の5ページに私
立大学・短期大学外国人留学生支援事業という

のがあります。これは留学生の経済的な支援を、

特にこれまでは授業料の減免ということでずっ

とつくられてきた事業ですけれども、平成31年
から令和2年には900万円減りましたし、その前
は100万円減りましたし、その前も100万円減っ
ているということで、当初の私立大学・短期大

学外国人留学生支援事業に比べると、どんどん

予算が減っていくというふうに思っているんで

すが、これは事業そのものが廃止の方向なのか。

それとも、これまでやっていた事業は、ほかに

持ち越しというか、ほかの事業に振り替えられ

ていっているのか。あまりにも最初上がった予

算からこの数年間ずっと減っているということ

に、ちょっと私としては危惧を抱くんですが、

どう理解したらいいですか。

【門池学事振興課長】この私立大学・短期大学

の外国人留学の支援事業については、令和元年

度に、それまでやっていた留学生の授業料減免

というのを廃止しまして、留学生の受け入れや

県内就職にかかる経費を対象とするようにしま

した。

減免を廃止した理由というのは、結局、各大

学が減免をするに必要な経費を見て、それに比

べて県の補助金が非常に少なかったと、割合的

に少なくなっていたということで補助の効果が

あまりないのじゃないかということを踏まえて、

令和元年度からその制度を見直しております。

今回、受け入れ促進にかかる経費であったり、

県内就職にかかる経費であったりを予算化して

いたんですけれども、令和元年度の実績見込み

が約1,100万円程度ということで、大学の方の所
要額というのが少なかったというのもありまし

て、令和2年度はその分を加味して予算化をし

たということでございます。

【堀江委員】もともとこの事業は、外国人留学

生を、大きくは授業料の減免で応援しようとい

うことで始まった事業だと理解をしているんで

すが、確かに令和元年ということで、前年度比

900万円減っています。そうしますと、外国人
留学生にとりましては、授業料減免については

各大学で行うので、その他もろもろについても、

じゃ、その大学を中心にやるということで、影

響としては対応できているという理解でいいで

すか。

【門池学事振興課長】この補助金が廃止になる

ということで、各大学の授業料減免に影響はな

いと聞いておりますので、そこは留学生にとっ

ては不利益になっていないと考えております。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【大場委員】 1点お聞きいたします。
説明資料の中の4ページの一番下、耐震化事

業に対する補助ですが、約1億5,000万円、この
内訳をお願いいたします。

【門池学事振興課長】私立学校の耐震化の事業

費でございますけれども、今回、1億5,000万円
予算化しておりますが、この分については来年

度4校の実施を予定しておりまして、そこの部
分の積み上げが1億5,000万円になったという
ことでございます。

【大場委員】その4校がありまして、実際、今、
県内の私立学校の耐震化率、公立はもうほぼ終

わろうとしておりますけれども、その耐震化率

はどのような状況になっていますでしょうか。

【門池学事振興課長】平成31年4月1日現在で、
私立の小中高の耐震化率は85.8％ということで、
全国平均に比べても結構低いような状況、全国

平均が91.4％なので、それに比べて低いという
状況にございます。
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【大場委員】その中でも地道に進んできた方か

とは理解いたします。全国平均が91.4％であり
ますけれども、実際のところ、学校でもそうい

った耐震化をやりたくてもやれない状況が多々

考えられますので、今後残った部分として、学

事振興課としては残りの部分をどのように進め

ようとしているのか、お尋ねをしたいと思いま

す。

【門池学事振興課長】耐震化が進まない学校に

おいては、やはり予算上、なかなかそこに手が

回らないとか、そういった状況が多いというこ

とでございますけれども、私どもとしては、高

校を訪問して、何かあった時の生徒の生命にか

かわるような話にもなるので、そこは耐震化に

ついて優先した取組をしていただきたいという

お願いはしております。

【大場委員】ぜひ対応方をお願いしたいと思い

ますが、パーセンテージでありましたけれども、

後で結構なので、あとどれぐらい残っているの

か、数がわかりましたら教えていただきたいと

思います。

以上で終わります。

【深堀分科会長】その点、課長、大丈夫ですか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【中山委員】この議案には賛成でありますけれ

ども、一つ意見を言ってから賛成したいと思い

ます。

大学法人費29億9,693万円のうち、人件費が
20億円という大変に大きな金額でありますし、

大学長をはじめ職員が能力を発揮して運営に努

めていることについては一定理解しますけれど

も、このたびの大幅な県内就職率の低下等を十

分分析するとともに、県内就職率の目標達成の

ために、具体的成果を発現するよう一丸となっ

て取り組んでいくことを要望して賛成討論とし

たいと思います。

【深堀分科会長】ほかに討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】これをもって討論を終了いた

します。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第77号議案の
うち関係部分については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案については、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

【深堀委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

総務部長より、総括説明をお願いいたします。

【平田総務部長】 総務部関係の議案について、

ご説明をいたします。

「文教厚生委員会関係議案説明資料」の1ペ
ージをお願いいたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第32号議案「長崎県公立大学法人の役員等の損
害賠償責任の一部免除の額を定める条例」、第

60号議案「長崎県公立大学法人が徴収する料金
の上限に関する定めの変更の認可について」で

あります。

第32号議案「長崎県公立大学法人の役員等の
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損害賠償責任の一部免除の額を定める条例」に

ついて、ご説明いたします。

地方自治法等の一部を改正する法律の公布に

伴い、地方独立行政法人法の改正が行われ、公

立大学法人の役員等がその任務を怠り、損害を

発生させた場合は、損害賠償責任を負うことに

なりますが、その際、善意でかつ重大な過失が

ない場合は、法人に対する損害賠償責任額の一

部を免除できることとなります。

そのためには、地方独立行政法人法第19条の
2第4項の規定により、役員等の損害賠償責任の
一部免除の額に関する事項を定める必要がある

ことから当該条例を制定しようとするものであ

ります。

次に、第60号議案「長崎県公立大学法人が徴
収する料金の上限に関する定めの変更の認可に

ついて」について、ご説明いたします。

長崎県公立大学法人が徴収する証明手数料の

上限額について変更しようとするものであり、

地方独立行政法人法第23条第1項の規定に基づ
き認可を行おうとするものであります。

続きまして、総務部関係の議案外の主な所管

事項についてご説明いたします。

今回ご報告いたしますのは、私立高等学校新

規卒業者の就職状況について、県立大学の一般

入試志願倍率及び卒業予定者の就職内定状況に

ついて、地方創生の推進についてであります。

まず、私立高等学校新規卒業者の就職状況に

ついてでありますが、私立高校においては県内

就職推進員の配置を支援するとともに、産業労

働部や長崎労働局とも連携して、県内企業面談

会や名刺交換会への参加を各学校に促すととも

に、学校ごとの県内企業説明会や企業見学会を

推進するなど、私立高校生の県内就職率の向上

を図ってまいりました。

さらに、高校と県工業会や商工会議所商業部

会との意見交換会をそれぞれ継続的に開催する

など、関係機関の連携強化にも取り組んでおり

ます。

本県の1月末現在における私立高等学校の就
職希望者の就職内定率は89.0％で、前年同期比
0.8ポイントの増加となっており、このうち県内
就職希望者の内定率は88.6％、県外就職希望者
の内定率は90.0％となっております。
また、県内就職内定者の割合は74.1％と、前
年同期に比べ6.5ポイント増加しております。
一方、1月末現在の未内定者数は95名となっ

ているため、県といたしましては県内企業等の

充足、未充足情報の提供を行った上で、未内定

者の多い学校に対し、生徒の状況把握と継続的

な支援に取り組むよう指導しております。

今後とも、地元就職の魅力を発信するパンフ

レットの配付や県幹部職員等による県内定着に

関する講演の開催など、県内就職に向けた意識

の醸成を図るとともに、1・2年生向けの企業説
明会の開催や、保護者の企業説明会等への参加

などによる県内企業との交流拡大を推進するな

ど、私立高校生の県内就職の促進に引き続き取

り組み、若者の地元定着を図ってまいります。

次に、県立大学の一般入試志願倍率及び卒業

予定者の就職内定状況についてでありますが、

長崎県立大学においては、社会人基礎力、社会

のグローバル化や情報化に対応する能力を有す

る人材育成を目指して、海外での語学研修、地

元の企業人による授業、長期インターンシップ

などの実践的な教育を実施しております。

また、県教育委員会と連携し、離島の県立高

校においてオープンキャンパスを開催している

ほか、高校生向けの出前講座、大学教員と事務

職員による高校訪問、さまざまな媒体を活用し
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た大学のＰＲなどを実施し、魅力ある選ばれる

大学となるための取組を進めております。

その結果、令和2年度一般入試における最終
志願倍率は、大学全体では前年比0.1ポイント増
の6.3倍となりました。なお、学部別の志願倍率
については記載のとおりでございます。

なお、令和2年3月卒業予定者の1月末現在に
おける就職内定率については95.5％で、前年同
期比2.2ポイントの増となっております。学部別
の就職内定率については記載のとおりでござい

ます。

一方、就職内定者のうち、県内就職の割合は

27.9％で、前年同期比7.0ポイントの減となって
おります。県立大学においては、地域に根差し

た実践的な教育によって、学生の地元志向を育

むとともに、県内企業情報の提供、県内企業を

訪問する企業見学会など、学生に県内企業を知

ってもらう、学生と県内企業をつなげる取組を

積極的に実施してきましたが、1月末時点では
前年同期を下回る県内就職率となっております。

若者の県内定着促進については、県の施策に

おける重要な課題でもあり、今後も低下要因を

分析しながら、県内就職率向上への取組を推進

してまいります。

地方創生の推進について。

地方創生の推進に向けて策定を進めておりま

す第2期総合戦略については、去る11月定例会
において素案をお示しし、ご議論いただいたと

ころであります。

県においては、素案に対する県議会でのご議

論や有識者による懇話会等からのご意見に加え、

12月からパブリックコメントを実施するなど、
広く県民のご意見をお伺いした上で、市町と緊

密な連携を図りながら最終案を取りまとめ、今

定例会にお示ししております。

なお、施策体系のうち、総務部部分では、「地

域で活躍する人材を育て、未来を切り拓く」に

おいて、地域に根差した実践的な教育の実施や、

佐世保校建て替えの推進など、教育環境の整備

充実を図り、大学の魅力向上と若者の地元定着

推進に取り組んでまいります。

また、「力強い産業を育て、魅力ある仕事を

生み出す」において、県立大学に産学連携の拠

点となる情報セキュリティ産学共同研究センタ

ー（仮称）を整備し、企業と大学による共同研

究の推進や専門人材の育成などに積極的に取り

組んでまいります。今後、今定例会でのご意見

を十分踏まえたうえで、3月までに策定し、公
表してまいります。

以上で説明を終わります。

どうぞよろしくお願いいたします。

【深堀委員長】 次に、学事振興課長より、補足

説明をお願いいたします。

【門池学事振興課長】補足説明資料をご覧くだ

さい。

今回提出させていただきました「長崎県公立

大学法人の役員等の損害賠償責任の一部免除の

額を定める条例」の議案について、補足してご

説明いたします。

地方自治法等の一部を改正する法律により、

地方独立行政法人法の一部改正が行われ、地方

独立行政法人の役員等の損害賠償責任について

規定されました。

今回の地方独立行政法人法の改正内容につい

ては記載のとおりでございますが、役員等の損

害賠償責任が規定され、さらに損害賠償責任額

の全部免除及び一部免除について規定されてお

ります。

このうち、法第19条の2第4項に規定される損
害賠償責任額の一部免除につきましては、役員
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等が職務を行う際に、善意でかつ重大な過失が

ない場合には、知事の承認を得ることにより一

部免除が可能とされておりますが、そのために

は条例で免除額等を定めておく必要がございま

す。

よって、今回、損害賠償責任の一部の額に関

する条例を制定しようとするものであります。

なお、条例制定後に、大学法人は条例の規定

に従い、業務方法書で一部免除について規定を

することになります。

次に、条例に定める額については、基準報酬

年額に役員等の区分に応じた数を乗じた額とし

ておりますが、この乗数は地方独立行政法人法

施行令において定められた基準と同様の内容と

なります。

2ページをお開きください。
次に、承認を得るための手続ですが、大学法

人は損害賠償責任額の一部免除を行おうとする

場合には、監事の同意を得た上で免除すべき理

由や免除額等を記載した申請書を知事に提出す

ることになります。

知事は、一部免除の承認を行った時は、議会

へ報告することになります。

理事長の場合を想定したイメージ図を下につ

けておりますが、ご覧ください。

知事が一部免除の承認を行った場合、総務省

令で定める基準報酬年額に6を乗じた額が損害
賠償責任の上限額となり、それを超える額は免

除されることになります。

最後に、本議案につきましては、本議会でご

審議いただいた後、令和2年4月1日に施行する
予定としております。

以上で説明を終わります。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 まず、第32号議案について質問
いたします。

これは、一般教職員というか、教職員の損害

賠償責任がない、一部免除がないということで

質問したいと思います。

これは、地方独立行政法人法の改正ですよね。

その地方独立行政法人法の改正は、地方自治法

の一部を改正する法律の公布に伴ってですよね。

今議会に地方自治法等の一部を改正する法律

の公布に伴ってということで、総務委員会で審

議をする第22号議案があります。この中では、
知事、副知事、ずっとあるんですけど、「その

他職員」というのが定められています。つまり、

地方自治法等の中では「その他職員」というの

が定められている。それを根拠にし、地方独立

行政法人法の改正に伴う今回の県立大学の場合

は、いわゆる教職員の場合がないんですが、こ

れは、もちろん法律が違うと言えばそうなんで

すけれども、どうして一般の教職員がないのか

という説明をお願いします。

【門池学事振興課長】今回の地方独立行政法人

法の改正については、地方自治法の改正に伴う

ものでもありますが、国も独立行政法人を持っ

ておりまして、そこに当てはまる国の独立行政

法人法、通則法ですね、これにおいても教職員

についての規定がなされてなくて、それの流れ

で今回の地方独立行政法人法もそういった教職

員の規定がないというふうに伺っているところ

でございます。

法律で定める以上のことを条例で規定すると

いうのはできないので、今回、教職員について

の規定がないというところについては、私ども

も問題意識というか、課題認識を持っておりま
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すので、今後、国に対して、そういったところ

についての働きかけを行っていきたいとは思っ

ております。

【堀江委員】現実問題、どういう形で想定され

るかですが、「善意で、かつ重大な過失がない

場合」というのは、言われるとおりの、ここに

挙げられて役職の方だけではなく、教職員の方

も対象になる場合もあり得ると私は思うんです

ね。

そういう意味では、確かに法律の改正があっ

て条例改正があるんですが、過去、しかし、私

は介護保険の問題とか、長崎市では条例で介護

保険単独の横出しとか縦出しとかいう形で使わ

れ、それに応じた対応をした経験もあるんです。

そうしたら、今後、職員の場合は、今のとこ

ろ見通しはないわけですね。要するに、理事長

とか、そういう役職の人は決まるけど、一般教

職員については、今後の損害賠償の一部を免除

しますよという見通しはないんですか。

【門池学事振興課長】国の方にも確認してみた

んですけれども、今のところ、そういう教職員

に関する規定が盛り込まれるという話は伺って

おりません。

【堀江委員】なんかすっきりしないですね。そ

う思いませんか、課長。私はちょっと納得いか

ないところがあります。

もう一つ、第60号議案について聞きますが、
これはいわゆる証明料だから、県立大学が学生

からもらう手数料を上げるということですけれ

ども、これは新年度4月からやるんですね。周
知とかは今回の議会が終わってから、これから

周知するんですか。

【門池学事振興課長】 もともと、今回、手数料

条例を改正するようにした経過というのは、昨

年の2月定例会で県の手数料条例が改正されて

おりまして、その証明手数料が400円というこ
とで改正がなされたんですけれども、それを受

けて大学の方でも手数料条例を改正する必要が

あるということで今年まで準備を進めてきてお

りまして、その中で学生に対する周知、配慮と

いうのを考慮した上で、今回、今の時期に議案

を上げたということでございます。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

【川崎委員】同じく「長崎県公立大学法人の役

員等の損害賠償責任の一部免除の額を定める条

例の制定について」、お尋ねをいたします。

法律の改正に基づきということでありますが、

そもそもこれは何を目的としてこの改正がなさ

れているのか、説明いただきたいと思います。

【門池学事振興課長】これまで、公立大学法人

の役員については、こういう損害賠償の責任の

規定というのがなかったということがあって、

今回これが制定されることによって、違法行為

についての責任が明確になるとか、違法行為の

抑制効果があるとか、そういったところを狙っ

て制定されたということでございます。

もともと、この公立大学法人の役員等が通常

に事務をやっている中で、例えばミスが起こっ

て大学に損害賠償責任があるということで、通

常の事務でそういったことを意識して思い切っ

た事務ができないといったような問題意識があ

って、今回、こういう改正がなされたと聞いて

おります。

【川崎委員】最初に違法性云々とありましたけ

ど、違法性、知らなかったから法を犯したとい

うのは許されないわけで、ここに「善意で、か

つ重大な過失」、つまり知らなくて、かつ重大

な過失がない場合ですから、どんなことが具体

的にあるのかなと、なかなかイメージできなか

ったわけですが、思い切ったことができないと
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いうことであれば、法はもちろん犯せませんけ

れども、政策的に施策を打って、それが結果的

に、残念ながら損害を被るようになった。それ

は知らなかったがゆえに、十分過失ということ

もないように手を打ったけれども、結果的にこ

うだったと、そういうことが想定をされるとい

うことでしょうか。思い切ってやるということ

に関しては、将来に関するという認識でよろし

いでしょうか。

【門池学事振興課長】通常に事務に当たってい

て、将来的に、自分のやったことが結果的に大

学に損害を与えてしまって、それで個人の賠償

責任が問われるということで、業務に対してち

ょっと委縮してしまうようなことも考えられる

ということがあって、今回、そういう法律で一

部免除という規定を設けたということでござい

ます。

【川崎委員】「思い切った」という表現が非常

にアバウトな表現ではありますが、産学共同研

究センターも新たな課題として取り組んで、そ

して成果を生んでいこうと。結果的に望むもの

が出なかったと、目標が達成されなかった場合

は、では、問われるのかみたいなことになって

いくと、果たして、今回、まさに取り組む産学

共同研究センターについてもどうなのかなとい

うことも思うわけで、要は、一部免除というの

ではちょっとかわいそうといいますか、もう少

し役員の皆様が思い切ってやるんだったら、も

っと手厚く見てあげて、本当に真に思い切って

やれる、そういった環境づくりをして成果を求

めていくというのが大事なんじゃないかなと思

いますが、いかがでしょうか。

【門池学事振興課長】一部免除の規定もござい

ますけれども、議会の議決を得た場合は全額免

除することができるということで、相応の理由

があれば、議会の議員のご理解が得られて全額

免除もできるものと考えております。

【川崎委員】では、そういった理解でおきます。

ちょっと細かい話ですが、条例の制定内容で、

一部免除額の乗数、理事長が6、理事が4、監事、
また会計監査人が2という乗数ですが、この次
のページではそのイメージ図ということで示さ

れていますけれども、理事長の場合には乗数を

6倍にして、この四角の絵からいくと、この上
の部分が一部免除になると。では、理事の方が

4だったら、4のところまで積み上げた残りの部
分が免除になる、そういった理解でよろしいで

すか。

【門池学事振興課長】それぞれの乗数に応じて

控除する額というのが決まりますので、そこを

超えた部分が免除というふうになります。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第32号議案ですが、損害賠償責
任の一部免除の額を定めるというのは一定理解

をいたしますけれども、いわゆるここで出され

ている理事長、副理事長、理事、監事、会計監

査、いわゆる5つの役職の部分の損害賠償責任
の一部免除であって、先ほど数字が出されまし

たが、教員150名、事務52名、202名の方につい
ての損害賠償責任の一部免除が規定されないと

いうのは、私としてはちょっと納得できないの

で反対の態度をとらせていただきます。

それから、第60号議案というのは、これは学
生にとりましては値上げの負担になりますので、

反対の態度をとります。
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【深堀委員長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了します。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第32号議案について採決いたします。
第32号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第32号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

次に、第60号議案について採決いたします。
第60号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第60号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

審査の途中ですが、午前中の審査はこれにて

とどめ、午後は1時30分から再開し、引き続き
総務部関係の審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４５分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【深堀委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

提出がありました「政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料」についての説明を

お願いいたします。

【門池学事振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出しま

した総務部関係の資料についてご説明いたしま

す。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

本年度11月から1月に県議会議長宛てにも同様
の要望が行われたものは、長崎県私立中学高等

学校協会会長等からの「私立学校等に対する助

成制度の充実について」の1件となっており、
それに対する県の対応を2ページから4ページ
に記載しております。

以上で、資料の説明を終わらせていただきま

す。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

【川崎委員】 資料の3ページのＩＣＴの環境整
備ですが、これだけでは何がどの程度進んでい

るのか、よくわからなくてですね。全体の計画

があって、どの程度進捗をしているのかという

ことを説明いただきたいと思います。

【門池学事振興課長】 すみません、今、資料が

ございませんので、後でまたご説明を。

【川崎委員】すみません、事前にご相談してお

けばよかったですね。では、また改めて資料を

お願いいたします。

同じページの（4）の5行目に、「私立高校の
県内就職割合は年々減少しています」というく

だりがあって、一方では、先ほどの部長説明で

文教厚生委員会関係説明資料の2ページには、
これは今年度卒業の方だと思うんですが、「県

内就職内定者の割合は74.1％、前年同期に比べ
て6.5ポイント増加をしています」というお話が
ありました。
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これは、厳しい環境の中において、施策を講

じて増加に転じていると、そういった理解でよ

ろしいのでしょうか。であれば、どういったこ

とが功を奏してこのような取組になっているの

か、お尋ねいたします。

【門池学事振興課長】私立高校生の県内就職率

については、昨年の3月末時点までは毎年減少
傾向にあったというのは事実でございまして、

今年度1月末現在で74.1％と前年よりも高くな
っているという状況がございます。

この状況については、一つは、県内就職割合

が比較的に高い普通科に在籍する生徒の就職希

望が昨年よりも増加をしているということで、

それで県内就職割合も増加しているというとこ

ろがございます。

それと、県内就職割合が比較的に低いと言わ

れていた工業科や家庭科においても、県内就職

率が、それぞれ前年同期に比べて13.1ポイント
とか8.9ポイント高くなっているという状況が
ございます。

学校から聞き取りをしているんですけれども、

こういうふうに上がった要因としましては、早

い段階から県内企業の紹介を行ってきたとか、

県内、県外で迷っている生徒には、県内就職推

進員が三者面談等で繰り返し県内企業の魅力を

伝えて県内を選んでいただいたということがあ

ります。

あと、調理などは県外に出る傾向が結構高い

んですけれども、県内企業で調理の実習であっ

たり職場見学会を実施したとか、そういったこ

とによって、今回、県内就職割合が高まったの

ではないかと考えております。

【川崎委員】企業の努力、学校側の努力が実っ

ているということについては理解をいたしまし

た。

くしくも、調理のことが出ましたので、調理

の世界もなかなか人材獲得に苦しんでおられる

ようでして、厳しい世界ではあるものの、魅力

を伝えていただければつながっていくと思いま

すので、引き続きよろしくお願いします。

次に、（5）全体のテーマで公・私立間の定
員の問題についてですが、先ほども委員から触

れられたところがありますが、この定員はどの

ような協議を行いながら決定をされるのか。年

度ごとにやられているのか。協議の内容と見直

しの単位、これについてお尋ねいたします。

【門池学事振興課長】公・私立間の定員につい

ては、来年の中学校の卒業予定者に高校への進

学率を掛けまして、そのうちの7割を公立学校
の方で定員を決めまして、その残りの範囲内で

私立学校の方で定員を決めていくというやり方

を毎年しております。

【川崎委員】 そうすると、公・私立の7対3の
割合は常に変わらない状況で、協議をやって、

残り3割については各学校間で独自に調整をさ
れるということですか。最終的には、県下の私

立高校がどういうふうに定員を決めていくのか、

お尋ねいたします。

【門池学事振興課長】各私立高校の定員につい

ては、それぞれの学校において、自分のところ

の生徒の入学状況等に応じて定員を設定してい

るところでございます。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、議案外所管事項に対する質問を行うこと

といたします。

議案外の所管事項に対する質問はありません

か。

【松本委員】午前中も議論になっておりました
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県立大学の県内就職のことで質問させていただ

きます。

説明資料の3ページのところに詳細が書いて
あります。まず、志願倍率は6.3倍ということで、
平成29年を調べますと5倍でしたから、県立大
学の志望者は増えているということで大変喜ば

しいことですが、午前中もありましたとおり、

就職内定者の県内就職の割合が今回27.9％と、
前年同期比7ポイントも減になっているという
ことでございます。

今回、資料で「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」の数値目標をいただきました。総合戦略

のＫＰＩの中で、県内就職の率を年次で上げて

いくということでございます。

資料を見ると、基準値の平成31年の34.4％か
ら、令和2年35.9％、令和3年37.4％、令和4年
38.9％、令和5年40.4％、令和6年41.9％、令和
7年44％ということで、毎年1.5％ずつ上げる6
カ年にわたる計画が出ております。

毎年、必ず上げていく、今回7％も減ったの
に、来年以降は、毎年1.5％ずつとはいえ上げて
いくと。数値目標を上げるのはいいんですけれ

ども、それに対して具体的な取組が必要になっ

てくると思います。

まず、今回7％減った要因に対して、来年度
新たな取組、今までどおりやってなかなか成果

が上がらなければ、やはり新たな取組をしてい

かないと、1.5％といえども増やしていくことは
困難と思いますが、そういった数値目標に対し

ての具体的な取組をお尋ねいたします。

【門池学事振興課長】今回、県立大学の県内就

職率が低下した要因は、一つは県内生の県内就

職率が下がったというところがありますので、

やはり県内企業と学生を早期につなげる取組が

必要だと考えております。そのため大学の方で

は、県内企業を訪問するということで、今回、

英語が活用できるような職場が県内に少ないと

いうのもございますので、そういった企業の掘

り起こしであるとか、インターンシップで企業

とつながりを持って県外企業に就職するような

ケースもありますので、県内企業に早期にイン

ターンシップができないかという働きかけをや

ったりとか、あと、県内に就職しているＯＢ、

ＯＧと在学生との交流を1・2年生のころから実
施していく取組であったり、そういったことを

やって、県内企業と学生を結びつける取組を強

化して県内就職率を上げていきたいと考えてお

ります。

【松本委員】 文教厚生委員会に所属していた2
年前、同じ質疑をさせていただいて、恐らく同

じ答弁だったと思うんです。

午前中に中山委員がおっしゃったのももっと

ものことで、実際に長崎工業高校は30％台から
約60％に上がったと、それは校長先生のリーダ
ーシップだったということでした。

だから、数値目標を上げるのも大事です。し

かし、一番大事なことは、現場の先生、教員、

そして担当の方々が、どれだけ意識をもってや

られるかということじゃないかなと思うんです。

だから、予算のどうこうよりも、今おっしゃ

った答弁が変わらないということは、やること

は多分決まっていると思うんです。そこの部分

をどれだけ積極的に取り組むかというところの

差だと思うんです。そこをしっかり取り組んで

いただきたい。

1.5％といったら、人数換算したらわずか9人
なので、むちゃくちゃ難しいハードルではない

んですよね。そこを具体的にどう取り組むかと

いうところで、次の質問に移ります。

先ほどもありましたが、学部ごとに全然違う
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んです。いいところはいいんです。悪いところ

が極端に悪い。そこで、資料をいただきました。

悪いところはどこかというと、先ほどもちょっ

とありましたが、国際経営学科42名中、なんと
県内就職は2名ということで8.3％、40名が県外
に行っていると。それと、これも新しいからか

もしれませんが、情報システム学科は内定者30
名中4名で13.3％ということです。極端に低いと
ころはいろいろ要因があると思いますが、高い

ところは非常に高い。平均を上回っています。

この低い学科に対して集中的に取り組むべき

だと思いますが、学科ごとの対応に対してはど

のようにお考えでしょうか。

【門池学事振興課長】国際経営学科につきまし

ては、午前中もお話しさせていただいたんです

けれども、英語が堪能な学生が育っているとい

うことがあって、グローバルな企業に就職して

いる傾向がある、英語を活かせるような企業に

就職しているような傾向があります。そういっ

た企業は県外に多いんですけれども、例えば、

今年の事例でいけば、長崎倉庫という会社が長

崎にございます。そこはクルーズ船の関係で英

語が活用できるような職場があります。そこに

学生が職場体験で数名、今年行ったら、英語が

活かせるということがわかって就職に結びつい

たケースもございます。そういった取組をもっ

と強化していきたいとは考えております。

それから、情報システム学科については、映

像制作であったり、ソフトウエアの開発であっ

たり、県外にそういう企業が多いというのがあ

って県外に出ているんですけれども、県内にも

そういった企業はありますので、そういう県内

企業の魅力をもっと伝えて、学生に理解してい

ただくような取組をしていきたいと考えており

ます。

【松本委員】専門的な内容で県内に就職先がな

いということでしたが、私は逆だと思います。

経済学や経営学科というのは、全国どこにでも

あるじゃないですか。でも、国際経営学は、要

は英語がしゃべれる人材というのはニーズがも

のすごくあると思うんですよ。特に長崎県はイ

ンバウンドが増えていますから、観光関連であ

ったり、今後はＩＲも取り組んでいきます。今、

英語がぺらぺらしゃべれる人が県内にどれだけ

いるのかという中で、それはすごく貴重な人材

であります。

情報システムにしても、午前中に質疑をした

とおり、すごく貴重な人材なんですよね。逆に

言えば、その人材がいるから長崎県に本社を置

こうかとか、企業誘致にもつながるような大変

貴重な人材なんです。あとは、そういったとこ

ろを企業とどうやってつなぐかじゃないかと思

うんです。

県立大学にはこれだけ優秀な人材がいますと

いうことを、若者定着課もありますから、産業

労働部も含めて連携して、県内の企業に知って

いただく。これだけの人材がいるので、ぜひ面

接してみませんかとか、そこまでつないであげ

ないと。学科をつくりましたと、黙っておって

来るかといったら、やはり全国競争なので、そ

この取組をもっと強化して、4.8％、13.3％とい
うのを上げていただくようにお願いしたいと思

います。

2点目に、全体では確かに低いんですけれど
も、もらったデータで驚いたのは、県内生、県

立大学の卒業生で県内から通っている子の県内

就職だけを調べると、全体で49.7％なんです。
つまり、県内から県立大学に通っている子は、

半分は県内に就職している。それは確かに当然

かもしれません。昨年は60.4％ということで、
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やはり県立大学に県内から通っている子は、県

内に就職したいという意識が高いと思うんです。

そこで、確かに入試だから、県内生だけを入

れることはできません。しかし、県費が30億円
近く入っている県立大学でありますから、県内

生に対してのインセンティブというところがあ

ってもいいのではないか。もしくは、県内生が

増えれば増えるほど、県内就職も増える可能性

も高まりますし、そちらに対してのお考えをお

尋ねいたします。

【門池学事振興課長】県内生が入るインセンテ

ィブということでございますが、県立大学では、

入学金において県内生と県外生に差をつけてお

りまして、県内生の入学金が17万6,500円に対
して県外生が35万3,000円ということで、そこ
は一定インセンティブになっているのかなと思

っております。

それから、県内生にいかに県立大学に入学し

ていただくかというところについては、昨年か

ら高大連携の学長補佐を置いておりまして、各

進学校に県立大学の学部学科再編後のこれまで

の成果を、例えば英語のレベルが上がったとか、

日経テストで実務的なことをよくわかっている

とか、実態経済みたいなものがよくわかってい

るとか、そういったところのご紹介をするため

に進学校を回っておりまして、県立大学への入

学を考えていただくようにお願いしているとこ

ろでございます。

【松本委員】 入学金が17万6,500円とかなり安
い。私も私立だったので、とんでもなく安いな

と思います。そういうことも知らない方がいら

っしゃると思います。こういう経済状況の中で、

特に親御さんにとってみればありがたい話です。

半額になるということはインセンティブだと思

います。学費は変わらないということでありま

すけれども、家から通学できるところもござい

ますし、そういったところがどこまで伝わって

いるのかというところだと思います。

学校として地域に根差したというのを前面に

出しているのであれば、一番大事なところはや

はりオープンスクールだと思うんです。県内の

高校生は、恐らく、県外の生徒よりも県立大学

のオープンスクールには参加しやすいはずです。

県外の子がわざわざ夏休みに県立大学まで見に

来ることはできませんし。

ということは、県内の高校生にできるだけ、

何かのイベントをして、一度でいいから、県の

大学ですから県立大学に足を運んでもらうきっ

かけをつくってほしいと思います。オープンス

クールをやりますから来てくださいとだまって

いるんじゃなくて、何か来なきゃいけないよう

なイベントとか、1回見てくださいと。
もちろん長崎大学も私立の大学も、ほかの大

学もいっぱいあります。やっぱり大学受験する

場合、中身を知らない場合には、有名なところ

など安易に決めてしまいますから、いかに県立

大学がいいかというところを、夏休みとかにな

ると思いますけれども、学生に足を運んでもら

うようなきっかけ、そういったところをもっと

つくるべきだと思うんですけれども、お考えを

お尋ねいたします。

【門池学事振興課長】大学のオープンスクール

につきましては、県立大学においても佐世保校、

シーボルト校、それぞれで実施をしております。

それから、離島の高校生等に県立大学の魅力

を伝えるために、離島オープンキャンパスとい

うのも開催しておりまして、毎年、壱岐、対馬、

五島を3つ一緒にというわけにはいかないんで
すが、年度で順番にやっていくような取組もし

ております。
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もう一つ、大学の連携の関係で、県内の大学

が合同で、長崎地区と佐世保地区でオープンキ

ャンパスみたいな相談会を実施しておりまして、

そういった中で県立大学の魅力を高校生や中学

生に伝えていきたいと思っております。

【松本委員】夏、オープンスクールをするとい

うことであれば、ぜひ、何人参加したのかとい

う数字と、そして新しい企画、こういう企画で

高校生を集めましたというところ、それと卒業

生の声を聞く機会とか、学校の特色がいかに伝

わるかというところで受験生の気持ちをつかん

でいけるように、そして県内の高校生が増えれ

ば、また県内就職率にも直接影響するデータは

出ていますので、ぜひ取り組んでいただきたい

と思います。以上です。

【赤木委員】午前中の中山委員、先ほどの松本

委員のお話と関連するんですけれども、私も県

立大学の県内就職率についてお尋ねいたします。

午前中の質疑の中で、分析によると、今、県

立大学で育っている人材と県内の産業とのミス

マッチが起きていることが大きな要因だという

認識を私は受けました。

それで、今の学生がどういった意向をもって

就職しているのかという情報が必要になってく

るのかなと思いますが、そういった学生の意向、

思いというものをどのように吸い上げておられ

るのか。また、先ほどの分析以外にもどういっ

た声があるのか、そういったのを分かれば教え

ていただきたいと思います。

【門池学事振興課長】県立大学では、県内就職

を推進するという意味で、実際に就職が決まっ

た学生に対して、どういったところが就職を決

めるきっかけになったのかといった声を聞くよ

うにはしております。

その中で、県内生が県外に行っている先で多

いところは、福岡と東京に行っている傾向がご

ざいます。

福岡の場合は、長崎に近いけれども、ほどよ

い都会というか、適度に都会であるとか、すぐ

に帰って来られるというところもありながら、

自分の希望の職種があるとかですね。

東京であれば、スキルアップができるとか、

グローバルに働くことを目指しているとか、自

分のやりたい仕事が東京でしかできないとか、

そういった声は聞いております。

【赤木委員】長崎にないものを求めているとい

うのが声として上がっているということでした。

ここは先ほどもありましたが、産業労働部と

の連携のもと、県内就職、県内にもこういった

企業があるんだよというのをもっと紹介すると

いうのと、ちゃんと学生の声に耳を傾けながら、

体系立てた調査を行って、今の学生がどういっ

た傾向があるのかというのを把握した対策が求

められているのかなと思いますので、継続的な

調査をお願いいたします。統計的な調査も、で

きればお願いしたいと思います。

あと1点質問させていただきたいんですが、
県立大学のホームページを見ますと、留学生が

いると思います。現状、留学生がどれだけ県立

大学に通われているのか、教えていただけます

でしょうか。

【門池学事振興課長】2019年10月1日現在での
状況でございますが、留学生は全部で30名来て
おります。内訳としましては、中国から10名、
ベトナムから9名、アメリカから4名、タイから
3名、台湾から1名、サウジアラビアから1名と
いう内訳になっております。

【赤木委員】さまざまな国から来られていると

思うんですが、なぜこれを聞いたかというと、

今、新型コロナウイルスのことで世間が大変混
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乱しておりますが、私のもとに、長崎から韓国

に留学をされている親御さんから連絡をいただ

きました。報道でもあるとおり、これから外国

との行き来ができなくなるような状態になって

おります。そこで、韓国に留学するお子さんが

韓国に行けない状況になると、単位が取れない

から卒業ができない。人生に関わってくるよう

な状態があると、人生が変わってしまうという

ような事態が、今、懸念されているというお声

をいただきました。

言いかえると、長崎県立大学においてもそう

いった事態が起きてはならないと私は思うんで

す。中国の方が10名いらっしゃるということで
すね。もしかしたら長崎の方に入国できないと

か、帰ってきても、もしかしたら2週間の待機
要請になるかもしれません。そういったことで

学業への影響が出てはならないと思うんですが、

そういった対策等は考えられているでしょうか。

【門池学事振興課長】県立大学においては、渡

航制限については、外務省のホームページに掲

載されていることで制限は行っておりますが、

現在、1名、中国人の留学生が中国に帰省され
ております。その学生は、3月中旬にこちらに
戻ってくる予定になっているんですけれども、

先般、政府の方で中国、韓国からの入国制限を

設けられたということがありますので、対応に

ついては、今、大学の方で検討している状況で

ございます。

【赤木委員】 検討はされていると思いますが、

私としては、この影響によって、その方の人生

が狂うことがないように、しっかりと大学でも

検討していただいて、対応をよろしくお願いい

たします。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

【堀江委員】中途退学の状況をお聞きしたいと

思います。

新年度の予算は、高等学校等就学支援金を大

幅に増やしていただいて、いわば経済的負担が

理由で学校をやめるということがない状況が国

を含めてつくられ、長崎県も努力しているとい

うことは承知しておりますが、最近のわかる数

字でいいんですけれども、県内の私学に学ぶ高

校生の中途退学の状況がわかれば教えてくださ

い。

【門池学事振興課長】 平成30年度の私立高校
における中途退学者の合計数は、全部で161人
でございます。

【堀江委員】 県内で161人ですか。県内を教え
てください。

【門池学事振興課長】 本県において161人でご
ざいます。

【堀江委員】 これは経年的に増えていますか、

減っていますか。

【門池学事振興課長】経年的に見ますと、平成

29年が174人、平成28年が236人ということで、
近年は減少傾向になっております。

【堀江委員】 161人の中で、進路が変わったと
いうのもあるんですが、学費の滞納によって中

途退学という方が何人かというのはわかります

か。

【門池学事振興課長】 学費滞納といいますか、

経済的な理由によって退学をされている方が7
名いらっしゃるということです。

【堀江委員】全国の動きの中では、いわゆる経

済的理由によって中途退学になる割合は低くな

っているというのがあるんですが、長崎の場合

の7人という数字は、いわゆる経年的にはどう
見たらいいですか。

【深堀委員長】 暫時休憩します。
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― 午後 １時５９分 休憩 ―

― 午後 １時５９分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開します。

【門池学事振興課長】経年で見ると、昨年は同

じく7人の4.4％、その前の年はいらっしゃらな
かったということです。

【堀江委員】問題は、国も長崎県も経済的理由

によって学ぶことが続けられない状況がないよ

うにということで、新年度の予算にも就学支援

金とか大幅に予算を増やしてというのがあるん

ですが、こうした私学において、いろんな理由

によって進路が変更になったりというのがある

んでしょうけれども、今、課長が言われました

ように7人の生徒が経済的理由で中途退学とい
うことについて、それぞれの学校の対応はある

かと思いますけれども、学事振興課としてはこ

のことについてはどのような見解をお持ちなの

か、基本的な見解を教えていただきたいと思い

ます。

【門池学事振興課長】経済的な理由で高校在学

を断念されるというのは非常に残念な状況だと

思います。

県としても、これまで授業料軽減補助金等で

低所得の世帯の方々に対しては支援を行ってき

たところでございます。今年4月から国の就学
支援金も大幅に拡大されて、また県としても独

自の補助制度を設けておりますので、そういっ

たものをしっかり活用していただくことが一番

大事であって、県としては、そういうところに

しっかり対応していく必要があるのではないか

と思っております。

【堀江委員】ぜひ経済的な理由で、学びたいと

いう思いが環境としては許されない状況をつく

ることがないように、新年度はさらに努力をお

願いしたいと思っております。

もう一つ、男女混合名簿といいますか、卒業

式の呼名について質問したいと思います。

今、男女平等とは言いません。ジェンダー平

等、性に関係なく一人ひとりが大事にされる世

の中をというのが大きな世界の流れになってい

ますが、現在わかる資料でいいんですが、卒業

式の呼名の状況で、名簿の状況としてはどのよ

うになっているのか、わかればお示しください。

【門池学事振興課長】 県内の私立の小・中・高

等学校で、男女共学になっている学校が23校あ
りまして、その中で混合名簿を活用されている

学校は9校、約4割が活用されています。
【堀江委員】長崎県の教育委員会は、公立高校

に対しまして、新年度から男女混合名簿を、お

願いというのか要請というのか、するというふ

うにお聞きいたしております。

学事振興課としては、それぞれの学校はそれ

ぞれの学校の考え方でやっていくと思うので、

長崎県教委としてはこういうふうな動きになっ

ているんですよという情報提供の機会はあるん

でしょうか。

【門池学事振興課長】県教委において、来年度

から性別で分けない名簿を使用することを各学

校に依頼したという情報は学事振興課でも把握

しておりまして、これに合わせて私立学校に対

しまして、年3回、校長会、教頭会というのが
ございますが、昨年から、この校長会、教頭会

において、そういった名簿の使用を各学校にお

願いしているところでございます。

【堀江委員】そうしますと、実際に実施するか

どうかは、もちろん各学校の総意に基づいてと

理解をしているんですが、各学校の反応といい

ますか、見通し的な部分はどうなんですか。そ

ういう流れになろうとしているのか、そうでな
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いのかというのがもしわかっていたら教えてく

ださい。

【門池学事振興課長】全ての学校について把握

しているわけではございませんけれども、こう

いう私どものお願いを踏まえて、来年から実施

する高校も出てきているところでございます。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

【中山委員】 一つお尋ねします。

長崎県立公立大学法人、長崎県とか地域に貢

献しようということで頑張っていることは承知

しておりますし、大いに頑張ってもらいたいと

思います。先ほど、教員が150名いるというこ
とでしたね。教員の持っている力というのは、

相当の知的力があると考えております。

そこで、地域への貢献という意味からして、

地元の企業や大学等との間で、新しいサービス、

新しい技術、新しい商品等を共同開発したり、

教職員自らが起業するとか、こういう取組の現

状があれば教えてくれますか。

【門池学事振興課長】地元企業との連携という

ところでは、県立大学においても共同研究を地

元企業と実施をしているところがございます。

あと、情報セキュリティ学科であったら、例え

ばサイバーセキュリティの協議会を設けており

まして、そこで地元企業と情報共有等を図って

いる、そういう状況がございます。

【中山委員】ぜひ、地元企業と共同研究しても

らいたいと思いますが、現在、実質的にどの程

度やられていますか。

【深堀委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時 ６分 休憩 ―

― 午後 ２時 ６分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開します。

【門池学事振興課長】共同研究でございますが、

地元の企業との区分けはしておりませんが、平

成30年度で県立大学においては28件、平成29
年度においては22件の共同研究の実績がござ
います。

【中山委員】ぜひ、この辺を含めて共同研究を

もっと積極的に取り組んでほしいということが

一つ。

もう一つ、実践経済学科とか、情報システム

学科とか、有能な生徒がたくさんいると思いま

すが、その中で学生起業家がいるのかどうかと

いう問題、それを支援する組織とかチームが大

学にあるのかどうか、確認していますか。

【門池学事振興課長】学生の中から起業家がど

のくらい出ているのかというデータについては、

今は持ち合わせておりませんので、調べてから、

またご報告させていただきたいと思います。

【中山委員】大学の知名度を上げるという問題

が一つと、地域への貢献ということになると、

学生に起業してもらうということが一つの方法

だと思います。

その前提になるのが、今年度から、県教委が、

ふるさと活性化キャリア教育充実事業というの

を中学校のモデル校6校をもって始めました。
その中で高田中学校が立ち上げた株式会社は、

校内で梅干をつくり学校祭で販売すると。その

ために経営、企画や経理、マーケティングや予

算編成などに取り組んでいると。

県教育委員会に、これを全学校でやっていく

ように働きかけていかないといかんと思うけれ

ども、まさにここなんですよね。県教育委員会

が、こういうふうに既に取り組んでいるわけだ

から、そうなると大学は必然とこの延長線上に

あるわけです。ここで大学生に起業してもらう

ということが、相乗効果が両方あるわけです。

こういう中学生に対しても影響が出てくるし、
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そして地元にも影響が出てくる。今後の県立大

学の戦略の一つとして、目玉として、ここら辺

をぜひ取り組んでいくように協議をしてもらい

たいと思うんだけれども、どうなんでしょうか。

【門池学事振興課長】県内定着を推進するとい

う意味で、県内で起業するという考えは非常に

重要なことだというふうには認識しております。

県立大学においては、しまのフィールドワー

クというのを必修科目として実施をしておりま

して、基本的に1年生が約5日間、全員が壱岐、
対馬、五島に行って、現地で課題を見つけて、

その課題を解決するような提案をしていく取組

を実施しております。

その中で、例えば壱岐牛を使ったライスボー

ルの商品開発であったり、学生の自主製作映画

なども出てきておりまして、こういった取組の

延長線上に起業というのが出てくれば、非常に

教育効果としても高いのかなと思っております。

委員が今おっしゃったことは、また学校の方

と話をしまして、起業に対する取組について何

かできないか考えていきたいと思います。

【中山委員】しまのフィールドワーク、これに

ついて授業をやって、しまに入っていろいろ課

題を探してやっていくということがありますね。

そこで終わってはどうにもならんとですよ。そ

こで終わったら何も意味がない。

それで、ここは部長とも相談をして、起業家

のための支援事業というか、支援組織というか、

この辺、ある程度資金が要るかもしれんし、専

門的な民間の経営者がスタッフに要るかもしれ

んし、これはぜひ事業化してほしいと私は思う

んです。それを含めて、もう一歩踏み込んだ取

組が必要じゃないかと思いますので、今後の取

組の方向性について再度お尋ねしたいと思いま

す。これは総務部長にお願いします。

【平田総務部長】大学のモットーといいますか、

方針としまして、地域に貢献する大学、そして

学生も地域で活躍できる人材を育成していくと

いうモットーがあるわけでございまして、働き

方には多種多様な働き方もありますし、その中

の今後の重要な、大きな役割を果たすであろう

という意味では起業ということも抜いては考え

られない状態にあるだろうと思っています。そ

ういう視点も含めて、今後、どういう体制がで

きるかということについては、大学ともよく検

討していきたいというふうに思います。

【中山委員】これだけ人口減少してくると、県

内への若者定着について口酸っぱく言っている

わけだから、もう待ったなしですよ。できるだ

け大学と協議をして、事業化までこぎつけてい

ただくように努力を期待しておきたいと思いま

す。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

【下条委員】午前中にも産学共同研究センター

についてご質問したんですけれども、県立大学

情報セキュリティ学科の卒業生の状況について、

ご質問をしたいと思います。

平成28年4月に設置されました情報セキュリ
ティ学科は、約40名が本年度卒業されるとお聞
きしております。非常にうれしいことに、県警

にも1名就職をされたという話を午前中にお聞
きしました。また、定員が40名から80名に倍増
するというすばらしい取組の話も聞いておりま

す。

ここで、まず卒業生の状況について、今把握

をされているもので結構ですので、どういった

ところに、どういう企業や職種に就職をされて

いるか、把握されているところを教えてくださ

い。

【門池学事振興課長】情報セキュリティ学科の
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就職の内定先は、午前中にもちょっとお話しま

したが、県内企業で約3割、あとは県が誘致し
たＩＴ企業に7名就職をしているところでござ
います。そのほか、例えばＮＥＣであったり、

東京のラックであったり、そういったＩＣＴ関

係の企業に就職されている傾向が強いというこ

とです。

【下条委員】続きまして、県立大学のセキュリ

ティ学科を卒業するに当たりまして、その卒業

生が取得する資格についてお尋ねしたいと思い

ます。

セキュリティ系の資格は、名前が結構頻繁に

変わったり、状況が変わったりする非常にフレ

キシブルな資格で、私も把握していくのが大変

なんですが、まず、ＩＴの安全な利活用をする

ための基礎的な資格を「情報セキュリティマネ

ージメント」、そしてＩＴを利活用するための

基礎的な資格ということで「ＩＴパスポート」

というふうに認識をしております。

この大学の4年間でどういった資格の取得が
目標とされているのか。もしくは義務づけされ

ているのか。卒業に当たっての資格の取得につ

いて、状況を教えてください。

【門池学事振興課長】情報セキュリティ学科の

卒業要件でございますが、ＩＴパスポート試験

に加えて、情報セキュリティマネージメント試

験に合格することが卒業の要件となっておりま

す。

【下条委員】 では、私が、今、把握しているよ

うな基礎的な知識の資格の取得ということです

ね。これを持ちまして卒業ということになると。

そこから8つの高度な技術、知識という資格
がありまして、舌をかみそうなぐらいの名前が

あります。一部だけ紹介しますと、ＩＴストラ

テジストやシステムアーキテクト、もしくはプ

ロジェクトマネージャー、ネットワークスペシ

ャリスト、さまざまなスペシャリスト等の名前

がつく資格があります。最終的には、システム

監査技術者を目指していくような資格体制にな

っていると思います。

私の認識では、こういった資格の最上位に情

報処理安全確保支援士、通称をセキュリティス

ペシャリスト、「セキスペ」という名称で呼ば

れています。これは国家資格ですね。この認識

で間違いないですか。

【門池学事振興課長】情報処理の技術者試験に

ついては段階がございまして、その一番上位に

位置するのが情報処理安全確保支援士だと理解

しております。

【下条委員】 それでは、今回の4年生が卒業す
るに当たり、この最上位である情報処理安全確

保支援士の資格を取得された卒業生はおられま

すか。

【門池学事振興課長】県立大学においては、卒

業要件に情報セキュリティマネージメント試験

を課しておりますけれども、さらに高い目標を

掲げて、そういった上位の資格を取るよう学生

に促しもしておりますけれども、昨年度におい

ては、この上位の資格を取られた学生はいなか

ったということです。

【下条委員】ちょっと確認ですが、これは在学

している中で取得可能な資格と思ってよろしい

んでしょうか。例えば、実務経験が何年かない

と試験を受ける資格がないといった認定の資格

もあるんですが、この資格については在学中で

も資格取得はできるんでしょうか。

【門池学事振興課長】それぞれの試験の要件ま

では把握していないんですけれども、ただ、受

験した学生はおりますので、特にその実務を要

件としているものとは限らないと考えておりま
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す。

【下条委員】なぜ私がこういった質問をしてい

るかといいますと、午前中に松本委員からあり

ました先生の確保というところでございます。

私も、県立大学に情報セキュリティ学科を設

立する時に、準備の研究室、また研究会という

ところから参加をしておりますが、全国で本当

にニーズはあるんですけれども、全国規模で先

生が本当に足らないという話をよく聞いており

ました。

ですので、県立大学の情報セキュリティ学科

では、もしかすると将来の優秀な先生になる人

材を有することになります。そういったものが、

この長崎県に県立大学としてあるという非常に

強みがございます。

さらに、最上位である情報処理安全確保支援

士に至りましては、本当に人材が足りないんで

す。国の方としましては、経済産業省が2020年
までに3万人超の確保を目指すというふうに言
われております。資格を持っている方がどれぐ

らいおられるかということを確認していかなけ

ればなりませんが、3万人という規模で確保を
していきたいと国の方も提起をしております。

情報処理安全確保支援士については、ぜひと

も積極的に、加藤先生を中心として県立大学の

先生とも話をして、資格の取得をぜひとも目指

していけるような体制を整えていただきたい。

それから、今後、こういったさまざまな資格

を有して、先生、講師、教える側になっていく

と。これは、午前中に私も量子コンピューター

の話をしましたが、これに匹敵するすばらしい

資源になると思いますので、ぜひとも確認をお

願いしたいと思うんですけれども、いかがでし

ょうか。

【門池学事振興課長】セキュリティ関係の人材

は全国的にも不足をしているということもござ

います。やっぱり県立大学としても、実務経験

のある実学に役立つような教員が必要でござい

ますので、このセキュリティ学科を卒業して企

業で経験を積んでいただいて、そういった資格

を有している方に講師として戻っていただける

ということであれば、それはすごくすばらしい

ことだと考えておりますので、そういったこと

ができるように、大学とよく話をしてみたいと

思います。

【中村(和)委員】 今ちょうど下条委員が、県立
大学の卒業生の就職先を聞かれましたけれども、

それについて一つだけ聞きたいんです。

今、県立大学の地域創造学部に公共政策学科

というのがあると思うんだけれども、ここから

県の職員として就職された方は何人かいらっし

ゃいますか。

【門池学事振興課長】公共政策学科でございま

すが、公務員に合格されている学生が全部で32
名でございます。内定をしているのが、長崎県

には、教育関係や警察関係に就職をしている状

況でございます。（発言する者あり）32名では
ございません。ちょっと休憩をお願いします。

【深堀委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時２２分 休憩 ―

― 午後 ２時２３分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開します。

【門池学事振興課長】 教育関係に1名、警察関
係に1名、それから長崎県警に1名、合計3名で
す。

【中村(和)委員】 私が想像したことと随分違う
なと思いますね。この学科は、何とかして長崎

県の経済発展全て含めたところで役立つような

人材を育てるためにということでやったんじゃ
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ないかなと私は思ったんだけど。

数年前に県立大学を訪問させていただいた時

に、学長に対して私はちょっと意見をしたんで

す。とにかく長崎県にもっと優秀な人材が必要

なんですと、もちろん県庁も含め県職員として。

だから、そのためには必要な学部を設立しなけ

ればいけないでしょうということで、これはで

きたのかどうかわからないけれども、恐らくそ

ういう時流をもってつくった学部だと私は思う

んです。

それなのに、なかなか長崎県に就職をしてい

ただけないというのは、何かのデメリットがあ

るのかなと思うわけです。

ただ、今日、朝からいろんな委員が、何とか

長崎県のために就職をさせるようにということ

で発案をしていただいています。もちろん長崎

県出身の学生は長崎県に就職していただきたい

し、逆に県外から来られた学生も、ぜひ長崎に

就職をしていただきたい、これが事実だと思う

んですね。

そのためには、多くの生徒がこの県立大学に

入学をしていただかなければならない。そのた

めには魅力を発信することが大事だと。

先ほどパソコンで調べたら、県立大学として

非常にメリットが高いのは、アメリカ海軍の基

地内の大学に留学ができると、これは非常にい

い評判ですね。要するに英語を日常会話として

楽しむことができる、また学ぶことができると

いうことも書いてありました。また、ゼミによ

っては中国語も学べると、そういうふうな非常

にいい傾向もあります。

そしてまた、情報セキュリティ学科の演習設

備は、企業データセンター並みのレベルがある

ということで、非常に高いですね。

そういうところをもっと、地元の長崎県内の

生徒、そしてまた県外の生徒に強くアピールす

る。そうすれば少しでも改善できるんじゃない

かなと思いますので、ぜひそこは総務部長、学

長とともに、学校関係者とともに、もう少しレ

ベルアップしてコマーシャリングしていただき

たいと思います。

ただし、評判が悪い部分がたくさん残ってい

る。今回、幸いにして旧校舎を建て替えようと

いう内容になっていますので、食堂とか幾分か

の部分はクリアできると思うんですが、ただ、

若い学生ですから、何かが足りないわけですよ。

それは何かというと、私の考えでいきますと立

地場所が悪いと。要するに繁華街から離れてい

る。学生とすれば、何らかの形でアルバイトを

して学費を求める、また、自分の物を買いたい。

そういうことを考えた時に、どうしてもアルバ

イトをしなくてはいけない。そうした時には、

繁華街から離れていたら、なかなかアルバイト

の環境が整わないわけですよ。

もう一点は、今回、学部を改変しましたね。

その学部の改変によって学習意欲を妨げられた

というアンケート結果も出ている。それはどう

いう意味か、私も詳しくはわからないけれども、

いろんな意味で環境を変えればということで県

の職員たちは一生懸命に頑張ってやってくれて

いるんだけれども、それが逆にあだになってい

る部分もどこかにあるんじゃないかなという考

えもありますから、ぜひ総体的に、もう一度今

の時点で調査をかけていただいて、どういうも

のを県内の高卒の若者、県外の高卒の若者が求

めているかというのを実態調査していって、今

の学部編成をぜひ再検討をしていただくべきじ

ゃないかなと思います。もうそういう時期にき

ているんじゃないんですかね。

要するに、今から生徒の数はだんだん減って
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いきます。そうした時に、先ほど言いましたよ

うに私学と公立じゃないけれども、どうしても

競争しなければならない。そういった時に、や

っぱり何かの武器を持たなければ、それぞれの

生徒たちは入ってきてくれないわけですから、

そういうところを、これからもう一度検討して

いただいて、若者たちが求めるようなキャンパ

スとして成り立つようなものにしていただきた

いと思いますので、よろしくお願い申し上げた

いと思います。

総務部長、いかがでしょうか。

【平田総務部長】学科の改変をいたしまして初

めての卒業生も出て、学校の中での学生の頑張

りといいますか、成績、先ほど言いましたよう

に英語のスキルもそうですけれども、さまざま

なスキルを身につけて卒業していくということ

で、確実に大学としてのレベルは上がってきて

いると思っています。

これは私も含めた事務局の考えでいきますと、

実は県外からの評価、県外の高校生の評価とい

うのは確実に高まってきています。これが先ほ

どの入試倍率に反映しているんですけれども。

今、入学生は、県内・県外ほぼ半々なんです

けれども、県内は推薦で優先的に入っている分

もありますので、実は一般入試でいきますと県

外の学生の合格が多いということがあります。

これは、県内の志願が少ないという意味ではな

くて、県外の学生の合格が多いという結果にな

っているというところがあります。

そういうことも踏まえて、ここは先ほどから

の中村(和)委員のご指摘にあるように、県内の
高校生に対して、魅力のある大学としてＰＲを

していくことが必要であろうと。つまり県内の

高校生が「行ってみたい」という大学になるこ

とによって、県内の受験生のレベルも上がって、

結局は受験になりますので、これはお互いの成

績でどうなるかということになりますから、受

験生の、ちょっと言い方は悪いですけれども、

成績のレベルも上がってくることによって一般

入試での合格者も増えてくると。こういう状態

になってくることが望ましい状態だろうと認識

しておりますので、そのために学校の魅力を発

信していくことについては、今後とも意を用い

ていく必要があるとは考えているところでござ

います。

【中村(和)委員】 学校というのは、小学校も中
学校も高校も一緒だと思うんだけれども、やっ

ぱり地域と一緒になってやっていかなければ成

り立たないものなんですよね。そしてまた、逆

に言えば、学校があるから地域が成り立ってい

るところはたくさんあるわけです。だから、そ

ういうところを考えた時には、今の県立大学の

環境、立地環境も含めて、県立大学の付近に今

からたくさんの店舗が、大学生たちが喜ぶよう

な店舗が増えていって、多くの方たちがそこら

辺に転居していただいて、住民が増えていって、

そういう中ですばらしい環境ができ上がってい

けば、大学というキャンパスを中心としたまち

づくりができていくと思うんです。

だから、学事振興課だけ、また教育委員会だ

け、総務部だけでは、なかなかこれは一体的に

できないと思うんです。だから、全ての課が一

緒になって、力を合わせて、県立大学を中心と

したまちづくりをやらなければならないと私は

思っているんです。

そういうところを、ぜひ、部長を含め、課長

を含め、いろんな担当部署と協議をしていただ

きながら、せっかく長崎県立大学に入学してく

れた生徒たちが少しでも喜べるような環境づく

りにこれからも努めていただきたいと思います
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ので、よろしくお願いしておきます。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

議案外の所管事務一般に対する質問を終了いた

します。

総務部関係の審査結果について整理したいと

思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時３２分 休憩 ―

― 午後 ２時３２分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。

次に、教育委員会関係の審査を行います。

準備のため、しばらく休憩いたします。

再開は14時50分といたします。

― 午後 ２時３３分 休憩 ―

― 午後 ２時５０分 再開 ―

【深堀委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、教育委員会関係の審査を行います。

【深堀分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

教育長より予算議案の説明をお願いいたしま

す。

【池松教育長】教育委員会関係の議案について

ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分

であります。

予算関係議案の説明に先立ちまして、令和2
年度教育行政の基本方針についてご説明いたし

ます。

我が国では、人口減少・少子高齢化の進行や

グローバル化・高度情報化の進展などにより、

社会が求める人材も大きく変化してきておりま

す。そのような中、国においては英語教育の充

実や小学校におけるプログラミング教育の導入

など様々な教育改革を進めており、予測困難で、

変化の激しい社会の中を、たくましく生き抜い

ていく力を持った人材の育成が求められており

ます。

こうした中、県教育委員会では「長崎県総合

計画チャレンジ2020」や「長崎の明日を拓く
人・学校・地域づくり」を掲げた第三期長崎県

教育振興基本計画に基づき、社会の変化に柔軟

に対応しながら、自らの人生を切り拓いていく

高い志と意欲を持った人材や、ふるさと長崎県

に愛着と誇りを持ち、グローバルな視野を持っ

て社会の発展に貢献しようとする人材の育成を

目指すとともに、多様な喫緊の教育課題や社会

情勢に対応した諸施策を推進してまいります。

令和2年度の主要事業については、1ページか
ら12ページに記載のとおりであります。

12ページ中段をご覧ください。
第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」

のうち関係部分についてご説明いたします。

教育委員会所管の歳出予算総額は、1,352億
9,976万9,000円となっております。
歳入・歳出予算の内訳及び令和3年度以降の

債務負担行為を設定するものについては、12ペ
ージから16ページに記載のとおりであります。

16ページ中段をご覧ください。
第77号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
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予算（第6号）」のうち関係部分についてご説
明いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は4億1,030万4,000円の減、歳出予算では20億
7,157万5,000円の減であります。
歳入・歳出予算の主な内容は、事業執行見込

みの減等によるもので、16ページから18ページ
に記載のとおりであります。

19ページをご覧ください。
繰越明許費についてご説明いたします。

年度内に適正な工期が確保できないことから、

特別支援学校施設整備費1億2,000万円、新県立
図書館等整備事業費1億3,312万2,000円、文化
財保存費9,673万円、対馬歴史民俗資料館費544
万5,000円、体育施設管理運営費1,172万円につ
いて、繰越明許費を設定しようとするものであ

ります。繰越理由及び内容については、19ペー
ジに記載のとおりであります。

最後に、歳入・歳出予算の確定に伴う整理等

を行うため、3月末をもって令和元年度予算の
補正を、知事専決処分により措置させていただ

きたいと考えておりますので、あらかじめご了

承を賜りますようお願いいたします。

以上で教育委員会関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【深堀分科会長】 次に、「提出がありました政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料『政策的新規事業の計上状況』」について説

明をお願いします。

【中尾総務課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本分科会に提出い

たしました教育委員会関係の資料についてご説

明をいたします。

今回ご報告しますのは、政策的新規事業の計

上状況についてであります。

資料の2ページをお開きください。
教育委員会関係では、上から2つ目のすいす

いスクールネットワーク整備事業費以下6事業
を新規事業として要求を行い、事務費の精査が

4件、事業内容等の精査が2件でございます。
説明は以上でございます。

【深堀分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 横長資料12ページの地域との協
働による高等学校教育改革推進事業等委託金

331万円について質問いたします。
地域との協働、そして高等学校教育改革とい

うことでございますが、端的に、地域と何を協

働して何を改革しようとしているのか、趣旨と

事業計画についてお尋ねいたします。

【鶴田高校教育課長】地域魅力化型高等学校支

援事業についてのお尋ねでございますが、これ

は文部科学省の委託事業でございまして、いわ

ゆる研究指定事業でございます。

ふるさと教育の内容を一層深めながらスピー

ド感をもって取組を推進させるために、さらな

る地元自治体や高等教育機関、産業界等との連

携、協働の取組強化やカリキュラムの作成が必

要になってきたという背景がございます。

事業の概要としましては、自治体、大学など

の高等教育機関、産業界等と連携のためのコン

ソーシアムを構築し、地域との協働により課題

解決型の地域探究学習を実施いたします。また、

地域探究学習を各教科、科目等において体系的

に実施するためのカリキュラム開発を行います。

これまでも、ふるさと教育を本県は推進をし

ておりますが、総合的な学習や特別活動の中で
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の限定的な取組が多うございました。今後は、

さらに、今申し上げたとおり各教科、科目等に

もこういった地域連携の学びを取り入れていき

たいと考えております。文部科学省の予算を活

用しながら、そういった研究実践をしていきた

いと思っております。

もっと具体的に申し上げますと、松浦高校が

手を挙げておりまして、松浦市、松浦高校一体

となって、これまでも取り組んでおりますけれ

ども、さらにその取組を深め、そして、そのノ

ウハウを他の地域の県立高校にも広めていきた

いと考えております。

【松本委員】私が聞きたかったのは、高校教育

改革ということだから、何か課題があって、そ

れを解決するために改革をして、これはまた議

案外でも質問するんですけれども、今後、高校

改革を進めるために、なぜ地域と協働して、地

域と協働することによってどういうことができ

るのか、今までできなかったことをどのように

変えるのかというのが教育改革推進だと思うん

ですが、具体的に何を目的にして、そしてその

ことによって何が改革できるということを目標

としているのか、もう一回お尋ねいたします。

【鶴田高校教育課長】 端的に申し上げますと、

学びの場を地域に求めていくこと、開かれた教

育、社会に開かれた教育課程というのが新しい

学習指導要領の狙いの一つでもございます。

今まで高校は、学校だけで授業をしていた、

学びをしていたという傾向がございました。こ

れを、もっと地域に出かけて、そして地域の方

にいろんなことを教えていただく。そういった

ことが、今、可能になっていますので、そうい

った学びの場を広げるという意味で改革につな

がるものと考えております。

【松本委員】議案外でまた改革の方はやります

けれども、結局、公立高校の定員割れ、特に離

島・半島で希望者が減っていく中、それと県内

定着率が、先ほどの県立大学でもありましたけ

れども、県内に就職しないという中で、地域に

おいては、離島・半島においてはどんどん学校

が今後なくなっていくんじゃないかと。そうい

った中で、やはり地域との連携をしていかなき

ゃいけない。

例えば、地元の高校を選ばない。要は定員割

れということはそういうことになりますからね。

そこの部分では、地域といかに連携をしている

か。小・中学校時代から地元の高校がいかに連

携できているか。そして県内就職においても、

地元の高校を出た子が県内に就職してもらうた

めには、県内の企業との連携もしておかなきゃ

いけない。そういった意味で、恐らく今後改革

をしていくための松浦市でのモデル事業だと思

うんです。

だから、そこの部分は、国からの委託で今度

取り組まれるとは思いますけれども、成功事例

として取り組んでいただければ、ほかの離島・

半島でも同じようなことができると思うんです

ね。わずか330万円の委託ではありますけれど
も、そういった趣旨が最初の答弁には感じられ

なかったものですから、そこの部分をしっかり

取り組んで、その後、次のステップとして報告

をして、ほかの学校でもそれに取り組んでいた

だけるように、ふるさと教育も別にやってはい

ると思うんですけれども、活用していただきた

いと思います。

次の質問です。32ページです。学力向上のた
めの非常勤講師支援事業ということで一番上に

書いてあります。2,231万円ですね。
学力向上のための非常勤講師ということです

が、まずニーズについてです。結局、学力を向
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上させるには、学力が平均点より下の児童・生

徒さんですね。学習塾をやっていたので、よく

相談を受けるんですけれども、結局、平均より

上のお子さんは学校の授業についていけるんで

すけれども、平均より下の学力のお子さんがな

かなかついていけない。そういうところで恐ら

く先生も、35人学級の中で全員を見ていくのは
困難だと、真ん中を見ながらしていくから、そ

ういったところに非常勤講師のニーズは高いと

いうふうに思っております。

実際、資料を求めて調査をしましたら、平成

26年には10市町で140名の配置希望があったの
が、平成31年は15市町で316名の希望が出てい
ると。だから、倍増しているんです。教育現場

の中で、非常勤講師が来てくださることによっ

ての学力向上ができる、それにいかにニーズが

あるかということなんですが、今回の議案に出

ている2,231万円という予算を見た時に、平成
26年は2,748万円でありました。つまり、ニー
ズは増えているのに予算が減額しているという

状況でございます。このことについてのご見解

をお尋ねいたします。

【高鍋義務教育課人事管理監】今お尋ねがあり

ました学力向上のための非常勤講師配置支援事

業ですが、国の予算をもとに県の予算を立てて

おります。国の予算が減ってきている中で、県

の予算が減ってきているということでございま

す。

【松本委員】 しかしながら、配置希望市町は

15市町、そして316名と増加をしているわけで
すよね。そこの部分で国の予算の枠が限られて

いるから、県としては予算をどんどん減らして

いる、517万円減額になっていると。
このことに対して、今後も、ニーズは増えて

いるけれども、予算は国に合わせて減額をして

いくという方向なのか、市町からの意見とかも

聞いてどういうふうに考えているのか、お尋ね

いたします。

【高鍋義務教育課人事管理監】非常勤講師の配

置につきましては、国の定数を活用して配置す

る非常勤もございます。これは教員定数になり

ますので、こちらの方は確実に増やしながら配

置しているところでございます。この事業は市

町教委の希望によって配置する非常勤講師の事

業でございますので、今後も市町の希望等をお

伺いしながら検討していく必要があろうかと考

えております。

【松本委員】 特に大規模校というところでは、

大村では、県内で1番と2番に児童数が多い竹松
小学校と富の原小学校、1,000人規模の小学校が
ございます。市町の教育委員会だけで対応しき

れないというところで、こういった補助を活用

して指導しているということですが、あまりに

も大規模校だと、転校する時にも望まないと、

多過ぎて厳しいから別の地域に転校するという

事案も聞いております。

小規模校は小規模校のよさもあるんでしょう

けれども、学習支援、学力向上に資するには、

やっぱり人材だと思いますので、ほかにも学習

支援員やスクールサポートスタッフなど、さま

ざまな制度もあると思います。学力向上をうた

っている上では、確かに予算は毎年厳しいとは

思いますけれども、ぜひ国の予算を活用して、

なるべく希望どおりにいけるようにご理解、ご

協力いただきたいと思います。

そして、34ページの不登校児童生徒に対する
支援でございます。一番下のところです。

不登校について、ちょっと調べてみました。

平成30年度の県内の不登校は、小学生が416名、
中学生が1,140名、高校生が357名ということで、
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全体で1,913名の不登校のお子さんがいるとい
うことでございます。

これが増えているのか、減っているのか調べ

てみますと、平成25年は1,648名でございまし
た。5年間で265名増えていると。少子化で生
徒・児童数は減少傾向にあるにもかかわらず不

登校のお子さんが増えていると。不登校が将来

的には引きこもりとかニートにつながっていく

ということで、大変重要な課題だと思っており

ます。

国からスクールカウンセラーなどの補助は出

ていますから、スクールカウンセラーの予算は

非常に大きいんですが、ここに記載されている

予算は162万7,000円ということです。この事業
がどのような効果があって、どのような取組を

したのか、お尋ねをいたします。

【立木児童生徒支援室長】いじめ不登校対策事

業費のうちの不登校児童生徒に対する支援事業

費につきましては、主に、不登校の児童生徒が

通う、今は教育支援センター、以前から適応指

導教室といっているものの県の分を教育センタ

ーに置いております。この教育センターにおけ

る適応指導教室の相談員等の経費として充てて

いるものでございます。

適応指導教室、教育支援センターにつきまし

ては、ご存じの向きもあるかと思いますけれど

も、県に1つ置いているほか、市町においても
14市町が置いてくださっており、そういったと
ころと連携をしながら、不登校の子どもたちの

ための支援をやっているところでございます。

【松本委員】最初に申しましたとおり、不登校

の生徒、児童が増えている状況ですね。今はも

う既に1,913名いらっしゃるということ。途中か
らスクールカウンセラーも大分入って、国から

補助もいただいてスクールカウンセラーは増え

ておりますよね。そういった状況の中で、なか

なか不登校の生徒、児童が減らないという状況

です。

今上がっている162万7,000円という予算で
教育支援センターを運営しているということで

すが、そこが本当に機能しているのであれば不

登校の生徒、児童は減少傾向になると思うんで

すが、予算の金額も含めて、今の状況の中で何

か課題があるのか、もしくは、今やっているも

ので成果は上がっているのか、お尋ねをいたし

ます。

【立木児童生徒支援室長】事業費の名称として、

不登校児童生徒に対する支援事業費という形で

162万円ほどを計上しておりますけれども、不
登校だけを扱っているわけではありませんけれ

ども、今、委員からもご指摘をいただきました

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ

ーカーといった方々の活用とか、あるいは、先

ほど申し上げました県内の各市町の適応指導教

室の教育相談員の方々と連携した形での研修で

あるとか、そういったものを総体として、私ど

もとしては不登校児童生徒のための支援という

考え方をしております。その事業費として上が

っている、その1項目だけでやっている認識で
はございません。

その上で、不登校児童生徒の増加についてで

すが、委員からご指摘いただきましたとおり、

平成25年から平成30年の5カ年で見た時に265
名、特に細かく見ていけば、不登校に限らずほ

かもそうなんですけれども、全体的な児童生徒

の課題というものが低学年、低年齢化してきて

いる傾向がありまして、小学校の方が少し増加

率が高うございます。そういった中で私どもと

しましては、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーの配置の中ででき得るだけ
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の支援をしていくという形を考えております。

成果がどういった形でという部分については、

なかなか申し上げにくいんですけれども、例え

ば平成25年から平成30年の5カ年で見た時に、
長崎県の児童生徒の不登校の増加率は116％に
なります。同じ期間の全国の数字を見ますと

125％余りということで、増加しているので、
我々としてはそれをよしとするものではござい

ませんけれども、さまざまな形で、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカーにつ

いてもこういった形で予算をいただいて支援を

している、そういったことが長崎県の子どもた

ちの支援につながっているのではないかと、そ

のように考えております。

【松本委員】結果的には成果は上がっていると

いうことですが、依然として人数が多いという

ことですね。

162万7,000円という予算をどう使うかなん
でしょうけれども、教育支援センターが県内に

15カ所ございますね。大村にも県教育センター
があります。ここが十分に活かしきれているの

かなというところに、やはり課題を感じます。

もともと学校に行かないわけですから、そこ

に出てきてもらうというのもなかなか難しい。

カウンセラーの方も常時いるわけではなくて、

時間が決まっています。行かなくなったお子さ

んをどうやって引っ張り出して、学校に行って

もらうようにするためには、なかなか困難では

あると思います。

私も学習塾をやっている時に、学習塾とかフ

リースクールとかには行けると、ハードルが下

がるそうなんです。いろいろな話を聞いた時に、

やっぱりきっかけが小1と中1のところの問題
ですね。学校が変わった時に適応できていかな

いと。発達障害の問題もあると思いますが、そ

ういったところは民間とも連携をしていくと。

これは学校だけで解決できない、家庭もあるこ

とでございます。

そこで、フリースクールというものが、今、

県内にも少しずつできていると思うんですが、

もちろんフリースクールに通うようになってし

まってはよくないので、フリースクールを介し

て学校にまた戻ってきてもらうような取組も、

この中には考えられているんでしょうか。

【立木児童生徒支援室長】予算上の中というこ

とでいえば、先ほど申し上げました適応指導教

室が県を入れて15カ所ございますけれども、そ
のうちの各市町の適応指導教室に対しても、来

年度からは、いくばくの回数になるかと思いま

すけれども、スクールカウンセラーも適応指導

教室にも少し入って、その適応指導教室に通っ

ているお子さんの支援に資するような動きがで

きればということを考えております。

また、フリースクールにつきましては、ご案

内のところも多いかと思いますけれども、昨年

10月25日に文部科学省の初等中等教育局長通
知で、「不登校児童生徒への支援の在り方につ

いて」ということで、教育機会確保法ができて

から3年ほどたったということでの大きな通知
が出ております。その中でもやはり、今ご指摘

がありました民間施設との連携ということも出

ております。そういったことにつきましては、

特に本県の中では、そういった民間施設が多く

あり、そしてまた連携も進んでいる長崎市にお

いて、長崎市教委が中心となって民間施設との

連携の組織をつくっております。そちらに私ど

もも参加をさせていただいて、一緒に協議をし

ながら、民間の施設の方々が求めるあり方、そ

して私ども行政の立場での、あるいは学校サイ

ドとしての考え方、そういったものを率直に意
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見交換をしながら、そこにしか通えない、ある

いはそこにだったら通うことができる子どもの

ために何ができるかというのを一緒に考えてい

く、そういったことを今後とも進めていければ

と考えております。

【松本委員】少し気になるのが、今回の新型コ

ロナウイルスの影響で1カ月間学校を休むこと
になる。しかも、年度が替わって新年度になる。

友達も代わってしまうという中で、1カ月間も
急遽休みになって家にこもりがちになる。出ら

れないわけですから、そうなって新年度で出て

こない、また不登校になる生徒、児童が増える

のではないかということもちょっと危惧してお

ります。もちろん担任も変わるし。そうすると

連携ができなくなりますよね、初めて新しい担

任の先生になりますし。そこの中で、学校で新

年度でクラスを組み立てていかなきゃいけない

時に手が回らなくなってしまうのではないかと

いうところもございます。

そういった時に、教育支援センター、そして

フリースクールなどの民間との連携、もちろん

ＰＴＡや家庭との連携もしっかりして、不登校

児童が来年度でぼんと増えないように、そして、

そこの部分もいろいろ話を聞けば、学校の授業

についていけなかったからという理由もあるそ

うでございますので、それはやっぱり先ほどの

非常勤講師のことも絡んでくると思います。

不登校になることによって、引きこもりにな

って就職ができない、これは県内就職以前の問

題でございまして、県内の子どもたちがそうい

った状況にならないように、しっかりと支援を

していただきたいと思います。以上です。

【堀江委員】 幾つか質問したいと思います。

まず、横長資料の35ページ、教育指導費の中
の夜間中学設置調査研究事業費の102万円、こ

れは、政策的新規事業の計上状況の中で、当初

50万円の要求額に対し、結果として102万円で、
事業内容の精査ということですが、具体的にど

ういうことなのか、説明を求めます。

【鶴田高校教育課長】本事業は、文部科学省の

委託事業である夜間中学の設置促進充実事業を

活用する予定でございました。その国の事業費

が当初1件当たり50万円ということで、その額
をもとに予算を組んでおりましたが、国の予算

の計上の段階で、この事業そのものがなくなっ

たという事情がございます。

その後、県独自で予算を立てる段階で、協議

会メンバーの増加や、国の委託事業では認めら

れていなかった先進地の視察の旅費等を加えた

ことで、予算額が102万3,000円となった次第で
ございます。

【堀江委員】 過去、文教厚生委員会の中でも、

夜間中学の設置については検討してはどうかと

いうご意見というか論議があったかと思うんで

すが、そうしますと、これは県民の、関係者の

中からの要望もあった上で、今回、調査研究と

いうことで計上されたという理解でいいですか。

【鶴田高校教育課長】委員ご指摘のとおりでご

ざいます。

【堀江委員】了解いたしました。これは全ての

都道府県に設置をというふうな動きもある中で

の長崎県への夜間中学の設置調査研究費だと思

っておりますので、ぜひよろしくお願いをした

いと思っております。

次に、横長資料の37ページ、高校教育課の特
別支援学校の教育振興費の中で、今回、新しい

時代の特農連携ということが言われています。

これは具体的にどういうことなのかということ

で質問したいと思います。

【分藤特別支援教育課長】令和元年度に特別支
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援学校キャリア教育充実事業が終期を迎えます。

そのような中、国が示した農福連携等推進ビ

ジョンによりまして、ＳＤＧｓにつながる展開

として、障害者が農業分野で活躍する場を創出

していく方向性が示されました。本県でも、農

業分野における障害者雇用の動きが今後加速す

ることが予想されますので、特別支援学校の生

徒の進路選択先の幅も広がりを見せるものと思

われます。

そこで、農業分野に就職を希望する生徒に対

しまして、在学中にどのような力を身につける

必要があるのか、高等部で実施する作業学習の

あり方をどのように見直す必要があるのか、農

業分野の職場実習先の確保を、どこと連携し、

どのように進めればいいのか、新規事業を通し

て農業分野と教育分野とが連携しながら、課題

解決に向けた実践研究に取り組んでまいりたい

と思います。

【堀江委員】これまでは、ここの事業はキャリ

ア教育充実事業だったと思うんです。予算が倍

加しているので、具体的にどういうふうな事業

になるのかということで質疑をいたしました。

これまでの、いわば清掃やクリーニングとい

うふうな働く場所だけでなくて、農業法人との

連携を図っていくということで了解をいたしま

したので、ぜひ、特別支援学校の子どもたちの

社会に貢献する場を広げていただきたいという

ふうに思っております。

同じく41ページの中のミライｏｎ図書館管
理運営費で視覚障害者等読書環境整備事業費が

計上されております。

これは、先ほど課長が言われた政策的新規事

業の計上状況の中で、逆に事務費が8万円減ら
されているんですよね。これはどういうことで

すか。

【深堀分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時２３分 休憩 ―

― 午後 ３時２４分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開いたします。

【山口生涯学習課長】この事業は、読書バリア

フリー法という法律が施行されたことを受けま

して、視覚障害をお持ちの方もミライｏｎ図書

館で本を利用することができるようにしようと

いうものでございます。

その事業の予算要求段階で、事務費について

精査をしている中で8万円ほど削れていったと
いうものでございます。

【堀江委員】だから、計上内容は事務費の精査、

具体的にはどういうことですかと聞いているん

です。

【山口生涯学習課長】 精査の内容は4つほどご
ざいまして、職員の旅費の精査、筆談ボード等

の購入費を計上したこと、研修会にかかる資料

印刷費等を計上したこと、それから備品購入費

を追加したことでございます。

【堀江委員】ミライｏｎ図書館は、私も開所の

時に行かせていただきましたが、今回、ミライ

ｏｎ図書館の管理運営費の中で、視覚障害者等

読書環境整備事業費というのが初めて計上され

たと理解をしているんですが、私の認識が間違

っていたら指摘をしてほしいんですけど。

結局、今言われたように、障害の有無に関わ

らず全ての県民の読書環境をつくるということ

ですが、開所された時にそれはできていたんじ

ゃないんですか。そうではなくて、今回さらに

また改めてするということになるのか。

私の認識の中では、筆談ボードとか、そうい

うものは開館した時にあったのではないかと思

っていたのに、また改めて視覚障害者等読書環
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境整備事業費で101万円上がっているので、こ
れはあったんじゃないのかなと素朴な疑問を持

ったのですが、そことの兼ね合いを教えてくだ

さい。

【吉田新県立図書館整備室長】委員ご指摘のと

おり、大活字本とか、そういうものは開館当初

から整備はいたしておりました。

今回の新規事業につきましては、障害のある

方もない方も読書のバリアフリーということで、

サピエ図書館という全国の視覚障害者の団体が

運営していますが、そこにデジタルの録音の資

料がございます。それを、ミライｏｎ図書館の

登録者であれば利用することができるようにな

るということが新たな部分でございます。

【堀江委員】 要するにこの101万円で、開館は
もうしているんだけれども、新年度に何が変わ

るのかと、県民に説明する時に。

開館した時に、障害の有無に関わらず、広く

県民に利用してほしいということだったと思う

ので、もう少し具体的に、今回のこの障害者等

読書環境整備事業101万円がつくことによって、
新年度はミライｏｎ図書館のここが違いますと

いうのはないのか。県民にアピールする、そう

いうのをもっとわかりやすく、あったでしょう

と言えば、「はい、ありました」と言うし、ち

ょっと答弁がわからない。

【山口生涯学習課長】これは、もともとミライ

ｏｎ図書館には、目が不自由な方がお使いにな

る部屋とかも整備しておりましたけれども、ミ

ライｏｎ図書館が開館した後、新しい法律がで

きるという情報がありました。それが先ほど申

しました、どんな方も図書館を利用することが

できるという趣旨の読書バリアフリー法でござ

います。その法律を受けまして、私たちも、ミ

ライｏｎ図書館に新しい機能を持たせることが

できないかと考えまして、出ましたのが、先ほ

ど言いましたサピエというものです。

これは、インターネット上にある音声情報や

点字情報を、利用者が家庭にいてパソコンで使

うというものです。ただ、そのサービスを使う

ためには、ミライｏｎ図書館がサピエに加盟を

しまして、ミライｏｎ図書館にユーザー登録を

してくださったユーザーがその恩恵を被るとい

う形でございます。もう一度申しますと、ミラ

イｏｎ図書館を使ってくださる方で目が不自由

な方が、家に居ながらにして音声データとかを

インターネット上から利用するものでございま

す。これを使うためには、ミライｏｎ図書館が

サピエというグループに登録することが必要で

ございまして、まずその予算、それから図書館

にサピエを利用する機器とか、今現存している

本を、音声とか拡大して使ったりする機器を今

回そろえたということがこの101万円の中に入
っているものでございます。

【堀江委員】つまり、それは開館した当初はな

くて、今回新たに、法律も変わったというのも

あるんだけど、そういうふうに広くという理解

でいいんですか。

【山口生涯学習課長】そのとおりでございます。

【堀江委員】いずれにしても、障害の有無に関

わらずということだけでなく、全ての県民が利

用できるミライｏｎ図書館であってほしいとい

うふうに思っておりますので、視覚障害者の方

であってもそういう制度がさらに利用できると

いうことをどういうふうに広報するのかという

問題もありますので、ぜひ、全ての県民が利用

できる対応をしていただきたいということを、

あえて申し上げておきたいと思います。

それから、横長資料42ページ、学芸文化課の
文化を担う“人づくり”事業費ですが、この中



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 99 -

の子どもの文化活動育成支援事業費1,738万
6,000円は、前年と比べますと114万2,000円減
っていますね。

子どもの文化活動育成支援というのは、本当

に貴重な、子どもたちの映画鑑賞とか、いろん

なことをしていると思っているんですけれども、

100万円が減るというのは私は大きいと思うん
ですが、どういう事業なのかというのを教えて

ください。

【草野学芸文化課長】子どもの文化活動育成支

援費の114万2,000円を減した主な理由は、高校
生が文化芸術に触れる機会促進事業として、1
学年2学級以下の離島・半島地域の小規模校14
校を対象に芸術文化の鑑賞事業を年間3公演、1
公演あたり60万円程度の事業を実施しており
ます。

実際に実績を確認しましたところ、1公演当
たり60万円が上限のところ、30～40万円で実施
できていましたので、その分で81万5,000円減
をさせていただきました。実績に伴って見直し

をした分での減でございます。

【堀江委員】 114万円減っているでしょう。今
言ったのは81万5,000円ですよね。残りはどう
なっているんですか。

細かく言って申しわけないんだけど、私は貴

重な財源だと思うんですよね。100万円単位の
数字ですが、これは舞台、映画など、芸術を鑑

賞できるかできないかというのは、私は大きい

と思っているのでこだわっているんですが、教

えてください。

【草野学芸文化課長】 残りの23万5,000円は、
職員等の事務費の旅費の減という形で、我々の

旅費を見直させていただきました。文化を担う

“人づくり“事業費としては114万2,000円と合
わせて137万7,000円の減をしております。

【堀江委員】 ここには「ながさき“若い芽”の

コンサート」とか、子ども舞台芸術鑑賞事業費

とか、児童生徒の作品展開催事業費とか、こう

いうものは含まないのですか。

【草野学芸文化課長】 子ども県展やながさき

“若い芽”のコンサートは、その中に含まれて

おります。事業費としましては、子ども県展、

ながさき“若い芽”のコンサートの減はしてお

りません。事業で減をしたのは、高校生の芸術

鑑賞事業のところだけでございます。

【堀江委員】細かく聞いて申しわけありません

でした。ですが、子どもの舞台芸術鑑賞事業と

か、なかなかその機会がない子どもたちが、そ

れこそ感受性が柔軟な時期にさまざまな芸術に

触れることは、離島を抱える長崎県としては大

事な事業と私は思っているので、実は100万円
でも減らさないでやってほしいと思っているん

ですが、予算上は減るんだけれども、事業の中

身としては変わらないと理解をいたしましたの

で、ぜひこうした事業は減らさずにお願いをし

たいと思っております。

それからもう一つ、34ページに戻ります。
先ほど、いじめ不登校対策事業費が議論され

ましたが、スクールカウンセラー活用事業、ス

クールソーシャルワーカー活用事業ですが、こ

れは前年度と予算が変わりませんね。というこ

とは、新年度は人員を増やさないということで

すか。

【立木児童生徒支援室長】予算額については同

額でございます。人員というものが、例えばス

クールソーシャルワーカー、そしてスクールカ

ウンセラーの実際に活動していただく方の数と

いうことであれば、次年度に向けた採用選考の

結果として、若干、実の人員は増の形で進む予

定でございます。その方々が複数の学校を見て
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いただいたり、スクールソーシャルワーカーで

あれば各市町であったり学校に行っていただき

ますので、その活動は別物になりますけれども、

実人数としては若干多い方で見ていただくよう

な予定として今は動いております。

【堀江委員】 私、理解力がないんですが、今の

お話だと、予算は変わりませんよと、しかし実

人数は増えますよというお話ですね。

例えば、スクールカウンセラーもスクールソ

ーシャルワーカーも、国が3分の1、県が3分の2、
これが変わるんですか。

【立木児童生徒支援室長】枠組みとしては変わ

っておりません。今年度、スクールカウンセラ

ーは105名の方に活動していただいております。
105名の方に、配置校としては290校に行ってい
ただいている形になります。ですので、1人平
均すると、105人で約300校ですので、約3校弱
を見ていただいているような形になっておりま

す。

当然スクールカウンセラーは週に何時間とい

う形で勤めていただいていますので、スクール

カウンセラーだけをやっていただいている方で

あれば、例えば週5日間、3つの学校に2日、2日、
1日という形で回っていただいたり、あるいは、
ほかの職業と兼務されている方もおられますの

で、そういう方は週の5日間のうちの2日間だけ
とか1日だけをスクールカウンセラーとして働
いていただいているとか、そういった形になっ

ております。

【堀江委員】そうすると、先ほどの答弁との整

合性が私はよく理解できないんだけど。

要は、内訳として国3分の1、県3分の2は変わ
らないと、予算も変わらないと。でも人数が変

わるということなのか。それとも、105名の方
が300校を回っていましたと、それが350校を回

りますということを言いたかったのですか。

【立木児童生徒支援室長】予算の枠組みが変わ

りませんので、その中で活動していただく方の

数が105名だったものが1名増えるのではない
かと予定をして、今、計画を進めているところ

なんですけれども、106名の方で今年と同じ290
校であれば、1人か2人かが実際に回る学校の数
が少なくなって、そこに入っていただくという

ことです。

【堀江委員】要は、スクールカウンセラーもス

クールソーシャルワーカーも増やしてほしいん

ですよ。いじめ・不登校対策で一番いいのは、

学校の中でそういった要素を発見する目、視点

をたくさん持つには、先生たちももちろん大事

ですけど、この専門職がいるということがすご

く大事。家庭との関係からも、こうした専門職

がいることによって子どもたちが、学校だけで

なく家庭も含めて、どういうふうに学ぶかとい

う環境を整えるという意味では、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカーは私は

増やしてほしいと思うんです。

そう思うと、予算が変わらないから、人は増

やさないのねと思ったけど、週3回行くか、週2
回行くかとなってくると、それは今まで1人で
週3回行っていたところが、週2回行く人と週1
回行く人がいると。そうすると実人数が2人に
なるよという対応ではなく、これは増やしてほ

しいということを非常に思います。

そのことと関連して、私ばかりで申しわけな

いので、とりあえず最後にしますが、28ページ
の会計年度任用職員等経費、これは今まで非常

勤職員という人たちを会計年度任用職員という

ふうにしたので、その給与費ですけど、これが

786万円です。前年度に比べますと、ここの部
分だけでも1,048万円減っていますね。全体とし
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て事務、現業業務の職員も含めて2,739万円前年
度比減なんですが、これは当然人数が減という

ことですか。

【上原教職員課長】委員ご指摘のとおり、昨年

度1,800万円が今年度780万円ということで、昨
年度は7名の非常勤職員だったんですけれども、
今年度は3名ということで予算を計上させてい
ただいております。

内容としましては、ちょっと所属を組み替え

たといいますか、実際の人数は変わっていない

んですけれども、高校教育課と生涯学習課に予

算計上課を組み替えたことで、今回1,000万円、
ここの部分で減額という形で出ております。

【堀江委員】会計年度任用職員とすることによ

って振り分けた部分がありますということです

が、この中には学校図書館職員17名の予算も入
っていますか。学校図書館職員17名は、月給制
が1人、時給制が16人いるんですけれども、そ
れはこの教職員課の会計年度任用職員に入って

いますか。

【上原教職員課長】学校司書については、教職

員課の予算では計上しておりません。

【堀江委員】では、どこに計上されているので

すか。

【本村高校教育課人事管理監】学校司書につき

ましては、横長資料の35ページの中ほどにあり
ます教育指導費の丸の上から3番目、教科等教
育指導費の中に入っております。

【堀江委員】 35ページの教科等教育指導費
3,705万6,000円の中に入っているということ
ですが、そうしますと、教科等教育指導費は前

年度の予算と比べて499万1,000円多いんです。
これを入れたからじゃないけど、どういうふう

になるんですか。学校図書館職員は変わらない

と思うんですが、中身は何ですか。

【鶴田高校教育課長】教科等教育指導費の中の

学校司書に関する予算は1,856万6,000円でご
ざいまして、前年度比15万4,000円増でござい
ます。

【堀江委員】なぜこれを細かく聞くかというと、

これは陳情にも出ている内容なので、ちょっと

予算のところで確認しようと思って聞いている

んです。

要は、私が言いました学校図書館司書の職員

費は、教職員費ではなくて高校教育課のところ

に入っていますよと。その中で学校図書館の職

員の費用につきましては1,856万6,000円と言
われましたけど、これは私がさっき言った月給

制1人、時給制16人、この認識でいいですか。
【本村高校教育課人事管理監】今おっしゃった

17名分でございます。
【堀江委員】そうしますと、会計年度任用職員

と一口に言っても、月給制の人と時給制の人が

いるということですね。その認識でいいですか。

【本村高校教育課人事管理監】ご指摘のとおり

でございます。

【堀江委員】 とりあえず質問を終わります。

【深堀分科会長】 ほかに質問はありませんか。

【下条委員】 私は、1点、今、堀江委員からも
お尋ねがありました特別支援学校教育振興費の

特農連携について、少し深くご質問をしたいと

思います。堀江委員から概要についてのお尋ね

がありましたので、そこは省略をします。

私も、先日の予算決算委員会の総括質疑で農

福連携についてお話をさせていただきました。

これは、農業分野の人材不足と、障害を持つご

利用者の方が生きがいや収入等が得られるとい

うことで、非常にすばらしい取組だなと思って

おります。この新しい時代の特農連携について

も、同じような意見を持っております。前年度
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から比べて本年度が約倍の予算になっておりま

すが、お尋ねはこの中身なんです。

今、概要をお話いただきました。いろんな学

校法人とか、農業法人、農業の関係の方たちと

コミュニケーションをとって推進をしていくと。

この倍になったことによって、広域にもっとも

っとたくさんの方たちとそういった接点を持と

うとされているのか。それとも、幅は一定保っ

たまま、例えば事業化だったりとか、もっとも

っと深くされようとしているのか、これはいか

がでしょぅか。

【分藤特別支援教育課長】委員のご質問ですけ

れども、実際にこの予算が通った暁には、この

研究事業に手を挙げていただく特別支援学校を

募集しようと思いますが、各特別支援学校が設

置されている地域におきまして、例えば近隣に

農業高校がある、ない等、いろいろとパターン

があると思いますので、そのパターンを分析し

た上で、2～3のパターンの中で深く実践してい
き、そこの実践を他の地域に広げていくような

見解を持っております。

【下条委員】わかりました。段階があるという

ことですね。まずは一つ、深くと。

深くということは、例えば就労支援だったり、

Ｂ型、Ａ型ありますけれども、そういった事業

化も。

【分藤特別支援教育課長】まず、この事業で取

り組むことにつきましては、特農連携協議会と

いうものを立ち上げようと思います。ここに農

業法人協会とか、事業対象の特別支援学校の関

係者に集まっていただいて、実際に特別支援学

校の授業、職場実習から就労までの手続や、ま

た職場実習先の情報の集め方など、仕組みをつ

くっていきたいと思います。

また、農業アドバイザーの派遣というものを

やっていきたいと思います。指定した研究校に、

例えば農業法人から作業学習の改善、充実に向

けたアドバイスなどをしていただき、授業改善

をしていきたいと思っております。

その他、特農マルシェというものを考えてお

ります。畑を耕すだけではなくて、栽培したも

のを加工したり、また販売したり、そういった

中で、障害がある方々一人ひとりが、役割分担

などをしっかりと指導していきながら、そうい

った特農マルシェの開催なども考えております。

もちろん、小学部、中学部からのキャリア教

育ということで、小・中学部の農業体験なども

考えております。

よって、先ほど答弁しましたが、事業の中の

メニューとしては広く取り組んでいくというこ

とです。捉え違いをしておりました。訂正させ

ていただきます。

【下条委員】よくわかりました。ありがとうご

ざいます。

なぜ、このような質問をしたかといいますと、

要点が2つありまして、1つが、障害を持ってい
る方の親御さんと話をしまして、学校が終わっ

て卒業する時にどうなるのかなというような不

安を大きく抱えておられます。やはり障害を持

つ方の就労支援というのは大変大きなものであ

るというのが1点。
それから、私はもともと、パソコンでホーム

ページをつくったり印刷物をつくったりという

仕事をしておりまして、この中でなるべく印刷

をそういった障害を持たれている方に何とか受

注、発注できないかと。

すみません、ここからは私が体験をした話な

んですが、何とかできないかなということで何

度かトライをしたことがありますが、お客様に

紹介をしていく中で、なかなか事業化というか、
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本質的に収益につながるまでが難しかったと。

やはり印刷物ですので、ちょっとのずれがあっ

たり、色が出なかったりとか、クレームがあり

まして、なかなか難しかったというような体験

をしております。ですから、単純作業というか、

缶をつぶしたりとか、そういったことになって

いくんですけれども、やはり就労支援は非常に

大切です。しかし、社会とのつながり、本格的

な事業化というのが難しい。

ただ、こういった農作物、私、障害を持って

いる方たちがつくっているものをいただくんで

すよ。非常においしくいただいております。

私は、これは本当に個人的な見解ですが、こ

の農福連携、特農の連携キャリア、ものすごく

大きな可能性を感じております。ぜひ、今ご説

明いただいた予算の中で頑張っていただいて、

どんどんどんどん、できれば最終的な就労支援

につながり、事業化につながる、そしてより生

きがいを持っていただけるというところまで頑

張っていただきたいと思っております。よろし

くお願いします。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【川崎委員】 横長資料の32ページ、統合型校
務支援システムについてお尋ねいたします。

昨年度は、7,500万円以上を予算化して、何校
か取り組まれたということは伺っております。

今年度は、それの効果的な運用のための検討委

員会の設置という予算が計上されています。教

育長の説明資料の中でも、非常に効果があると

いうことでありましたが、どのようなシステム

で、どのような効果を見出されているのかをお

尋ねいたします。

【木村義務教育課長】まず、どのようなシステ

ムかというお尋ねですが、学校の校務一般をつ

かさどる統合的な高機能システムであります。

効果といたしましては、最終的には、この2
年間の委託の期間で8市町205校に導入いたし
ました。これは、導入前の1.4％から41.4％まで
伸びてきております。

実際に勤務時間の調査をしたモデル校が25
校ありますが、その5校によりますと、1日当た
り30分から1時間の勤務時間の短縮ができたと
いうことであります。

【川崎委員】 相当な効果ですね。働き方改革、

大変な重労働である教員の皆様の後方の業務の

効率化ということでは、大変すばらしい成果が

出ていると思います。

導入をされた学校で使っておられた方が、ま

だ導入されていない学校に行くと、また元に戻

るわけで、一律にやって初めて総合的な効果が、

より一層効果が出るんじゃないかと思っている

んですが、早く全体に整備をしていただきたい

と思うんですが、導入の計画についてお尋ねい

たします。

【木村義務教育課長】まず、結論から申し上げ

ますと、今後、導入市町は確実に広がってまい

ります。その背景を簡単に説明させていただき

ます。

もともとこの事業の目的は、各市町のシステ

ムの導入費を補助するものではなく、各市町が

安価で購入できるように、また、今ご指摘があ

ったとおり県全体で導入効果を上げることがで

きるように、県内21市町の共同調達、共同運用
を核とした事業であります。

具体的には、県が主体となりまして、21市町
の意見を取りまとめた長崎県推奨システム、初

期仕様設定のための費用、また、システムの導

入効果を明らかにするための費用への補助とい

うことであります。

その結果どういうことが生まれたかというと、
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市町におきましては、初期仕様設定費用がかか

らない、また、月々の使用料も極めて安価にな

っております。

国のお金を使って導入した学校、先ほど205
校と申し上げましたが、そのうちの32校が整備
費、導入費まで国の補助金、委託金を使いまし

たが、ほかの学校は全て市町の持ち出しで導入

しています。つまり、先ほど申し上げました初

期設定がかからない、また大変安価になったと

いうことが背中を押しております。

先般も導入効果を説明しており、残りの13市
町とも、導入に向けて検討を進めていると伺っ

ております。

【川崎委員】 もう少し具体的に、13市町がい
つまでに全部整備をされるかというところをお

聞かせいただければと思います。

【木村義務教育課長】これは、各市町の予算の

関係がありますので、具体的にここというのは

はっきりは言えませんが、導入については、平

成29年度に話を始めまして、平成30年度からこ
の委託を受けました。その時点では、各市町と

の協議事項の中では5年以内を目標にしようと
いうところで、それぞれ共通理解を図ったとこ

ろであります。

ただ、申し上げましたとおり市町にはそれぞ

れ予算の状況がありますので、これは確約では

ありませんが、どの市町も今検討していただい

ているという進捗状況は報告でいただいており

ます。

【川崎委員】 平成30年度の時点で5年以内だか
ら、あと3年から4年ぐらいという感じでしょう
か。

せっかくここまで効果が見えているというこ

とでありますし、先ほど申し上げました、使っ

ておられた方がそうじゃないところに行くと、

非効率のところに行くというのは非常に、また

不満の一つになろうかと思いますし、早期に整

備をしていただきたいと思います。いかんせん

市町のことであろうかとは思いますが、その有

用性をしっかりとアピールして、市町に認めて

いただいて早期整備ができるよう、引き続きお

願いをいたします。

校舎、体育館の改修に関わることについてお

尋ねします。横長資料の26ページにあります。
勉強会の折にも細かく資料を頂戴いたしました。

まず、学校の校舎、体育館等の整備、改修や

改築等についての考え方ですが、教育委員会が

全部主導でやるんでしょうか。それとも、それ

ぞれの現場から上がってくる要望に応じて検討

していくのか、どちらなんでしょうか。

【日高教育環境整備課長】校舎や体育館の改修

等の箇所づけのやり方ですが、まず学校からヒ

アリングをいたしまして要望書が上がってまい

ります。その中で劣化の状況とかが激しいもの

を私どもでピックアップしまして、土木部営繕

課等の専門職員にも見ていただきながら、私ど

もの方で箇所づけをしております。

【川崎委員】 現場の声が先ということですね、

わかりました。

次に空調の考え方ですが、高校では恐らく全

部ついているんだろうという認識ではあるんで

すが、体育館にも設置をしている自治体が見受

けられます。

今の考え方で、体育館にも空調を設置するこ

とについては、教育委員会はどうお考えなのか

をお尋ねいたします。

【日高教育環境整備課長】 長崎県では、今、普

通教室の空調が、高等学校56校中、ＰＴＡでつ
けていただいているものが43校、それから降灰
対策としまして県費でつけたものが1校、あと
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12校は普通教室にはついていない状況です。そ
のうち1校については、ＰＴＡが設置する使用
許可の申請が提出されましたので、今年の夏は

11校がついていない状況となります。
体育館の空調につきましては、諫早農業高校

の体育館にありますウエイトリフティング場、

こちらが国体のウエイトリフティング競技の会

場になったものですから、その時につけており

ます。

あと、長崎南高校にはダクト式の備品で設置

した空調がございますけれども、設備として空

調をつけているのは諫早農業高校のウエイトリ

フティング場だけでございます。

現在、普通教室に県費での空調をという声も

ございますけれども、そこもままならない状況

でございますので、体育館の空調までは、今の

ところは整備しきれていないという状況でござ

います。

【川崎委員】体育館までは、普通教室もまだな

ので及ばないということでありますが、昨今の

さまざまな気象状況を考え、また生徒の体調を

考えると、これも引き続き検討していただきた

いというふうに思います。

もう一点、耐震化ですが、非構造体への耐震

化状況です。9年前の3.11の東日本大震災の折に
は、躯体の耐震もさることながら、窓ガラスや

屋根材といった非構造物に対する耐震について

も随分議論になったと思っておりますが、長崎

県の学校の非構造体への耐震状況についてはい

かがでしょうか。

【深堀分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時 １分 休憩 ―

― 午後 ４時 ２分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開します。

【日高教育環境整備課長】まず、県立学校の非

構造部材の耐震化は全て終わっております。

小・中学校につきましては、屋内運動場にお

けるつり天井の落下防止対策等が98.8％終わっ
ております。それから、屋内運動場における照

明やバスケットゴールの落下防止柵が81.9％の
設置率でございます。

【川崎委員】ほぼ終わっているということで安

心をいたしましたが、もうちょっとですので、

頑張っていただきたいと思います。

最後に、県立図書館の郷土資料センターの整

備についてです。こちらも進んでいるとは思い

ますが、現在は設計の段階でしょうね、フェー

ズはですね。設計の段階なので、確認をいたし

ます。

一般質問をさせていただいて、公文書の取扱

いで総務部にお尋ねをいたしました。県立図書

館郷土資料センター（仮称）では、公文書コー

ナーを設けて公文書館と同等の機能を整備する

ということでありましたが、そういう認識でよ

ろしいですか。

【吉田新県立図書館整備室長】郷土資料センタ

ーにおける公文書館機能ということかと思いま

す。

郷土資料センターにおきましては、歴史的公

文書の保存スペースを確保することと、郷土資

料センターと歴史的公文書の利用に関する受付

の窓口及び閲覧スペースの供用化というところ

を郷土資料センターが担うこととしております。

【川崎委員】つまり設計の段階では、コーナー

としてはきちんと一定のエリアは確保している

ということなんでしょうが、公文書コーナーと

公文書館との違いということで確認をしたんで

すが、一般質問では「公文書コーナーは公文書

館と同等の機能を持つ」なので、恐らくハード
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的にはそうなんでしょうけど、決定的な違いは

管理の体制が違っています。公文書館は、館長

がいたり、専門の職員がいたり、研究に資する、

そういったところを公文書館法に基づいて配置

をしないといけないということだったんです。

同等というのは、単純にハードのところなんだ

ろうと思います。

公文書コーナーと公文書館の違いで、同等と

いうことであれば、今みたいなソフト面を整備

すると公文書館になり得るんだろうと思うんで

すが、ご見解をいただければと思います。

【吉田新県立図書館整備室長】今、設計中の郷

土資料センターにおきましては、先ほど申し上

げたように、歴史的公文書の保存スペースの確

保と利用に関する窓口、閲覧の供用化というと

ころでのハードの設計を進めているところでご

ざいます。

公文書館にすべきではないかという点につき

ましては、教育委員会としては権限がございま

せんので、一義的には総務部のご判断になるか

と思っております。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【中山委員】 第1号議案の中に教職員の給与費
が1,200億円程度の予算が組み込まれておりま
すので、子どもと向き合う時間の確保について、

ちょっとお尋ねしたいと思います。

「教員の超過勤務の是正を図るとともに、子

どもたちと向き合う時間を確保することが求め

られています」と、そういうふうになっている

んです。

そこで、子どもと向き合う時間というのが一

番大事であるし、これをどう確保するかについ

て今までも質問してきたところでございますが、

改めてお尋ねします。

ちょっとこれはわかりにくいなと思っている

んですけれども、子どもと向き合う時間という

のはどのような時間なのか、どのような状態を

子どもと向きあう時間というのか、まずこの辺

を教えてくれますか。

【本田教育次長】 小・中・高・特別支援学校、

全てであると思いますが、教職員のいわゆる子

どもと向き合う時間ということでありますが、

下にありますように部活動とか、あるいは先ほ

ど義務教育課から話がありました統合型校務支

援システムを活用した事務的業務の時間を削減

することで、実際に子どもとの時間を確保する

というふうに定義したものだと考えているとこ

ろでございます。

【中山委員】私の質問の仕方が悪かったかもし

れませんけれども、子どもと向き合うというの

は、授業で向き合うとか、給食時間で向き合う

とか、休み時間で向き合うとか、呼んで、来て

もらって話をするとか、家庭に行って話をする

とか、向き合い方がいろいろあると思うけれど

も、これは、そのどれを言っているのかという

ことです。

【本田教育次長】やはり子どもとの活動時間を

確保するというふうに考えております。従いま

して、先ほど申し上げた事務的なもの、書類に

向き合う時間とか、そういうものを削減してい

きながら、部活動とか、給食の時間とか、もっ

と言いますと掃除を一緒にするとか、そういう

時間を確保するというふうに考えております。

【中山委員】恐らくそうだろうと思うし、以前

もそういう答弁をしましたよね。

これを読むと、確保が求められているとなっ

ているので、現時点では非常に難しい時間で向

き合っているんだろうと思います。

そうすると、子どもと向き合う時間の確保と

いう中で、現時点でどの程度の時間を確保され
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て、どの程度の時間を確保したいのか。その辺

を明確にせんことには、確保と言ったって理解

しにくいですよ。目標なり何なりきちんとして

おかないことには、確保するのは難しいのでね。

この辺を明確に答えることができますか。

【深堀分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時１０分 休憩 ―

― 午後 ４時１０分 再開 ―

【深堀分科会長】 分科会を再開します。

【高鍋義務教育課人事管理監】具体的に何時間

ということについては、今ここに数字がないん

ですけれども、職員が多忙と感じていることに

ついて、子どもと向き合わない時間につきまし

ては、授業準備とか成績処理、校務分掌、会議

等外部対応、保護者、ＰＴＡ、地域との対応と

いうのが大きな割合を占めております。ここを

いかに少なくしていくかということと捉えてお

ります。

【中山委員】その辺が明確じゃないんですよね。

わかりにくい。子どもと向き合うということは、

子どもと先生との信頼関係をつくっていくと、

それが一番前提になってくるわけだから、それ

に的を絞ってほしい。こういうふうに確保とい

うなら、どの程度確保できていますよと、今後

どの程度確保したいんですよと、その辺がある

程度説明できるようにしておいてほしいという

ことを、これは要望しておきます。まだ今から

委員会が何回かありますからね。

そこで、先ほど次長が言ったように、具体的

に質問します。部活動指導員を配置することに

よって、幾らかは効果があると思いますが、部

活動指導員の配置事業費と配置人数、それと具

体的な効果をどのように見積もっていますか。

【松﨑体育保健課長】部活動指導員については、

今年度から学校に配置をしております。学校の

方からは、効果としては、委員からありました

子どもと向き合うという視点でいけば、例えば

放課後に進路指導や生徒会活動を、本務者がそ

ちらに関わることができるとか、そういう時間

が確保できたと、そのような声も上がっており

ます。

委員が先ほど言われました時間の確保という

点で、我々も、どれぐらい教職員の負担が減る

か、部活動指導員1人に対してどれぐらいの負
担軽減につながるかというところをこれからも

研究していきたいと思っております。

【中山委員】 いや、研究じゃないですよ、急い

でやらないと。

今回、文化部を含めて何人配置をして、その

結果として、配置校についてはどの程度の軽減

ができたと、ある程度きちんとした聞き取り調

査をぜひやってほしいと思いますので、今後も

ありますので、ぜひ調べておいてくださいね。

【松﨑体育保健課長】実は、今年度も一定の数

字は調べております。ただ、1人の部活動指導
員を体育館に配置したことによって、例えば部

活動指導員がバレーで配置されますと、ところ

が一緒に体育館でする他の部活動、バスケット

ボールとか卓球とか、生徒指導とか、ほかの教

員にどれだけ波及したかというところを、今か

らもう少し研究していきたいと思っております。

【中山委員】私の希望は、この部活動指導員を

積極的に配置してほしいということなんですよ。

効果が出ていないから配置していないんだろう

と、そういうふうにとってもおかしくないわけ

であってね。効果があるならば積極的に登用し

てほしいという気持ちがあったものだから質問

したので、ぜひ、よく精査して推進に取り組ん

でいただきたいと思います。
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先ほど川崎委員から統合型校務支援システム

の効果等については質問がありましたので、こ

れについてはもう聞きませんけれども、補正予

算で4,894万円減額していますよね。していない
のかな。しているだろう。これはどういう理由

で減額したのか。

【木村義務教育課長】国からの委託金の減額に

よるものです。

もともと当初予算では、平成30年度と同様、
統合型校務支援システム、長崎推奨システムの

導入費用まで積算し国に求めていたわけですけ

れども、国の事業そのものが縮小し、主に導入

した先のシステム検証のためのランニングコス

トのみが委託の対象となりまして、委託金が大

幅に減額されたということであります。

【中山委員】今説明を受けたらわかりましたけ

れども、ぜひ川崎委員が質問したように、全校

実施に向けて、13市町ということでありました
から、全力挙げて取り組んでいただきますよう

に要望しておきたいと思います。

最後に、子どもと向き合うということは非常

に大事だと考えておりまして、一人の先生が向

き合う時間を確保することも大事だけれども、

学校単位でどう向き合うかというのも一つのポ

イントになってくると考えておりますので、学

校内でのそのための教職員同士の信頼関係の醸

成であるとか、連携の強化について、今年度取

り組むことがあれば説明していただけますか。

【木村義務教育課長】まず、一人の教員が背負

わないというのは、委員がおっしゃるとおりで

あります。これまでも同様に、そうしないよう

にチーム学校という考え方で研修及び人員体制

を増やしてまいりました。

本年度、新たに事業を増やして人を増やすと

か、また、そのための取り立てての研修という

のはございませんけれども、ご承知のとおり新

学習指導要領にしても、不登校対策等生徒指導

の問題にしても、教員の横のつながりはもちろ

んのことながら、スクールカウンセラーとか、

今話題になった部活動指導員とか、多くの人間

が力を合わせて取り組んでいく学校経営という

のは一層重要性を増しておりますので、このこ

とにつきましては、さまざまな研修会で校長及

びその担当者に話をしていきながら充実してい

きたいと、このことは変わらず続けていこうと

思っております。

【中山委員】 私があえて言ったのは、この前、

予算総括で話しましたように、今、教育改革の

真っただ中にあるので、皆さん方もそれなりに

覚悟を決めて取り組んでいると思うけれども、

1万3,000人近くの先生たちは、それにすぐ対応
できる人もおろうし、なかなか対応が難しい人

もおるだろう。そうなると、校長先生を中心と

した学校のまとまりというか、一体感が非常に

大事になってくると考えておりますので、さら

に特別に取り組むことはないということであり

ましたけれども、ぜひ、それについてひとつ適

宜に指導して、校長先生のリーダーシップを発

揮するとともに、チーム学校力を高めるための

指導をしていただきますように要望しておきた

いと思います。

それと、あと1点、大変いい事業を始めたな
というふうに実は私は思っておりまして、ふる

さと教育推進対策費の中で、ふるさとを活性化

するキャリア教育充実事業ということで、本年

度からでしたか、中学校6校をモデル校にして、
これを進めたということで、非常に期待してい

るわけです。この6校について、いろいろ事例
が挙がっていると思いますけれども、どういう

成果が上がってきているのか。



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 109 -

そして、今年度、これはまた新たに305万円
組んでいますので、今年度はどういう形でこれ

を進めていこうとしているのか、お尋ねしたい

と思います。

【木村義務教育課長】今ご指摘のありました事

業につきましては、中学生のふるさとの未来を

担おうとする意欲や実践力の向上と、本県産業

への正しい理解の促進を目的に今年度から始め

ました。

内容は、これまでの職場体験学習にとどまる

ことなく、県内で活躍する企業や地域の方々と

協力をしながら、例えば模擬会社を設立するな

ど、主体的、探究的に職業体験学習を行うこと

によって、ふるさとを愛し、誇りに思う心情と

併せて、地域を担う人材としての資質、能力、

チャレンジ精神、問題を感じる力、問題を解決

していく時の企画力、コミュニケーション力、

そして表現、プレゼンテーション、こういう力

を身につけさせていくことが重要だと考え、地

域を大きく分けて、地域ごとに1校ずつという
ことで、まず6校を指定した次第であります。
幾つか事例を申し上げれば、長与町立高田中

学校では、一般質問で教育長も申し上げました

が、学校では梅がとれるわけですけれども、梅

干を地域の方から教えてもらってつくり、そし

てそれを商品開発するということで市場調査を

行ったりしながら、株式を発行し、お金を集め、

そして、もうけたお金は、もちろん決算報告も

しながら、さらに何か地域のためにできないか

という活動を展開しております。

また、長崎市立野母崎中学校では、イセエビ

祭りという地域の祭りがありますので、それを

教材化しまして、ここも商工会からお金を借り

まして、商品を開発したり売ったりしていきな

がらお金をお返しするんですが、その過程でも、

屋台のような商売ですので、安全な水のために

は保健所に許可を得なければならないとか、さ

まざま課題を乗り越えてやり遂げております。

こういう展開を、それぞれ実態に応じて、各6
地域でやっております。

一番いいのは、中学生がすごく意欲的に活躍

しているということと、その姿を見ている地元

の方が大変喜んでおられる、期待しておられる

ということです。

予算が増えているんですけれども、これは来

年度、8地域に中学校を拡大しまして、実践事
例をもっと増やしていこうということと、実践

事例を県内の全ての方々、中学校に情報発信す

るためのフォーラムをしたい。また、その次の

年以降は全ての学校でチャレンジしていただき

たいので、チャレンジするために8校の取組を
まとめたマニュアルを作成したい、このあたり

を新しい予算として計上しているところであり

ます。

【中山委員】今、課長から力強く答弁いただい

て、なおさらうれしくなってきたところでござ

います。

やはりこれからは、この長崎の状況を見た時

に、起業精神を中学生、また小学生時代から、

地域と一緒になって自分たちが、自分たちの仲

間、また先輩と一緒になって考えてやっていく

ということは、その人の将来に大きな力を与え

てくれるものと確信しているわけでございます

ので、高田中学校や野母崎中学校のこれは、ぜ

ひ進めてほしいと思います。

高田中学校では、今年、株式会社を設立して

いますね。来年度、再来年度と、この継続につ

いてはどのような形になっていくんですか。

【木村義務教育課長】まず、結論から申します

と、学年を変えて継続をしていきます。



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月９日）

- 110 -

私が聞いたところによりますと、高田中学校

の事例では、来年度決算報告をしまして、株主

に対しては梅干を再び返すらしいんですけれど

も、株主が出資した資金を元に新しい計画を立

て、さらに株主に説明をして展開をしていくと

伺っています。

このように、それぞれの学校で、学年を変え

ていきながら、全ての子どもたちが中学校の中

で経験できるような学習プログラムをつくって

いるところであります。

【中山委員】 モデル校6校、今年2校をプラス
するということでありましたけれども、これを

全校に普及というか、活用してもらうように手

だてをしていかないといかんと私自身は思うん

だけれども、当初、これは幾らか予算を学校に、

モデル校ということで予算を提供しているんだ

と思うんですが、どの程度提供しているんです

か。

【木村義務教育課長】 予算は、1校当たり30万
円程度をつけております。

先ほど、長崎県の産業を正しく理解してほし

いという話をしましたが、いろんな企業を見て

回る交通費とか、いろんなものに使っていただ

けるよう配当しています。

【中山委員】それでは、これを全校にする時に

は、高田中学校ではこういう事例がありました

よと、真似しなさいよというのは、あなたたち

の専門ですね、それは、真似しなさいと。

ただ、初期の活動資金の30万円を支給します
よとなれば広がっていく可能性があるけれども、

これはもう出しませんよということになるのか

どうか、その辺はどうですか。

【木村義務教育課長】この事業は次年度までで

ありますので、各学校にお金を出すのは、今の

ところ次年度までということにしております。

あくまでもモデルをつくるため、また指定校で

実践、検証するための予算でありますので、全

ての学校で一般化する時には、予算を各学校に

つける予定にはしておりません。

【中山委員】その辺を今後、発想の転換をして

いかんことには、モデル事業をやった、効果が

出た、それを右に倣えでやりなさいという従来

のモデル事業のあり方については抜本的に見直

しをしていって、いいものについてはやってい

いじゃないですか。徐々に増やしていけばいい

わけだから、全校に一遍にできんでもね。

ぜひ、2年ということでは全然物足りないと
思いますよ。ぜひこれは継続してやっていただ

くことを強く要望したいと思います。

これは新年度までということですか。令和2
年度ということですか。（「新年度までです」

と呼ぶ者あり）それでは、一応新年度までつい

ているということですから、委員会でこれから

もまた、次の令和3年度についても予算組みで
きるようにお願いしていかないといけないと思

います。ぜひこれは進めてほしいということを

強く申し上げて質問を終わります。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【赤木委員】 大きく2点、お伺いしたいと思い
ます。横長資料の24ページになります。補正予
算でもありましたすいすいスクールネットワー

ク整備事業についてお伺いします。

こちらに4,100万円の予算がついていますが、
補正予算で8億6,000万円ほどついていたと思
います。これを合わせたら9億円ぐらいになる
んですけれども、このネットワーク整備事業に

は、今のところ9億円ぐらいを想定して進めて
いる、全額で9億円かかるということで今回
4,100万円になったのか、そこをお伺いしたいと
思います。
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【日高教育環境整備課長】委員ご指摘のとおり、

先議の補正予算で8億6,000万円ほどつけてい
ただきましたが、これはネットワークの配線と

各教室へのアクセスポイントの設置、言うなれ

ば工事費になります。

今回当初予算でお願いしております4,187万
5,000円につきましては、既存のパソコン室のパ
ソコンをアクセスポイントに接続するための設

定費の委託費、それから、工事が今年の12月く
らいに終わりますから、来年1月から3月までの
通信費を計上しております。

【赤木委員】 わかりました。

ちなみにこちらのセキュリティは、新しいネ

ットワークを引くということですけれども、セ

キュリティはどのような形になるでしょうか。

【島村政策監】セキュリティの話ですけれども、

従来は職員室と生徒が使うネットワークは同一

のネットワークでしたので、逆に言うと生徒の

自由度がない状態で使っていたというのが現実

でございます。そのため、遠隔教育を始めよう

としますと、その設定変更だけですごく時間が

かかっていました。

今回のネットワーク改変に伴って、守るべき

ネットワークと、生徒は比較的自由なネットワ

ークをまず分離しましょうと。その上で生徒は、

外のクラウドを利用したり、自分たちがいろん

な情報発信をして、ほかの学校と遠隔教育だっ

たり、お互いの学びを深めていこうと考えてお

ります。

そういうふうに、守るべきは従来どおりきっ

ちり守るという考え方で運用を考えております。

【赤木委員】もちろん健全な教育のもと、生徒

たちの成長を阻害しないような、私もまだ勉強

しないといけないんですが、バランスのとれた

環境をお願いいたします。

次に、42ページの対馬歴史研究センター費に
ついてです。こちらは、説明資料にもありまし

たけれども、今度の4月に開館予定となってお
りますが、対馬市と県とのすみ分けはどのよう

になっているのか、お伺いします。

【草野学芸文化課長】対馬歴史民俗資料館とい

うのはこれまでもあったのですが、対馬市が新

たに対馬博物館を建設いたしまして、その中に

一体的に整備するということで、宗家文書等の

調査研究機関を県が設置します。博物館そのも

のは対馬市の方でということで、一体的な建物

ですけれども、管理運営は別々に行うようにな

ります。その際に、県の方の施設管理運営費を

負担金という形で対馬市に納めるという形にな

ります。

歴史研究センターが入る博物館の本体は昨年

7月末に完成し、12月まで宗家文書等の資料8万
点を移設しておりました。

研究センターになる県の施設の方は、令和2
年4月の組織設置を目指して、今、調整をして
おりますが、博物館そのものは、この後、歴史

民俗資料館を対馬市が改築して、新たにBゾー
ンというガイダンス施設を建築して、令和2年
度末までの完成を目指して準備を進めていると

ころです。ですから、博物館の方のグランドオ

ープンはまだできていません。そういう状況で

進めているところです。

【赤木委員】私も議員になって、まだ対馬に行

っていないので、しっかりとこちらの方も注視

しながら、行きたいと思いますので、どうぞよ

ろしくお願いします。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【堀江委員】 すみません、3点だけ質問が残っ
ておりまして、お願いをしたいと思います。

横長資料44ページの体育保健課、学校体育振
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興費の中の部活動指導員配置事業費、これは2
年目の事業です。1,218万円は、昨年度の横長資
料と比較をいたしますと282万2,000円の増に
なっています。

どういう配置かということでお尋ねしたいん

ですが、私の手元に、昨年度の当初予算の時に

運動部活動指導員配置事業費というのがありま

して、県立高校で11名、県立中学校で1名、市
町村立中学校で21名、33名の運動部活動指導員
を配置しますという説明があっていたんですが、

この人数が増えるということなのか。それとも、

1,600円で2時間、3回というのがあるんですが、
1人が受け持つ単位が増えるということなのか、
プラスの予算の中身について説明をお願いしま

す。

【松﨑体育保健課長】予算の中身ですけれども、

今、委員が言われた前者の方で、人数が2人増
えております。ですから、トータルで35名とい
うことになります。

それと、増える要素としては、次年度から国

の補助の制度が交通費もプラスされますので、

その分を計上しております。

【堀江委員】 ちなみに、増える2名というのは
県立高校ですか、県立中学校ですか、市町立中

学校ですか。

【草野学芸文化課長】 令和2年度から、文化部
活動にも部活動指導員を配置するように計画を

しておりまして、その2名分の予算90万5,000円
でございます。

【堀江委員】体育系の運動部だけでなく文化部

活動にも資するということで、私が質問した、

どこに増えるんですか。

【草野学芸文化課長】今のところ、市町の配置

希望はございませんので、高校に2名を配置す
るような形で準備を進めております。

【堀江委員】部活動指導員というのは、いわゆ

る体育系の指導員かというふうに思っておりま

したけれども、文化部活動にも配置をされる。

しかも、予算の措置としては国の新たな予算も

活用するということで理解をいたしました。

もう一つ、横長資料の35ページ、高校生の離
島留学推進事業費について質問いたします。こ

この説明に書かれてある内容は、県外からの留

学生に対する帰省費補助の創設、つまり、これ

までにない事業をつくりますよということなん

ですけれども、昨年度の横長資料と比較します

と263万円減になっているんですが、これまで
の事業にプラス、新たに県外への帰省費用をつ

けるということですが、263万円減るのはどう
してですか。

【鶴田高校教育課長】離島留学推進事業につい

ては、離島活性化交付金の制度改正によりまし

て、ホームステイ補助金が国からの補助の対象

となりました。したがいまして、県が負担をし

ていた一人当たり1カ月1万5,000円を1万円に
減額しましたので、その減額分で528万円減っ
ております。

一方で、今回、県外からの留学生の帰省費補

助金を創設しております。これが175万8,000円
の予算でございますので、トータルしますと若

干減っているという状況でございます。

【堀江委員】理解いたしました。事業そのもの

が減になったということではなく、活用できる

予算を活用したというふうに理解をいたしまし

た。

最後にします。横長資料の31ページの最後、
学力向上対策事業費の長崎県学力調査実施事業

費70万5,000円減なんですが、これは事務費の
減ですか。

【木村義務教育課長】県学力調査の調査教科は、
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全国学力調査とかぶらないように行っています。

予算は新年度の予算ですが、実はもう一つ先、

今年から言えば再来年度の問題を作成すること

になります。その費用です。

再来年、全国学力調査で理科が行われます。

そこで、県学力調査では理科を行いません。県

学力調査の理科の印刷予算が不要になりますの

で、その減額分であります。

【堀江委員】ちょっと待ってくださいね。県の

学力調査は、小学校5年生と中学校2年生ですよ
ね。全国学力調査は小学校6年生と中学校3年生
ですよね。これは町もやっているのかな、市立

も学年でやっていますよね。これはもうほとん

ど毎年、子どもたちは学力テストを受けること

になるんですか。市町の状況を教えてください。

【木村義務教育課長】まず、念のために県学力

調査ですが、小学校の5年生で国語と算数、中
学校2年生で国語と数学、そして理科につきま
しては小6で、英語につきましては中3で、全国
学力調査がない年に行っております。

次に、お尋ねの県内の各市町につきましては、

5年生、6年生を外した学年において17市町で独
自の学力調査を実施していると私は伺っている

ところであります。

【堀江委員】そうしますと、私の認識が間違っ

ていたら許していただきたいんですが、3年生、
4年生は市町でやって、5年生が県でやって、6
年生が全国でやって、中1がどうなるかですけ
ど、中2を長崎県でやって、中3を全国でやる。
だから、子どもたちにしてみれば毎年学力テス

トですよね。

これはいわゆる調査、要するにサンプルをと

るだけだったら抽出でいいんじゃないかという

ことが長く言われておりまして、その点につい

てはどうですか。

【木村義務教育課長】今、例をおっしゃいまし

たが、それはそれぞれの市町で違いますので、

前もって念のために申し上げておきます。

サンプルをとるという考え方は本県ではもっ

ておりません。児童生徒に自らの進路を実現す

るための学力や社会性をつけるというのは、義

務教育の責任であり役割でありますので、一人

ひとりに学力をつけるために調査を行っており

ます。ですから、サンプルでは私どもは判断で

きないというふうに思っています。一人ひとり

に丁寧に力をつけるということが目標でござい

ますので、長崎県としては小学校5年生、中学
校2年生を中心にやっておりますが、そういう
趣旨で他市町もそれぞれの考え方で他学年に学

力調査を広げているものというふうに認識して

います。

【堀江委員】長崎県の学力調査は、全国の学力

調査を一つのゴールと言ってはおかしいですか

ね、そこを中心として県もやり、もちろん自治

体によって違うんですけど、市町独自にもやる

という状況がつくられています。

この中で、一つは抽出でいいんじゃないかと

いう意見、課長は、いやいやそれではだめだと

思っているということですが、もう一つは、こ

のことによって、国連の子どもの権利委員会が

昨年2月に、子どもにとってあまりにも競争的
な日本の教育環境を改善するようにということ

で日本政府に勧告をしています。もちろんこの

ことは政府が対応する問題ではあるんですけれ

ども、勧告を受けたということについて、課長

の私見としてはどう考えますか。

【木村義務教育課長】私の私見を述べさせてい

ただければ、私はただ、子どもたちにしっかり

と力をつけさせて大人にしたいとおもっており

ます。
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教育の目標は、人格の完成です。ですから、

その子どもたちが大人になった時に、自分が、

例えば社会のためにとか、自分の夢の実現のた

めにとか、そういうベースとなる力をつけるた

めに、制度として義務教育があり、内容として

学習指導要領があり、検証の一つとして学力調

査があります。

よって、必ずこれは子ども一人ひとりに返り

ます。競争ではなく、子ども一人ひとりに返る

ものだというふうに、私見でございますが、私

は、教員としては思っております。

【堀江委員】長崎県学力調査が初めて予算に計

上された時、私は反対の論陣を張りました。そ

ういう意味では、私はその時と変わっておりま

せんし、ここはやり取りをする場面ではないと

思いますし、私としては義務教育課長の私見を

答弁として求めたところです。終わります。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【石本副会長】 1点だけ確認させてください。
一般質問でも出したわけですけれども、横長

資料でいくと42ページの埋蔵文化財センター
費というのがございます。ここでは埋蔵文化財

センターの運営管理費並びに壱岐の原の辻遺跡

の調査研究・保存活用となっています。

私は、鷹島の神崎遺跡の保存並びに活用につ

いて知事答弁を求めたわけですが、これまで何

度も松浦市から要望を上げて、県の重点項目の

一つとして国に対しても要望をされているわけ

ですけれども、今回の埋蔵文化財センター費の

中身と、鷹島の神崎遺跡の関連事業費としては

どういうものがあるのか、確認をしたいと思い

ます。

【草野学芸文化課長】埋蔵文化財センター費の

主なものは、壱岐にあります埋蔵文化財センタ

ーの管理運営費の部分と、原の辻遺跡の調査研

究・保存活用事業費という形で予算計上してお

ります。

鷹島神崎遺跡の発掘調査の研究などの予算に

ついては、その上の文化財保存費になります。

これについては、松浦市が、今、発掘調査や音

波探査、突き棒調査といった調査事業をしてお

り、この分の補助事業として、国が2分の1の予
算を補助し、県は国庫補助残額の5分の2以内の
範囲で継ぎ足しの補助を行っております。

【石本副会長】文化財保存費のうち、鷹島にか

かる分はどれぐらいあるんですか。

【草野学芸文化課長】 平成31年度の総事業費
が1,504万6,000円になります。国が半分の752
万3,000円で、県の方は5分の2以内ということ
で150万4,000円を継ぎ足し補助しております。
令和2年度の予算が1,015万8,000円、国が507
万9,000円で、県費が121万8,000円を予算計上
しているところでございます。

【石本副会長】金額もありますけれども、国の

唯一の水中遺跡ということで指定されている状

況でありますし、県としてももっともっとしっ

かりと力を入れて、この専門の研究センターの

設置について、今後しっかりと対応をお願いし

たいと思いますので、よろしくお願いします。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第1号議案のうち関係部分につい
て、教育委員会の予算1,352億9,976万円のうち、
職員給与費は1,199億9,420万円、89％を構成し
ます。もちろん、この予算については賛成です。

どの子にも確かな学力をと、長時間労働と言わ
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れる中で子どもに寄り添い、日ごろから非常に

頑張っておられる教職員の皆さんに敬意を表し

ます。

しかし、その中で、先ほど私が言いましたが、

本予算とは直接関係ありませんけれども、全国

学力調査に伴いまして長崎県の学力調査が実施

されていることについて、私は賛成できません。

全国学力テストは、全員参加ではなくサンプ

ル調査にしてほしいという意見書が、昨年、四

国のある町から出されるような状況です。

もちろん、サンプルではないので全てやって

ほしいというご意見もあるかと思いますが、全

員やることによって、子どもに多大なストレス、

それから先生方の過重負担、これは避けられな

いというふうに思います。何も全国の学力調査

を参考にしなくても、私は対応できるというふ

うに思っております。

2つ目には、委員会の審議で行います第38号
議案「市町村立学校県費負担教職員定数条例及

び県立学校職員定数条例の一部を改正する条

例」で、今年もまた先生方を減らすということ

です。

この予算につきましては、長崎県は、単独で

先生を雇用するという立場はとりません。秋田

県のように、県単独で先生方を増やすと、そう

した対応をとってほしいという思いもあります。

さらには、スクールソーシャルワーカーをは

じめといたしまして、いじめの対応にも、そう

した先生方をさらに増やしてほしいという思い

もありまして、賛同できないということを申し

上げておきたいと思います。

【深堀分科会長】これをもって、討論を終了い

たします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第1号議案について採決いたします。
第1号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【深堀分科会長】 起立多数。

よって、第1号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

次に、第77号議案については、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第77号議案については原案のとおり
可決すべきものと決定されました。

審査の途中ですが、本日の審査はこれにてと

どめ、明日は午前10時より教育委員会の審査を
継続いたします。

これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時４９分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１０日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時２６分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 深堀ひろし 君

副委員長(副会長) 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 本田 道明 君

総 務 課 長 中尾美恵子 君

県立学校改革推進室長 小野下和宏 君

福利 厚生室 長 竹中  望 君

教育環境整備課長 日高 真吾 君

教 職 員 課 長 上原 大善 君

義務 教育課 長

（ 参 事 監 ）
木村 国広 君

義務教育課人事管理監 高鍋 洋 君

高校 教育課 長 鶴田 栄次 君

高校教育課人事管理監 本村 公秀 君

高 校 教 育 課

児童生徒支援室長
立木 貴文 君

特別支援教育課長 分藤 賢之 君

生涯 学習課 長 山口 千樹 君

新県立図書館整備室長 吉田 和弘 君

学芸 文化課 長 草野 悦郎 君

体育 保健課 長 松﨑 耕士 君

体育保健課体育指導監 小柳 勝彦 君

教育センター所長 林田 和喜 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【深堀委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

昨日に引き続き、教育委員会関係の審査を行

います。

議案を議題といたします。

教育長より、総括説明をお願いいたします。

【池松教育長】 おはようございます。

教育委員会関係の議案についてご説明いたし

ます。

文教厚生委員会関係議案説明資料、教育委員

会の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第20号議案「職員の服務の宣誓に関する条例及
び議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補

償等に関する条例の一部を改正する条例」、第

21号議案「職員の勤務時間、休暇等に関する条
例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、
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休暇等に関する条例の一部を改正する条例」、

第38号議案「市町村立学校県費負担教職員定数
条例及び県立学校職員定数条例の一部を改正す

る条例」、第39号議案「義務教育諸学校等の教
育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

の一部を改正する条例」、第40号議案「長崎県
文化財保護条例等の一部を改正する条例」、第

41号議案「長崎県立対馬歴史民俗資料館条例を
廃止する条例」、第76号議案「第三期長崎県立
高等学校改革基本方針について」であります。

第20号議案「職員の服務の宣誓に関する条例
及び議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例の一部を改正する条例」は、

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する

法律の公布による会計年度任用職員制度の創設

に伴い、関係条例について所要の改正をしよう

とするものであります。

第21号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す
る条例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務

時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条

例」は、柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意

することで、職員がその能力を十分発揮しなが

ら、効率的に勤務できる環境を整備し、公務能

率の向上につなげるため、関係条例について所

要の改正をしようとするものであります。

第38号議案「市町村立学校県費負担教職員定
数条例及び県立学校職員定数条例の一部を改正

する条例」は、児童生徒数等により算定される

教職員定数の増減などに伴い、関係条例につい

て所要の改正をしようとするものであります。

第39号議案「義務教育諸学校等の教育職員の
給与等に関する特別措置に関する条例の一部を

改正する条例」は、公立の義務教育諸学校等の

教育職員の給与等に関する特別措置法の改正に

伴い、教育職員の業務の量の適切な管理等を行

うよう所要の改正をしようとするものでありま

す。

第40号議案「長崎県文化財保護条例等の一部
を改正する条例」は、文化財保護法及び地方教

育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律の施行等に伴い、関係条例について

所要の改正をしようとするものであります。

第41号議案「長崎県立対馬歴史民俗資料館条
例を廃止する条例」は、公の施設としての長崎

県立対馬歴史民俗資料館の博物館機能を対馬市

が整備する対馬博物館へ移転し、調査研究を行

う地方機関として組織改編を行うにあたり、当

該施設の設置及びその管理に関する事項を定め

た条例を廃止しようとするものであります。

第76号議案「第三期長崎県立高等学校改革基
本方針について」は、現在の第二期長崎県立高

等学校改革基本方針が令和2年度で終期を迎え
ることから、新たに令和3年度から10年間の県
立高等学校の教育改革や適正配置等に関する基

本的な考え方について定めるため、「長崎県行

政にかかる基本的な計画について議会の議決事

件と定める条例」第2条の規定に基づき、議会
の議決を得ようとするものであります。

なお、第21号・第39号・第40号・第76号議案
については、後ほど担当課・室から補足説明い

たします。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。3ページをご覧ください。
長崎県立学校の教育職員の勤務時間の上限に

関する方針について。

県教育委員会では、教育職員の業務量の適切

な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を

図るため、「長崎県立学校の教育職員の勤務時

間の上限に関する方針」を策定することとして

おります。
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本方針では、教育職員における長時間勤務を

是正し、児童生徒に対して効果的な教育活動を

持続的に行うことができる環境を作り出すこと

を目指して、勤務時間の上限や留意事項等を定

めることとしております。

教育職員の業務負担の軽減に向けて、令和2
年度から本方針に基づき取り組んでまいります。

なお、具体的な内容については、後ほど担当課

から補足説明いたします。

4ページをご覧ください。
新規高等学校卒業者の就職状況について。

本県の公立高等学校における新規卒業者の就

職内定率は、高校教育課の調査結果によると1
月末現在で97.0％と、前年（96.6％）と同程度
の水準で推移しております。また、県内就職割

合は63.3％と、前年同期（59.3％）を4.0ポイン
トと大きく上回り、1月末時点の記録が残る平
成23年度以降で最高の値となっております。
県教育委員会では、これまで、キャリアサポ

ートスタッフの配置など県内就職希望者を支援

する事業を展開するとともに、長崎労働局や産

業労働部など関係機関と連携して県内企業に対

して採用枠拡大と早期求人を要請するなど、高

校生の就職支援に取り組んでまいりました。ま

た、今年度から、新たに県内就職支援プロジェ

クトチームを立ち上げ、各高等学校を定期的に

訪問指導するなど、県内就職支援に努めてまい

りました。このような取組の成果が着実に実を

結んでいると考えております。

令和2年度においても、多様化する進路希望
に応える教育を充実していくとともに、関係機

関との更なる連携強化を図り、就職を希望する

高校生の就職支援に努めてまいります。

5ページをご覧ください。
長崎県立世知原少年自然の家の廃止について。

令和元年11月定例県議会文教厚生委員会に
おきまして、長崎県立世知原少年自然の家につ

いては、令和2年度末の廃止に向け、準備を進
めてまいりますことを表明いたしました。この

間、利用者など関係の皆様から様々なご意見を

いただいたところであり、佐世保青少年の天地

への施設集約後の受け入れ体制に係るより詳細

な検証と体験活動プログラム等の充実を図った

うえで、関係の方々により一層ご理解いただく

ためには、一定の時間が必要であると判断し、

施設の廃止時期を令和2年度末から延期したい
と考えております。

6ページをご覧ください。
県庁舎跡地の埋蔵文化財発掘調査について。

県庁舎跡地の埋蔵文化財発掘調査については、

昨年10月から1月までの3カ月をかけ範囲確認
調査を実施し、去る2月5日に調査結果の概要を
公表いたしました。

調査においては、旧県庁本館下の大部分では

井戸遺構を除いて江戸期の遺構等を含まない地

山であることを確認した一方で、県庁舎跡地南

側の旧立体駐車場付近では江戸期前半の石垣や

町屋の遺構が確認されたほか、西側付近では江

戸期前半の瓦、陶磁器片などが混入した複数の

土層を確認することができました。

今後は、これまでの調査結果や文化財の専門

家の意見も踏まえながら、県関係部局等と遺跡

の取扱いや調査の範囲等について協議してまい

ります。

7ページをご覧ください。
教職員の不祥事について。

昨年4月から6月にかけて、担任を受け持って
いる児童に対し、発達段階や障害の状況に応じ

た配慮を怠り、適正な範囲を超えた大声での威

圧的な指導を継続的に行ったことにより精神的
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苦痛を与えた県立特別支援学校教諭を2月14日
付けで懲戒戒告処分といたしました。

教職員による相次ぐ不祥事の発生を受け、県

内の教育関係者が総力を挙げて不祥事根絶と信

頼回復に向けて取り組んでいる中、このような

不祥事が発生したことは、学校教育に対する信

頼と期待を裏切り、県民に失望と不信感を与え

るものであり、県議会をはじめ県民の皆様に対

し、深くお詫びを申し上げます。

強い危機感を持って、今後も、全教職員に対

し、教育に携わる職にあることの自覚を厳しく

促し、教育的配慮を欠いた不適切な指導は児童

生徒の人権を踏みにじり、回復困難な精神的苦

痛を与え、学ぶ権利を侵害する重大な非違行為

であることを強く認識させるとともに、すべて

の教育関係者と力を合わせ、不祥事根絶と信頼

回復に向けた実効ある取組の推進に全力を傾け

てまいります。

そのほか、障害者活躍推進計画について、第

1回長崎県中学生ビブリオバトル大会について、
「子ども県展」の開催について、文化財の指定

について、地方創生の推進についての内容につ

いては、文教厚生委員会関係議案説明資料に記

載させていただいております。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【深堀委員長】次に、総務課長より補足説明を

お願いいたします。

【中尾総務課長】 第21号議案「職員の勤務時
間、休暇等に関する条例及び市町村立学校県費

負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の

一部を改正する条例」について、補足してご説

明をいたします。

文教厚生委員会説明資料、横長の資料の2ペ
ージをご覧ください。

改正要旨につきましては、柔軟で多様な勤務

形態の選択肢を用意することで、職員がその能

力を十分に発揮しながら効率的に勤務できる環

境を整備し、公務能率の向上につなげるため、

フレックスタイム制を導入し、制度利用者の勤

務時間の割振り等について条例に規定をするも

のであります。

改正内容につきましては、（1）職員の勤務
時間、休暇等に関する条例の一部改正によりま

して、4週間を超えない範囲内で、週を単位と
して定められた期間について、1週当たりの平
均勤務時間が38時間45分となるよう割振るこ
とを可能とするものであります。

また、併せて、子の養育または配偶者等の介

護を行う職員及び障害者である職員については、

従来の週休日に加えて週休日を1日設け、定め
られた期間について1週あたりの平均勤務時間
38時間45分となるよう割振ることを可能とす
るものであります。

対象職員については、早朝・夜間の業務対応

など、勤務時間を柔軟に割振ることで、公務能

率の向上につながる業務に従事する職員、また、

育児・介護を行う職員及び障害者である職員で

ございます。

なお、変則勤務職員、臨時的任用職員、再任

用短時間勤務職員、育児短時間勤務中の職員及

び会計年度任用職員は対象外としております。

参考としまして勤務時間の設定を掲載してお

りますとおり、単位期間については4週間を超
えない範囲で、育児・介護を行う職員及び障害

を持つ職員については1週間から4週間単位で
それぞれ選択を可能としております。

また、全ての職員が勤務するコアタイム時間



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１０日）

- 121 -

を設け、コアタイム以外の時間帯は午前7時か
ら午後10時の間で勤務時間を設定し、1日の最
低勤務時間は4時間、最長の勤務時間は12時間
としております。

次に、（2）市町村立学校県費負担教職員の
勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正につ

きましては、市町村立学校県費負担教職員につ

いても、制度を導入することに伴い、読替え規

定を追加するものでございます。

これらの施行日は、令和2年4月1日としてお
ります。

補足説明につきましては以上でございます。

ご審議をよろしくお願いいたします。

【深堀委員長】次に、高校教育課人事管理監よ

り補足説明をお願いいたします。

【本村高校教育課人事管理監】第39号議案「義
務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置に関する条例の一部を改正する条例」に

ついて、補足してご説明いたします。

横長資料の5ページをご覧ください。
1の改正要旨についてです。昨年の令和元年

12月11日に、公立の義務教育諸学校等の教育職
員の給与等に関する特別措置法の一部を改正す

る法律が公布され、同法第7条におきまして、
「文部科学大臣は教育職員の業務量の適切な管

理等に関する指針を定める」と規定されました。

そのことを受けまして、文部科学省は、令和

2年1月17日、「公立学校の教育職員の業務量の
適切な管理その他教育職員の服務を監督する教

育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図

るために講ずべき措置に関する指針」を告示し、

その中で都道府県の講ずべき措置として、都道

府県におきましては、服務監督教育委員会が定

める上限方針の実効性を高めるため条例等の整

備をすることと定めております。このような法

改正などによりまして、教育職員の勤務時間の

上限等を定めるための所要の改正を行うもので

ございます。

2の改正内容についてでございます。給特法
第7条に規定する指針に基づき、教育職員の業
務量の適切な管理等の措置について講ずること

とするものです。

具体的には、服務監督を行う県や市町の教育

委員会において、教育職員の勤務時間の上限等

について規則で定めるものとなります。

なお、教育委員会規則で定める（1）上限時
間の原則については、①1箇月45時間を超えな
い範囲内、②1年360時間を超えない範囲内であ
りますが、（2）の通常予見することのできな
い業務量の大幅な増加等に伴い所定の勤務時間

外に業務を行う場合につきましては、6ページ
に記載しております①1箇月100時間未満、②1
年720時間を超えない範囲内、③2～6箇月平均
80時間を超えない範囲内、④1年のうち1箇月に
おいて45時間を超えることができるのは年間6
箇月と考えております。

また、施行日は令和2年4月1日としておりま
す。

補足説明につきましては以上でございます。

ご審議よろしくお願いいたします。

【深堀委員長】次に、学芸文化課長より補足説

明をお願いいたします。

【草野学芸文化課長】 第40号議案「長崎県文
化財保護条例等の一部を改正する条例」につい

て、補足して改正内容等のご説明をいたします。

資料は文教厚生委員会説明資料、横長の7ペ
ージをご覧ください。

今回の条例改正は、「文化財保護法及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を

改正する法律」が、平成31年4月に施行された



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１０日）

- 122 -

ことに伴い、関係する条例について所要の改正

をしようとするものです。

4つの条例について改正を予定しておりまし
て、各条でそれぞれの条例改正を予定していま

す。

まず、第1条は、「長崎県文化財保護条例」
の一部を改正するもので、文化財保護法の罰則

の見直しに伴い、県指定有形文化財等の損壊、

毀損を行った場合の罰金額の改正と、「き損」

の「き」の文字を漢字に改めるなどの、軽易な

文言の表現の改正を予定しています。

特に、罰金額の改正については、国指定の重

要文化財等の損壊又は毀損をした場合、これま

で30万円の罰金だったのが最大100万円までに
引き上げられ、損壊、毀損したものが所有者の

場合の罰金も、これまでの20万円から50万円に
引き上げられております。

国の法改正に伴い、県指定有形文化財、史跡

名勝天然記念物を損壊、毀損等した場合の罰金

額をこれまでの5万円から30万円へ、損壊・毀
損したものが所有者だった場合の罰金額を2万
円から15万円へ、また、県教育委員会の許可を
受けずに県指定有形文化財、史跡名勝天然記念

物の現状を変更をした「無許可現状変更等への

罰金額」を3万円から15万円へ引き上げようと
するものです。

本県におきましても、対馬市で仏像盗難事件

等が発生していることから、貴重な県指定文化

財を守るためにも、罰金額の引き上げが抑止力

になるものと考えております。なお、今回の罰

金額の引き上げについては、長崎地方検察庁と

協議を行い、改正内容について、問題ない旨の

回答をいただいております。

次に、第2条及び第3条については、「附属機
関の設置に関する条例」及び「長崎県文化財保

護審議会条例」の一部を改正するもので、これ

らは文化財保護条例第190条を引用した条文の
項ズレを解消しようとするものです。法の第

190条に、第2項として新たに「特定地方公共団
体に、条例の定めるところにより、地方文化財

保護審議会を置くものとする。」という項が追

加されたことにより、これまでの第2項が第3項
へ、第3項が第4項へ改められたものです。この
2つの条例は、項ズレのみの改正で内容の改正
等はありません。

第4条は、「長崎県教育委員会の事務処理の
特例に関する条例」の一部を改正しようとする

ものです。

文化財保護条例の施行に係る事務のうち、市

町へ権限を委譲する事務について、規則で詳細

を定めるための所要の改正を行います。県指定

の史跡名勝天然記念物の指定地内での電線、ガ

ス管、水道管の改修など県教育委員会の許可が

必要な事務処理の一部を、市町が処理できるよ

う権限委譲の事務について、規則で定めようと

するものです。

施行日につきましては、令和2年4月1日を予
定しておりますが、第2条及び第3条につきまし
ては単純な項ズレのため、公布の日からの施行

を予定しております。

また、罰則については、社会秩序の維持及び

平等性を確保するため、条例の施行日前にした

行為に対する罰則の適用については、従前の規

定を適用することとしております。

以上で、第40号議案の説明を終わらせていた
だきます。

【深堀委員長】次に、県立学校改革推進室長よ

り補足説明をお願いします。

【小野下県立学校改革推進室長】 第76号議案
「第三期長崎県立高等学校改革基本方針につい
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て」補足説明いたします。2月25日の主要な施
策の概要等の説明と一部重複いたしますことを

ご容赦願います。

それでは、第3号議案書をご準備いただきた
いと思います。右下に印字している131ページ
からでございます。

本基本方針におきましては、11月定例会にお
ける素案についてのご議論、11月下旬から1カ
月間実施いたしましたパブリックコメントにお

ける県民の皆様からのご意見を踏まえ、取りま

とめたものでございます。

136ページをお開きください。
第3段落に、基本方針の性格について示して

おります。計画期間は令和3年度から令和12年
度までの10年間となります。

139ページをお開きください。
育成を目指す人材を掲げた上で、今後の県立

高校教育改革の方向性について示しております。

140ページをお開きください。
（1）に、学科やコースの改革について、5つ
の基本的な考え方を示しております。具体的に

は、普通科及び国際科などの普通科系の学科な

どにおいて、グローバル化、情報化の進展等の

社会環境の変化や、国における高校教育改革の

方向性等を踏まえ、学科の在り方を検討いたし

ます。また、職業系の専門学科を中心に、県内

企業等との連携を深め、後継者育成、県内就職

等につながる取組を推進することとしておりま

す。

148ページをお開きください。
（1）に、離島留学制度、中高一貫教育など

の教育制度等についての基本的な考え方を示し

ております。これらの教育制度については継続

的に検証を行い、必要な改善を図り教育効果を

高めることとしております。

各教育制度につきましては、離島留学制度で

は、取組の一層の特色化と広報活動の充実を図

るとともに、留学生の受入態勢について検討い

たします。

149ページの連携型中高一貫教育では、導入
地域の課題等を踏まえ、その在り方等について

地元市町、学校関係者等と協議を進めることと

しております。

また、150ページの長崎東・諫早・佐世保北
高に導入している併設型中高一貫教育校の設置

拡充及び中等教育学校の新たな設置につきまし

ては、小学校卒業者数が減少傾向にあり、地元

公立中学校への影響も懸念されることなどから、

当分の間、原則として行わないこととしており

ます。

なお、151ページの通学区域については、原
則として現行制度を維持することとしておりま

す。

152ページをお開きください。
（1）全日制課程の再編整備にかかる基本的

な考え方についてであります。

県立高校の大きな課題は、学校の小規模化、

少人数化が進行し、高校教育の質的低下が懸念

されることであります。本基本方針期間中にお

いても、中学校卒業者数は減少傾向であり、小

規模化、少人数化がさらに進む見込みであるこ

とから、この課題についての対策を検討する必

要がございます。このことを踏まえ、適正な学

校規模に近づけるための実施計画を策定し、取

り組んでまいります。

なお、第4段落、1学年1～2学級の小規模校に
つきましては、学校の機能と教育水準の維持を

図るとともに、再編整備についても併せて検討

することとしております。

153ページ（2）②適正な学校規模の基準をご
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覧ください。

適正な学校規模は、1学年3～8学級を標準と
し、必要性が認められる場合には1学級下回る、
または1学級上回る規模の高校の配置について
も弾力的に運用することとしております。

1学年1学級については、キャンパス校と一島
一高校のみを認めることとし、高校における教

育効果の観点から、ア、イにありますとおり、

キャンパス校は20人以上、一島一高校は10人以
上を望ましい人数としております。なお、キャ

ンパス校は、154ページ③に示しておりますと
おり、しま地区のみに導入することとしており

ます。

153ページにお戻りください。
（3）②適正配置の基準等では、先ほどの（2）
②ア、イで示した生徒数等を踏まえ、入学者数

の状況や将来的な見通し等を県教育委員会が総

合的に判断し、指定した高校について、学校、

市町、県、地元関係者等で組織する協議会を設

置し、指定した高校の活性化策等について期間

を定めて協議し、策定した活性化策などに取り

組むこととしております。

アは1学年2学級校、154ページになりますが、
イはキャンパス校、ウは一島一高校に関する基

準等を示しております。

ア、イは、数値は異なりますが、同様の考え

方に基づいております。地元の関係者が入った

協議会で期間を定めて活性化策等を検討し、県、

地元市町等が一体となって、その活性化策に取

り組みます。活性化策を実施したにもかかわら

ず少人数化の進行に歯止めがかからない場合は、

統廃合について検討が必要となることもあり得

ると考えております。

ウ、一島一高校では、その地域性などを踏ま

え、期間を定めて活性化策等に取り組み、その

成果等を踏まえ、学校の在り方について検討す

るとし、期間などの具体的な基準については明

示しておりません。

定時制・通信制課程については、155ページ、
156ページに記載のとおりであります。
次に、パブリックコメントの結果及び修正を

加えた箇所について説明いたします。

パブリックコメントでは、8個人1団体から21
件の意見が寄せられました。

意見への対応といたしましては、素案に修正

を加え反映させたもの2件、素案に既に盛り込
まれているもの、素案の考えに合致し今後具体

的な対応を遂行する中で反映していくもの5件、
今後の検討課題とするもの1件、反映が困難な
もの8件、その他5件となっております。
素案に修正を加えたものといたしましては、

「県立高校は、地域にとっての存在意義や価値

を再認識し、生徒数を伸ばす努力が必要であり、

県立高校の魅力を高めていく等の文言を盛り込

むべき」とのご意見を踏まえ、139ページ（1）
①学科やコースの改革の2行目後半に、「各高
等学校の魅力化を進めるため」の文言を追記い

たしました。

併せて、「定時制課程のみに通級指導等の生

徒への支援が記載されているが、全日制課程で

も行うべき」とのご意見を踏まえ、140ページ
（1）基本的な考え方の最終段落に、「生徒個々
に応じた指導・支援の充実を図る」との2行を
追記するとともに、138ページ（1）学科やコー
スの改革の2段落目を一部修正いたしました。
なお、表記の修正や最新データへの更新など

の軽微な修正を行うとともに、161ページに第
二期と第三期の概要の関係対照図を追加してお

ります。

補足説明は以上です。よろしくご審議を賜り
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ますようお願い申し上げます。

【深堀分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【赤木委員】 おはようございます。

第21号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す
る条例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務

時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条

例」と、第39号議案「義務教育諸学校等の教職
員の給与等に関する特別措置に関する条例の一

部を改正する条例」についてお尋ねいたします。

今回の改正の趣旨である、教職員に対する働

き方改革や公務能率の向上については賛同をい

たします。しかしながら、大事なのは中身だと

思っております。実際にできるのかというのが

大事でして、まず、現状把握の観点からお尋ね

いたします。

一般質問でも坂本浩議員からありましたけれ

ども、勤務時間の管理について、県内では自己

申告というような答弁もありましたが、実際に

全て自己申告ということなのでしょうか。

【本村高校教育課人事管理監】現在、県立学校

につきましては、出退勤システムを導入してお

ります。パソコンを開きますと、その出退勤の

画面が出てきまして、出校した場合はそこをク

リックする、そして帰る場合は退校のところを

クリックするようにして勤務時間の管理に努め

ております。

ただ、放課後、勤務時間外に外出して業務外

のことを行ったり、外で夕食を食べたりした時

間は除外するような形をとっておりまして、パ

ソコンを使った時間管理をしております。

【高鍋義務教育課人事管理監】市町立の学校に

ついてご報告いたします。

ＩＣカード等による客観的な把握をしている

ところが16市町ございます。パソコンのオン・
オフ等をもとにした、自己申告的なものやタイ

ムカード等を使っているということでございま

す。

【赤木委員】まず、ここがしっかりしなければ

と思っております。タイムカード等を導入され

ているところもあるということでしたけれども、

全ての学校において客観的な勤務時間管理を整

備することが必要だと考えております。

今後の方針はいかがでしょうか。

【本村高校教育課人事管理監】現在、出退勤シ

ステムを導入しておりまして、特にこういう問

題があるということは、こちらの方には上がっ

てきていませんが、もしそういう状況がござい

ましたら、また検討したいと思います。

【高鍋義務教育課人事管理監】先ほど申しまし

た自己申告的なもので把握しているところにつ

きましては、昨日お話がありました校務支援シ

ステム等を使っての導入等を計画しているとい

うことでございます。

【赤木委員】 ぜひとも、不正といいますか、そ

ういったことがないようにお願いいたします。

条例の趣旨については賛同するんですけれど

も、現場での時間外の削減については、もう既

にぎりぎりのところまできていると私は認識し

ております。大きな業務の削減が必要であると

私は考えますが、今まである、教職員が抱える

業務を削減するようなことは、何か考えていら

っしゃいますでしょうか。

【本村高校教育課人事管理監】県立学校の取組

につきましては、補足説明資料の②にあります

アクションプランに記載をしております。県教

育委員会が取り組んでいこうとするもの、学校

等管理職を中心としてそれぞれの現場で取り組
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んでいこうとするもの、そして教職員一人ひと

りが取り組んでいこうとするものということで、

こちらの取組例等も交えながら掲載をさせてい

ただいているところでございます。

【赤木委員】再度申し上げますが、アクション

プランを私も読ませていただきましたけれども、

大胆な業務削減というものが現場の声としても

上がっている、私も伺っております。もちろん

時間外を削減できることは大変いいことだと思

いますけれども、本当に中身が大事だと思いま

すので、ぜひとも現場等の意見も共有しながら

検討していただきたいと思います。

第21号議案の方で、対象職員についてです。
②に具体的に育児・介護を行う職員及び障害者

である職員というふうになっておりますが、既

にこの対象となる職員は、現状でどれくらいい

るのか把握されていますでしょうか。

【上原教職員課長】 対象職員ということでは、

今はっきりお答えすることができません。

今回、フレックスタイム制を導入するという

形で条例改正を上げさせていただいております。

同じような形で、育児・介護を行っているとい

うことで早出・遅出勤務という制度があるんで

すけれども、この制度を活用している職員が15
名いるという状況であります。

【赤木委員】 早出等を行っている職員が15名
いらっしゃるということです。この制度自体が

しっかりと動いていくように、ぜひとも制度の

周知も含めて行っていただきたいと思います。

4月1日から施行ということですので、これか
ら周知等大変だと思いますが、実際の検証をし

ていくことが大事だと考えております。この制

度が導入されて現場がどうなっていくのか、そ

の検証です。実際にどのように行っていくのか、

何か考えられていることがあれば教えていただ

きたいと思います。

【上原教職員課長】実際、フレックスタイム制

を導入された場合、制度利用者の申告を踏まえ

て所属長、学校長の方で公務運営に支障がない

と認める場合に、勤務時間の割振り変更を可能

にするというのが今回の内容でありますので、

基本的には学校長の方で、先ほど言った勤務時

間のシステムも活用しながら時間管理をしてい

ただくような形になろうかと思っております。

いずれにしましても、先ほど委員からご指摘

がありましたように周知はしっかりとやりなが

ら、状況について把握しながら、しっかりと管

理していきたいというふうに考えております。

【赤木委員】所属長からの意見を聞いて把握を

していくというようなお話でしたけれども、対

象となるのは現場の教職員だと私は考えます。

現場の意見をしっかり聞いていただきたいと思

いますが、その点で何かできること、今後この

ように行っていく考えであるとか、そういうの

があれば教えていただきたいです。

【上原教職員課長】いずれにしましても、先ほ

どお話ししましたように、通知をしまして、実

際にどのような運用で、問題点があれば当然改

善していく必要がありますので、そこについて

はしっかりと状況等を把握しながら、改善すべ

き点等については改善していきたいと考えてお

ります。

【赤木委員】 この制度が4月1日からというこ
とですので、現場の教職員に数値目標だけが押

しつけられて適切な管理が図られないというよ

うな状況が起こらないように、現場の意見にし

っかり耳を傾けて、制度をしっかり運用させて

いただくようお願いをしたいと思います。

【堀江委員】 まず、横長説明資料の4ページ、
第38号議案「市町村立学校県費負担教職員定数
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条例及び県立学校職員定数条例の一部を改正す

る条例」。

長崎県の先生たちの数はどれぐらいなのかと

いうのを、毎年この時期に決められます。今回

は、小・中学校の県費負担教職員につきまして

は9人増となります。
新学習指導要領の実施で業務量が増えるとい

うふうに私は仄聞しています。例えば、道徳の

所見であったり、小学校の英語であったり、プ

ログラミング教育などなどと言われています。

9人増えているんですが、ここは例えば小学校
の英語の先生の数が増えるとか、そういう内容

なのでしょうか。

生徒数が減ってくるので先生の数は減るとい

うのが基本、大きな流れですが、今回は小・中

学校、いわゆる県費負担の教職員の数が増えて

いるんですけど、そういう新学習指導要領との

兼ね合いがあるのかなと思って増を見たんです

が、9人増える内容を教えてください。
【上原教職員課長】 基本的には、小・中学校の

学級数につきましては、普通学級の方で19程度
減るのではないかというふうに考えております。

一方で、今回、県立学校の特別支援学校の教

職員数で7増えているということです。児童生
徒数は減っていますけれども、特別支援の方の

生徒数は増えているという状況。そういった中

で、小・中学校の方でも特別支援学級が48程度
増えるのではないかというふうに考えておりま

す。それで、学級数につきましては29の増で、
教職員数については9増と考えております。
教職員の加配の関係ですけれども、小・中学

校の方で加配としましては11程度、全体で11プ
ラスになると。先ほど委員ご指摘の件について

も、その中に入り込んでいるというふうに考え

ております。

【堀江委員】いずれにしても、新学習指導要領

の実施に伴い先生が増える、特別支援学校でも

先生が増えるんだけど、大きくは生徒数が減る

ということで、今回も相対的なプラスマイナス

で12人減ると理解をいたしました。
次に、第39号議案について質問いたします。

これは今も質疑があっていましたが、長崎県立

学校における業務改善アクションプラン案の

11ページ、公立の義務教育諸学校等の教育職員
の給与等に関する特別措置法の一部を改正する

法律の概要、給特法そのものについては議案外

で詳しく質疑をしたいと思うんですが、今回の

第39号議案の根拠になるのが給特法でもある
ので、確認をしたいことが1つあります。
ここで言われているように、国会で成立をし

ましたと、だから長崎県としても、そのうちの

上限の業務量を決める第7条関係を今議会に出
したというふうに理解をするんですが、国会で

は、この給特法について、完全な選択制である

という国会答弁があります。

文部科学大臣が、2019年11月13日に衆議院文
部科学委員会で、国民民主党の吉良議員に「変

形労働時間制の活用については、各自治体の判

断で、採用しないということもあり得ると思い

ます」というふうに答弁をしている。また、「1
年やってみたけれども、来年度は取りやめると

いう判断もでき得ると、毎年度ごとに各学校に

おいて導入するかどうかを決めると、そういう

ことでよろしいですか」という質問に対して、

丸山初等中等教育局長は、2019年11月26日の参
議院文部科学委員会で、「委員ご指摘のとおり

であります」というふうに答弁をしている。

今、長崎県が導入しようとしている給特法、

今回はその業務量の上限を決めて、今度は変形

制労働時間をしましょうという提案の一つで上
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限を決めるという条例が出ているんですけれど

も、国会では、この給特法そのものは完全な選

択制であるという答弁があっているんですが、

これは長崎県教育委員会としてはどういう認識

をしていますか。

【本村高校教育課人事管理監】 給特法の5条関
係の1年単位の変形労働時間制の適用について
でございますが、そちらの資料にございますよ

うに、地方公共団体の判断において、休日のま

とめ取りを選択的に活用できるように定められ

たものと理解をしております。

【堀江委員】そうしますと、県教育委員会が今

回、上限で決めて、さらにはまた来年に第5条
関係で決めようという給特法の部分につきまし

ては、各自治体が判断してもいいという国会答

弁の認識に県教育委員会も立っていると、この

確認をさせてください。

【本村高校教育課人事管理監】まだ、文部科学

省から変形労働時間制についての詳しい説明会

等、また通知等も詳しいものは来ていませんが、

こちらは自治体の判断によって条例で定めるこ

とになると思います。

【堀江委員】 そこは直接の第39号議案ではな
いので、後でまた議案外でしたいと思います。

もう一つ関わるのは、先ほど質疑がありまし

たように、今回、この7条関係、つまり業務量
の上限を決めるということをするわけですが、

そこにはきちんと客観的な判断、いつ出勤して

いつ退社したかという勤務時間のきちんとした

把握がなければなりません。それはもう今おっ

しゃったとおりですが。

その時に、上限時間をきちんと守られていな

かったら、これこそ給特法については自治体の

判断でやめることもできるというふうな国会答

弁もあるんですが、その点についてはどういう

認識を持っていますか。

【池松教育長】今回条例改正でいわゆる上限時

間を定めたものについては、これはもう守られ

ないから変えるという話ではなくて、ゴールと

してここを目指して業務削減等々、働き方改革

を進めていくという趣旨であります。

第39号議案の件について、今後45時間を超え
ない範囲というのをなかなか達成できなかった

時にはどうするかというご質問であれば、それ

はやっぱり達成に向けて努力をしていくという

ことでございます。

【堀江委員】要は私が言いたいのは、給特法は

1年単位の変形労働時間制の適用と、その前提
としては上限がきちんとあるということ、それ

が守られていなければできないんですよという

ことが国会の中でもきちんと確認されているの

で、そういう立場でいいのかということと、そ

れは各自治体で選択できるんだよと、そういう

認識をきちんと県教育委員会が持って提案をし

ているのかということが最初に確認したくて、

この審議を行っているんですが。

その上で第39号議案ですが、言われるように
きちんと上限が守られるかということです。今

言われたので、私も重ねる質問はいたしません

けれども、そこがないと、はっきり言いまして

変形労働時間制も何もあったものではないので。

私としても、上限を決めるのは大事だと思う

ので、もちろん賛成の立場ですが、そこに至る

までにきちんと、言われるように自己申告制と

いうのが果たしていいのか、川崎委員の質問に

もあったと思うんですけど、教育長も答弁をさ

れましたが、坂本議員でしたか、失礼いたしま

した。本会議で、今は理想の形ではないと教育

長は答弁していますね。そういう意味では、そ

こを再度きちんと、上限を45時間ということで
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可能にする。目指していきますと言ったけど、

これを守ると、これを実行するというふうにな

らないといけないと思うんですが、条例を提案

するに当たって、再度ここについての見解を求

めたいと思います。

【池松教育長】まず、変形労働時間制の導入に

ついては、おっしゃるように上限時間の条例改

正の次のステップだと考えておりますが、現在

のところ、県教育委員会としては全く白紙であ

ります。例えばいつ導入するかというスケジュ

ール感は持っておりません。法律上、できると

いう規定であるということは認識しております。

委員ご指摘のとおり、まずは45時間なり360
時間という上限時間をほぼ達成できるというよ

うな見込みなのか、それがないと変形労働時間

制の意味がありませんので、おっしゃるように

45時間を超えない範囲というものをしっかり
達成できるように取り組んでいきたいと思って

います。

その点で、今回一般質問でも、勤務時間の管

理について、いわゆる自己申告の部分もあって、

違法ではないのですが、客観的と言われた時の

客観性が、ほぼぎりぎりのところだと認識をし

ておりますので、より客観性を高めるための取

組は、県立学校でも進めていかなければいけな

いと考えております。

【堀江委員】いずれにしても業務量の上限を決

めるという条例ですので、ぜひ、決めた上限時

間が現場できちんと守られるように対処してい

ただきたいと思っております。

もう一つ、第76号議案です。第三期長崎県立
高等学校改革基本方針、今説明がありましたが、

10年間ですよね、10年間決める。
私は、長崎県として県立高校のさまざまな特

色ある教育をするというのは一定理解をいたし

ますが、基本は先生を増やす、予算を増やす、

ここがベースにないといけないというふうに思

っているんです。

そこで、153ページにあります「②適正な学
校規模の基準」の備考に、1学級の定員は、「公
立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等

に関する法律」第6条に規定する「1学級の生徒
の数」とすると。つまり、現行40人ですよね。
これを、法律が変われば別だけど、今後10年間
変えないと、そういう基本的な考えですか。

【小野下県立学校改革推進室長】定員の問題に

つきましては、委員からご指摘がありましたと

おり、法による規定という部分を本県において

も遵守する方向で考えているところでございま

す。

【堀江委員】私が申し上げるまでもなく、この

法律は1980年に40人となって以降、基本的に変
わっていないですね。40年間これまで変わって
きていない。それをさらにまた10年間、50年も
変えないのか。ここの疑問ですよ、私としては。

そこには、例えば法律が変わらなくても長崎県

が単独で先生を増やしますとか、そういう姿勢

がないのかということですよ。国が変わらなけ

れば変わりませんと、そういう受け身の姿勢で

すかということを私はお尋ねしているんですが、

その点の見解を教えてください。

【上原教職員課長】 11月定例会の本委員会の
請願で回答させていただきました。35人学級を
実現した場合に、財源としてどのぐらい要るか

というところで、高校で12億6,000万円必要で
はないかというふうに考えております。

本県といたしましては、児童数の増減によっ

て標準法に基づき算定された教職員に国から財

源が措置されていることを考えますと、法律で

措置されていないところについては県単独での
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予算措置ということになりますので、本県の厳

しい財政状況を考えますと、単独で措置するの

は非常に困難であるというふうに考えておりま

す。

【堀江委員】お金がないからできないんだよと

いうことを平たく言っているんですが。

もう一つ質問したいのは、これは10年間の計
画なんですけど、今、長崎県は、人口減対策と

して人口を増やしましょうと。なかなか成果は

出ないけど、県庁挙げて、さまざまな切り口で

人口を増やしていこうと。だから、しま留学も

その一つで、人口を増やしましょうと言ってい

るんです。

片や人口を増やそうと言っている。でも、片

や高校改革では、どんどん人口が減っていって

いますという基本的な流れですよね。取り組ん

でいる人口を増やそうということとのリンクと

いうか兼ね合いというか、そこら辺の認識とい

うか見解はどうなんですか。

【小野下県立学校改革推進室長】委員から、人

口減対策を進めているのにかかわらず、その人

口減を前提としているのはどういうことだとい

うご質問かと思います。

このことにつきましては、あくまでも想定数

という形で我々は考えているところでございま

す。現在の小学校1年生までの子どもたちの人
数については把握しておりまして、その数を見

て想定しているのですが、人口減対策によって

人口の増が生じた場合には、それに応じて対応

していくということでございます。これは計画

でございますので、一定の予想数、見込み数を

もとに考えたものですので、その数の変動があ

れば、その基本的な考え方は変わりませんけれ

ども、対応の仕方は変わってくると、そのよう

に考えております。

【堀江委員】今答弁した内容は、この計画のど

こに書いてあるのか。何ページか。今答弁した

基本的な考えは、どこに書いてありますか。私

が読んだ中では、今の答弁は見えなかった。聞

かないとわからなかった。今言われた内容の趣

旨は、あくまでも想定数に基づいての数であっ

て、人口増という状況が生まれてきたら、それ

に応じて対応しますというふうな今の答弁は、

どこか文章になって書いてありますか。教えて

ください。

【小野下県立学校改革推進室長】データ分析と

いうことで申しますと、137ページに今後の人
数を書いております。「本県における、令和12
年3月の中学校卒業見込み者数は」云々という
ところでございます。

あくまでも私どもとしては、この数値をもと

に考えを進めているところでございますので、

この数値に変動がありましたら当然考えていく

ことにはなると思うんですけれども、この基本

方針の中に変動を前提としたことは書いてはあ

りません。

【堀江委員】 137ページに「長期的な減少傾向
は続いていく見込みである」というふうに書い

ているから、私は今の質問をしたんですよ。

長崎県は現在、人口増対応を行っている。し

ま留学も含めて県教育委員会で行っているじゃ

ないですか。そういう人口増の対応と改革の基

本方針がリンクしているのかなという疑問をも

って読んだので、今の質問をしたところです。

終わります。

【池松教育長】補足でお話をさせていただきま

すと、これは高校の学校規模をどうするかです

ので、おっしゃるように県の人口増対策、例え

ば移住対策とか婚活の関係でうまく回り出した

としても、仮に現在結婚をして子どもを出産し
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ても、その子どもが高校に入学するのは15年後
ということになりますので、とりあえずこの10
年間は現状の人口増減で推移を見ていると。で

すから、10年間で高校に何人入ってくるかとい
う前提の中で計画をつくっているということで

ございます。

また、単発で、例えば離島等に移住がうまく

回り出して、子どもたちを連れた移住がたくさ

んできてきたとすれば、そこは先ほど申し上げ

た小規模校で20人とか10人とかでやっている
部分が、小学6年生がたくさん来たということ
であれば、それは10年の間に10人を超えるのが
見込めますから、学校の存廃等については、そ

こを見越して協議をしていくということになり

ますので、堀江委員がおっしゃるように、今後

の人口増に対しては柔軟に対応していきたいと

いうふうに考えております。

【松本委員】 私も、第76号議案について質問
させていただきます。先ほども少し堀江委員か

らありましたけれども、第三期長崎県立高等学

校改革基本方針の第Ⅰ章2（3）県立高等学校の
再編整備についてお尋ねいたします。

ここの文章の中で非常に深刻に感じたのが、

令和2年3月の中学校の卒業者数が、平成22年3
月から約3,500人減になっていると。また、第二
期の期間中に高校の学級が45学級減っている
という状況が書いてあります。

事前に説明をいただいた時に特に気になった

のが小規模校の状況です。今の状況を確認しま

すと、1学年2学級の学校が9校、1学年1学級の
学校が6校、合計15校。54校中15校が、およそ3
割が1学年1学級、2学級という状況であると。
適正な学校規模の基準というものがここにも

書いてありますが、まず、今後の統廃合をどの

ような基準で考えているのか、お尋ねをいたし

ます。

【小野下県立学校改革推進室長】今、委員から

ご指摘がございましたが、現在、県立高校54校
のうち1学年1学級を6校、1学年2学級を9校配置
しています。

そのことも踏まえて、統廃合についてどのよ

うに考えているのかということでございますが、

まず、適正な学校の規模を1学年3～8学級とい
う形で第三期は設定しております。それに加え

て、弾力的な運用としてプラスマイナス1学級、
1学年2学級から9学級までは設置できるとして
おります。

ただし、1学年1学級ということでキャンパス
校と一島一高校を置いているのですが、3から8
という適正な学校規模の基準、標準から比べて、

それよりも少ない1学年1学級と2学級の学校に
ついては、学校の教育的な効果を考えた上で、

あまりにも定員割れが大きく生じている学校に

ついては、基本方針にも書いておりますが、地

元の方々を交えた協議会を設置した上で活性化

策を期限を定めて協議し、その活性化策に取り

組んで、その状況を見て、また改めて判断をし

ていくという考え方をとっているところでござ

います。

【松本委員】 第三期は令和3年から10年間にわ
たっての計画でございます。

1学年1学級が6校、1学年2学級が9校、15校が、
適正な規模の3学級から8学級より少ないとい
う状況。つまり15校、およそ3割が、ここ10年
間で統廃合の可能性があり得るラインまできて

しまっているという認識になりますが、今の答

弁によりますと、1学級、2学級であっても、地
域性を鑑みて、地域と協議会を開いて特例措置

ということも今後検討するというような趣旨で

よろしいでしょうか。
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【小野下県立学校改革推進室長】基本的な考え

方といたしましては、3～8学級という標準的な
規模の学級の設定には、当然のことながら教育

効果というものを考えた側面はございます。

ただし、1学年1学級や2学級においても優れ
た教育活動を行っている学校もございますので、

その学校の在籍者数を踏まえて、状況によって

は、教育効果を高めるための活性化策を地域の

方々も交えながら検討し、実施することで、そ

の学校の教育効果を高めていくことをまず取り

組んでいくというのが、この基本方針の第一の

趣旨でございます。

【松本委員】 この15校は、ほとんど離島・半
島にあります。そういう地区にとって、先ほど

人口減少の話もありましたけれども、万が一、

令和3年から10年以内に地域に高等学校がなく
なれば、流出に拍車がかかることになります。

国境離島法などの特別法も国では制定されて

おりますが、高校生にしまや半島に残ってもら

うためには、もちろん学校だけじゃなくて地域

との連携も必要になってくると思いますし、場

合によっては1学年の学級の生徒数や、もしく
は小中高校の連携とか、そういった特例措置と

いうものをですね。

これはあくまでも改革案でございますので、

本県が最も直面する人口減少に対しての改革案

として幅を持たせて、ぜひ、今後検討をしてい

ただきたい。要は、突然、来年度からこの学校

はなくなりますということがないように、地域

の方々にも意見を聞いて進めていただきたいと

思うんです。

もう一つ気になることが、今日は公立高校の

入試があっていますけれども、平成31年度の公
立高校の入学者の状況のデータをいただきまし

た。いただいた表の色が塗ってあるところが定

員割れをしているということですね。定員割れ

をしている学校が54校中36校、約66％が定員割
れをしているという状況でございます。

これはもちろん少子化もありますが、私も学

習塾で進路指導をしていたので、生徒の進路希

望を聞く時に最近の傾向としては、私学の補助

も増えている関係で、私学を専願する生徒さん

が増えているということです。

もちろん私学は私学で、生徒がいないと運営

ができませんから、そうなると公立の定員割れ

がどんどん、どんどん進んでいき、また統廃合

の危険が高まるというふうに感じるわけでござ

います。

その中で、地域に選ばれる学校、「公立高校

ではなくて私学に行きたい」と言う方が、「や

っぱり地元の公立高校に行きたい」というふう

に、地域に選ばれる学校として今後何を変えて

いくのか。このまま放っておくと、どんどん、

どんどん定員を減らさざるを得ない状況になっ

てくると思うんですが、そちらに対してのご見

解をお尋ねいたします。

【小野下県立学校改革推進室長】委員のご指摘

は、不充足を抱えている学校をいかに活性化さ

せていくかというご質問であると思います。

不充足を抱えていることにつきましては、非

常に複合的な要因があると思っております。

まず、しま地区においては、高校を設置して

いますと、どうしても不充足が多くなるところ

がございます。子どもたちの数が小さくなって

も一定設置していますので、しま地区はそうい

う傾向にございます。

半島部の高校については、よく文教厚生委員

会でも委員の方からご指摘を受けるのですが、

地元の中学生が地元の高校を選ばないという課

題をどうしていくのだと、今ご指摘いただいた
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内容でございます。このことにつきましては、

やはり学校が進路実績とか活力ある学校生活な

ど学校の魅力を地元の中学生に届けきれていな

いことが大きな要因となっていると思っており

ます。また、特に最近、別の地域にある私立高

校への進学が増えているのも事実でございます。

これまでも、不充足を抱えている高校の入試

状況等を踏まえまして、幾つかの学校に個別の

聞き取りを行った上で、高校の魅力化に向けた

検討を進めてまいりました。今後、私どもとい

たしましては、第三期の基本方針にも、地域に

密着した学びを進めていくことで県立高校の魅

力化を進め、つまり地元におられる方と一体と

なった教育活動を進めることで、高校の魅力化

発信、もしくは県立高校の魅力を高めていかね

ばならないと考えておりますので、今後、そう

いう視点を持ちながら取り組んでいくことにつ

いても、この第三期の基本方針では触れている

ところでございます。

【松本委員】この基本方針の第Ⅱ章で、社会の

変化に対応した教育制度等の改革とあります。

まさに社会の変化というのが、今の少子化に当

たるわけでございます。今までと同じようにや

っていて結局、少子化で減っているわけですね。

その状況の中で今までと同じことをしていても

変わらない、だから改革をすると謳っていなが

らも、ここの部分で本当に公立高校に志願者数

が増えるのかなと。県立大学の時も話したんで

すけれども、不安感をすごく感じます。10年間
でございますから。

私が実際、進路指導をしている時に、受検生

が夏休みにオープンスクールに行きます。私も

できれば地元の高校に行くようにもちろん勧め

ますけれども、オープンスクールから帰ってき

た生徒たちが口々に、やっぱり私学はすごかっ

たというふうに言うわけでございます。それは

やはり私学も、おもてなしでいろんなアピール

をされるんでしょうけれども、公立高校に何か

魅力を感じなかったというところ。

だから、生徒や親に選ばれる学校というのは

どういう学校なのかと。これはもう競争の時代

になってしまいますけれども、そこを考えてい

かなければ、このままだと厳しいのではないか

なというふうに感じております。

特に申し上げたいのは、中学生ですから、ま

ずは市町の教育委員会との連携。今の中学生や

中学生の親が高校に何を求めているかというニ

ーズを把握しているのかと。どういう教育をし

て欲しいのかというところを学校側がすぐ察知

して、そこで変えていく。地域との連携を先ほ

どからおっしゃっていましたけれども、そこの

部分が重要であると思います。

また、今話題になっている県内就職が低いと

いう中で、地元の県立高校生を採用してもらう

ために、企業側はどういう人材を欲しているの

かというところを実業校では考えながら、教育

の中身の改革もやっぱり必要になってくると思

っております。そこのニーズの把握。

だって、今から協議会をつくって議論をして

いたって、10年間でどんどん子どもたちは減っ
ていきますから、やはり短期、中期、長期の見

通しが必要だと思うんですが、そちらに対して

の改革のご見解はいかがでしょうか。

【小野下県立学校改革推進室長】 委員からは、

高校の魅力化を進めるためにはニーズの把握が

重要であるというご意見をいただきました。そ

のことにつきましては、私どもも全く同意見で

ございます。

当然のことながら県立高校においては、各中

学校との連携を強く進めております。中学校と
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の連携を進める中では、中学生が高校に何を求

め、何を学び、どういう進路を将来目指してい

るのかということも当然聞き取っております。

また、それを活かした学びを設定しようとして

おります。

そういったところが、なかなか形としてと申

しますか、教育の中にきちんと位置づけていく

ということが、特にオープンスクールのような

実際の子どもたちに訴えかける場面でできてい

ない面もあるやもしれません。いろいろな形で

中学生へのアプローチはしているものの、中学

生のニーズに真正面から応えていけるような学

校としての魅力、それから通学状況、通学への

支援、こういったものも併せて考えながら、地

元の市町と協力をしながら考えていくことは大

事になっていくというふうに思っております。

第三期の基本方針につきましては、先ほども

触れましたけれども、地域との連携ということ

を強く謳っております。それは、中学校も地域

の一員でございますし、当然企業や地域の方々

も一員でございますので、そういった方々と連

携をしながら、子どもたちのニーズをしっかり

と把握して、それに応えていくような対応をし

ていくことは、協議会を設定する前に実際でき

ることでございますので、これは第三期に謳っ

ていることでもございますので、できるだけ早

く前倒しで対応していただけるように、各学校

にも依頼をしていきたいと思っているところで

ございます。

【松本委員】最後にしますけれども、私立だけ

じゃなくて公立の中でも差が出ています。これ

も10数年やっていて驚いたんですけど、例えば
大村高校というのは私の地元の進学校ですけれ

ども、今は大幅に定員割れをしております。30
名近く定員割れをするというのは初めてのこと

で、大体1倍を超えていたんです。
大村高校に行く学力の生徒の指導をしている

時に、あえて西陵高校に行きたいと希望する子

が多くいました。西陵高校には大村からだと1
時間近くかかる。学力は大村高校が高いし、な

ぜかと説得をするんですけれども、オープンス

クールに行って学校の校風がよかったと。これ

は公立内の話であります。

だから、地域ももちろん大事ですけれども、

一番大事なのは、高校の教職員の方々に、やは

り意識を変えていただく。今までのままじゃ生

徒が集まらないんだと、生徒が集まるためには、

学校内部の教職員の方々が、魅力のある学校に

自分たちでつくっていこうという意識、気概を

もってやっていただかなければ、何となく毎年

同じことをやっているだけでは生徒がほかに取

られてしまう。これは公立内部の話でもござい

ます。

進学校では、特定の高い進学率を上げればい

いのではなくて、全ての進学の生徒が満足でき

るような教育内容であったり、実業校ではキャ

リア教育であったり、もちろんふるさと教育も

そうでありますが、高校教育の責任というのは

地域にとって非常に大きいと思っております。

それは改革に期待をしているから申し上げてい

るわけでございまして、逆に危機感も感じてい

るから申し上げているわけでございます。

第三期、10年間ございます。詳細は、もちろ
ん進みながら考えていくところはあると思いま

すけれども、現場の先生の意識の改革と市町教

育委員会との連携も含めてしっかり取り組んで

いただくことを要望して質問を終わります。

【深堀委員長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】 同じく第76号議案「第三期長崎
県立高等学校改革基本方針について」、1点だ
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けお尋ねいたします。

パブリックコメントを反映されて、「発達障

害を含む特別な教育的支援を必要とする生徒に

対応するために、生徒個々に応じた指導・支援

の充実を図ることとする」と加筆をしていただ

きまして、最近の事情にしっかりと対応した改

革だと評価をしているところでございますが、

具体的にどういった対応を講じていかれるのか、

お尋ねをいたします。

【小野下県立学校改革推進室長】今、委員から

ご指摘いただきましたのは、先ほどご説明いた

しました資料の140ページのところでございま
す。

高校においての特別支援教育の推進は、既に

モデル校、もしくは研究を行っている学校を中

心に、どうしてもコミュニケーションに困り感

を抱えている生徒たちに対する通級指導という

形での研究を行っている部分と、特別な教育的

な支援の視点に基づいた教育活動を進めていく

ために、特別支援コーディネーターによる活動

で高校全体の取組を充実させていくと、その両

輪で回っていると私は理解しているところでご

ざいます。

この両輪を、全日制を含む全ての高等学校で

一層進めていく形になるというふうに考えてい

るところですが、当然これは計画段階のものも

ございますので、このような姿勢に基づいて、

今後、進めてまいることになると考えていると

ころでございます。

【川崎委員】 生きづらさを少しでも緩和して、

生徒が健やかに学習をしながら卒業し、社会で

活躍できるようにお取り組みいただきたいと思

います。

1点と言いながら、すみません、もう一つだ
け。

私は病院企業団の議員でございまして、離島

における看護師の不足のことについては常に課

題として議論があるんですが、資料の144ペー
ジに五島高校の衛生看護学科における現状と課

題、そして今後の方向性とあります。

時間の関係で読み上げませんけれども、要は、

卒業生は高いスキルを求めて島外の上級の学校

に出ていく。そうするとなかなか戻って来ずに、

修学資金の貸与を受けている方も島内で就職す

る方は少数であるという実情。

それに向けて施策を講じていく、検討してい

くということでありましたが、具体的にどうい

ったことが検討をされているのか、お尋ねいた

します。

【小野下県立学校改革推進室長】五島高校の衛

生看護科の改革についてでございます。五島高

校の衛生看護科は、募集定員1学年40名でござ
いまして、ここ3年間の入学者数の平均が約20
名程度でございます。島外からの入学生が4名
から14名となっておりまして、卒業時には准看
護師の受験資格を得ることができます。生徒た

ちはほとんど全員合格しているところですが、

その後、看護師養成を目的とする上級学校に進

学しているという状況になっております。

基本方針にも書いておりますが、看護師への

志望というものがございますが、准看護師から

看護師への、5年制課程の導入というのは、施
設、設備、指導者の問題から難しい面がござい

ます。

そういった面も含めて、今後、我々として、

子どもたちのそういう志望や要望、看護師をめ

ぐる状況等を踏まえながら考えていくことを今

謳っているところであり、改革の方向性の具体

のものを今考えているところではございません。

【川崎委員】整備をしていくことについてのハ
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ードルが高いことはわかるんですが、そこのと

ころにしっかりとメスを入れていかないことに

は、傾向としては変わっていかないんじゃない

かなと思うんです。

しまに、地元に残る魅力を学校環境以外にも

高めていく必要がある。高いスキルを求めて、

正看護師の資格を得るには、どうしても島外に

出ざるを得ないということであれば、しっかり

とそこは構築していくべきだと思っております。

ぜひご検討を。

具体的に検討されていないということであり

ましたが、今から10年間の計画でありますし、
しっかりとテーマとして上がっておりますので、

ご検討いただきたいと思いますが、いかがでし

ょうか、最後にご答弁を。

【小野下県立学校改革推進室長】今、委員から、

看護師養成の検討というご意見がございました。

私どもといたしましては、今は准看護師の養

成を行っており、看護師の養成に向けた部分の

課題というものを申し上げたところでございま

す。この課題の解決に向けて、どのような手立

てができるのか、もしくはできないのか、こう

いったことについては今後しっかりと検討して

まいりたいと思っております。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

なければ、委員長を交代します。

【石本副委員長】 委員長、発言をどうぞ。

【深堀委員長】 私も1点だけ、第39号議案の件
で、要望といいますか確認なんですけれども。

上限時間の設定ということは、教職員の皆さ

んの職場環境の整備といいますか、健康とか安

全面を考えた時に、これを設定することについ

ては異議はもちろんないんですけれども、この

上限を決めることによって、逆に教職員の皆さ

んが働きづらいような環境になるようであれば、

それはまた本末転倒と考えます。いろんな資料

の中で、アクションプランであったり方針であ

ったり、説明資料を見ると、そこが少し懸念さ

れるような表現等々もあるわけですよね。

具体的に言うと、例えば「長崎県立学校の教

育職員の勤務時間の上限に関する方針（案）」

の留意事項の中で、「実際の時間より短い虚偽

の時間を記録し、又は記録させることがあって

はならない」とかですね。留意事項の（3）で
いえば、「本来、業務の持ち帰りは行わないこ

とが原則であり、上限時間を守るためだけに自

宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加してし

まうことは、本方針の本来の趣旨に反するもの

であり、厳に避けること。仮に、業務の持ち帰

りが行われている実態がある場合には、その実

態把握に努めるとともに、業務の持ち帰りの縮

減に向けた取組を進めるものとする」と、これ

は留意事項として書かれている内容です。

アクションプランにも、県の教育委員会が取

り組むべき内容というのが9項目ほど提起をさ
れています。

先般も、統合型校務支援システムの導入で0.5
時間から1時間ぐらいの業務縮減につながって
いるというような報告がありましたが、上限を

設定することによって、大きな業務を削減して

いかないとこれが達成できないのではないかと

いうような考え方もあると思うんですよ。

今書かれている9項目は、非常に定性的な部
分もあると思います。今はないにしても、上限

時間を設定することと同時に、大きな業務を効

率化していくことも、今後引き続き検討してい

ただかなければいけないというふうに思ってい

るんですけど、その点についての考え方を確認

したいと思います。

【本村高校教育課人事管理監】委員ご指摘のよ
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うに、何を縮減し廃止するのかというのは業務

量の適正な管理等をしていく上では非常に大事

なところだと思っております。

私たちも今、学校の中でそれぞれ取り組んで

いることと、教育委員会として外部の団体と協

議しながら業務削減も進めております。例えば

高体連、高野連、高文連、そしてＰＴＡ等の皆

様方と業務、会議の縮減とか文書の削減とか、

あるいは場合によっては行事を少し短くしたり

というような取組をするように、お互いに協議

しながら進めているところでございます。

まだ今年から始めたばかりですので、次年度

も引き続き、そういう協議を進めていきながら

働き方改革を推進していこうと思っております。

【深堀委員長】ぜひ、定量的に固まった業務の

どういったところが縮減できるのか、それは今

後も引き続き、ぜひ検討していただきたいと思

います。

要望として1点だけ。上限を決めることはも
ちろんいいわけですけれども、それを実際に運

用してみて、例えば半年後とか1年後に実際に
どういうふうに変わったのか。もちろん教職員

の方々の意識改革も必要ですよ。しかし、業務

量が全く定量的に減らなかったとするならば、

持ち帰りが増えるかもしれない。そういったこ

とも懸念されるので、6カ月後とか1年後とかに
教職員の皆さんにアンケートをとって、実際に

どうなっているのかということを、校長先生に

聞くだけではなくて、現場の先生の声もしっか

り拾い上げるような取組をぜひお願いをしたい

と思いますけど、もし何かあれば。

【本村高校教育課人事管理監】現在、出退勤シ

ステムを使いまして、年3期に分けて、先生方
の勤務時間、勤務時間外の労働時間を調査して

おります。もちろんその状況を学校の方にもバ

ックをいたしますし、次年度以降は、外部の委

員にも入っていただきまして会議を設けながら

検証を進めていきたいと思います。

そのような中で、今おっしゃったようなこと

が懸念される場合には、また対応を検討してい

きたいと思っております。

【石本副委員長】 委員長を交代します。

【深堀委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ないようですので、これをもっ

て質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第38号議案「市町村立学校県費
負担教職員定数条例及び県立学校職員定数条例

の一部を改正する条例」。

私は、先生は減らさないで増やしてほしいと

いうふうに思っております。生徒数の減は現実

ありますが、だからこそ少人数学級をやってほ

しいという思いもありますので、先生の人数を

減らすことには賛成できません。

それからもう一つ、第76号議案「第三期長崎
県立高等学校改革基本方針について」。

今後の10年間の長崎県の高校教育をどうす
るかということですが、私は、ベースにある県

費が厳しいと、県費負担が難しいと。例えば先

生を増やすという問題で12億円という数字が
出まして、難しいと、困難という言葉がありま

した。

私からすれば、7,000億円余りの予算の中で、
これまで毎年200億円を新幹線に使ってきた。
その賛否はあるかと思いますが、私は、新幹線

に使うお金があったら先生を増やしてほしいと

いう思いがありますので、そうしたベースにあ

る、県費負担で先生を増やさないという基本姿
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勢はどうも納得ができませんので、この議案に

つきましても反対の対応をとらせていただきま

す。

【深堀委員長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第38号議案について採決いたします。
第38号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

（賛成者起立）

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第38号議案については原案のとおり
可決すべきものと決定されました。

次に、第76号議案について採決いたします。
第76号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を願います。

（賛成者起立）

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第76号議案については原案のとおり
可決すべきものと決定されました。

次に、第20号議案、第21号議案及び第39号議
案乃至第41号議案については、原案のとおり可
決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第20号議案、第21号議案及び第39
号議案乃至第41号議案については、原案のとお
り可決すべきものと決定されました。

次に、高校教育課人事管理監より補足説明を

お願いいたします。

【本村高校教育課人事管理監】長崎県立学校の

教育職員の勤務時間の上限に関する方針につい

て、補足してご説明いたします。

本方針は、先ほどご審議いただきました第39
号議案「義務教育諸学校等の教育職員の給与等

に関する特別措置に関する条例」及び3月定例
教育委員会で策定予定の教育委員会規則に基づ

き、教育職員の業務量の適切な管理その他教育

職員の健康及び福祉の確保を図るための必要な

事項を定めたものでございます。

「令和2年2月定例会文教厚生委員会補足説明
資料①」をご覧ください。

1、策定の趣旨といたしましては、教育職員
の長時間勤務が看過できない実態を受けまして、

それを是正するために、教育職員の業務量の適

切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保

を図るための必要な事項を定めるものであるこ

と等について触れております。

2、対象者は、給特法第2条に規定する公立の
義務教育諸学校等のうち、県立の中学校、高等

学校及び特別支援学校の教育職員を対象としま

す。

次のページをお願いします。

3、業務を行う時間の上限を示しています。
（1）本方針における勤務時間の考え方につ

きましては、教育職員が在校している時間を基

本とし、それに①で示しております校外におい

て職務として行う研修や児童生徒等の引率等の

職務に従事している時間を加え、②の正規の勤

務時間外における自己研さん及び勤務外の時間

と③の休憩時間を除いた時間を在校等時間とし

て管理すべき対象とします。

（2）上限時間の原則は、①1箇月の時間外在
校等時間について45時間以内、②1年間の時間
外在校等時間について360時間以内としていま
す。

また、（3）児童生徒等に係る臨時的な特別
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の事情がある場合の上限時間として、児童生徒

に関わる突発的な事態が発生した場合の上限時

間を示しています。これらの上限時間に関しま

しては、文部科学省の指針に合わせて示してお

ります。

4、教育委員会が講ずる措置では、今後、教
育委員会が講ずる措置を掲げ、本方針を具体的

に推進するため、長崎県立学校における業務改

善アクションプランを作成する旨を記していま

す。

5、留意事項につきましては、（1）上限時間
まで教育職員が勤務することを推奨する趣旨で

はないことや、在校等時間の長時間化を防ぐた

めの取組を講ずることなく、教育職員に上限時

間の遵守を求めるのみであってはならないこと。

（2）実際の時間より短い虚偽の時間を記録
し、又は記録させることがあってはならないこ

と。

（3）上限時間を守るためだけに自宅等に持
ち帰って業務を行う時間の増加を避けること。

仮に業務の持ち帰りの実態がある場合には、そ

の実態把握に努めるとともに、業務の持ち帰り

の縮減に向けた取組を進めること。

（4）出退勤管理システムを用いて在校等時
間を客観的に計測すること。

（5）在校等時間が一定時間を超えた教育職
員への医師による面接指導や保健指導を受けさ

せることなどに十分留意すること。加えて、心

身の健康問題についての相談がしやすい雰囲気

づくりを行うこと。

（6）学校における働き方改革の取組を一層
促進し、教育の質及び持続可能な教育活動の向

上を図っていくとともに、保護者も含めて社会

全体が本方針等の内容を理解し、学校教育活動

への協力が得られるよう、広く情報を発信して

いくこと等、本方針に取り組む上で留意すべき

事項について示しています。

続きまして、「令和2年2月定例会文教厚生委
員会補足説明資料②」をご覧ください。

長崎県立学校における業務改善アクションプ

ランです。これは、ご説明した方針が実効ある

取組となるよう、併せて作成したものでありま

す。

2ページに数値目標を示しております。
既に計画的に進んでおります長崎県教育委員

会特定事業主行動計画及び第三期長崎県教育振

興基本計画を踏まえ、（2）に本アクションプ
ランにおける目標を定めております。

複数月平均の超過勤務時間が80時間を超え
る教育職員の割合を、令和3年度までに0％を目
指すこととし、段階的に本方針の実現を目指し

ていきます。

3ページからの詳細につきましては割愛させ
ていただきますが、教育委員会、管理職、教職

員一人ひとりについての業務縮減に向けた取組

例やチェックリスト等を掲載しております。

なお、本アクションプランにつきましては、

毎年度ごとに検証を行いながら、働き方改革を

推進していくよう考えております。今後、本方

針及びアクションプランをもとに、教職員の業

務量の適切な管理、健康及び福祉の確保、働き

やすい職場づくりに向けた取組を推進してまい

ります。

以上でございます。

【深堀委員長】次に、提出がありました政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料に

ついて、説明をお願いいたします。

【中尾総務課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本委員会に提出い
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たしました教育庁関係の資料についてご説明い

たします。

対象期間は、令和元年11月から令和2年1月ま
ででございます。

まず、提出資料1ページは、県が箇所づけを
行って、実施します市町に対し内示を行った補

助金についての実績でございまして、直接補助

金として指定文化財保存整備事業補助金の2件
となっております。

次に、2ページは、1,000万円以上の契約案件
の実績でございまして、競争入札の結果につき

ましては3ページに記載のとおりであります。
次に、4ページから13ページについては、知

事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、県

議会議長宛てにも同様の要望が行われたもので、

内容は島原半島振興対策協議会からの要望書な

ど7件となっております。
最後に、14ページから19ページでございます。

これは、附属機関等会議結果の報告であり、第

2回長崎県文化財保護審議会など3件の会議結
果を掲載しております。

説明は以上でございます。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

審査の途中ですが、午前中の審査はこれにて

とどめ、午後は1時30分から再開し、引き続き
教育委員会の審査を行います。

しばらく休憩します。

― 午前１１時３８分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

まず、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。審査対象の陳情番号は、86、2、7、

8、13、15となっております。
陳情書について、何か質問はありませんか。

【下条委員】 私は、陳情番号8番、教育庁所管
の要望書、「県内企業（単体又は共同体）での

発掘調査の実施について」というところでご質

問をさせていただきたいと思います。

この発掘調査について、主として入札制度に

ついてのお尋ねになります。当然他の部署も所

管をしている内容になりますので、担当部局の

皆様のお答えできる範囲で結構ですので、いた

だければと思っております。

提出されました要望書によりますと、文化財

保護調査において、県内企業で調査ができるよ

うに努力をしているというふうに記載がありま

した。

こういった発掘調査において、現在、入札の

ルール、体制、仕組み、こういったものはどう

なっているか、お尋ねいたします。

【草野学芸文化課長】現在、お尋ねの発掘業務

委託の一般競争入札は、平成25年2月に総務部
長、出納局長から通知で示されました「物品調

達及び業務委託等に係る入札参加者等選定要

領」に則りまして入札を実施しております。

この要領では、建築・土木工事以外の全ての

発注契約は、入札参加者の選定に当たり、県内

企業と県外企業で県内に支店等を有し、常勤の

従業員を雇用している企業を同列に扱うという

ことになっておりまして、この要領に準じて取

り扱っているところでございます。

【下条委員】 わかりました。では、その中身で

確認なんですけれども、つまり県内事業者と県

外事業者の支店がある、なしというのが規定さ

れると思いますが、そこでの縛りといいますか、

ルールに県内、県外に対しての縛りは特にない

んでしょうか。
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【草野学芸文化課長】要領で同列に扱うという

ことで、優先順位はつけずに同じ扱いにすると

いう形になっております。入札の場合には、参

加資格の申請をしていただいて、その書面によ

る審査をして、参加資格があるかないかという

ことで判断させていただいているところです。

【下条委員】 わかりました。要望書に、平成

24年度、平成25年度に県内企業による共同企業
体での入札が行われたと記載してありますので、

そういったものが県内企業であってもできると

いうふうな認識でよろしいですね。

それでは、単刀直入にお聞きしますが、要望

書で共同企業体の条件が少し変更してあります。

現行の共同企業体の条件から改正案で最も変わ

ったのが、「営業所等の所在地、総合数値等、

格付等級に関する条件」において、改正案では

「長崎県内に本店」と変更の要請がなされてお

ります。

こういったルールの改正は可能でしょうか。

【草野学芸文化課長】今の改正案は、一般競争

入札の制度の話になってまいりますので、ご要

望のような本店のみの取り扱いができるかとい

うのは、私どもでは判断できかねます。県全体

の入札制度の改正という形になってまいります。

【下条委員】 わかりました。それでは、ちょっ

と角度を変えて質問します。

この要望書に県内企業と県外企業ということ

がありまして、県外企業でも県内に営業所、支

店を有する者と県内企業が共同企業体で入札が

可能ということであります。

現在、県が把握されている、発掘調査に対し

て入札をできる、もしくは入札をした実績があ

る県内企業、県外企業の状況についてお尋ねを

したいと思います。

【草野学芸文化課長】いわゆる県内企業、県内

に本店があるのは、我々が把握している分では

7社ございます。それと、県外企業で県内に支
店を有するという部分が7社、全部で14社とい
う形で把握しております。

【下条委員】 わかりました。県内企業で7社、
県内に支店もしくは何らかの営業所がある県外

企業が7社というご回答でございました。
例えばの話になるんですけれども、県外企業

で、本店は長崎にないが支店が長崎県内にある。

しかし、そこは登録をしているだけで実態がな

いというような、俗にいう幽霊会社、実態のな

い会社があったとします。今のやりとりでいき

ますと、そういった企業に対して、入札制度で

制限があるのか。

もしくは、実態調査の有無といったものは書

いていないんですけれども、こういった企業が

仮に入札に参加した場合、どのような状況にな

るのか、お尋ねをいたします。

【草野学芸文化課長】入札参加資格の申請とい

う形で出していただいている仕様書の中では、

全体の労務管理を行う現場代理人や調査員自社

社員であること、1年以上の営業実績がある者
などといった条件を設けているほか、登記簿謄

本であったり、従業員、調査員等の経歴書など

を提出いただいて、審査をするという形になっ

てまいります。

告示しております内容に、虚偽の申請があっ

た場合には、申請の段階で入札資格を与えない

という部分もあります。後日、虚偽の申請が判

明した場合は、地方自治法施行令第167条の4の
取扱いになりますが、契約の履行や入札にあた

って公正な執行を妨げた場合には入札の資格を

3年間与えないといった規定もございます。そ
ういったものが課せられてくるのではないかと

考えます。
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【下条委員】わかりました。今は仮の話をしま

したけれども、この仕組みにおいては、そうい

った申請においてチェックをするということで

あれば、幽霊会社が手を挙げて入札ができてし

まう可能性もございますので、ぜひとも虚偽の

規定等は、今後は厳しくチェックをしていただ

いて、そして対処をしていただきたいと思って

おります。

私もこの要望書を読んだんですけれども、と

にかく県内の調査をされる企業も自分たちで努

力をして、地方の少し横ばい化している経済の

中で頑張って人材を育成して、そして県内の調

査は県内の企業でというふうなご努力をされて

いますので、このあたりをぜひとも鑑みていた

だいて、県としても対処をしていただければと

思います。終わります。

【中村(和)委員】 陳情番号2番です。「海運・
船員の政策諸課題に関する申し入れ」というこ

とで全日本海員組合から出ているんです。

長崎県には、私が知っている範囲では、船員

の確保、養成については長崎鶴洋高校があると

思うんですけれども、県として、船員を育てる

学校としては長崎鶴洋高校だけなんですか。

【鶴田高校教育課長】水産科を設置している学

校、船員を養成している高校は長崎鶴洋高校だ

けでございます。

【中村(和)委員】 教育委員会としてはそこまで
なんでしょうけれども、高校だけじゃなく、そ

のほかに船員を養成する学校は県内にあるんで

すか。把握できていますか、できませんか。

【本田教育次長】口之津の海上技術学校という

のがございます。国立の海上技術学校でござい

ます。

【中村(和)委員】 そこも入っていると思ったん
です。

私も以前、船舶に10年ぐらい乗船した経験が
あるんですけれども、仕事的にはなかなかハー

ドなものです。日曜祭日休みなし。今は船員の

皆さんたちの環境を良くするということで、い

ろんな面で考慮されているんですけれども、普

通の一般の会社員と同じような状況にすること

はなかなかできないと思うんです。もちろん長

崎県は水産県ですから、要望にも書いてありま

すけれども、とにかく漁業者、漁業の船に乗る

船員がいなくなってしまったと、何とかやって

ほしいということで。

長崎鶴洋高校は募集定員が80名だけれども、
この募集定員は満たしているんですか。

【小野下県立学校改革推進室長】長崎鶴洋高校

につきましては、実は昨年度の募集定員が水産

科については120名でございましたが、不充足
が多いことなども踏まえまして、令和2年度か
ら80名の募集定員としております。
ただし、ここの学びにつきましては、海技士

類型、管理類型等の水産関連の事業に携わるこ

とができる学びについては継続して実施すると

いう形で、学びはきちんと残しながらやってい

くという形で行っているところでございます。

定員は充足しておりません。（「何人ですか」

と呼ぶ者あり）

【鶴田高校教育課長】お尋ねの、まさに今日や

っている高校入試の件でございますが、水産科

80名の定員の中で、既に推薦等で8名が入学内
定しております。学力定員として72名が残って
おりまして、志願者が45名、0.6倍でございます。
【中村(和)委員】 昨年度までは募集定員が120
名だったけれども、なかなか満足いく結果がな

いと、募集に満たないということで定員を80名
に削減したと。

それでも結局、今の状況では8名の推薦と45
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名の志願者しか来ていないということは、完全

に募集定員には満たないということですよね。

それだけ厳しい状況だと思います。

何とかして水産県長崎県の船員を確保して、

日本一の水揚げ高を確保したいということが皆

さんたちの願望だと思うんですけれども、なか

なか厳しいんですけれども。

要望の中にありますけれども、長崎鶴洋高校

は現在、男性と女性の比はどういうふうになっ

ていますか。

【深堀委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４３分 休憩 ―

― 午後 １時４３分 再開 ―

【深堀委員長】 再開します。

【鶴田高校教育課長】今、受験をしている志願

者の状況ですけれども、男子が40名、女子が5
名でございます。水産学科です。

【中村(和)委員】 女性が少ない理由は、水産と
いう言葉からわかると思うんだけれども、今、

いろんな職業に女性の進出が非常に大きくなっ

てきている。特に土木業にも、私たちが見渡す

中でも現場で女性の方が働いているところが結

構あるわけです。そういうところを考えた時に、

女性の力を借りるのも一つの手かなと思うとこ

ろもあります。

しかし、なかなか難しいと思う。女性の船員

が入ってきた時に、船内を完全に分離したり、

いろんなやらなければならないところが出てく

ると思うので、かなり厳しい現状だと思うんだ

けれども、これだけの要望も出ていますし、今

後も、船員の募集についてはなかなか難しいと

ころがあると思う。

これまで長崎鶴洋高校を卒業した生徒を、企

業がどのくらい採用したという数値がわかって

いますか。わからなかったら後でいいよ。

【鶴田高校教育課長】 今年3月の卒業者数101
名おりまして、水産関連への就職は39名でござ
いました。

【中村(和)委員】 101名のうち39名が水産関係
に就職したということです。3分の1ぐらいです
ね。これも本県かどうかわからないと思うんだ

けれども。

とにかく船員を何とか確保しなければ、現状

でいったら長崎県の水産業はお手上げの状態に

なると思う。もちろん外国人の船員をあちこち

の企業も考えているらしいけれども、言葉がネ

ックになってなかなか難しいということなんで

す。

だから、そういうことを考えた時に、水産県

長崎県が長崎鶴洋高校だけで船員を教育すると

いうのはなかなか簡単なことではないなと思う。

そういう中で、ぜひ大学とかとも提携をしなが

ら長崎県内の船員を確保して、企業にとっての

何らかの対策ができないかと思っている。

今後の船員の確保、また教育については、県

としてはどういうふうな考えをお持ちですか。

【鶴田高校教育課長】委員のご指摘にありまし

たとおり、本県は水産県でございますし、長崎

鶴洋高校は非常に大事なポジションを占めてい

る高校だと考えております。

倍率が少し低い状況ではございますけれども、

今年、定年退職を迎えられました道渕校長先生、

水産の出身で非常に危機感をもたれて、募集に

関していろんなことをトライされております。

就職関係も、全体としては就職内定率の高い

状況でございますし、そういったものもアピー

ルしながら、船員の確保につながるように、今

後とも引き続き努力をしていきたいと考えてお

ります。
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【中村(和)委員】 水産会社の方たちがどれだけ
苦労なされているかということを考えていただ

ければ、これから先、この長崎鶴洋高校は非常

に大きな存在になると思っています。

ただし、生徒数の減少はやむを得ませんので、

減少した生徒数の中から、本当に長崎県の水産

業のために頑張っていただけるような方、もち

ろん水産業だけじゃなく、ほかの内航行路、外

航航路の船員に活用を見出せるような学校の展

開を、これからも頑張っていただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。要望にかえます。

【外間委員】 陳情番号86番、長崎県立世知原
少年自然の家の運営存続についての陳情が佐世

保市から上がっておりますので、これについて

幾つか、ご要望とご質問をさせていただきたい

と存じます。

この件につきましては、昨年の11月定例会の
文教厚生委員会の席で教育長から、運営終了を

含めて協議に入る旨のお話をなされて、引き続

き、今議会における一般質問においても質問、

要望等が上がっておりました。

長崎県の県北の地域においては、佐世保市を

はじめ平戸市、松浦市、北松浦郡、あるいは近

隣の伊万里、有田も含めたところで、広範囲に

わたって教育施設として、体験型学習の拠点と

してお使いになっている、非常に使い勝手のい

い、すばらしい施設であり、その存続について

私も要望者の一人として陳情をした際に、教育

長から一定、財政の問題等、原因についてお話

しいただきながら、廃止に向けてのお話をいた

だきました。

ただ、これについては、先ほどの議案外の説

明にございましたとおり、教育長自ら、施設の

廃止を延期されるという英断を下していただき

ました。私は、まずこの点について、教育長の

英断に心から感謝を申し上げたいと存じます。

まずは延期をして、私たち要望者側としては

存続を前提に、残すことができるならばという

ことで、これからしっかりとご提案をしていき

たいところであります。陳情の内容に書いてあ

るとおりで、悲痛にも似た、食らいつくような

陳情要望になっておりますが、教育長がおっし

ゃる財政的な不安をどう払拭するかというのが

最大の課題ではないかというふうにも思うわけ

であります。

当の施設の運営管理については、直営でやっ

ておられるのでしょうか。それとも、ほかの方

法でやっておられるのでしょうか。お尋ねをい

たします。

【山口生涯学習課長】指定管理者制度でござい

まして、佐世保にございますＮＰＯ法人に運営

を委託しているところでございます。

【外間委員】運営費は、どのくらいを要してい

ますか。

【山口生涯学習課長】県が負担しております金

額は、年4,500万円程度でございます。
【外間委員】 市町村の合併で、長崎県は79の
市町村から21の市町に合併した、弊害とは言い
ませんけれども、北松浦郡世知原町が持ってい

たものが、佐世保市と合併したことによって、

今、佐世保市には青少年の天地をはじめ2つ以
上になったと、そういう短絡的な理由で今回の

廃止の対象としたのではないとは思いますけれ

ども、運営費4,500万円の大きな負担がかかって
いることも含めて、この財政負担をどう乗り越

えていくかということが、私は、今回のこの陳

情要望の最大の課題だと思っておりますので、

お互い話し合いを持って進めていけば、何らか

の道が開けるのではないかなと。

そういう意味で、教育長が英断を下された延
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長を有効に利用して、この陳情要望を何として

でも乗り越えるべく、そういった運営管理の面

で、例えば宮崎県あたりでは、民間で施設管理

を運用することによりまして、各学校に営業活

動を行って、翌年から赤字を黒字に変えたとい

うふうなお話も聞いております。運営管理次第

では、その金額を低減化して、何とか乗り越え

ることができるのではないかと思っております。

また、佐世保市のみならず佐々町、小値賀町、

平戸市、松浦市、こういった市長や教育長も一

緒になって、この施設を何としてでも存続をお

願いしたいという各自治体の要望も上がってき

ております。そういった方々と連携をして、こ

の施設の存続に向けてお話を持って来られてい

るわけでありますので、何としてでも、この要

望については前向きにご検討していただきたい

というふうに思っております。

この私とて、保護者の一人として、ここを3
度利用しております。ここにいらっしゃる県北

にお住いの県職員の皆様方も、一度はここで体

験をしておられると思います。外界とは温度差

が5度、夏は極端に涼しく、そして冬は極端に
寒く、その体験は非常に効果があって、ヘビと

の遭遇、アケビ、ザクロ、こういった自然に触

れる体験学習としては最高の場所でありまして

ですね。

問題は利用する数、あるいは運営費用、ここ

のところを乗り越えればというふうなところで

の要望になっております。この点についてしっ

かりと連携して協議をやっていきたいと思って

おりますので、どうか86番の要望につきまして
は格段のご高配を賜りますよう、よろしくお願

いをいたします。以上です。

【堀江委員】 陳情番号15、「県立高校におけ
る有資格の学校司書の配置の継続・拡大を求め

る陳情」について質問いたします。

陳情の趣旨を読みますと、現在、県立高校は、

学校司書の資格がある職員を4校に、資格がな
い職員を8校に配置をしているんだけれども、
今後、資格を有する学校司書の配置数を減らす

かわりに、資格がない職員を配置する学校を増

やす方針ということですが、現状と新年度の方

針を教えてください。

【本村高校教育課人事管理監】まず、現状です

けれども、現在、4校に4名の司書の資格を持っ
た方を月給制で配置をしております。

高校教育課の予算では非常勤の方も配置をし

ておりまして、これらの方が8名います。これ
らの方は司書の資格を持つことが望ましいとい

う考えもありますけれども、持っている方は1
名で、7名は持っていない方であります。
今後といたしましては、4名配置をしている

ところを1名として、非常勤の校数を16校に増
やして、できる限り多くの学校に配置を増やす

という方向で計画をしております。

【堀江委員】 この陳情の趣旨では、「学校司書

が配置された学校では」ということで学校司書

の配置は大きな成果を上げているというふうな

見解を述べておられまして、現場の先生の陳情

も別紙の資料として提出されております。

司書の資格がある先生の役割については、同

じと理解していいですか。その点はどうですか。

【本村高校教育課人事管理監】学校司書の役割

としては、司書ありの4校と非常勤の方の8校で、
仕事内容的には大きな変わりはないのではない

かと思っております。

図書館内の図書資料の整備、貸出し、調査統

計、教育支援等、必要な仕事、業務をしており

ます。

司書を配置した4校は、平成27年度から3校、
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平成28年度からさらに1校に配置しておりまし
て、ほかの学校のモデルになるように、その取

組を蓄積したり、あるいは普及をしていただく

ということで、研修会等で、この4校の皆様方
には実践報告等をしていただき、学校司書の皆

さんでそこを共有して、図書館の運営の円滑化

を図っているところでございます。

【堀江委員】今の答弁は、司書の資格がある先

生と、そうでない先生と、仕事は同じだから変

わりませんよということか。

この陳情は、司書の資格があることが大事で、

専門職であることが大事じゃないかと。だから

司書教諭、資格がある方を配置してほしいとい

う陳情だけど、その前段として人事管理監は、

司書の資格を持っている先生とそうではない先

生と、仕事は同じだから何も変わりませんよと、

今はそういう答弁だったのでしょうか。

【本村高校教育課人事管理監】司書の資格を持

つ方の仕事としましては、先ほど申しましたよ

うに、その学校の取組を広くほかの学校にも広

めていただくという大きな目的がありまして、

その成果も上がっているところだというふうに

思います。

【堀江委員】大きな変わりはないと言いました

ね。それはどういうことでしょうか。

要は私が言いたいのは、資格を持っている先

生とそうではない先生と、違うじゃないのと。

ここで言われているように、貸出数が増えたり、

あるいは授業に対する専門知識に対しても即、

答えていただいたりと、違うんじゃないのかと

いう前提があって、資格がある先生を増やして

くださいという陳情になるんだけど、結局大き

な変わりはないという見解ですか。

学校としてそういう蓄積があるから、ここに

資格がある職員が来ても、そうでない職員が来

ても、それは一緒ということを言いたいのでし

ょうか。もう一度答弁してください。

【本村高校教育課人事管理監】現在、司書の資

格を持っている教諭を配置した高校が4校あり
ます。そして、司書の資格を必ず持たなければ

ならないという条件ではない学校が8校ござい
ます。

そこの募集をする際、業務内容としては、司

書の資格ありの4校、資格なしの8校で大きな業
務の中身的には変わらないところがあるんです

けれども、司書の資格ありの学校についてはモ

デル事業として5年前からずっと取り組んでお
りまして、その5年間のノウハウ等の蓄積の普
及に努めていただくということで計画的に配置

をして、その実践例等をほかの学校にも還元を

しているところでございます。ですからそこが、

4校と8校に配置されている方は違う業務だと
思っております。

【堀江委員】この要望では、学校の現場で資格

がある職員と資格がない職員とでは違うんじゃ

ないのかと。

だけど人事管理監としては、最初の4校につ
いてはこれまでの蓄積があるので、資格がない

方が来ても同じだということを言いたいわけか。

要は、資格がある人とそうではない人の業務内

容は同じということを言いたいんですか。

【本村高校教育課人事管理監】有資格者である

ことは望ましいというふうに考えております。

ただ、有資格者であることを採用の条件とした

場合に、地域によりましては、その人材の確保

が非常に難しいところもあります。実際、採用

ができない可能性が出てくる地域もございます。

私どもとしましては、多くの学校に学校司書

と申しますか学校図書館職員を配置したいとい

う思いで、計画的に配置を進めているところで
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ございますので、有資格者であることは望まし

いとは思いますが、それを採用の条件としてし

まいますと、どうしても採用できない地域があ

るということでございます。

【堀江委員】それはちょっとごまかしだと私は

思いますね。

この陳情は、要は有資格、資格がある職員を

採用してほしいということですよね。少なくと

も今年度まで資格がある職員が配置をされてい

たところには、来年度も引き続き配置をしてほ

しいということを言っているんですよね、陳情

としてはね。

でも、高校教育課人事管理監の答弁としては、

資格を設けると採用できる地域が限られてくる

というか、できないということで、最初から有

資格を設けないということですけど、設けたら

いいじゃないですか。資格がある人の方がいい

わけだから、資格がある人を最初に募集して、

その上での判断にならないのか。もう最初から、

資格がない方を前提にして募集するというのは

納得できませんけど。

じゃあ、地域的に応募がないということが前

提で、資格を持っている先生たちのいる学校に

も来年度以降はしないのでしょうか。

【本村高校教育課人事管理監】先ほどおっしゃ

いました4校中3校は、次年度、常勤じゃなくて
時間給での募集をすることになっております。

【堀江委員】月給制と時給制は当初予算の時の

審議ですけど、ここで言っている陳情の内容は、

これまで資格を持っていた職員が配置されてい

たと、だから次年度も引き続き配置してほしい

と、ここについての見解はどうですか。公募し

ても人がいないということですか。

【本村高校教育課人事管理監】 この3校につき
ましては、司書の資格を持っていらっしゃる方

が募集で来ていただいて採用できれば、大変に

いいという考えがあります。

ただ、その3校について、司書の資格を持つ
方が応募をしていただかないと採用ができませ

んので、もし採用できなかった場合、誰もそこ

に人を配置することができません。ですから、

配置ができるように、司書の資格のある方が望

ましいですけど、ない方でも応募ができるとい

うことで対応しております。

【堀江委員】月給制で最初から公募していない

からでしょうが。時給制で公募するから来ない

んでしょう。月給制ですると社会保険もありま

すよ。時給制でするから社会保険もない。だか

ら資格がある先生も来ないんでしょう。

本当に司書の資格がある人が必要だと思うん

だったら、非常勤職員といえども月給制で公募

すべきですよ。時給制で公募しているから来な

いんでしょうが。違うんですか。月給制で公募

していますか。

【本村高校教育課人事管理監】 募集は、この

16校につきましては時給制で募集をしており
ます。

司書の配置につきましては、県の単独の予算

で賄わなくてはなりません。限られた予算の中

で配置のあり方を研究して、生徒が利用する時

間に学校図書館業務が円滑に効果的に行えるよ

う、私どもとしては、配置校を増やすという方

向で計画をしております。

【堀江委員】これは、ぜひ資格がある職員を配

置してほしい。非常勤職員でありましても、月

給制なのか時給制なのかということで違います。

月給制であれば社会保険があるし、時給制であ

れば社会保険がないとか、いろんな条件が違っ

てくる。

そうであれば、資格があるということが大事
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なので、そこを大事にして、ぜひ公募してほし

いと思います、月給制で。もう3月ですから、
これは時給制で公募していると思うんですけど、

そこを見直していただきたいというのが今回の

陳情ですので、ぜひご検討いただきたいという

ことを強く申し上げておきたいと思います。

【深堀委員長】陳情について、ほかにありませ

んか。

【赤木委員】 陳情番号2番の「海運・船員の政
策諸課題に関する申し入れ」についてお尋ねを

いたします。先ほど、中村和弥委員からいろい

ろ質疑がありましたが、その部分は避けてさせ

ていただければと思います。

「4．海に親しむ活動の推進」について、初
等・中等教育の段階において、海に親しむ体験

活動などを一層充実させることとありますが、

県で把握されていることで、海に親しむような

活動が既に何か行われていますか。

【木村義務教育課長】 特段、小・中学校で独自

にそういう活動を行っているものはありません。

ただ、そういう機関からの要望につきまして

は、市町教育委員会並びに学校には紹介をして

おります。

【赤木委員】わかりました。こちらの要望に対

しては、市町の管轄になるとは思いますが、長

崎県は海洋県でございますので、連携して取り

組めることがあれば、ぜひとも検討していただ

きたいと思います。

先ほどの質疑の中で、長崎鶴洋高校の定員が

120名から80名に削減されたというお話がござ
いました。定員割れをしているからという主な

趣旨だったと思うんですけれども、既に定員が

割れているから80名に下げたのか、それとも、
長崎の現状、産業に鑑みて、それも含めて80名
に下げたのか、それはどのような観点から下げ

たのか、お答えをお願いいたします。

【小野下県立学校改革推進室長】長崎鶴洋高校

の定員のことについて少し確認をさせていただ

きますと、今、一般入試が行われておりますが、

平成25年当時、長崎鶴洋高校水産科は1.15倍の
倍率がございました。平成31年度入試では、こ
れは0.44倍という形になっております。
このような形で大きな不充足が生じたという

のもあるのですが、実は、先ほどご説明が少し

おろそかになりましたけれども、長崎鶴洋高校

では、定員を減らしながらも、今後の水産業界

の構造の変化への対応ということも考えておら

れます。今まで、水産食品の加工開発などを行

う食品、それから水産資源の管理、生産を行う

生産、こういったものに分けて、それぞれの学

びをしていたんですが、今、水産業界ではいろ

いろな業種に通用できるような人材育成も必要

であるという観点から、それをまとめましてコ

ンサルティングという形で学びを統合した上で、

企業のニーズに応えられるような学びも設定し

ようということを令和2年、来年度から始めよ
うとしておられます。

この2つの観点、つまりなかなか志願者が増
えていない、それから学びの対応も必要である

との2点から、長崎鶴洋高校の水産科、80名定
員で対応をさせていただいたところでございま

す。

【赤木委員】丁寧なご説明、ありがとうござい

ます。

先ほど、3月の卒業生で101名で、39名が水産
関係に就職されるご予定だというお話だったと

思うんですけれども、これは育てている人材と

県内の産業が既にミスマッチを起こしていると

いうことにつながっているんですか。それとも、

生徒たちの意向が変わってきているということ
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でしょうか。何か把握されているものがあるで

しょうか。

【鶴田高校教育課長】 先ほど、101名中39名が
水産関連とご説明いたしましたが、これは平成

31年3月、つまり1年前に卒業した卒業生でござ
います。101名のうち進学者もおりますので、
就職した者の中で水産関連が39名で非関連が
37名ですので、五分五分という状況でございま
す。

いろいろな生徒一人ひとりの事情がございま

す。どうしても県内がいいとか、県内の機械系

の方に行くというようなこともございます。そ

この一つひとつまで分析できていない状況でご

ざいます。

【赤木委員】県内就職につながる部分だと思い

ますので、先ほど答弁もありましたけど、県内

の産業の状況等含めて、水産業の発展につなが

るよう取り組んでいただければと思います。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。

【川崎委員】 資料の18ページ、第2回障害のあ
る子どもの教育の在り方に関する検討委員会に

ついてお尋ねをいたします。

協議事項の③特別支援学校の整備と機能充実

で「大規模化し、教室不足等が生じている学校

については」というくだりがありますが、具体

的にどちらの学校でこのような状況が発生して

いるんでしょうか、お尋ねいたします。

【分藤特別支援教育課長】会議日時点の状況に

おきまして、県北地区を想定した有識者の委員

の意見でございました。県北地区の本校としま

しては佐世保特別支援学校1校があります。平
戸市、松浦市を含めて広域に児童生徒を受け入

れていることから、特別教室を普通教室に転用

するなど、児童生徒の増加に伴う一時的な教室

不足への対応をしている状況を委員が発言され

ました。

【川崎委員】佐世保特別支援学校が一時的なキ

ャパ不足ですか。一時的ということであれば、

この「解消など計画的に整備を図る必要がある」

というご意見に関しては、どういった受け止め

になりますか。

【分藤特別支援教育課長】現在、長崎県特別支

援教育推進基本計画の第4次実施計画を令和元
年度から進行しております。第4次実施計画に
基づいて、令和3年4月から平戸市立田平中学校
内に、佐世保特別支援学校の小・中学部の分教

室を開設する準備を今しております。佐世保特

別支援学校本校の教室不足は、それによって解

消するものというふうに考えております。

【川崎委員】そうすると、対応はされていると

いう認識でいいですね。わかりました。しっか

りと寄り添っていただきたいと思います。

同じ検討委員会の委員からの意見で、特別支

援学校の整備について、特別支援学校が避難所

になるのは合理的であると、避難所としての整

備が考えられるのではないかというご意見があ

りますが、これについての受け止めをお聞かせ

いただきたいと思います。

【分藤特別支援教育課長】 この第2回の会議の
検討事項は、特別支援学校についてでございま

した。特に、特別支援学校の機能の充実という

視点から、委員からお話をいただいたところで
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ございます。

委員のおっしゃったことを細かく申しますと、

現状として特別支援学校の中には、体育館等が

災害時の地域避難所として指定されている学校

がございます。災害時において、障害のある児

童生徒の中には、一般の指定避難所で一緒に避

難生活を送ることが困難なケースもあります。

特別支援学校はバリアフリーであることなど、

施設設備も充実しておりますので、障害のある

方の避難所としての機能というところで、防災

への施設設備についての充実といった視点から

の委員の意見でございました。

これは、令和4年度からの長崎県の第2期の特
別支援教育推進基本計画策定に向けた、有識者

会議による、先10年を見通した在り方をしっか
りと整理していただくという会でございます。

この在り方検討委員会の報告書を9月までにま
とめていただくことになっております。

この会議の場で、災害時における障害のある

人たちの避難場所について、各特別支援学校と

地域の行政機関等と連携を図っていく必要があ

るという方向性をいただいておりますので、そ

ういった方向性を踏まえて第2期の基本計画を
検討していくという手続になっていきます。

【川崎委員】そうすると、在校生の災害時にお

ける避難所ということではなく、在校生以外の

障害がある方の避難所として受入態勢を整備し

ていくべきではないかということなんですね。

つまり、どっちかというと危機管理の部門が担

っていくような課題ということでしょうか。

【分藤特別支援教育課長】この基本計画につき

ましては、教育における基本計画になります。

新しい学習指導要領においても地域に開かれた

学校づくりということが一つ大きな視点になり

ます。特別支援学校が地域に対してどのような

機能を果たすかという視点です。

また、こういった意見もございました。東日

本大震災で、感覚過敏のある発達障害の子ども

が、避難所で苦しい思いをしたという場面が紹

介されました。発達障害の子どもたちの困難さ

さまざまですので、そういった児童生徒に、地

域としてどんな配慮が必要なのかといったとこ

ろを、避難している地域住民の方にも理解、啓

発を図っていく取組も必要じゃないかという意

見もありました。

よって、委員ご指摘の地域におけるという視

点と、子どもたちに対してどう支援していくか

といった2つの側面で委員のお話があったとこ
ろでございます。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、議案外所管事項に対する質問を行うこと

といたします。

質問はございませんか。

【松本委員】 第76号議案でも触れましたが、
本日、高校入試があっております。今の中学2
年生は、新しい高校入試制度で受験をいたしま

す。新しい入試制度ということで、2月に説明
会が、校長会であっております。

この入試制度は、今までは1回しか受けられ
なかったものが、前期と後期に分かれて2回受
けることができるということで、大幅に変わっ

ております。

まず、ここに至った背景と申しますか、なぜ

こういう形に変えたのかというところをお尋ね

いたします。

【鶴田高校教育課長】委員ご指摘の公立高等学

校入学者選抜の改善につきましては、昨年9月
に発表をいたしまして、現在、校長会や中学校
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への説明等を進めているところでございます。

ご質問の背景でございますが、従来から、中

学校側から推薦入試の廃止の要望がございまし

た。地域間の差、学校間の差はあるものの、推

薦入試への志願も低調であったため、今回見直

すということになりました。

【松本委員】推薦入試がなくなって前期、後期

に分かれるということであります。

事前に、なぜ推薦入試がなくなったのかと確

認したら、確かに学校側でも、希望者が多くて

校内で推薦者の選考が難しいと、その推薦入試

も定員割れしている状況であったということで

ございます。

そうしますと、前期後期に分かれたことによ

って、推薦がなくなった分、こういうところが

メリットになりますというところはどこか。

もちろん2回受けられるということは大きな
メリットだと思います。今までは1回しか受け
られない。1回受けて、不合格だったら私立に
行かなきゃいけなかったけれども、今度からは

前期で失敗しても後期にもう一回チャンスがあ

るということで、すごく可能性の幅が広がるこ

とは大きいと思います。

その中で注目しているのが、何が違うのかの

説明で、前期選抜の中で受験の方法が変わって

います。今までは5科目と面接だったのが、英
数国と面接。理科と社会がなくなって英数国だ

けになって、プレゼンテーションと実技という

受験科目がございます。これは今までになかっ

たものですが、こういったプレゼンテーション

や実技の受験を義務教育の学校でどのように指

導していくのか。もう来年のことですので、そ

ういったところはどのように考えているのか、

お尋ねいたします。

【鶴田高校教育課長】特色選抜における選抜方

法のプレゼンテーションにつきましては、具体

的にどういうものかといいますと、例えば、Ａ

3版の用紙に中学校で取り組んだことや高校で
頑張りたいことをまとめて、それを見せながら

説明していく、プレゼンテーションの能力とい

うんですか、今までは面接だけでしたけれども、

そういったものも課して中学生の能力を見たい

ということでございます。

実技につきましては、波佐見高校に美術・工

芸科がございまして、絵とかデザイン、そうい

ったものの力を見たいということで、実技につ

きましては、かなり専門性の高い学科に限定さ

れるものと考えております。

【松本委員】 今の中学2年生、中学1年生が受
験をするわけですけれども、確かにプレゼンテ

ーションが試験になると、事前に学校の先生と

も準備はするでしょうし、それがまた主体的な

学習にもつながるとは思います。実技に関して

も、美術や技術といった、高校でこういうこと

をやりたいと意欲を高めるきっかけにはなると

思っております。

ただ、指導する側からしたら、割合の問題で

す。例えば前期選抜の割合がどれくらいのパー

センテージなのか、また、学力とプレゼンテー

ションと実技のテストの配分の比率とか、そう

いったものはどのように判断するのかと、来年

初めてやるわけですから、ここが大きく変わっ

てくると思いますが、そこに対してはどのよう

にお考えでしょうか。

【鶴田高校教育課長】まず、前期選抜における

割合でございますが、今の大枠としては募集定

員の5～50％で各学校が決めるというふうにな
っております。

それから、プレゼンテーションとか学力検査

等の比重でございますが、これも各学校で、学
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校の特色を出したいと、プレゼンテーションが

強い生徒を取りたいということであれば、そこ

の比重を増やすことができるようにしていきた

いと考えております。

何よりもまして、そういった詳しい情報につ

いて、恐らく今の中学2年の生徒、それから保
護者は早く知りたいと考えていると思います。

今、高校側が一生懸命に考えているところでご

ざいまして、例年でございますと5月の下旬に
公表する予定のものですけれども、1カ月ほど
は前倒しをして公表して、中学校2年生及び保
護者の不安の解消に努めていきたいと考えてお

ります。

【松本委員】初めての試みですから、おっしゃ

ったとおり保護者も生徒も不安があると思いま

す。しかし、新しい試みに期待も出てくると思

います。それに対しての準備を中3になってか
ら、5月から聞くわけですから、受験までにプ
レゼンテーション、実技が具体的に何を自分が

準備しなきゃいけないかは学校の先生と相談し

ていくと思いますが。

午前中に倍率が低い話もしましたが、この制

度を活用すれば2回受けられるし、行きたい高
校を複数選ぶこともできます。ぜひ、この周知

を徹底して、公立の受験をきっかけとして意欲

的に中学生が学習に取り組めるように、周知を

5月下旬にされるということですから、しっか
り伝えていただきたいと思います。

2つ目に、コロナウイルス対策について確認
をいたします。

2月28日に文部科学省より通達がございまし
て、対象約12万人の小・中・高校生が休業する
ことになりました。早速2月29日に文教厚生委
員会が開催されまして、方向性は伺いました。

その後、3月1日の卒業式におきまして、来賓

がなしのところもあれば、あるところ、これは

学校に任せるということでありました。

私は大村工業高校に参加させていただいたん

です。かわいそうと言っては何ですが、「君が

代」も歌えなくて、返事もできない、在校生が

いないという状態でありました。しかし、保護

者の方々は「やってもらってよかった」という

声もありました。学校独自の配慮で、卒業式が

終わった後の中庭で式歌をみんなで歌って、外

は大丈夫だということで対応したことに、ちょ

っと安心をしたところでございます。

今は3月2日から24日まで臨時休業というこ
とで、小・中・高校生12万人が対象になります。
市民の方から質問が多かったのが、休校中は

自宅で過ごすようにと、人の集まる場所等への

外出を避けるようにという通達がきて、学校で

も指導があっておりますが、しかしながら、休

校中に部活をしているといったクレームや、児

童生徒がカラオケやボウリングに行っているの

はどうなのかといったさまざまな心配の声も上

がっております。

これはもう学校だけで抑えられることではあ

りませんが、通達がきている以上、教員の方々

は出勤していらっしゃるので、中山委員から前

の委員会であったとおり、電話や巡回、家庭訪

問などの対応は必要になると思いますが、現状

をお尋ねいたします。

【木村義務教育課長】先週の文教厚生委員会か

ら本日にかけまして、県内21市町への聞き取り
のほか、私自身も先週、7市町を訪問しまして、
5つの教育委員会の事務局、7つの小学校に状況
確認に参りました。

いずれの教育委員会及び学校も、まずは感染

症予防という臨時休業の趣旨を十分踏まえた上

で、家庭での学習の充実や児童生徒の居場所づ
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くり、安全確保等に努めておりました。

特に児童生徒の安全確保については、市町、

各学校の実情によってその形は異なります。家

庭訪問を実施しているところもあれば、市町に

よっては感染症予防を強く打ち出している場合

があり、そういう市町に関しましては電話連絡、

また臨時登校日の設定、そして特に中学校は、

先ほど話題にありましたことを含めて、校区内

の巡回を行っております。

さらには対馬市では、中学生は1人に1台タブ
レットがありますから、タブレットによる見守

り等、さまざまな取組が行われています。

カラオケや部活動については、私は承知して

おりませんが、そういう保護者、地域の方のお

気づき等があれば、ぜひ学校にご連絡いただけ

ればと思っています。

【松本委員】続きまして、小学校低学年の対応

です。学童保育、保育園は通常どおり、そして

学童保育に関しては終日お願いしたいというこ

とがありました。終日できているのか。部署が

違いますけれども、学校に併設している学童保

育もあるので、教員の方のフォローやサポート

があればという声がありましたが、10日たった
状況の中で連携はできているのか、お尋ねいた

します。

【木村義務教育課長】子どもの居場所づくりの

ための人的体制の確保に向けた放課後児童クラ

ブへの教職員の支援につきましては、国からも

3月3日付で通知が来ましたので、そのまま市町
教育委員会に協力依頼をいたしました。各市町

とも、要請があれば対応すると伺っておりまし

て、昨日の段階で6市町におきまして、教員ま
たは市町雇用の学校支援員が、放課後児童クラ

ブに勤務の形で協力しているというふうに伺っ

ております。

放課後児童クラブ等との連携につきましては、

当然各市町とも行っております。よって、必要

に応じて学校に受け入れているところでありま

すが、今のところ、クラブでも学校でも受け入

れられていないという報告は承ってはおりませ

ん。

【松本委員】先日も質問しました、低学年で学

童にも入れない、おじいちゃん、おばあちゃん

も見られない、どうしても預けられない低学年

児は、文部科学省からも、学校で対応できると

ころがあれば対応してほしいと。ここは市町の

判断でございますが、その時点では長崎市と佐

世保市が対応しているという状況でございまし

たが、それが今、どういう状況になっているの

かが１点。

また、障害のある児童生徒、特別支援学校の

部分は、デイに預けられない場合は学校の方で

対応できているのか、2点お尋ねいたします。
【木村義務教育課長】幾つかの市は放課後児童

クラブで対応できるところがありましたが、他

の市町におきましても学校での受け入れを始め

ております。

昨日、文部科学省からの調査がまいりました。

昨日、今日の段階で各市町教育委員会に照会を

しております。そのあたりをまとめることがで

きれば、一定、数を私どもも認知することがで

きると思っています。

【分藤特別支援教育課長】一斉休校の後、各特

別支援学校長宛てに、障害のある子どもたちの

居場所の確保ということで速やかに通知を発出

して、協力を依頼したところでございます。

3月2日以降、受入れ学校数が3校、5名の方が
特別支援学校を居場所として活用されている状

況でございます。

【松本委員】急な休業に対して、学校現場の混
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乱というか先生方のご負担は大変だと思います

し、関わる学童保育の方々や、もちろん保護者

の方々も大変だと思います。

総理が記者会見で、とにかく未然に防ぐこと

と、これは関係者だけじゃなくて国民全体で協

力してコロナウイルスと闘っていかなければい

けないと。

驚いたのは、民間の方々が、お昼が食べられ

ない子どもたちのために100円でお弁当をつく
ったり、企業によってはネット配信で勉強を教

えたり、漫画を見ることもできますよといった

民間の協力もございます。

教員の方々には、年度末の大変お忙しい時に

ご負担にはなりますが、共働きの家庭も多いで

すから、新年度に入るまで感染をすることがな

いように、子どもたちの安全・安心のためにご

協力いただきたいと思います。

次の質問に移ります。

2月19日に報道発表がありました。文化庁よ
り、ユネスコ無形文化遺産への提案候補が選定

されました。本県からは大村の国指定文化財の

黒丸踊、沖田踊と平戸のジャンガラという踊り

が候補に選定されました。

今までは国指定に向けて一生懸命に頑張って

いたんですけど、いよいよユネスコ登録まで発

展することに、地元でも大変な喜びになってお

りますが、ユネスコ登録の候補になりましたと

報道されていますが、ユネスコの趣旨と、そし

てどのような手続で決まるのかをお尋ねいたし

ます。

【草野学芸文化課長】 先般2月19日に、文化審
議会の無形文化遺産部会において、ユネスコ無

形文化遺産への提案候補として選定されました。

これは、国の重要無形文化財を文化庁がグルー

ピングをして、今回は「風流踊り」という形で

全国的に37件を候補として選定したものでご
ざいます。

今後の予定としましては、令和2年3月中に国
の関係省庁連絡会議で審議が行われまして、3
月末までにはユネスコ事務局に提案書を提出す

るという形になります。

日本には無形文化遺産登録されている件数が

多く、既に21件あるため、国でのユネスコ無形
文化遺産の審査は実質2年に1回となっており
ます。2年前にナマハゲ等が指定されまして、
令和2年は、伝統建築工匠の技が候補として審
議される予定です。

そういった形で、令和3年に政府間委員会の
審議が行われ、令和4年11月頃に審議され、決
定となる予定でございます。

【松本委員】 令和4年の正式決定に向けて、こ
れから国に提出をするということでございます。

地域の方々から、ユネスコ登録になると何か

いいことがあるのかとメリットを聞かれるんで

すが、ユネスコ登録になると、国の支援とか、

そういったものは出てくるんでしょうか、お尋

ねをいたします。

【草野学芸文化課長】ユネスコの文化遺産にな

ると当然知名度は上がりまして、活動も活性化

するかと思われます。

文化庁も、昨年12月にユネスコ無形文化遺産
の補助金を策定いたしました。これは補助率

100％の国庫事業になります。主な事業として
は人材育成事業、普及啓発事業、調査研究事業

という3部門がございます。観光ボランティア
のガイドの養成経費であったり、モニターツア

ーの経費であったり、そのほか普及のための講

演会、シンポジウム、展示会といった分の経費

も国の方で100％見ていただくというような事
業でございます。また、啓発のための英文の教
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材の新規作成の経費も補助できるようになって

おります。

【松本委員】もう時間になりましたので最後に

しますが、無形の文化財ですので形がありませ

ん。黒丸踊も500年以上前からずっと地域で踊
りながら伝承しているんですけれども、実は、

郡三踊りで国指定をいただいたんですけど、そ

の中の一つの寿古踊が今回、ユネスコを辞退し

ました。どうしてですかと聞くと、50世帯の集
落ではもう維持ができないということで、今回

はもうあきらめるというお話をいただきました。

こういったところはほかの地区でも同じと思

いますが、そういった中での支援とか補助は大

変心強いものがございます。今回のユネスコ登

録を契機に、伝統文化の継承がしっかりできる

ように、支援も引き続きお願いしたいと思いま

す。以上です。

【川崎委員】新型コロナウイルスの対応につい

てお尋ねいたします。

今、松本委員の質疑で、居場所が見つからな

いお子様はいらっしゃらなかったということで

安心をいたしました。引き続き、しっかりとご

配慮いただきたいと思います。

そういう中で、学習状況についてのお尋ねで

ございます。自学のための課題を与えて取り組

まれていると思います。さまざまな報道を通し

て、遠隔での学習が行われているように伺って

いますが、この遠隔による学習の実施主体はど

ちらになるんでしょうか。

【木村義務教育課長】報道で取り上げられたの

は対馬市立厳原中学校だったと思うんですが、

間違いがなければ、それで説明をさせていただ

きたいと思います。

対馬市の中学生は、タブレットを1人1台持っ
ております。それを活用して、学校が独自に子

どもたちとの間で、遠隔により健康観察や自宅

学習の確認をしております。

具体的な内容といたしましては、タブレット

を1人1台持ち帰って、毎朝、決まった時間に健
康状況を報告、健康の場合には青、体調不良の

場合は赤のカードを送信する。カードが届かな

い場合や赤のカードが届いた場合は、電話また

は家庭訪問をして安否及び健康観察を行う。

また、学習成果につきましては、学校から課

題を送信、生徒は課題を受け取って、終わった

課題は学校に送り返し、学校の方で添削をして

コメントを返すというやりとりを行っておりま

す。

【川崎委員】 1人1台、それは学校の先生がや
られているわけですね。ということは、学校の

授業が、まさに遠隔授業が行われているという

イメージだと思います。

利用状況については、今、事例を挙げていた

だきましたのでわかりましたが、先議事項で、

すいすいスクールネットワーク整備事業に合わ

せて、端末も早く1人1台にすべきだと申し上げ
ましたが、こういった不測の事態にもこのよう

な効果が見られるということであれば、しっか

りとハード整備も、少し前倒しで進めていただ

ければというふうに思います。

先ほど、学校司書の話もありましたが、まさ

にこういった時間がある時といいますか、特に

夏休みは、こういった本をぜひ読んでほしいみ

たいな、お薦めの本を紹介しながら取り組まれ

ていると思います。今、まさにこの時に読書を

やろうと積極的に取り組まれていることはござ

いませんか。

【木村義務教育課長】学校の状況でございます

が、家庭学習の中で読書というのは一つの大事

な要素でございますので、各学校は、臨時休業
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に入る前に、それぞれの実態に応じた指導をさ

れていますし、学校の図書館も活用しています。

【川崎委員】ぜひ時間がある時に、そういった

ところを積極的に薦めていただければと思いま

す。

もう一つは、感染防止が目的の一斉休校であ

ったものの、元気なお子さんが一日中家にいる

ということもなかなか大変で、むずむずして外

に出ることもあろうかと思います。

一方では、きちんとした体育の授業を受けて

いないわけで、カリキュラムに則った運動が不

足をしていないかと懸念もしております。そう

いった運動支援についてはいかがでしょうか。

【松﨑体育保健課長】委員からご指摘がありま

した支援は行っておりません。地域の実情に合

わせて、市町教育委員会や各学校で対応されて

いるものと考えております。

実際、ある学校では校長が、保護者宛ての一

斉休業のお知らせの中に、「時には自宅でのス

トレッチや筋力トレーニングをするなど、気分

転換を図るようにしてください」という文言を

記載している事例もございました。

【木村義務教育課長】本日、文部科学省から通

知がきているところです。

感染予防のために基本的には自宅で過ごすよ

うにお願いはしているものの、健康維持のため

屋外で適度な運動をすることなどは妨げるもの

ではなく、感染リスクを極力減らしながら適切

な行動をとってもらうことも重要だという通知

がきております。

なかなか難しいことかもしれませんが、今回

のコロナウイルスでは、密閉されたところで、

近距離で、歌を歌うとか声を出すところは感染

リスクがあるので、そういうところを避ければ

一定運動ができるというような考え方だと思い

ます。これを早速、今日、市町教育委員会にも

通知したところであります。

【川崎委員】ぜひ頭、そして体も併せてしっか

りとご配慮いただければと思います。

次に、一斉休校の期間についてです。刻々と

春休みの時期は近づいてきていて、一方では昨

日、気になる発言があってですね。

専門家会議が昨日あって、当面、感染者の増

加傾向が続くと予想され警戒を緩めることはで

きないと。別の委員だったでしょうか、「これ

は長期間に及ぶ、年を越すかもわからない」と

いう発言もある。この1～2週間が、もう1～2週
間では済まなくなったなと非常に憂えていると

ころでありまして。

昨日の専門家会議の言葉を受けて、今回一斉

休校がこの時期でとどまるのかどうか。春休み

を越えることも検討しないといけないんじゃな

いかと憂えているわけですが、その点について

お聞かせいただきたいと思います。

【鶴田高校教育課長】今、委員がおっしゃった

専門家会議メンバーの見解については承知をし

ているところで、警戒を緩めることはできない

というような発言は私もテレビで見ました。

現時点で、県立学校については臨時休業期間

を3月24日までと通知をしております。その後、
春休みに入りますので、新学期が始まる4月7日
までは授業等、部活動も含めて、ないというこ

とになっております。

その後の臨時休業の延長につきましては、国

の動きや文部科学省の方針等を見極めながら、

適切に対応していきたいと考えております。刻

一刻と、いろんな動きや方針が出る状況でござ

いますので、そういったものを見ていきながら、

4月8日以降、新学期のあり方について考える必
要があると考えております。
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いずれにしましても、感染の拡大の防止が前

提でございますので、そういった考え方を一番

に、優先して考えていきたいと思います。

【川崎委員】なんでこんなことを伺うかといい

ますと、今回3月2日からの休校については唐突
感もあるとさまざまな批判もある中で、教育長

も感染防止と、子どもたちの命を守るというこ

とでの英断だったという認識をもっております。

であれば、こういったことを我々も経験をし

たわけですから、積極的に云々ということを言

っているわけではなく、いろんなことに備えて

おくことは必要かと思います。ご答弁は結構で

ございますので、ぜひそういった不測の事態に

は十分備えておいていただきたいと、そういっ

た意見でございますので、よろしくお願いをい

たします。

次に、物品の発注についてお尋ねをいたしま

す。昨年、総務委員会に所属をいたしておりま

して、物品に関わる質疑をさせていただく中に、

教育委員会関係の発注でこういったことがあり

ました。

同じ年度内の発注で小分けにたくさんあると、

同種のものは一連の調達と見なされ、合計が

3,000万円を超えるとＷＴＯ案件となって、県内
企業に特化するという地域縛りがかけられない、

そのような状況がありました。よって、3,000
万円よりも低い金額でありますが、これを県外

業者が落札をするということがあったんです。

十分県内企業で取れる案件ではあったんですが、

ＷＴＯ案件ということで、残念ながら県外の企

業が落札をしました。

なにがしか工夫ができないものか、ご見解を

賜ります。

【日高教育環境整備課長】委員ご指摘のとおり、

トータルの金額が3,000万円以上のものにつき

ましては、小分けをしてもＷＴＯの政府調達の

要件を満たすという形になっております。

現在、私どもとしましては、パソコン教室の

パソコンとか事務用パソコンにつきましては7
年間での更新という形を目指しておりまして、

毎年1億3,000万円から1億4,000万円程度の予
算でパソコン等の購入を計画しております。1
件で1億3,000万円では、ＷＴＯ案件ですので、
県外の業者が取るか、県内の業者が取るかわか

りません。

ですから、令和元年度につきましては8つの
地区に分けまして、8件の発注に小分けをいた
しまして、地元の業者が参入しやすいように、

現状の制度の中で地元発注が可能になるように

制度運用をしている状況でございます。

【川崎委員】 工夫をされて8件に分けて、地元
の企業もなるべく取れるような形にしていると

いうことでありましたが、8件全部、何とか県
内企業にならないかという思いなんです。

そういうことに関して何が壁になっているの

か、もう少し研究をして、問題があれば、そう

いったところを我々と議論しながら、いい形に

もっていく努力をしてほしいんです。いま一度、

ご答弁を。

【日高教育環境整備課長】今の政府政令の中で

の発注につきましては、私が説明しました、小

分けにして県内業者の受注機会を増やすという

のが精いっぱいじゃないかと思っておりますの

で、今後も県内の業者が受注をしやすいように

小分けして、受注機会を増やしたいと考えてお

ります。

【川崎委員】あまり答弁は変わらなかったです

ね。また改めて、いろいろ課題を一緒になって

勉強していきましょう。

次に、教科書についてお尋ねをいたします。
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選定のことですが、あまり知識がなくて大変恐

縮です。基礎的なことをお伺いするかと思いま

すが、お許しください。

多くの出版社がありますけれども、どのよう

な作業で、どなたが選定をしていかれるのか、

お尋ねいたします。

【木村義務教育課長】公立学校で使用される教

科書につきましては、その学校を設置する市町

や都道府県の教育委員会に教科書採択の権限が

ございます。

市町立の小・中学校におきましては、採択地

区市町または採択地区内の市町が共同して、教

科ごとに同一の教科書を採択することになって

おります。

本県における採択地区は12地区あります。こ
のうち5地区が、複数の市町で構成される共同
採択を行っております。共同採択をするのは、

市町によっては学校数が少ないなど単独での採

択が困難であり、また、地域的条件等から、そ

の地域内で同一の教科書を使用することが適当

と考えられる地域でありまして、近隣の市町で

採択地区を構成しております。

採択の方法は、採択権者である市町教育委員

会が、県が作成した採択基本方針及び選定資料

を参考に、採択地区ごとに独自に調査、研究し

た上で、1教科につき1種類の教科書を採択する
という手順になっております。

【川崎委員】教科書ですから、本そのものだと

思います。理解度を深めていくために、ＩＣＴ

教育というのが進んでいると思います。まさに

1人1台、早くやってほしいですけど。
例えば、教科書にＩＣＴ教育がリンクされて、

より理解度が進んでいくような教科書、デジタ

ルコンテンツがコラボすると、より一層いいん

じゃないかと思いますが、ＩＣＴというところ、

いわゆるデジタルという部分については、採択

における基準が設定されているんでしょうか。

【木村義務教育課長】先ほど、市町は県が作成

した採択基本方針及び選定資料を参考にと申し

上げましたが、選定資料の項目の中にＩＣＴを

取り上げた項目がございます。

今回の教科書の特徴は、ＩＣＴに関しまして

はプログラミング教育に関する記述が入ってい

ます。例えば、算数科で6発行者、6学年計36点
のうち17点で入っていました。また、理科発行
者4学年24点のうち6点で記載していたとの情
報です。

もう一つは、二次元コードというのが今回初

めて入りました。これは、バーコードを読み込

むと実物の映像が出てきたりするものでありま

すが、全164点中155点に二次元コードが入って
おり、これは大幅に増加しました。

このような点を参考資料の中に入れて、市町

教育委員会が選定する資料にしていただいてい

ます。

【川崎委員】より理解度が深まるような教科書

でやっていただきたいと思います。よくわかり

ました。

次に、文字のことでお尋ねいたします。図書

館でも、視覚障害というか、なかなか見えづら

い方のために、普通の図書と別に大きな文字で

改めてつくり直した本が置いてあるんです。

学校現場においても、少し見づらい方もおら

れるだろうと思いますが、そういったところに

工夫はされてあるんでしょうか。

【分藤特別支援教育課長】採択地区で採択され

た教科書が見えづらい、つまり弱視の子どもや、

特別支援学校であれば全盲の子ども、また読む

ことが難しい学習障害の子どもなど、さまざま

子どもがいます。
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そのため、検定教科書を拡大した拡大教科書

や、点字教科書が発行されており、通常の学級

や特別支援学級の子どもたちも、このような一

人ひとりに合った教科書を採択して活用されて

いるところでございます。

加えて、検定教科書の音声教材も、子ども一

人ひとりに応じて活用できるようになっており

ますので、そういったものをパソコンやタブレ

ットに取り込んで活用しているお子様もいらっ

しゃいます。

【川崎委員】 今のように拡大、点字、音声教材

もありまして、一定配慮をされていることは承

知をいたしました。

このようなことから学習能力も上がっていっ

ているだろうと思いますが、その効果について

は何か検証をされていますでしょうか。

【木村義務教育課長】新しい教科書は、本年度、

小学校で採択をしたものですから、使用開始は

次年度からということになります。さらに、次

年度は中学校で採択し、使用開始は再来年度か

らということになりますので、新しい教科書の

効果等については、その活用の中で見定めてい

きたいと考えています。

【川崎委員】今のは、見えづらい教科書とかの

ことに対するご答弁ですか。（「全部です」と

呼ぶ者あり）すみません、申し訳ない。質問の

仕方が悪かった。

拡大とか点字、音声教材、そういったものが

あって、生徒さんが理解度を深めるための工夫

がされていますが、この活用によって具体的に

どういった効果が出てきたのか、どういうふう

に学習能力が上がったのか、意欲が上がったの

か、そういったところをお聞かせいただければ

と思います。

【分藤特別支援教育課長】例えば、先ほどご紹

介しました音声教材につきましては、本県にお

いては約55名の希望をされている子どもさん
がおられます。音声教材につきましては、例え

ば、タブレットやパソコンに取り込んで、白い

字面が見にくいので白黒反転して見やすくする

こともできますし、音読する時に行を飛ばして

しまう子どもは少し行間を広げると、そういっ

た操作も容易になっていきますという効果が文

部科学省のパンフレットに示されております。

本県で、この音声教材を使いたいというお子

さんが先ほど申した人数いますので、しっかり

と義務教育課と連携して、県で、こういった使

い方をしてこういう効果がありましたというこ

とを分析して発信をしていきたいというふうに

思っております。

【赤木委員】委員と重ならない形で質問させて

いただきたいと思います。新型コロナウイルス

関連について、質問させていただきます。

本日、高校受験が行われているということで

す。新型コロナウイルスに関しては、幸いなこ

とに県内では感染者は出ておりませんが、対策

としていろいろ必要ではなかったかと思います

ので、試験に関してどういった対策をして、混

乱がなかったかどうか、何か報告があれば教え

てください。

【鶴田高校教育課長】 結論を申し上げますと、

特に混乱等はございません。現在、順調に実施

しているところでございます。

臨時の文教厚生委員会でもご報告いたしまし

たが、万が一、感染者や濃厚接触者があった場

合、2週間程度の自宅待機や治療が必要という
ことで、救済措置を発表したところでございま

す。

今日も、咳や発熱等で不安がある生徒に対し

て、個別の個室受験や別室受験というような配
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慮についても指示をしていたところでございま

すが、幸い今のところは特にそういったことは

ないようでございます。

【赤木委員】普段の努力が報われるような環境

であるということで、大変喜ばしいことだと思

います。

先ほどの答弁の中で、3月24日までは一斉休
業で、春休みを経て、その後またいろいろ検討

しないといけないというような話がありました。

4月7日まで春休みで、それ以降の学校の中での
対策もさまざま必要になってくるかと思います。

例えば備品の準備等も必要になってくるかと思

いますが、学校が開かれた時の対策は何かとら

れているでしょうか。

【鶴田高校教育課長】備品等の準備は基本的に

は職員がいたします。職員は勤務をいたしてお

りますので、年度末、年度始めの準備について

は遺漏がないようにできると考えております。

【赤木委員】例えばアルコール消毒液が、学校

の中で用意している分が足りなくなるとか、そ

ういう事態はないという認識でよろしいですか。

【鶴田高校教育課長】今日は高校入試をやって

おりまして、アルコール消毒液を玄関に置いた

りしています。卒業式もそうでしたが、そこが

足りないという報告は、私どもは聞いておりま

せん。

【赤木委員】 わかりました。

では、生徒ではなくて教職員の環境について

お尋ねします。もちろん教職員に関しても、健

康管理には努めていただかないといけないと思

います。今回の新型コロナウイルスの影響も受

けて、教職員に対する健康管理等、何か変わっ

たこと、改めて行ったことなどありましたら教

えていただきたいと思います。

【鶴田高校教育課長】県立高校に関しましては、

何回も繰り返しますが、本日が高校入試で、高

校の教職員が感染をしてしまったら大変なこと

になるということで、万全の体制を敷くように

という通知を出しておりました。幸い、そうい

った健康面での不安を抱えている教職員はござ

いません。

【赤木委員】これは提案ですけれども、万全に

対策をしていただいていることは大変喜ばしい

と思うんですが、例えば検温を毎日して報告を

させるといったことができないかどうか、教職

員の健康管理にもぜひ努めていただきたいと思

います。

次に、先ほど川崎委員からもお話がありまし

た、遠隔での学習支援についてお尋ねをいたし

ます。

埼玉県の教育委員会は、ホームページに前か

らあったとは思うんですけれども、教材をダウ

ンロードできるような仕組みづくりができてお

ります。

長崎県の教育委員会でも、ホームページ上か

ら教材がダウンロードできるといった仕組みが

あるのか、もしくは検討されているのか、そう

いったものがあれば教えてください。

【木村義務教育課長】今回、急な家庭学習とい

うことになりましたので、各学校が使用してく

ださったものの中に、現在、県の教育センター

に取りまとめてある問題事例とか、過去の全国

や県学力調査を見やすく系統づけたものをダウ

ンロード、印刷して活用していただいていると

いうふうに伺っています。

【赤木委員】今のは、誰でもダウンロード可能

ということですか。（発言する者あり）学校だ

けですね。わかりました。埼玉県の教育委員会

は、誰でもダウンロードできるような状況で。

今回の休業によって、子どもたちにできる限
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り教育の格差が生まれないような取組を検討し

ないといけないのかなと私は思っております。

私、東京学芸大学出身でして、友人の8割ぐ
らいは教員になっております。さまざまな全国

での取組等情報が入ってくるんです。これは学

校の教員の能力になってしまうのかもしれませ

んが、ある教員は、オンラインでできる教材を

全てまとめて、自分の学校のホームページで公

開をしている事例もございます。

子どもたち目線になってしまうんですけれど

も、こういったオンラインで、無料で使えるツ

ールがありますので、公開して、教育格差がこ

の時期に生じないような取組を検討いただけな

いかと思うんですが、何か見解がございました

らお願いいたします。

【本田教育次長】委員ご提案のことは、検討を

しながらということで実は考えているところで

ありますけれども、今後、延期になるのか、あ

るいは4月8日から開校してそのまま進めるの
かということも判断の一つになってまいります。

その意味で、民間のコンテンツとなりますと

経費がかかることもありますので、何か工夫が

できないかと。教育センター等のウェブページ

を使いながら、先ほど義務教育課長が申し上げ

ましたが、そういう提供ができないかというこ

とは検討してまいりたいと考えております。

【赤木委員】無料で使えるツールがたくさん出

ておりますので、費用がかかるものは確かにあ

るかもしれませんが、ぜひとも、今のこの時期

を利用して、さまざまな学びができるような環

境は検討していただきたいと思います。以上で

す。

【深堀委員長】審査の途中ですが、しばらく休

憩いたします。再開を15時25分にしたいと思い
ます。

― 午後 ３時１０分 休憩 ―

― 午後 ３時２３分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

引き続き、議案外所管事項に対する質問を行

うことといたします。

【日高教育環境整備課長】先ほど、川崎委員へ

の物品の調達にかかわります私の答弁の中で、

入札を小分けしてと発言しておりましたけれど

も、訂正をお願いしたいと思います。

今、入札につきましては、学校を地域ごとに

まとめ、入札を行っております。このことによ

りまして、参加が難しい地元業者も参加しやす

くなり、地元業者に入札参加機会の配慮を行っ

ているという状況でございます。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

【中山委員】それでは、1つ2つ質問しますが、
まず最初に、新規高等学校卒業者の就職状況と

いうことで63.3％、4％上回ったと、平成23年
度から最高値となったということでありますの

で、努力を一定評価したいと思います。

また、もう一つうれしいのは、私立高等学校

も県内就職率が上がりましたので、両方そろっ

て上がったことで大変うれしく思います。

ただ、一つだけちょっと寂しいのがあります。

というのは、県立大学はなんと7％も県内就職
率が下がったという衝撃的な情報が入ったわけ

でありまして、なかなかこの辺が難しいところ

だなという思いがしているわけであります。

そこで、今年度の努力でこういう形になった

と思いますが、これを続けていくことはなかな

か、4％上がったから来年度も4％上がるかとい
えば、そう簡単にはいきにくいと考えておりま

してですね。そうしますと、今年度の取組を含

めた上で、新年度でどのような形で取組をさら



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１０日）

- 162 -

に強化していこうとしているのか、まずそこか

らお尋ねしたいと思います。

【鶴田高校教育課長】今年度の結果を踏まえて

の来年度の取組でございますが、高校は3年の
担任の先生が毎年入れ替わっていきますので、

新たに3年生の担任になった教員に対する研修
をやはり実施するべきであると考えております。

今年度の初め、約1年前ですが、全ての工業
高校の3年の担任の先生に、そういった研修会
を実施いたしました。来年度につきましては、

商業高校とか農業高校も含めて実施をしていき

たいと思います。

併せまして管理職の研修です。教頭が、特に

3年生の先生方への目配りをしていますし、キ
ャリアサポートスタッフと担任とのつなぎとい

う役もやっていますので、管理職の進路研修も

実施をしていきたいと考えております。

併せまして、今年度もそうですけれども、キ

ャリアサポートスタッフのきめ細やかな指導を

続けていきたいと考えております。

【中山委員】今の答弁は了としますが、実は私

も、今年になってから長崎工業高校に調査に行

きまして、どういう状況かと聞いたら、今まで

で最高の状況ですという話があってね。

そうなった原因はどこなのかと聞いたら、先

ほど課長が言ったように、担任が非常に熱心に

保護者とか生徒と話したと。生で私は直接聞き

ましたけれども、そこが基本中の基本じゃない

かと思いますので、ぜひ引き続いて担任の先生

方にきちんと研修して、ここのモチベーション

を上げていくことが継続的な就職につながって

いくと思いますので、ぜひそういう形で進めて

いただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。

就職をした若者をどういう形で県内に定着さ

せるかというのが、一つの大きな課題になろう

と考えておりまして、高等学校卒業後の進路状

況等の県内公立学科別の就職状況がありました

が、最近、若者の離職がかなり進んでいるとい

うような話も聞くわけです。

新規卒業した高校生の1年未満とか3年未満
の離職率はどのように把握しているのか、わか

れば教えていただけますか。

【鶴田高校教育課長】離職率についてのお尋ね

ですが、長崎労働局が公表しておりまして、直

近の数字で、3年間で離職した割合が長崎県は
43.2％でございます。実は2年前は47.2％でござ
いました。そこから4ポイントほど改善をして
いる状況でございます。

【中山委員】労働局のそれを参考として大まか

な数字を見るのはいいと思うけれども、できれ

ば科別にね。例えば普通校であるとか、農業高

校であるとか、工業高校であるとか、科別に就

職状況を把握していますね。この就職状況を追

跡調査して、どこの科が離職が多いのか、どこ

の科が離職が少ないのか、その辺の分析をして

いくことが、離職防止につながっていくんじゃ

ないかと思いますけれども、こういう調査をし

たことがありますか。

【鶴田高校教育課長】そういった科別、学校別

の離職者の数についての追跡調査は実施をして

おりません。

【中山委員】今後は、きめ細かく分析していっ

て、その中で対応していくと。漠とつかんで、

47％から42％に下がりましたよ、だけでは対策
にならんわけです。県内には8つの分野がある
わけでありますし、それによって県内就職率も

違うはずだと思うんです。その辺をよくよく把

握するのがまず大事だと思いますので、ぜひ把

握に努めていただきたいということを申し上げ
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ておきます。

それと、平成30年度に高校に入学した生徒の
卒業後の進路先の調査をやっていますね。「第

三期長崎県立高等学校改革基本方針」の資料に

載っておった。

その中に「未定」が15％から20％ぐらいおる。
それを含めて、就職についての指導をどのよう

な形でやってきているのか、教えていただけれ

ばと思います。

【鶴田高校教育課長】 就職を希望する生徒が、

いつその就職をはっきり意識して、県内、県外、

どっちにするのかとか、どういう職種を選ぶの

かということについては、やはり学年ごとにだ

んだんと固まっていく状況だと思います。

残念ながら、3年になっても未定というか、
決まっていない生徒もいるかと思いますが、そ

こは就職者が多い高校についてはインターンシ

ップ、企業説明会、そういったもので企業につ

いての研究をする、働くことの意味を考えてみ

る、あるいはキャリアサポートスタッフとの面

談を通して、自分に合った事業所はどういう事

業所なのかということを適切に指導していきた

いと考えております。

【中山委員】 この調査は、平成30年度に県立
高等学校に入学した生徒を対象に実施したと、

高校卒業後の進路先についてどのように考えて

いるかと、回答者が989人おったということで
す。

この辺が各学校でどういう状況になっている

かはわかりませんけれども、数字が出ているわ

けですから、この辺を担任が中心になって保護

者、そして生徒と話をすることによって、これ

が2年生になれば減ってくるし、3年生になれば
もっと減ってくると、そういうことで見えてく

るわけです。

高等学校卒業後の進路状況等の調査では、「無

業者等」というのが、平成31年3月段階で161
人おる。全体の2％程度、100人おれば2人が無
業者等ということになっている。

この無業者等というのはどういう人を指すの

か、まずそこを教えていただけますか。

【小野下県立学校改革推進室長】今、委員がお

っしゃっている資料は、先ほど議案になってお

りました第三期高校改革基本方針の資料と思い

ます。

高校卒業後の進路状況ということで調査して

いる内容でございますが、高校を卒業した後の

無業者ということでありますと、例えば、大学

受験を行ったが、残念ながら失敗をして、次の

機会に受験しようという子どもたちを指してい

る状況でございます。ゆえに普通科の子どもた

ちが118と多くなっているという状況がありま
す。

【中山委員】 118は普通科でしょう。それ以外
に農業、工業、商業、水産、家庭、総合学科、

全部あるじゃないですか。普通科の118を除い
たら43名の無業者がいるわけでしょう。進学ば
かりではないでしょう、無業者というのは。

【小野下県立学校改革推進室長】普通科の部分

を説明させていただいたところでございます。

今のところはですね。（発言する者あり）

【中山委員】 私は161名と言うとる。あとは誰
が答弁するのか。

【深堀委員長】普通科以外の部分のことについ

ては。

【小野下県立学校改革推進室長】具体的な数字

の内容を今、手元に持っておりませんので、後

ほど報告させていただけたらと思っております。

【中山委員】突然の質問だから、ないことも理

解できんことはないけれども、さっきの説明か
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らして、私は普通科しか把握していませんよと

いうような答弁ではおかしいですよ。

私は何を言いたいかというと、これが進学に

失敗して次にやるということであれば、118の
うち幾らかは進学する人もいるでしょうけれど

も、それ以外の無業という方は就職も進学もし

ない人じゃないかと思うんです。これが大きく

なると、例えば毎年100人おったとしたら10年
で1,000人になるんですよ。そうなると本人たち
もかわいそうだし、長崎県としても大きな損失

ですよ。

そこで、無業者を出さないということが、教

育委員会の一つの使命でもあるんじゃないかと

私は思うわけであります。ここを一回分析して

ほしいと思います。

そしてもう一つは、3年以内の離職者が43.2％
ということでありました。この問題と無業者の

問題も含めて、県立学校57校に、離職者とか無
業者の相談とか支援体制は全部でき上がってい

ますか。

【鶴田高校教育課長】就職をした生徒に対して

は、各学校において、残念ながら職場が合わず

に早期に離職をした場合は学校に相談をするよ

うにという指導はしております。その後、ハロ

ーワーク等につなぐような形をとっております。

来年度以降、また産業労働部とも連携をしな

がら、離職してＵターンした卒業生も含めて支

援の体制を考えていきたいと考えております。

【中山委員】きちんと組織をして担当者を置い

ている学校もあると聞いておりますけれども、

57校全部にそういう体制はできていないと私
は推測するわけです。早期離職者、無業者の相

談相手に学校がなるのが、この人たちを社会復

帰させるための、新しい就職をさせる一つのポ

イントになると私は思うんです。

よくよく57校を調べて、足らざる面があれば、
いい事例が何カ所かあるから、私は調査して知

っているんだから、そういう事例を紹介して、

できるだけ同じレベルまで引き上げていって、

誰でもどこの学校の卒業生でも学校に相談でき

るという体制をしいてもらえれば、離職率とか

無業者が減っていく可能性があるんじゃないか

と思いますので、今年度まだ委員会もあります

から、よく調査して、前向きな取組をお願いし

ておきたいと思います。再度答弁がありますか。

【鶴田高校教育課長】今の委員からのご指摘を

受けまして、全校に対して、そういった早期離

職者や無業者、就職も進学もできずに卒業する

生徒もやっぱりおりますので、そういった生徒

のアフターケア等も含めて指導していきたいと

考えております。

【中山委員】 アフターケアを含めてというか、

これは県民だからね。せっかく義務教育を終え

て、これだけの税金を投入して育て上げた人が、

その人も不幸だけれども、長崎県にとっても非

常に損失なんですよ。

そういうことだから、学校に何らかの組織を

つくって、相談する窓口とか支援する組織をつ

くって、きちんと対応すべきと思いますので、

私の意見も取り入れてもらって、ぜひ一回調査

をきちんとやっていただくことを要望しておき

たいと思います。

【堀江委員】 大きく3点、端的にお尋ねしたい
と思います。

最初に新型コロナウイルス感染症対策ですが、

それぞれ委員から出されたとおりですけど、私

のところに寄せられた情報といたしまして、県

内の北部地域のある市の教育委員会が、学校の

臨時休業期間中にご家庭でなかなか児童が見ら

れない、安全が図れない場合は、どうぞ登校し
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てくださいとご案内をしたんですけれども、学

童保育も登録の児童の半分しか来ていないし、

ほとんど学校にも来ないというふうな状況が一

部に見られるということでありました。

先ほど義務教育課長は、そういった状況をま

ずは把握したい旨の答弁があったかと思ってお

ります。そうした状況は、もちろん刻一刻変わ

っていくと思うんですが、今、教育委員会とし

て把握している状況が一定明らかになった時点

で、もし議会中であれば私どもにも資料をいた

だきたいと思っているんですけど、その点はど

うですか。

【木村義務教育課長】堀江委員から、学校にも

来ていない、学童保育もいっぱいになっていな

いというお話がありました。

私、各学校を訪問したという話をしました。

家庭の保護者が、この事態をきちっと受け止め

ていただき、協力していただいている家庭が多

いことに私は特に驚きました。ですから、例え

ばご家族が無理でも、おじいちゃんとかおばあ

ちゃんとか、いろんなことで支援をされている

のも十分あり得るということであります。

資料の提供でございますが、先ほど申し上げ

ましたとおり、今日、明日中で国の調査がござ

いまして国に報告いたしますので、この内容に

つきましては提供いたします。

【堀江委員】この問題につきましては状況がい

ろいろ変っていくと思っておりますので、ぜひ、

子どもの立場に立った対応をよろしくお願いを

したいと思っております。

2つ目には、男女混合名簿についてお尋ねを
したいと思っております。

今の時点で、県立学校と公立小・中学校の卒

業式では、小・中学校はこれからですけれども、

どういう形で呼名をされるのか、混合名簿の状

況がわかれば教えてください。

【鶴田高校教育課長】卒業式における生徒の呼

名、名前を呼ぶ順番は、定時制も含めまして66
校、3月1日に実施した卒業式について調査いた
しましたところ、男女混合名簿による呼名が12
校、男女別で男子が先が52校、男女別で女子が
先が1校でございました。
【木村義務教育課長】卒業式に男女混合で呼名

の予定の小学校は全体の81％の259校、中学校
は全体の65％の112校、義務教育学校で1年から
9年までの学校は2校しかないんですけれども、
これは100％男女混合の呼名をいたします。
【堀江委員】高校教育課長は今、12校、52校、
1校と言われましたか。トータルで65校になり
ませんか。公立高校は66校と言われませんでし
たか。ごめんなさい、私の聞き違いだったら許

してください。

【鶴田高校教育課長】申し訳ございませんでし

た。卒業式を実施した高校は65校でございまし
た。1校だけ鳴滝高校通信制が、臨時休業の影
響で卒業式を実施しておりません。

【堀江委員】 小学校は男女混合の割合が81％、
中学校は65％ですが、高校は男女混合が今、
18.5％、約2割しかないですよね。
その中で今度、全部男女混合名簿になるとい

う方向なんですが、その経緯と根拠、何を根拠

にそうするのか。法律はないし、条例はないん

ですけど、何を根拠にそういうふうになるのか、

そういうふうになった経緯を改めて聞かせてく

ださい。

【鶴田高校教育課長】男女混合名簿につきまし

ては、義務教育課長から報告がありましたとお

り、小学校、中学校が使用の割合が高いという

状況がございました。

それに加えまして、男女平等教育の推進に加
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えましてＬＧＢＴへの配慮の視点から、高校に

おいても男女混合名簿を使用するべきであると

いう考えに立ちまして、県立高校においても令

和2年度4月から男女混合名簿を使用するよう
に、これは昨年4月の校長会以降、数回にわた
って各県立学校の校長に指示をしているところ

でございます。

その結果として、来年度からは全校が男女混

合名簿を使用する予定です。

【堀江委員】指示をする。県教育委員会が指示

したらできるのか。県教育委員会が指示したら、

県立高等学校も呼名はできるんですか。これは

学校の判断でしょう。そこを教えてください。

要は根拠は何ですか。

【鶴田高校教育課長】すみません、申し訳ござ

いませんでした。訂正をさせていただきます。

学校の教育活動に関することについては校長の

決裁権がございますので、指示という言葉につ

いては訂正させていただきます。

校長会において、使用するように検討を依頼

していた状況で、それを受けて各校長先生が決

断をしたというような状況でございます。

【堀江委員】 つまり、この名簿は慣例ですか。

学校の中でも、学校の規則とか規定とか、ある

んですか。根拠はないんですね。慣例というこ

とですか。

【鶴田高校教育課長】男女共学が始まったのは

戦後ですから、戦後早い時期から男女別の名簿

を使用していたものと考えております。それが

慣例化していたということだろうと考えており

ます。

【堀江委員】私が聞いているのは、学校の名簿

は例えば男女別にするとかと、その文言がある

のかということですよ。法律があり、条例があ

り、規則があるでしょう。その規則にあるのか

ということですけど、規則にはない。というこ

とは、学校長の判断で言うところの慣例の領域

なのかと。

何でも皆さんの仕事は根拠があるじゃないで

すか。法律があり、条例があり、規則があり、

今は持ってきていませんけど、全てそこに書い

てある。書いていないものは全部、ほかに規則

がある。

その名簿というのは、その中に入っているの

か、どこに入っているのですかということを今

聞いているんですよ。

【鶴田高校教育課長】大変申し訳ございません

でした。特に規則とか、そういったものにはご

ざいませんので、男女別にしなければいけない

とか、名簿のつくり方についてのそういった規

則等はございません。

【堀江委員】私がこのことにこだわるのは、私

が県議会議員になってから10年ちょっとたち
ますけれども、その時に、名簿は混合名簿にす

るべきでしょうと、男女平等の観点から。でも、

なかなかそうはならなかったんですよ。ならな

かった。

でも、今は、当然ですけど「男女平等」では

ありません。男女平等ではないんですよ。一人

ひとりの個性を大事にするという時代で、ＬＧ

ＢＴという言葉がありますけれども、そういう

意味では、時代が要請するんだなと私はすごく

思っていて。

県立高校が現状は18.5％、約2割しかいかない
と。ジェンダー平等という時代に、今は18.5％
しか混合名簿ではない県立高校が、来年度から

100％にするということはすばらしいことなの
で、私が細かく聞いたのは、要は学校の先生の

判断、学校長の判断でこれができるということ

は、時代がそう学校長に要請をしているという
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認識に立っているんですけど。

そこで、県教育委員会としては県立の学校に

お願いをして、依頼をして、学校長が了解をし

たということで、ほぼ実施をするという見込で

いいのか。

小・中学校についても、今度は市町の教育委

員会にこれはお願いをする形になるわけですけ

れども、小学校が81％、中学校が65％と今でも
100％ではないですよね。そうなっていない学
校に県教育委員会としてお願いをするという形

で、実態としては小・中学校についても新年度

から実施される見通しがあるのか、見通しにつ

いてはどうなのかということをそれぞれお答え

いただけますか。

【鶴田高校教育課長】校長会が年度の途中で任

意に調査をしたところ、全ての高校が実施をす

るとアンケート調査で答えておりますので、す

るものと考えております。

【木村義務教育課長】男女混合名簿につきまし

ては、確実に増えてきております。これは間違

いのないことであります。私の手元にある数字

で、21市町のうちの8市町につきましては、全
ての小・中学校で男女混合名簿になっておりま

す。

一方で、先ほど話題になりましたように、名

簿の作成は校長の管理運営事項でありますので、

校長が定めております。今までの慣例の中では、

例えば、健康診断等の事務処理を確実に行うこ

と等から考えると男女別がいいとは事実として

ありました。しかしながら、ジェンダーフリー

の価値観とは、別次元のものととらえておりま

す。

4月以降につきましては、県立学校がこのよ
うな取組をしていきますので、県立学校の取組

をぜひ市町教育委員会に紹介をし、各学校に流

していきまして、その中で男女平等の視点やＬ

ＧＢＴ当事者の人権という視点から、ぜひ検討

をしていただきたいというような情報提供をし

てまいりたいと思っています。

【堀江委員】私は、県立高校が男女混合名簿に

なり、小学校、中学校もそういう方向にあると

いうことは、国連を含めて世界のジェンダー平

等の流れを長崎県もいち早く形として取り入れ

るというふうに私は思っておりますので、実務

上、男子と女子が必要な名簿は、それはそれで

つくればいいわけであって、入学式とか卒業式

とか、そういう時には、私はぜひ混合で呼んで

いただきたいと、あえてそのための努力をして

いただくことをお願いしたいと思います。

もう一つ、端的に変形労働時間制の問題につ

いてお尋ねしたいと思います。

変形労働時間制とはどういうことかと、私の

私見を申し上げますと、1日8時間労働の原則を
崩し、忙しい時期とそうでない時期を設定し、

忙しい時には1日最大10時間、そうでない時期
はその分、短くするという仕組みで、働く人の

健康と生活にとっては問題のある制度と私は理

解をしています。

制度を導入して退勤時間を1時間以上遅くす
れば、当然先生たちの帰る時間も遅くなる危険

が高まりますから、子どものお迎え等、生活に

支障が出てくるというふうに思っております。

一つの売りは、夏の休日のまとめ取りができ

るということですが、そういうことは制度を導

入しなくても年休の取得と合わせてできるとい

うふうに思っております。

しかも変形労働時間制は、過酷な労働条件で

あるために、あらかじめ一人ひとりの労働日と

各労働時間を書面で決めるなど定められていて、

運用に当たっても大変な事務を必要とします。
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何より、先ほど条例のところで論議がありまし

たが、上限時間が守られていなくてはなりませ

ん。したがって私は、変形労働時間制は導入す

べきではないと思っています。

現在の長崎県教育委員会としての見解という

のがあるんですか。

【池松教育長】先ほどもご答弁申し上げました

けれども、制度として変形労働時間制が法律の

中にうたわれていることは認識をしております

し、そういう制度を活用することによって働き

やすい環境が整えば、それに越したことはない

というふうに思っています。

ただ、先ほどもご答弁申し上げましたけれど

も、それを導入する素地がまだできていないと

いうふうに現時点では考えておりますので、条

例を制定して上限時間等のガイドラインをつく

ったわけですから、まずそこの達成に向けて努

力をして、そこの達成見込みというか、達成し

たからというか、一定、経過をした後に変形労

働時間制の導入について検討をしたいと考えて

いるところでございます。

【堀江委員】 教育長にお尋ねいたします。

教育委員会としては、変形労働時間制の導入

については白紙だというふうに先ほども答弁を

いただきました。その立場だと思うんですが、

そうすると、判断はいつになるのか。

国の法律では、今回、条例が決まりましたか

ら、業務量の上限については令和2年4月1日か
ら施行ということになりますね。法律の上では、

この1年単位の変形労働時間制の適用は令和3
年4月1日からとなっているんです。そうします
と、新年度の6月定例会、9月定例会にこの条例
を文教厚生委員会に提出をしなければ、国の言

うところの施行日、令和3年4月1日からの施行
とはならないので、現在は白紙であるというこ

とは答弁として伺いましたが、判断はいつにな

るのか、ここを教えてくれますか。

【池松教育長】国も、変形労働時間制を導入す

るに当たっては、その上限時間等がしっかりク

リアできた段階というふうに言っております。

一方で、国のスケジュール的には、令和2年
度からこの上限の条例を適用させて、たしか令

和3年6月ぐらいの条例改正のスケジュールだ
ったと思うのですが、現時点で、いつの時点で

その条例改正を出すということについても全く

の白紙でございますので、例えば、今年の6月
定例会に出すのかというお問い合わせなら、そ

れはありません。先ほど申し上げたとおり、上

限方針の達成状況を、1年でどれぐらいの達成
率というか、どうなったのかと、業務の削減も

含めてですね。

その結果を見て、もし判断をするとなればそ

の時点になるでしょうということを考えていま

すので、私は現時点では、令和3年度から適用
するような条例改正は、今のスケジュールでは

考えていないということであります。

【堀江委員】いずれにしても長崎県教育委員会

としては、変形労働時間制の導入につきまして

は、今のところ白紙であるということと、とり

あえず今日、条例として可決をいたしました上

限が本当にきちんと守られているのかと、まず

ここを取り組むんだという対応をされるという

ことを確認いたしまして、私の質問を終わりま

す。

【中村(和)委員】 久しぶりに今回、文教厚生委
員会に戻ってきて、池松教育長にちょっとだけ

お聞きしたいんです。教育長自ら、県の教育環

境を整えようと、多くの先生たちと意見交換を

しながら県の教育改正をやろうということで、

教育長と語る会を開催されているんですけれど
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も、そのことについてちょっとお聞きしたいん

です。

私は、非常にすばらしいことだと思います。

実際に今、教員として立たれている方と実情の

会話をされて、いろんな意味で研究し、改善点

を探すという目的でやられていると私は思う。

これまで数回やられています。教育長として

教員の方たちといろんな話をする中で、今後の

改善点とか、こういういいことがあったとか、

こういうものを全て把握されたんじゃなかろう

かなと思うんです。もうちょっと何かが足りな

いなと、これからこういうことをやっていきた

いなというものがあったら語っていただきたい

と思います。

【池松教育長】教育長に就任いたしましてから、

義務教育関係の現場の教員の方々、それから県

立学校の教員の方々、それと社会教育の関係の

社会人の方々とも意見交換をさせていただいて

います。これは第2部付きの意見交換でござい
まして、いわゆる本音で語ろうということなん

です。相手の方は、大分構えてお話をしている

んじゃないかと思うんですが。

私は教員じゃないものですから、逆に見える

ところは、やっぱり学校の文化というのが一つ

あって、それは悪いということではなくて、今

まで日本の教育として積み上げてきた実績、い

わゆる成功体験をそれぞれベースに持っておら

れて、そこからなかなか脱却できない部分もあ

るのかなと。残すべきは残すんですけど、時代

にあって変えるべきところもあるんだけど、そ

この踏み出しがなかなかできない部分もあるの

かなというふうに感じています。

そういった意味では、教育委員会そのものが

レイマンコントロールということで、いわゆる

素人の集まりの行政委員会で、世間、県民の目

線の中で教育をどう変えていくか、どうあるべ

きかということを言う立場だというふうに思っ

ていますので、ざっくばらんに、働き方改革も

含めてですね。

先生方は皆さん真面目です。空いている時間

があれば、子どもたちのために教材研究をした

り、部活動も時間いっぱい子どもたちを指導し

たりされます。

冗談半分に言ったんですが、「皆さんたちは

預かっている子どもをそれだけ熱心にやってい

ますけど、自分の子どもは誰が面倒を見ている

んですか」と、「お互い様ですね」と笑ったん

です。

そういう意味では、時代が変わってきたこと

を真摯に受け止めてもらって、今後の教育は、

子どもたちが大人になって生きる時代を想像し

て、今の教育に携わってもらいたいなというふ

うに思っています。

裏返しなんですけど、非常に熱心に、本当に

時間を忘れて取り組んでいただいていることが、

この教育県長崎をここまで発展をさせてきたの

かなというふうに思っていますので、県の教育

委員会としては、その現場の先生方が頑張れる

ような環境、頑張りを支えるような環境をつく

っていくのが役目ではないかというふうに感じ

たところでございます。

【中村(和)委員】 これまで長崎県の教育長とい
う立場に立たれた方はほとんど、教師ではない

方が多かったわけです。ついこの間、教師だっ

た方が教育長になられましたけど、残念ながら

亡くなられましたけどね。

実際に教師をされた方が教育長をされた時に

どう変わるかなと、私も楽しみにしていたんで

すけれども、なかなか踏み込めないところもあ

って、逆に難しかったんじゃなかろうかなと感
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じたわけです。

今回、池松教育長が、先生たちといろんな意

味で語っていただき、恐らくこれからの展望を

見定めてくれたと思いますので、これからもこ

の語る会をぜひ続けていただいて、長崎県の教

育現場を改善していただいて。

今回、幸いにして労働時間の短縮とか、そう

いうものを含めて条例改正をやられています。

労働時間を短縮するのであれば、それだけにき

め細やかな配慮もまた必要だと思いますので、

ぜひそういうところをもう一度、一から見つめ

直していただいて、取り組んでいただければと

思っています。

それともう1点ですけれども、今回、資料を
いただいた中に国体の順位とかが掲載してあっ

たんです。

長崎国体は平成26年でしたかね。その時に私
はちょうど文教委員長を務めさせていただいて、

いろんな意味で天皇杯を取るために努力をした

わけでございます。幸いにして優勝することが

できました。

しかし、その後、どうしても低迷が続いたわ

けです。一昨年は41位という順位まで落ちまし
た。今回は、それを挽回して20数位ぐらいまで
戻りましたけれども、長崎国体、地元で開催し

た後に順位が落ちてしまった。

私はその時、文教委員会の委員長として、せ

っかく優勝したんだから、この順位を少しでも

上位に保とうではありませんかという話をして、

予算の格付けを下げないようにお願いをしまし

た。ところが、やっぱり財政難で厳しいという

こともあって、毎年毎年、予算の格下げもあっ

たわけです。

そういう中で、41位から今回また上に上がっ
てきた。長崎国体が開催された後、これまでの

間、競技力向上のための予算はどういう変化を

見せていますか。

【松﨑体育保健課長】 平成26年に長崎国体が
あり、平成27年度以降は約2億3,000万円ぐらい
で推移をしております。

細かく言えば、平成30年度と平成31年度につ
いては、体育の備品といいますか、県立総合体

育館に中央でしかできない筋力を測定する機器

整備をいたしました。その分の予算が計上され

ただけで、ほぼ横ばいの状況で推移をしており

ます。

【中村(和)委員】 私は、実際は予算が減ったの
かなと、だから順位が下がったのかなと心配を

していたんだけれども、今聞いたら横ばいの状

態だと。

しかしながら、41位まで順位が下がりました
よね。これはどこが原因だったのかというのは

調査されましたか。

【松﨑体育保健課長】昨年、福井国体が終わっ

た後に、全競技団体からヒアリングをいたしま

した。その結果、特に点数を稼げる少年団体種

目を強化するということと、指導者の養成、そ

のあたりが見えてきました。

そこで、少年種目の強化、ふるさと選手の有

効活用、指導者の養成に重点を置いた予算を編

成して取り組んでまいりました。

【中村(和)委員】 反省の結果、分かったという
ことであれば、多分、二度と繰り返さないだろ

うと思うんだけれども。

しかし、今から子どもたちの数は減っていき

ます。そういう中で、いかに強化をしてすばら

しい選手を育てるかというのは、なかなか難し

いものがあると思うんです。これは、教育庁だ

けで頑張ったとしても到底なり得ないことだと

思うし、全ての担当課を網羅してやらなければ
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ならないと思うわけです。

そういう中で、ちょっと心配なことをお聞き

したものですから、再度お聞きするんですけれ

ども、現在、長崎県には体育協会という組織が

ございます。これは非常にすばらしい組織であ

って、間違いなく長崎県にとって必要な組織だ

と私は思っています。

まず初めに、長崎県の体育協会という組織を

どのように考えておられるか、そしてどのよう

な位置づけだと思っておられるか、そこから入

りたいと思います。

【松﨑体育保健課長】長崎県体育協会は、競技

力向上とか、各競技団体をいわゆるグリップす

る組織で、国体の選手の派遣業務とか、非常に

本県にとってはなくてはならない団体だと認識

しております。

【中村(和)委員】 多分、私と同じだと思うんだ
けどね。

私も今、バドミントン競技の県の副会長をし

ていますので、体育協会とは接する部分が非常

に多くて、子どもたちの育成とか、ジュニアの

育成とか、大会の推進とか、いろんな意味で手

伝っています。

そういう中で、どうしても長崎県には必要な

体育協会の運営が非常に厳しいと聞いています。

その原因は私もよくわかりませんけれども、私

の予測では、長崎国体の開催に向けての準備に、

それ相応のかなりの出費があったんじゃなかろ

うかなと。また、かなり頑張ってくれたんじゃ

ないのか、その結果が運営的に厳しくなってき

た状況じゃないのかなと、にわかには思ってい

ます。

体育協会がどのような現状にあるかというこ

とを、県として把握している分で結構ですから、

説明をしていただきたいと思います。

【松﨑体育保健課長】大まかに申しますと、毎

年度、収支決算においてマイナス、いわゆる赤

字を計上している状況でございまして、今年度、

基本財産の一部をそこに補填されているという

状況であります。

【中村(和)委員】 今話されたとおり、非常に厳
しい経営状況だということですよね、今の実情

でいけば。そうした時に、長崎県になくてはな

らない体育協会が、もしかしたら崩壊する可能

性もあるわけですよね。

私は、国体の優勝を勝ち取るために、この体

育協会が持っていた予算をある程度使ってしま

ったのではないのか、使わざるを得なくなった

のはどういう原因かというところを心配してい

るんです。

私は、国体を開催するまでに、選手強化につ

いては十分な予算を出してくださいとずっと県

にお願いしてきました。それが叶わなかったも

のだから、ある程度の部分を体育協会から捻出

しなければならなくなったのではないかと思っ

ているんですけど、この辺についてはどうです

か。

【松﨑体育保健課長】今の質問とはちょっと視

点がずれるかもしれませんけれども、現在、体

育協会の担当とも協議を重ねながら、我々も、

体育協会が行う事業にアドバイスをしておりま

す。

厳しいという言葉がありましたけれども、ま

ずは体育協会の収支のバランスをしっかりと図

ることが大事かと思いますので、収支改善につ

いて、どのような目標を設定して行っていくか

ということを、一緒に体育協会と作業を行って

いるところでございます。

【中村(和)委員】 そもそも体育協会がこういう
経営状態になったのは、先ほど私は国体を理由
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にしたんですけれども、その前に、県立体育館

とか、競技場とか、射撃場とかの指定管理をや

っていましたが、県民のいろんな組織からの要

請で指定管理者から外れることになりました。

そのことも多分にあるとは思うわけです。指定

管理者であったら、ある程度の収入が入ってき

て、それで運営ができていたと思うし、基金も

積み立てていたと思うんですよ。

でも、指定管理者でなくなったために入って

くる財源がない。そうすれば、財源としては協

会員の皆さんたちとか、いろんな方たちからの

ご支援をいただく分しかないわけです。それだ

けではなかなか運営が成り立たないために、こ

ういうふうになってきたのかなという考えもあ

ります。

しかし、今の時点で指定管理者にまた戻って

ということはなかなか難しいと思うんです。い

ろんな障害が出てくると思うんです。

私が思うには、今の体育協会の中には県の職

員の方たちも入っておられるし、もちろん事務

運営についても何らかの形で関係をしてくれて

いると思うんだけれども、何とかしてもう一度

再建する道を探すべきだと思うんですよ。

そうした時に、先ほどちょっと説明がありま

したけれども、今まで県として、この体育協会

に対してどのような指導をやってきて、そして

また、これからはどのように、どういうふうな

形で指導をやっていこうと思われているか、も

う一度お聞きします。

【松﨑体育保健課長】重複するかもしれません

けれども、今は体育協会が行う事業についての

アドバイスをして、収入以上の支出はあり得ま

せんので、まずそこの収支の改善をしていただ

くと。

そこが見えてこないと、我々が県としてどう

いう役割を果たして支援なりやっていくという

ものが見えてきませんので、まずは体協の体質

改善といいますか、会計の改善をちゃんと適正

化していただく作業が今は第一かなと考えてお

ります。

【中村(和)委員】 それが果たしてできて、再建
することができればいいんだけどなと思うけれ

ども、中身的に把握ができていない体育協会の

会員の方たちもいると思うんです。そういう方

たちには、最後にすがるのは県しかないんです。

県に何とかしてもらわなければならないという

考えを持っている方もいると思うし、それが、

今の時点で考えていけば一つの対策じゃないか

なと思うんです。

しかし、県も情勢的に厳しい状況ですね。そ

ういう中で、この体育協会のためにそれだけの

予算を捻出するのは、なかなか難しいと思う。

先ほど言ったように、国体だけじゃなく長崎

県のスポーツのレベルを上げるためには、やっ

ぱりどうしても競技力向上に対する予算は必要

になってきます。ぜひ、そういうところをもう

一度見つめ直していただいて、県の体育協会の

存在は必要なものですから、それに対して県と

してどこまで支援ができるのか、そしてまた今

後どういう対策をやっていけばいいのかという

のを、私は、今から再検討していただきたいと

思います。

この指定管理は、今年また変わってくると思

うんです。その時にどういう検討をされるかわ

かりませんけれども、県としても体育協会とい

ろんな話をされ、今後の運営に対して何らかの

形で支援ができるのであれば協力をしていただ

ければと思いますし、もし、今後の運営に関し

て指定管理者という形での支援は難しいとなれ

ば、また違った角度で、この体育協会をご支援
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するようなことを考えていただきたいと思うわ

けです。

教育長、どうですかね、この辺については。

【池松教育長】県の体育協会は公益財団法人で

ありますので、まず、いわゆる自立することが

原則であります。

県との関係でいえば、中村(和)委員ご指摘の
とおり、競技力向上なり、いわゆるスポーツの

振興という分野を民間の立場で担っていただい

ております。そういう意味では、県とタッグを

組んで、そういう施策に協力いただいている関

係でありますので、体育保健課長がご答弁申し

上げたとおり、現状分析をしっかりやった上で、

自分たちでできること、タッグを組んでいる関

係者として、事業等どんなものが支援できるの

かということについては、十分協議をしながら

詰めていきたいと考えております。

【中村(和)委員】 ぜひですね。まだまだ夢をも
った子どもたちがたくさんいます。いろんな種

目で、日本一になろう、そしてまた世界に旅立

とうという気持ちを持った子どもたちがたくさ

んいますし、また、今現在でも有能なレベルま

で到達している生徒もいますし、そういう子ど

もたち、生徒たちの夢を私たち大人が、この長

崎県が、なくさないようにするべきだと思いま

すので、ぜひ教育長、そしてまた担当課、一緒

に力を合わせて努力をしていただければと思っ

ています。

とにかく、6月の指定管理者とか、そういう
ことが目の前にきていますので、ぜひ重点的に

やっていただければと思っています。以上です。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

【石本副委員長】昨日も質問したところですけ

れども、簡潔にお答え願いたいと思います。

鷹島の神崎遺跡の関係です。昨日は、来年度

約1,000万円程度の予算があるということでし
たけれども、具体的な中身についてお伺いした

いと思います。

【草野学芸文化課長】松浦市では琉球大学と連

携して発掘調査を進めており、その中でも鷹島

周辺の海域の音波調査と、沈没船が発見されて

おりますが、現在、どのような状況になってい

るのかのモニタリング調査を進めております。

そのほか、木造の遺物を引き揚げますと空中

ではすぐに乾燥してしまいますので、それの保

存処理ということでトレハロースを染み込ませ

る作業がございます。そういったものを太陽光

の自然エネルギーを使って、予算を低廉化でき

るような研究を一緒に事業として進めており、

そういう部分の経費として総事業費1,000万円
程度を計上させていただいております。

【石本副委員長】この海底遺跡の発掘等につい

ては、もう40年来続けられていると、なかなか
金額的にも膨大な経費がかかるということで一

朝一夕にいかない。また技術面でも、今お話が

ありましたとおり簡単にいくような話ではあり

ません。

しかしながら、これも何度も言っていますけ

れども、県としても重点事項の一つとしてこれ

まで取り組んでいただいていますが、さらにも

う一歩踏み込んだところで、鷹島における水中

考古学専門の調査研究機関の設置については、

もっと積極的な対応を、ぜひとも関係部署を中

心に検討をして取り組んでいただきたいと思う

んです。ご意見をいただきたい。

【草野学芸文化課長】一般質問でも教育長から

答弁をさせていただきましたが、やはり予算的

に水中遺跡には経費がかかります。そういった

部分では国策として取り組んでいただいて、そ

ういう組織あたりの設置は国にもご協力いただ
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かなければいけないと考えております。

また、そういう気運を盛り上げたり、海底遺

跡の周知・啓発については、私どもも松浦市と

一緒になって、来年度は「発掘された日本列島

2020展」という文化庁主催のシンポジウムの展
覧会等もございますので、そういったものも踏

まえて周知、普及啓発に努めていきたいと考え

ております。

【石本副委員長】この遺跡については、国唯一

の史跡ということもありますし、世界遺産に登

録してもおかしくないような貴重な遺跡という

話もあっていますので、今おっしゃっていただ

きましたとおり、松浦市としっかり連携をして、

県としても、国の方にしっかりと要望活動を今

後とも続けていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。以上で終わります。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

教育委員会関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ４時２５分 休憩 ―

― 午後 ４時２５分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時より、こども政策局を含む福祉保健部の審査

を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時２６分 閉会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１１日

自  午前１０時 １分

至  午後 ４時４０分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 深堀ひろし 君

副委員長(副会長) 石本 政弘 君

委   員 前田 哲也 君

〃 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 川崎 祥司 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

監査 指導課 長 磯本 憲壮 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療人材対策課長 石田 智久 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 小田口裕之 君

国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

永峯 裕一 君

長寿 社会課 長 峰松 茂泰 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

山口 美紀 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

原爆被爆者援護課長 橋口 俊哉 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 １分 開議 ―

【深堀委員長】 おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

【深堀分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

福祉保健部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【中田福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

つきまして、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」の福祉保健部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第13号議案「令和2年度長崎県
国民健康保険特別会計予算」、第77号議案「令
和元年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」
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のうち関係部分、第88号議案「令和元年度長崎
県国民健康保険特別会計補正予算（第1号）」
の4件であります。
はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般

会計予算」のうち関係部分についてご説明いた

します。

令和2年度は、「長崎県総合計画 チャレン

ジ2020」における保健・医療・介護・福祉分野
の基本的な考え方や方向性を示すものとして策

定した「長崎県福祉保健総合計画（第4期）」
の基本理念である「県民一人ひとりの尊厳が保

たれ、ともに支え合い、誰もが安心して健やか

で生きがいのある生活を送ることができる地

域」の実現を目指し、地域医療介護総合確保基

金等も活用し、施策の充実・強化と新たな事業

展開を図ってまいります。

特に、全国よりも早く進行する人口減少と高

齢化に対応するため、医療、介護・福祉人材の

確保・育成に取り組んでいくとともに、人生100
年時代の到来に向け、健康長寿日本一を目指し

た健康づくり対策と元気高齢者の活躍促進・社

会参加支援に取り組み、生きがいを持っていき

いきと元気に活躍できる生涯現役社会の構築を

進めてまいります。

また、誰もが安心・安全に暮らせる社会を実

現するため、地域医療提供体制の整備・充実と

地域包括ケアシステムの早期構築を図るととも

に、認知症施策の推進や障害者、生活困窮者な

ど社会的配慮が必要な方々に対する支援の充実

に取り組んでまいります。

2ページをお開きください。
歳入予算は、福祉保健部合計で165億8,614万

7,000円、歳出予算は、福祉保健部合計で1,025
億3,664万1,000円となっております。
なお、各科目につきましては、2ページに記

載のとおりであります。

当初予算の主な内容につきましては、（医療

人材の育成・確保について）

地域の需要に応じた医療人材の育成・確保を

進め、誰もが必要なときに必要な医療を受けら

れる体制づくりに向け、離島における医療提供

体制の確保のため、ヘリコプターを活用した医

師派遣による巡回診療に要する経費として、1
億990万4,000円などを計上しております。

3ページの下段をご覧ください。
（介護・福祉人材の育成・確保について）

地域包括ケアシステムの構築の実現を支える

介護・福祉人材の育成・確保に向け、介護分野

への参入を促進するため、小中高生に介護の仕

事のやりがいや魅力を伝えるとともに、離島に

おける介護人材確保対策、介護未経験者への入

門的研修等の実施、介護福祉士修学資金貸付に

よる介護福祉士養成施設入学者確保対策及び8
つの老人福祉圏域ごとに、地域課題を解決する

ために行う介護人材確保の取組に要する経費と

して、5,666万4,000円などを計上しております。
4ページをお開きいただき、中ほどをご覧く

ださい。

（健康の保持増進と生活習慣病の予防につい

て）

健康長寿日本一の実現に向け、生活習慣病予

防の基本である食事や運動等の生活習慣の改善

や特定健診受診率向上に向け「ながさき3ＭＹ
チャレンジ」の普及啓発に加え、直売所等と連

携した野菜摂取の促進、総合型地域スポーツク

ラブ等指導者講習会の開催等、県民自らの主体

的な健康づくりの取組を促す経費として、1,451
万1,000円などを計上しております。
このほか、5ページから12ページにかけまし

て、一（高齢者の社会参加と活躍促進）、一（医
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療提供体制の整備・充実）、一（地域包括ケア

システムの構築）、一（認知症支援体制の整備）

一（障害者支援等の充実）、一（生活困窮者等

の支援）、一（佐世保こども・女性・障害者支

援センターの建て替え）、一（社会福祉施設等

の指導監査）、一（病院企業団への助成）、一

（薬務行政）、一（国民健康保険）、一（後期

高齢者医療費）、一（指定難病対策費）、一（介

護保険の運営支援）、一（原爆被爆者の援護）、

一（原爆医療施設及び原爆養護施設への助成）、

一（債務負担行為について）で、その内容につ

きましては記載のとおりであります。

続いて、13ページをお開きください。
次に、第13号議案「令和2年度長崎県国民健

康保険特別会計予算」についてご説明いたしま

す。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で1,565億
8,612万1,000円となっております。
なお、各科目につきましては、13ページに記

載のとおりであります。

長崎県国民健康保険特別会計は、国民健康保

険法の改正により、平成30年度から県も国民健
康保険の保険者となり、国保財政運営の中心的

な役割を担うことになったことに伴い、県全体

で必要となる保険給付費等の支出の額を見込み、

その財源の一部を市町から納付金として徴収し、

市町には保険給付費等に必要な額を交付金とし

て支払うものであります。

また、債務負担行為について、総務管理費に

つきましては、令和3年4月1日から実施が必要
な国民健康保険運営に係るシステム保守業務等

について、契約準備期間を確保するための債務

負担行為として、130万7,000円を計上いたして
おります。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で6,413万9,000
円の減、歳出予算は、福祉保健部合計で8億
1,998万1,000円の減となっております。
なお、各科目につきましては、14ページに記
載のとおりであります。

補正予算の主な内容につきましては、年間所

要見込みに基づくもので、このほか16ページか
ら17ページにかけまして、一（繰越明許費）、
一（債務負担行為について）で、その内容につ

きましては記載のとおりであります。

17ページの中段をご覧ください。
次に、第88号議案「令和元年度長崎県国民健
康保険特別会計補正予算（第1号）」について
ご説明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で4,333万
5,000円の減となっております。
これは国民健康保険保険給付費等交付金の減

など、年間所要見込みに基づくものであります。

最後に、歳入歳出予算の確定に伴う整理等を

行うため、3月末をもって、令和元年度予算の
補正を知事専決処分により措置させていただき

たいと考えておりますので、ご了承を賜ります

ようお願いいたします。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀分科会長】 次に、こども政策局長より、

予算議案説明をお願いいたします。

【園田こども政策局長】こども政策局関係の議

案について、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」のこども政策局の1ページをご覧くだ
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さい。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第2号議案「令和2年度長崎県母
子父子寡婦福祉資金特別会計予算」、第77号議
案「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6
号）」のうち関係部分の3件であります。
はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般

会計予算」のうち関係部分についてご説明いた

します。

令和2年度は、「長崎県総合計画チャレンジ
2020」に掲げる「地域のみんなが支え合う長崎
県」、「次代を担う『人財』豊かな長崎県」の

実現に向け、「長崎県子育て条例」に基づき、

安心して子どもを生み育てることができ、子ど

もが生まれてきてよかったと感じる社会となる

よう、県民総ぐるみの子育て支援、結婚、妊娠・

出産から育児までの一貫した切れ目ない支援、

きめ細やかな対応が必要な子どもや家庭に対す

る支援など、各種施策の充実・強化と新たな事

業展開を図ってまいります。

歳入予算は、こども政策局合計で38億3,793
万7,000円、歳出予算は、こども政策局合計で
265億5,432万円となっております。
なお、各科目につきましては、1ページから2

ページに記載のとおりであります。

2ページをご覧ください。
当初予算の主な内容につきましては、（結婚・

妊娠・出産・子育て支援の強化について）

婚姻率の低下及び晩婚化、晩産化の進行によ

る夫婦の出生力の低下などによる少子化に歯止

めをかけるため、市町、企業・団体との連携を

更に深めながら、結婚・妊娠・出産・育児の切

れ目のない支援を強化してまいります。

1、長崎県婚活サポートセンターによる相談

業務やお見合いデータマッチングシステムの運

営及び利用会員の拡大キャンペーンの実施、婚

活サポーターによる縁結び活動の推進、各種セ

ミナー・イベントの充実等、結婚を望む独身男

女の婚活への支援に要する経費として、4,015
万5,000円。

2、対外受精等の不妊治療を行う夫婦の経済
的負担軽減を図るための特定不妊治療費に対す

る助成、支援を必要とする妊産婦を早期に把握

し、適切な支援へとつなげるための医療や行政

などの関係機関間のネットワーク構築等に要す

る経費として、9,999万2,000円。
3、県民が希望どおりに結婚、妊娠・出産し、
安心して子育てができる社会の実現に向けた、

企業・団体による応援宣言の実施、ボランティ

ア活動への参加促進、マスメディアと連携した

情報発信など、行政、企業・団体及び県民が一

体となった取組に要する経費として、1,685万
3,000円。

4、「合計特殊出生率」の分析によって明ら
かとなった少子化要因の改善を図るため、市町

が新たに取り組む少子化対策への支援に要する

経費として、5,727万9,000円。
5、保育士・保育所支援センターによる潜在

保育士の再就職支援、保育士の処遇改善のため

のキャリアアップ研修の実施、子育て支援員研

修の周知拡大等に要する経費として、1億9,691
万2,000円を計上いたしております。
このほか、3ページから7ページにかけまして、

3ページの（子ども・子育て支援新制度への対
応について）、4ページの（保育所等における
待機児童対策について）、（私立幼稚園の振興

について）、（幼稚園、保育所等の耐震化の推

進について）、（県民総ぐるみの子育て支援や

子どもを取り巻く有害環境対策の推進につい
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て）、5ページの（社会生活を営む上で困難を
有する子ども・若者等への支援について）、（子

育て家庭の経済的負担軽減について）、（母子

保健の充実について）、6ページの（障害のあ
る子ども等への支援について）、（総合的な児

童虐待防止対策の推進について）、（社会的養

護体制の充実について）、7ページの（婦人保
護対策について）、（ひとり親家庭等の支援や

子どもの貧困対策について）、（債務負担行為

について）で、その内容につきましては記載の

とおりであります。

8ページをご覧ください。
次に、第2号議案「令和2年度長崎県母子父子

寡婦福祉資金特別会計予算」についてご説明い

たします。

歳入予算、歳出予算ともに、合計で1億7,295
万8,000円となっており、各科目につきましては、
記載のとおりであります。

これは、母子及び父子家庭並びに寡婦の経済

的自立等を図り、併せてその扶養している児童

の福祉を推進するために、修学資金、就学支度

資金等を貸し付けるものであります。

9ページをご覧ください。
次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入予算は、こども政策局合計で5億6,865万
4,000円の減、歳出予算は、こども政策局合計で
9億6,857万3,000円の減となっております。
なお、各科目につきましては、記載のとおり

であります。

補正予算の主な内容につきましては、年間所

要見込みに基づくもので、その内容につきまし

ては10ページから11ページに記載のとおりで
あります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度予算につきましては、今議会にお

いて補正をお願いいたしておりますが、歳入に

おきまして、国庫補助金等に未確定のものがあ

り、また、歳出におきましても年間の執行額の

確定に伴い、整理を要するものがございます。

したがいまして、これらの調整、整理を行う

ため、3月末をもって、令和元年度予算の補正
を知事専決処分により措置させていただきたい

と考えておりますので、ご了承を賜りますよう

お願いいたします。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策定新規事業の計上状況）」について説

明をお願いいたします。

【渡辺福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本分科会に提

出いたしました福祉保健部関係の資料について

ご説明いたします。

今回ご報告いたしますのは、政策的新規事業

の計上状況についてであります。

資料の1ページをお開き願います。
福祉保健部関係につきましては、1ページの

上から2つ目の介護サービス生産性向上支援事
業費から2ページ最初の障害者芸術文化活動普
及支援事業費、ここまでの9事業でございます。
内容につきましては、記載のとおりでござい

ます。

【深堀分科会長】 ありがとうございました。
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以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 横長資料の19ページ、老人クラ
ブ等育成事業について質問をいたします。こち

らの事業概要は、老人クラブの運営費の補助、

活動の助成ということでございますが、3,056
万円計上をしております。

高齢化が進んでいく中で、この老人クラブと

いうのは、つながりを持つためにも大変重要な

存在だと思いますが、数字を調べてみますと、

平成25年には県内に老人クラブが1,862あった
のが、現在、令和元年で1,637です。会員数も
10万3,175人が8万3,441人と大幅に減少してお
ります。一番多かったのが平成4年で、クラブ
数が2,438、会員数が15万793人ということで、
半分近くまで減っているということでございま

す。

そして、市町で偏りがあるか調べると、やは

り都市部の長崎市、佐世保市が非常に入会率が

低いということでございます。

これだけ高齢化が進んでいるのに、老人クラ

ブの入会が減少するという状況、3,056万円かけ
て運営費の補助や活動の助成をしているという

ことですが、その補助がどこまで効果が上がっ

ているのか、そこについてお尋ねいたします。

【峰松長寿社会課長】老人クラブ等育成事業に

ついてお尋ねですが、まず、委員ご指摘のとお

り、老人クラブの数が減ってきている、会員数

も減ってきているという状況がございます。

この件につきまして、クラブの関係者とお話

をするところ、最近の情報といたしましては女

性の会員が多くなってきているという状況でご

ざいます。ただ、女性の会員が会長、副会長の

役員を占めている割合がどうしても低くて、今

まで会長をされてきている方が男性ですので、

男性がやめられたら、そのまま会が継続できな

くなっていくというところもございまして、ど

うしても老人クラブが増えていってない。もし

くは継続できてないという状況が続きまして、

委員ご指摘のとおり、クラブの数、会員数とも

に減っているという状況が続いております。

事業費の支援につきましては、各個別の老人

クラブ単体に対する補助金と県老連、市町の老

人クラブの連合会、そちらの方に支援をしてい

るんですが、各老人クラブ等、皆さん会員の増

強というところに視点を置いて活動をされてお

りますので、この事業といたしましては、一定

数を何とか確保して減少を食い止めるという意

味では、事業の効果はあっているのではないか

と思っております。

【松本委員】活動の支援、運営費の助成とかに

なりますけれども、実際、高齢者は増えている

のに、老人クラブに入る人が減ると。そしたら

運営費の助成をしていることが本当に効果があ

っているのかという質問なんですね。もちろん、

無理やり入るものではありませんけれども、た

だ、入りたがらないという状況に対して、入っ

ていただきたくなるようなところを後方で支援

することが大事だと思っております。約3,000
万円の予算をかけるわけですから、クラブに入

らないから何か困ることがあるわけではありま

せんが、しかし、高齢化社会になっていく中で、

地域の結びつきというのは非常に重要だと思い

ます。ましてや、お独りでお住いのお年寄りの

方がつながりを持つことで健康寿命も延びてく

ると思いますので、そこの予算の使い方、そし

て、強制ではないですけれども、クラブに対し

ても勧誘とか、また、入りやすい関係というも

のをつくっていくことで効果も上がってくると
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思いますので、取り組んでいただきたいと思い

ます。

次に、43ページの感染症対策事業運営費でご
ざいます。横長資料で196万7,000円、感染症対
策委員会、新型インフルエンザ対策に要する経

費ということでございます。

これは新型コロナウイルスではなくて、毎年

ある感染症、新型インフルエンザも含めて様々

な感染症の対策費と思いますが、その概要につ

いてお尋ねいたします。

【伊藤医療政策課長】お尋ねの感染症対策事業

運営費でございますが、委員おっしゃるとおり、

新型コロナウイルスも含めて、感染症の予防対

策ということで、この経費につきましては、例

えば医療機関の院内感染を防ぐ経費であります

とか、実際の感染症の予測調査を行う経費であ

りますとか、新型コロナウイルスの関係であり

ますと、新型インフルエンザ対策関係経費とい

うことで一部の資材を購入する経費に充ててい

るものでございます。

【松本委員】事前に確認しましたところ、関係

者が集まって感染症対策委員会の会議をすると

いうことでございます。また、医療機関で訓練

をするということで、今回、新型コロナウイル

スの関係で、うがい、手洗いというものに対し

て、国民がみんな恐怖を感じて、そして自分で

ちゃんと守ろうという意識が上がってきたのは

現在の状況でありますが、しかしながら、イン

フルエンザの患者というのは毎年増加傾向にあ

って、特に学校内の感染も今までありました。

私が気になったのは、感染症対策となってい

るけれども、関係者だけで集まって会議をした

ことで、本当に県民の皆様全てに感染症に対す

る予防の周知というか、具体的な活動につなが

っているのかと。ただ、会議をするだけで、専

門家の方はわかっているわけですから、状況を

把握したり調査をすることだけが目的になって

いるのかどうか。今回の新型コロナウイルスの

件も含めて、やはりこの事業に関しては、今後、

補正も含めて、この事業自体をもっと強化して、

そして様々な連携をする必要があると思うんで

すが、この事業の成果とか効果、そして、今後

のあり方についてお尋ねいたします。

【伊藤医療政策課長】今お話がありました感染

症対策の関係の会議でございますが、これは今

回の新型コロナウイルスの感染が国内で発生し

た際におきましても、感染症対策委員会という

ことで、長崎大学や県の医師会などの感染症の

専門家の方にお集まりいただいて、いろんな専

門的なご意見をいただく場ということでは非常

に大事な会議ということで考えております。

今の感染症関係の事業につきましては、発生

動向の調査でありますとか、今のお話にありま

した会議の経費でありますが、必要に応じて、

予算の項目立ては異なる形になる可能性もござ

いますが、今回の新型コロナウイルスの感染症

拡大に備えた対策につきましても、予算措置に

ついても今検討しているところでございます。

固定的な経費ということではなくて、柔軟な対

応をしてまいりたいと思っております。

【松本委員】 今、答弁にありましたとおり、そ

れ以外にも、下に感染症予防事業費ということ

で3,141万円計上をされておりますが、ただ、例
年と違って、今回、非常事態でございますし、

国ももちろん様々な対策を講じておりますけれ

ども、本県としても、今まだゼロということで、

今の予防措置が効果があっていると思いますが、

時間がたってくると危機感が薄れてしまって感

染することがないように、やはりこの予防対策

会議の方々の知識や情報が全ての県民の方に伝
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わるように、浸透させて、それには予算が足り

ないというのであれば、今年度中にまた何がし

かの予算措置も検討する必要があると思います

ので、しっかり取り組んでいただきたいと思い

ます。

続きまして、57ページです。健康長寿日本一
ということで、知事が日本一を目指す取組とい

うことでかなり力を入れてやっておられます。

その中で、新規ということで、先ほど部長の

説明にもありました、新たに直売所と連携した

野菜の摂取促進ということでございます。非常

にユニークではあると思うんですが、もちろん

健康になるための条件として、県が「毎年1回
健診を受ける」、「毎日にこにこ9,000歩」、「毎
日3回野菜を食べる」というわかりやすい目標
を立てていらっしゃいますが、私がちょっと素

朴に不思議に思ったのが、直売所というのは野

菜が好きな人が買いに行かれますよね。もとも

と野菜を食べる方に直売所で野菜を食べましょ

うという促進をして、何が健康寿命と直接関係

があるのか、まずお尋ねいたします。

【永峯国保・健康増進課企画監】健康長寿日本

一に向けた取組につきましては、昨年度県民会

議を設置して、今お話がありました健診、運動、

食に関する「ながさき3ＭＹチャレンジ」とい
ったものの周知に取り組んできたところでござ

いまして、次年度につきましては、その周知に

加え、実際に県民の方々に実感していただく、

そういった取組を進めていこうということで考

えております。

そうした中で、この野菜の摂取につきまして

は、まず、目標摂取量は350グラムというもの
がございますが、それに長崎県民の方々は100
グラム程度足りてないということがございまし

て、ここをいかに増やしていくかという時に、

県内産の野菜の消費と併せてこれを高めていく

ことが望ましいのではないかということで、農

林部の方とも話をして、直売所での事業展開と

いうことで企画をしているところでございます。

ただ、ご指摘のとおり、もともとそういった

目的を持って来られている方に対する取組だけ

では効果は低い部分もあろうかと思いますので、

まさに、関心がそれほど高くない方、そういっ

た方々にも企画の実施時には足を運んでいただ

けるような仕掛けというのも検討していきたい

と思っておりますので、そういった形で取り組

んでまいりたいと思っております。

【松本委員】ですから、もともと産直に行かれ

る方は野菜に対しての意識が高くて、スーパー

ではなくて、あえて産直に行かれるという方で

す。何をするんですかと言ったら、その方に料

理のレシピを配りますと伺いました。食べるこ

とは決まっているわけですから、どう調理しよ

うが野菜の摂取量が増えるわけではございませ

ん。やはり大事なことは、普段野菜を食べない

ような方に、無関心の方に食べてもらうように

するのが重要である。そこの部分の働きかけと

いうのは、本当に産直で意味があるのかなとい

うふうに疑問を感じました。

一番簡単な民間の例でいけば、リンガーハッ

トが「野菜たっぷりちゃんぽん」を売っていま

す。480グラム野菜が食べられますと。普段野
菜不足の人が、1日350グラム以上の野菜がちゃ
んぽんを食べれば摂れるなら食べてみようかな

と。これは普段食べない人が食べるわけでござ

いまして、野菜を食べない人が食べるきっかけ

につながるわけでございます。野菜摂取をして

いただきたいためには、食べない人にどうやっ

て食べていただくかということを事業で考えな

いと。これに1,451万円かかっていますから、も
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うちょっと事業の内容に工夫を。これを否定し

ているわけではないんですけれども、やり方を

考えていただきたい。

例えば、野菜350グラムを摂取するためのレ
シピを県民の方に公開して、この1食で1日分の
野菜が簡単に摂れますよと。そうすれば、わざ

わざ産直に行く人だけではなくて、県民全体に

テレビやラジオを使って広報することもできる

わけでございます。

産直になると、産直に来る人だけが対象にな

るわけでございまして、県民運動としてしたい

のであれば、やり方を考えるべきだと思います

ので、意見として申し上げさせていただきます。

続きまして、こども政策局の当初予算、横長

資料の15ページ、「ながさきで家族になろう」
という事業でございます。

こちらの事業は4,015万円ということで、大変
大きな金額ではございます。しかしながら、や

はり婚活支援事業というのは、少子化の一番根

底にある、結婚しないことには出産にも結びつ

かないわけでございますし、晩婚化というもの

が課題になっております。これは何年も事業を

続けておられまして、平成28年から進めておら
れますが、平成28年に比べて令和元年度の実績
についてお尋ねいたします。

【濱野こども未来課長】これまでの県の婚活支

援事業における成婚の実績につきましてですが、

平成28年度の成婚の実績としまして23組、29
年度が46組、昨年度が65組、今年度につきまし
ては1月末現在で85組となっております。
【松本委員】 平成28年の23組から、令和元年
は85組ということで、3年間で3.6倍もの成果が
上がっているということは、大変効果があって

いるというふうに評価をいたします。

そこで、この成果の要因は何なのかというの

と、85組の中に県外の方がいらっしゃるのか、
わかればですけれども、お尋ねいたします。

【濱野こども未来課長】今、申し上げました成

婚実績につきましては、ながさきで家族になろ

う事業ということで、3つの事業を通して推進
をしております。「めぐりあい事業」、「縁結

び隊」、「お見合いシステム」ということです。

この中で、特にお見合いシステムということで、

それぞれ会員登録をしていただいた方の中の出

会いの場を設定しておりますけれども、最近、

ここ平成29年からこのお見合いシステムによ
る成婚数というのが確実に伸びてきているとい

うことが一つ要因として考えられます。

このお見合いシステムですけれども、確かに

県外の方も会員にはいらっしゃいます。今、正

確な数字はありませんが、そこは確認をした上

で、後ほどご報告させていただきます。

【松本委員】このお見合いシステムというのは、

要は登録をして、タブレットで興味のある方の

情報を見ることができる。ただ、その会に入ら

ないと、誰もかれも見ることはできないという

セキュリティもありますが、私は、このシステ

ムに関心を持っている地元の方が、息子が県外

に出ていて独身だと、これに登録をさせて帰っ

てきてほしいというふうに相談を受けて紹介し

たことがございます。これは非常にいいシステ

ムで、やはり田舎に帰って結婚しようというき

っかけにもなるし、都会だったら、なかなかそ

ういう機会に巡り会うことできません。それと

民間だとものすごく高額になるそうで、ここの

事業は非常に安価で手軽にできるということで

非常に期待をしております。これは人口減少対

策にもなるわけでございまして、県外の方が結

婚して来ていただければ、その方々にまた子ど

もも生まれてと、そういったのがいい仕組みに
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なると思いますが、これだけ成果が上がってい

て、しかも、交付金対象で3分の2は国から補助
が出るということで、非常に大きい効果がある

と思いますが、これはまだあまり知られていな

いんですね。今回、新たにキャンペーン費、ポ

スター、チラシやサイトを使って、新聞とかの

広告を使うということですが、こちらに対して

の今後の周知の予定はどのように考えているで

しょうか。

【濱野こども未来課長】 横長資料の15ページ
のところに、ながさきで家族なろう事業の上に、

結婚、妊娠・出産、子育て応援プロジェクトと

いう事業がございますけれども、これが社会全

体で結婚・子育ての機運を高めていこうという

ものです。そういった中でも、こういった我々

の結婚の支援事業の紹介、あるいは今までやっ

ていました3つの事業と、今年度から取り組ん
でおります企業間交流事業、Ｗｉｚｃｏｎなが

さき、こういったものも複合的に、相乗効果で

数字を上げていこうと思うんですけれども、そ

ういったところはＣМであるとか、情報番組の

中であるとか、市町の広報も通してですけれど

も、いろんな形で皆さんのところに届くように

ＰＲをしていきたいと思っております。

【松本委員】特に、最近では市町に委託してい

る部分もありますし、県だけで全てを賄うとい

うのは難しいところもありますので、市町に対

しての協力要請もしっかりして、これをさらに

倍増できるように取り組んでいただきたいと思

います。

最後に、16ページの保育士人材確保の事業に
ついてご質問いたします。

以前、待機児童が急激に増加して、大変な時

期がございましたが、今は落ち着いているとい

うことでございます。特に、大村市が待機児童

が100名を超えるというような事態になった時
に、大村市に対して、なぜこういうことになっ

たのかと聞くと、やはり根本的に保育士が足り

ませんと、こればかりは制度をどうこうすると

いう問題ではないというご意見をいただきまし

た。

そこで、県に何とかこの対策をしてください

ということで、昨年度、保育求人サイト「保い

っぷ」の運営を始めたということでございます

が、その昨年度の実績についてお尋ねいたしま

す。

【濱野こども未来課長】 今お話がありました

「保いっぷ」、いわゆる潜在保育士等が求職を

して、保育所等から求人があって、そこでマッ

チングをしていくという潜在保育士等の就職あ

っせん支援サイトシステムですけれども、そこ

の実績ですが、11月から実際稼働を始めまして、
まだまだ具体的に伸びはないのですが、昨年、

そのシステムを入れる前の実績が、20件の就職
のマッチングができたんですけれども、今年度、

今の時点で27名というふうに聞いております
ので、今後、この「保いっぷ」につきましても

周知をしたり、また、保育関係団体の協力も得

ながら、できるだけこの数を伸ばしていきたい

と思っております。

【松本委員】緊急事態だったということであり

ますけれども、しかし、開始が11月だったと。
年度のもう終わりの方になっているということ

は、サイトをつくるのにそんな何カ月もかかる

のかということを言いましたけれども、本当に

それでもっと早くできなかったのかなというと

ころに疑問もありますし、新年度は予算が1,062
万円減少になっています。こういった状況の中

で、特に、潜在保育士という方は、一回保育士

をされて辞められた方なので、新卒の保育士さ
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んを育てるよりは、経験があられる方なので即

戦力として働ける方でございます。ですから、

この「保いっぷ」というサイトをきっかけとし

て、また再就職をしていただければということ

で期待をしているんですけれども、潜在保育士

の方に会って話をしたら、結婚で辞めているの

もあるけれども、やはりなかなか、もう一回入

りにくいと。それは、結構嫌で辞めた人もいる。

その人に、また保育士をやれと言われても、同

じ給料だったら別の仕事がしたいというご意見

もいただきました。ですから、そこには何かし

らの理由があったのかもしれません。

大事なのは、サイトをつくるのも大事だと思

うんですけれども、要は、なぜ辞めたのか、な

ぜもう一回復帰できないのかということのニー

ズを、アンケート調査をとって、その中で一番

ニーズが大きい、例えば、ここを改善してほし

いというのがあれば、それは保育園の園長先生

や、または行政でできるところは行政で改善を

していかなければ、サイトだけをつくったとこ

ろで、潜在保育士のニーズに対応できないと思

いますが、そのニーズの把握について、お尋ね

いたします。

【濱野こども未来課長】ニーズの把握について

のご質問ですけれども、この「保いっぷ」を来

年度は広く周知するということで、今まさしく

おっしゃったような潜在保育士に対して、どう

いった理由で再度就職をしないかとか、あるい

は障壁になっている部分をアンケート調査する

ことによって、原因をきちんと分析をして、そ

れをまた活かしていきたいというふうに考えて

おります。

【松本委員】やはり処遇改善の部分、それとど

んどん処遇は変わっていっておりますので、イ

メージというのも、今、保育士を育てる学校は

長崎大、活水大、純心大、女子短大、長崎短期

大、県内5つの学校で保育士を育てておるわけ
でございますが、そちらに対しても、長崎県の

今の保育士はこういう条件ですよということを、

行政からも積極的にアピールして、そして県内

に就職していただくことで流出を抑えることも

できます。そして、潜在保育士におかれまして

も、一回辞めた方を探すというのも大変なこと

でございますが、ある程度の人数は把握してい

るのか、どれくらいの規模の潜在保育士がいる

のか、現状で把握しているのかお尋ねいたしま

す。

【深堀分科会長】 休憩します。

― 午前１０時４３分 休憩 ―

― 午前１０時４３分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

【濱野こども未来課長】潜在保育士が県内にど

のくらいいるかというお尋ねですけれども、平

成28年度に調査をした時点で、20代から40代の
方については大体7,500人程度というふうに把
握しております。

【松本委員】 平成28年ということですから、
また年数もたっていますので、これも調べてい

ただいて、また変動しているかもしれないし、

平成28年時点で7,500人もいるということは、
かなり埋もれているというか、機会がない方も

いらっしゃると思いますので、そういった方に

アプローチをいかにしていくかが重要になって

くると思います。ぜひ、潜在保育士、また保育

士確保対策にもしっかり取り組んでいただくこ

とを要望して質問を終わります。

【川崎委員】 おはようございます。

先ほど感染症のことでお触れになられました

が、備蓄の方でお尋ねします。最近、マスクの
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件が相変わらず、まだまだ解決をしてないとい

う状況にあって、この備蓄ということに関する

予算措置がどのようになっているのか、お尋ね

いたします。とりあえず、今の新型コロナウイ

ルスに対するマスクがクローズアップされてい

ますので、そういった衛生面のところからお願

いしたいと思います。

【伊藤医療政策課長】 マスクにつきましては、

それぞれの目的に応じて備蓄をされているかと

思います。

医療政策課におきましては、感染症対策を実

施していただく医療機関用のマスクということ

で一定量を備蓄させていただいております。

予算措置につきましては、先ほどお話があり

ました感染症対策事業運営費の中で、過去備蓄

をしてきたものでございます。平成29年度まで
予算化をしておりましたが、今年度、来年度は、

今のところ予算の計上はしておりませんが、今

回の新型コロナウイルスの感染拡大がございま

すので、今後、検討してまいりたいと思います。

【川崎委員】予算措置をされていなかった、今

後の検討ということであれば、まさに備えがで

きてなかったというふうに思っているところで

ありますが、平成29年までは予算措置されてい
たと、在庫は今あるんですか。

【伊藤医療政策課長】感染症対策のためのマス

クの備蓄ということで、約30万枚の備蓄をして
いたところでございます。既に、この新型コロ

ナウイルス対策、感染症拡大に向けた対策につ

きましては、一部の医療機関に帰国者・接触者

外来等の設置を通じてご協力をいただいており

ますので、ご協力いただいている医療機関に対

して、その約30万枚の中から提供を始めている
ところでございます。現在の備蓄量は約26万枚
ということでございます。

【川崎委員】 26万枚、今のペースでいくと、
残りは何日分ぐらいあるんでしょうか。

【伊藤医療政策課長】実際の新型コロナウイル

ス対策にご協力いただく医療機関につきまして

は、今、感染症指定医療機関が10病院ございま
す。それ以外に協力していただいております医

療機関が15医療機関ございます。この医療機関
につきましては、今後も増やしていこうと思っ

ております。その対象となる医療機関の数、あ

るいは、今後の感染拡大によってどのくらいの

期間提供できるかというところで変わってこよ

うかと思いますが、少なくとも1カ月から2カ月
にかけては、ご協力いただく医療機関に対して

提供してまいりたいと思っております。

【川崎委員】 1カ月から2カ月ぐらいは何とか
耐えられるけれども、医療機関は拡大をする、

一方では長期化という専門家の意見もあること

から、今のうちから備えをよろしくお願いいた

します。

次に、病院企業団の議員をしている関係で、

公立に準じたところの病院について質疑をさせ

ていただきますが、平成18年4月17日に参議院
総務委員会で、我が公明党の秋野幸造議員が、

地方の僻地などにある公立病院について、経営

困難に陥っているケースが多いことから、存続

に向けた支援というテーマで質疑をしていただ

いていまして、僻地では、民間だと採算が合い

にくい。公立が約6割を占める現状を踏まえ、
救急や小児、周産期、結核の医療提供などを担

う役割の大きさを指摘して、公立病院を今後守

ることが重要という質問から、当時の総務大臣

が「必要な支援に取り組む」と応じていただい

ています。

来年度、公立病院の財政措置の見直しがあっ

ていると思いますが、今予算にどのように反映
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をされているでしょうか、お尋ねいたします。

【伊藤医療政策課長】長崎県病院企業団につき

ましては、県と島原地域、五島地域、対馬地域

及び壱岐地域の6市1町が一緒になって病院を
経営する一部事務組合でございます。その病院

運営に必要な経費につきましては、地方公営企

業法の趣旨に基づきまして、県も一定負担をし

ております。

経費の負担につきましては、構成団体の間で

負担割合を取り決めておりまして、本県の負担

分として、令和2年度の当初予算では約20億
6,000万円を計上させていただいております。
交付税措置につきましては、現在も行ってい

ただいております。来年度からその拡充がなさ

れるという情報があっておりますけれども、ま

だその詳細はわかっておりません。少なくとも、

救急、周産期の医療の部分につきましては、今、

得ている情報で計算をいたしますと、約2,000
万円ほどの増ということで見込んでおります。

【川崎委員】そうすると、今回の財政措置にお

いて約2,000万円程度、令和2年度、国から手厚
くなると。そうすると、県の助成が幾分か圧縮

をされると、そういった理解ですね。

始まるのは後でしょうから、もう少し情報を

整理していただいて、次の議会の時にまた詳細

をお知らせいただければと思います。

次に、こども政策局にお尋ねいたします。

児童虐待防止、横長資料の21ページに1億
7,469万5,000円計上されておりますが、来年度
強化する取組についてお尋ねをいたします。

【今冨こども家庭課長】 令和2年度に強化する
取組としましては、児童相談所の補完的役割を

担い、家庭や地域からの児童等に関する専門的

相談への助言・指導や、市町に対する後方支援、

児童相談所からの受託による在宅支援などを行

います児童家庭支援センターを新たに島原地区

に設置することとしております。

今後、児童家庭支援センターと児童相談所及

び市町が情報共有する場を設定するなど、各地

域における児童虐待対策の充実強化に向けた取

組を支援してまいりたいと考えております。

【川崎委員】 ありがとうございました。

この予算の中に、児童虐待の早期発見・早期

対応促進のための体制整備等に関する経費

8,540万円とあります。この早期発見、大変大事
な取組かと思いますが、どのようなことで早期

発見を強化されていくのかお尋ねいたします。

【今冨こども家庭課長】児童虐待総合対策事業

におきまして、早期発見のための取組としまし

ては、児童虐待に関する意識啓発や、通告先の

周知等を行います広報活動に加えまして、児童

相談所における24時間、365日相談受付の実施
の他、通告受付後48時間以内の安全確認の実施
などがございます。

また、この事業以外に、市町におきまして乳

幼児家庭全戸訪問事業や、訪問により把握した

要支援家庭に対し必要な指導や助言を行います

要支援訪問事業の実施に加えまして、学校や保

育所、幼稚園などの関係機関とネットワークを

構築し、発生予防から早期発見、早期対応に向

け、構成員の研修や連携強化を行います取組に

対しまして支援を行ってまいりたいと考えてお

ります。

【川崎委員】 ありがとうございます。一つ、ぜ

ひ検討していただきたい、事前に意見交換させ

ていただきましたが、児童虐待の連鎖というこ

とについては、一般論としてあろうかと思いま

す。児童期に虐待を受けた方が、大人になって

自分の子どもにということが一般論としてあろ

うかと思います。一人の人を長年追いかけてい
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くというのは大変難しいことかとは思いますが、

どこかで連鎖を断ち切ることが大事なことなの

かなと思っておりまして、ちょっと予算議案と

外れる話になりますが、この早期発見のテーマ

の一つとして、そういったところにもぜひお取

組をいただきたいと思いますが、ご見解をいた

だきたいと思います。

【今冨こども家庭課長】児童虐待の連鎖を止め

るということで、その視点というのは非常に重

要だと認識しております。

ただ、子どもを実際に虐待した方が子ども時

代にそういう虐待を受けていたかとか、そうい

うところについての調査等については、実際に

県の方では行ってはいないという状況でござい

ます。

ただ、文献等によりますと、やはりそういう

傾向はあるというふうに我々も認識しておりま

すので、そういうことがないように全ての事案、

全てのケースについて、そういう虐待等の兆候

があれば、しっかりとケア等を含めてやってい

くということで対応してまいりたいと考えてお

ります。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【堀江委員】 まず、福祉保健部横長資料の73
ページ、この中の3つ目にあります東京2020パ
ラリンピック聖火フェスティバル事業費、これ

は政策的新規事業の計上状況で示されています

が、今回、476万円の事業ということになって
いるんですが、もともとの要求額は1,216万円と
いうことで、事業内容等の精査ということの報

告があっておりますが、具体的にどういうこと

でしょうか。

【桑宮障害福祉課長】お尋ねがありました東京

2020パラリンピック聖火フェスティバル事業
費でございます。

これは2つ主な内容がございまして、一つは
聖火フェスティバル開催経費でございます。こ

れは県内9市で採火をした火を、1カ所に長崎県
の火として集めまして東京に送り出す出立イベ

ントの開催経費であります。聖火リレーにつき

ましては、オリンピックとパラリンピックで異

なりまして、パラリンピックの場合は競技開催

団体の4都府県のみで行われます。ですので、
本県としては、長崎県の火を送り出すイベント

の開催経費の予算を計上しております。

これにつきましては、予算要求時では1,171
万円ほどを、他県の予算要求状況等も参考にし

て計上しておりましたが、少し開催内容等も規

模等を見直して、適切な規模で開催するように

という財政課とのやりとりもございまして、今

回、予算として440万円を計上いたしておりま
す。

もう一点は、聖火リレー、開会式への参加経

費でございます。これにつきましては、先ほど

申し上げましたように東京の方で聖火リレーが

ございますので、そこに本県から聖火リレーラ

ンナーとして参加をしていただくことになりま

す。ランナーにつきましては、まだ決定してお

りませんので、現時点でどなたが走るというこ

とは決まっておりませんが、その方の参加経費

として、もともと予算要求時は44万8,000円計
上しておりましたが、これも予算査定の中で35
万6,000円という査定となっております。
【堀江委員】そうしますと、障害福祉課として

は、こういうふうにやりたいということで要求

したけれども、財政課との交渉の中で、いやい

や、もうちょっと縮小してくださいみたいなと

ころもあったりして、いわゆる最初に提案した

要求と数字の上では縮小される形になったわけ

ですが、結果としては、関係者の皆様も含めて、
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合意の上でこういう事業の中身になったという

理解でいいのかというのと、それから、今の時

点で言えないかもしれませんけれども、この新

型コロナウイルスとの関係とかで事業の見通し

についてはどういう見解をお持ちなのかという

2点を教えてください。
【桑宮障害福祉課長】 1点目の関係者の理解を
得て今回の予算計上がなされているかというお

尋ねですが、これにつきましては、長崎県の障

害者スポーツ協会がございます。私も理事をし

ておりますが、障害者のスポーツ団体、あるい

は障害福祉施設の団体の代表者等で構成される

協会がございますが、その理事会の中でもご報

告をさせていただきまして、今回の概要につい

ては、おおむねご理解をいただいております。

ただ、予算は縮小しましたが、やはりイベン

トとしては障害者理解を深めるよい機会であり

ますので、寂しいイベントにはならないように、

理解を深めるイベントにしたいと考えておりま

すので、そういった方向で障害者スポーツ協会

とも相談しながら進めてまいりたいと、詳細な

内容を詰めてまいりたいと考えております。

もう一点、コロナウイルスに関する開催の見

通しでありますが、本体のオリンピック、パラ

リンピックの開催自体、まだいろんな情報が飛

び交っておりまして、決定されてない状況であ

りますので、組織委員会の方にも情報収集をし

ながら、この聖火フェスティバルについても開

催について適切に判断してまいりたいと考えて

おります。

【堀江委員】 ありがとうございました。

次に、横長資料の42ページ、防災指導費の中
の原子力災害対策整備事業費についてお尋ねい

たします。

これは今年度改めて設けられた予算なんです

が、調べますとというか、お話を聞きますと、

これまで危機管理課に一括で上がっていた原子

力災害対策整備事業費が各課に振り分けられて、

医療政策課という形で今回2,267万円計上され
たということですが、内容としてはここの2行
に書かれているんですが、具体的に2,267万円が
どういう事業に使われているのかという説明を

お願いできますか。

【伊藤医療政策課長】この原子力災害対策整備

事業費につきましては、今、委員からお話があ

りましたとおり、昨年度までは危機管理課の方

で原子力災害対策経費ということで一括して予

算を要求していただいておりました。

来年度から、危機管理課だけではなくて、こ

の原子力災害対策につきましては、医療政策課、

地域環境課など関係課がございますので、それ

ぞれの予算執行課が予算を計上するということ

で、今回初めて医療政策課の方でこの予算を計

上させていただいております。

その具体的な内容でございますが、まず、1
つ目が原子力災害医療ネットワーク構築事業費

ということで、この原子力災害の中でも医療分

野、原子力災害医療関係の専門家の方、医療機

関の方にお集まりいただいてネットワーク検討

会を開催しております。その関係経費、あるい

はその関係者に対する研修会を開催したり、講

習会を開催しておりますので、その経費が一つ、

これが約700万円でございます。
もう一つが、原子力災害医療用の資器材の維

持管理経費でございます。実際の災害が発生し

た際の放射線測定器等、そういう機器の点検等

にかかる経費等が540万円程度ございます。
それから、実際の原子力防災訓練、危機管理

課の方が中心に行っておりますが、この訓練時

に原子力災害医療の分野でも訓練をしておりま
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して、その訓練にかかる経費を300万円強計上
しております。

それ以外に、安定ヨウ素剤の購入経費であり

ますとか、この原子力災害医療につきましては、

大村市にございます長崎医療センターがその拠

点病院になっておりますので、そこにかかる通

信経費等として約700万円計上いたしておりま
す。これを合わせて2,267万4,000円を計上させ
ていただいているところでございます。

【堀江委員】 ありがとうございました。

原子力災害対策整備費ということで、例えば

今説明がありましたように、原子力防災訓練が

毎年実施されている分の、これは医療分野の経

費ということになるんですが、例えば、防災の

段ボールの災害に対応するような、いわゆる避

難所対策をどうするのかといった分野とかは、

これは福祉保健の分野になっていくと思うんで

すけれども、そういったいわゆる原子力防災訓

練経費ということで、今回、医療政策課で314
万円上がっているんだけれども、細かく見ると、

福祉保健部のほかの課との連携もあるのではな

いかと思うんですが、そういうのもひっくるめ

て、これまでは危機管理課で上がっていた分で、

福祉保健部の中の分を医療政策課の予算として

上げるという理解でいいんですか。それとも、

今私が言っているような細かい部分はのけて、

医療政策課で主に医療分野の主な経費として上

げるということになるのか。新年度初めて上が

る予算なので、ちょっと細かく教えてください。

【伊藤医療政策課長】先ほどの原子力防災訓練

にかかる経費でございますが、その訓練の中の

医療分野にかかる経費のみを計上させていただ

いております。

避難所についても設置をしたところで訓練し

ておりますが、その経費につきましてはこの経

費に含まれておりません。避難所に設置をする

救護所の設置費についてこの中で予算化してお

ります。

【堀江委員】最後の語尾がわからなかったんで

すが、詳しいことはまたお尋ねしたいと思いま

す。

いずれにしても、新年度初めて原子力災害対

策整備費ということで、これまで危機管理課で

一括して上がっていた内容が振り分けられて、

県民にも見えるような形で振り分けられたとい

うことで理解をしたいと思います。

39ページ、ここの保健所費についてお尋ねし
たいと思います。保健所費は7,836万円、前年度
に比べて多いんですけれども、よく見ますと職

員給与費で2,288万円、これは2人増えているん
ですよね。それで、この保健所運営管理費の中

で、保健所整備費7,570万円があるんですが、こ
れも前年度の予算と比較をいたしますと、6,499
万円増えているということで、施設の整備とし

て理解いたしました。

私がこの予算を見て疑問に思いましたのは、

その上の保健所運営費、8保健所の運営費です
が、これは1,040万円マイナスなんですよね。今
回、こういう新型コロナウイルス感染症という

新たな感染症とか、突発的なことが起こると、

保健所が相談窓口になったり、いろんな対応を

しなければならないという時に、その管理運営

費がマイナスの予算というのはいいのかなとい

う素朴な疑問を持ちましたが、マイナス1,040
万円の中身を教えてください。

【渡辺福祉保健課長】保健所運営費について福

祉保健課の方で所管しておりますのでお答えい

たします。この減の要因でございますけれども、

これは保健所長の報酬の取扱いが一部変わって

おります。具体的に申し上げますと、西彼保健
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所の保健所長の取扱いが、報酬の取扱いから給

与費の方へ移行させていただいております。任

期付きの採用という形で1,000万円ほどそちら
の方に移行したということで、決して縮小して

いるということではございません。

【堀江委員】給与費は別にあるので、私として

は、2人増えているのでそのことは考えなかっ
たんですが、区分が変わったということですね。

ありがとうございました。

同じく55ページでお尋ねいたします。
この中の指定難病対策費ですが、2億8,369万

円増えています。その中で最も増えたのが指定

難病対策費ということで25億2,831万円ですけ
れども、これはもちろん国が指定した難病等と

いうことで、減ではなくて増という形でいいと

思うんですが、25億2,831万円を3行で認めてく
ださいという提案というのは、ちょっと大変か

なと思いまして、要は、この25億2,831万円の
主な中身でいいので教えていただけますか。

【小田口国保・健康増進課長】指定難病対策費

でございますが、この25億2,831万7,000円の内
訳ですけれども、主に医療費の自己負担分の公

費助成をしておりまして、ここが大部分で24億
6,000万円余りになります。
今回、前年度と比べて増えておりますのは、

まさにここの部分でありまして、受給者数は減

少しているんですけれども、総額が増えている

と。これは実績に基づいて推計しております。

一人当たりの医療費等が伸びているのかなと思

うんですけれども、そこまでの詳細な分析には

至っておりません。ただし、この主な内容は、

指定難病医療費の公費助成の分でございます。

【堀江委員】ちなみに、受給者数が減っている

と。長崎県内で指定難病対策費で国が指定した

難病の受給をしているという方の大方の数字と

いうか、どれくらいの県民の方が対象なのかと

いうことは答弁できますか。

【小田口国保・健康増進課長】 平成30年度の
年度末現在で1万2,178人の方が受給者証をお
持ちでありまして、これが平成27年度は1万
3,726人でございましたので、こういう減少にな
っております。

【堀江委員】指定難病対策費は、言われるとお

りに国が指定した医療に関する公費負担の分が

大きいということなんですが、そうしますと、

その医療に関する調査研究という部分は額とし

ては小さいですよね。ここの部分というのは、

どうなんですか。長崎県として、特に調査研究

という形ではどうなのかということもこの機会

に教えていただけますか。

【小田口国保・健康増進課長】委員ご指摘のと

おり、難病の公費助成の背景としましては、調

査研究というものもありますが、県におきまし

ては予算化して事業しておりますのは医療費の

公費負担、あと難病相談センターとか、医療ネ

ットワークをつくります関係の難病患者の皆様

方の療養生活の支援という面で事業を行ってい

るところであります。

【堀江委員】 ありがとうございます。

51ページに戻ります。
この中で、先ほども出ました病院企業団助成

費で、今回2,096万円減っているんですけれども、
負担金や助成費等が減る中で、病院企業団医師

センター経費というのが7,090万円、これは前年
の横長資料と比較をいたしますと、6,138万円増
えております。これはここに書いてあるように、

医師センターの運営経費、平たく言うと先生方

の人件費というふうに理解をしているんですが、

6,138万円増えるということは、これは先生が増
えるという理解でいいんですか、教えてくださ



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 192 -

い。

【伊藤医療政策課長】この医師センター経費で

ございますが、これは県が養成をしている医師

がおりますが、その医師の修学資金の貸与年数

に応じた義務年限というものがございます。例

えば6年間修学資金を借りた場合は9年間の義
務年限がございますが、その中で医師のスキル

アップのために1年間研修ができるという制度
がございます。その研修期間にかかる人件費を

負担しているものでございます。

今年度はこの研修を実施している医師がお一

人でございますが、来年度は6名予定をしてお
りますので、5名分の経費が増えているという
ことでございます。

【堀江委員】つまり、病院企業団以外の病院で

再研修を行うことができるというここの部分で

活用できる先生が、今年は一人だったけれども、

次年度は6人に増えるということですね。
ということは、どういうことですか。長崎県

の医療に関わる先生方が増えるということ、違

いますね。人数は変わらないんだけれども、そ

ういう研修ができるという理解でいいですか。

【伊藤医療政策課長】この義務年限中に再研修

をいつ受けるかという部分につきましては、各

医師の方がそれぞれ実際の9年間の計画の中で
受けていただいているということでございまし

て、年度によってかなりの増減がございます。

県の養成医師そのものは増えているところでご

ざいます。

【堀江委員】 ありがとうございました。

同じく横長資料51ページの上から2番目のし
まの医療機関運営費助成費でお尋ねしたいと思

います。

これは1億990万円ですけれども、前年と比較
をいたしますと9,302万円増えております。これ

は主な事業費の中の13ページにしまの医療機
関運営費補助費ということで出されています。

これはヘリコプターを活用して本土の病院等の

医師による巡回診療を支援するということなん

ですが、これというのは2番目の患者の下り搬
送、救急ヘリで離島から、例えば五島から長大

病院に運んで、今度は帰り、長大病院から五島

中央病院に帰るという時も利用できるという制

度だと思うんですが、そこに条件があるのかと

いうのをお尋ねしたいんです。

というのは、私も五島の出身なので、個人的

なことですが、両親とも救急ヘリで運ばれたん

ですが、危急的な医療が終わって、今度帰ると

いう時に、五島に帰るという時は今度は自分た

ちで連れて帰らなきゃいけないんですね。もち

ろん、いろんなタクシーとかを利用するんです

けれども、家族が連れて帰るというのは非常に

大変で、そういう場合、この13ページ、主な制
度の②ですね、ここに該当する、「本土病院で

急性期の治療を終えた患者を離島病院へ搬送す

る」というここに条件があるのかどうかという

のを教えてください。

【石田医療人材対策室長】このヘリ事業でござ

いますが、もともと公益社団法人の地域医療振

興協会がやっていた事業でございます。これが、

なかなか一民間団体では運航ができないという

ことで、来年度から病院企業団が引き継いで事

業をするということになったということでござ

います。

今ご指摘の帰り搬送でございますが、先般運

営協議会の中でも、まさに、今、委員から話が

あったようなことについて議論がなされたとこ

ろでございます。

確かに、なるべく運んでやりたいというのは

あるんですが、回数も限られますし、公平性も
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ございますので、実際に病院の院長と、それか

ら長崎医療人材支援センターのセンター長、こ

ういったところで、もう少しきちんとそこの整

理をしようと、基準をつくろうということで先

般の話し合いの中ではなっております。

あまり時間もございませんので、そこは一定

明確にしていきたいと考えているところでござ

います。

【堀江委員】 県民からすると、救急で、例えば

長大や大村に運びますという時には、もちろん

家族の方に連絡があって、こういう状況なので、

即運ばないといけませんというふうに言われて

連れていかれるんですけれども、それはそれで

ドクターの判断がそこで入ります。

今度、じゃ帰るとなった時に、もちろんその

まま長崎で、あるいは大村でという方もいるで

しょうけれども、やっぱり家族や当人も五島に

帰りたいとなった時に、五島中央病院が受け入

れてくれるとなれば連れて帰るということにな

るんですが、その時に本当にどういう判断、も

ちろんドクターの判断というのは当然だと思う

んですが、そこの基準が一定県民にも見えるよ

うになると、もうちょっと納得がいくかなとい

うか、いいのではないかなと。もちろん、その

時の状況もありますよね。簡単に、こういうふ

うにヘリコプターで運ぶとなっても、その時が

じゃそういう状況なのかどうかということもあ

ると思うので、そういう判断も要るかと思うん

ですが、患者の下り搬送というのに活用できる

となれば、県民にも伝えるということができれ

ば、離島に住んでも同じように医療が受けられ

て、その後、また五島で過ごすことができると

いうことが、より明確にわかるのではないかと

思いながら予算を見ましたので、ぜひ明らかに

なるところがあれば教えていただきたいという

ふうに思っております。

もう一つ、59ページの一番最後です。長寿者
慶祝費の1,085万円、これは昨年度に比べて38
万円増えているんですが、人数増なのかという

ことをお尋ねしたいんです。なんでこの細かい

数字に私が拘るかというと、これは、前知事の

時にはもう削られていた予算で、中村知事が当

選をされて、その後、骨格予算に加えて中村知

事が始めた事業です。福祉のばらまきとか言わ

れる中で、こういった何歳になりましたからお

祝いをというのが各自治体も削られていく中で、

長崎県の場合は頑張って担当課が予算要望され

て生き残っている事業なので、私としてはいつ

も予算書を見るたびに頑張ってほしいというふ

うに思っているんですけれども、今回、人数が

増えたという理解でいいのかどうかという制度

の中身も教えてもらった上で答弁をお願いいた

します。

【峰松長寿社会課長】長寿者慶祝費についての

ご質問ですが、こちらの増分の38万3,000円は
というご質問ですが、この事業につきましては

百歳到達者に対しまして、知事の方から記念品

を贈呈させていただくという事業でございます。

記念品につきましては、物産振興協会の方に委

託をいたしまして、県産品のパンフレットをつ

くりまして、県産品の中から選んでいただくと

いう事業でございます。

今回、増額をした分につきましては、昨年度

の当初予算では650人を見込んでいたところ、
本年度は670人ということで20名増加されると
いう見込みがございますので、予算を増加して

いるところでございます。

【中山委員】ながさきで家族になろう事業につ

いてお尋ねします。

先ほど、松本委員の質問に対する答弁で、平
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成28年度からやって、だんだん増えてきて実績
は85組ということでありましたし、よく頑張っ
ているなという気もしました。また、その要因

は、お見合いシステムが機能しているというこ

とでありました。それを受けて、少し深掘りし

たいと思います。

実は3月7日の予算総括質疑の中で、人口減少
の中の一つとして自然減少、その中で婚活支援

事業についてお尋ねしました。婚姻件数が直近

どうなっているかという話をしましたところ、

10年間で約1,460件、年平均約150件程度減って
いるという答弁をいただきました。

そこで、私は、今後これに歯止めをかけてほ

しいという話をして終わったところでございま

すので、そこから少し深掘りしたいと思います。

まず、新年度以降の婚姻数の目標、平成31年
度は100組としていたようですけれども、どこ
に置いているのか、そこをまずお聞きしたいと

思います。

【濱野こども未来課長】来年度以降につきまし

ては、年間150組を目指していくということで
考えております。

【中山委員】かなり意欲的な数字を出していた

だきました。といいますのは、150組減って、
150組増やしていこうということですから、数
字的にはゼロになるんですけれどもね。しかし

ながら、最低限の目標として150組はいい目標
だと思います。しかし、私個人にすれば、今ま

でも言いましたけれども、約倍の300組ぐらい
増やさないことには止まらないのかなと、これ

は個人的に推測するわけであります。まず、そ

の150組を達成するためにどうしたらいいのか
ということで、私の提案を含めて少しお聞きし

たいと思います。

まず、基本になるお見合いシステムの登録者

の現状についてどのようになっているのか。で

きれば年代別にわかるのかどうか。先般、新聞

紙上で若い男性の登録が非常に少ないという話

もありましたので、それを受けて、その辺を少

し説明していただきたいと思います。

【濱野こども未来課長】会員の年齢別の構成に

ついてですけれども、今現在、会員数としまし

ては1,262名、1月末の時点で登録をいただいて
おります。

その中で年代別に見ますと、20代が154名で
12％、30代が543人で43％、40代が408人で32％、
50歳代以上が157名で12％というふうになって
おります。

【中山委員】 それでは、やはり20代、30代が
多いということがわかりましたけれども、この

20代、30代の男女比はわかりますか。
【濱野こども未来課長】まず、20代の男性は、
先ほど20代が154名と言いましたけれども、そ
のうち男性が60名、女性が94名となっておりま
す。30代につきましては543名で、男性が211
名、女性が332名というふうに、20代、30代の
男女の構成は以上のようになっております。

【中山委員】やはり男性が少ないということが

わかりました。

そこで、この登録者が1,262名ということであ
りました。先般、私が20代から30代の未婚者の
数はどの程度おりますかという話をした時に

13万2,663名という話をされました。それをひ
もとくと、1,262名というのは1％を切っていま
すね。0.8％か0.9％ということですね。大変努
力はしているけれども、もっともっと増やす要

素はあると考えております。

そこで、まず、150組の目標を立てるならば、
前提として会員登録者数の目標設定、私として

はやはり1割程度、1万3,000人程度を会員登録
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の目標にしてほしいと思いますけれども、そう

いう目標を設定していく考え方はあるのか。今、

1割程度という話をしましたけれども、それを
含めて課長の意見を聞いておきたいと思います。

【濱野こども未来課長】目標とするお見合いシ

ステムの会員登録者数でございますが、今現在、

1,200名程度というお話をしましたが、今目指す
ところは2,000名というのを一応目標といたし
ております。

【中山委員】 2,000名は一つの通過点という形
で捉えていきたいと考えております。ぜひ、1
割程度を目指すぐらい大胆に目標を見据えて取

り組んでいただきたいと思います。

そこで、今後、いろいろ県職員等が企業を回

って働きかけをしているという話も聞いており

ますが、その前提として、県職員を含めて21市
町の職員についてはどのような形で働きかけを

していくのか、してきたのか、教えていただき

たいと思います。

【濱野こども未来課長】県職員はじめ、県内市

町の職員に対しての啓発、ＰＲの関係ですけれ

ども、私ども、経済団体等も入れて官民連携協

議会というのを市町と一緒になってやっている

んですけれども、その中で結婚支援というのが

非常に少子化対策に対して有効であるし、今後

一緒になって取り組もうということで共通認識

を持っておりまして、それはそれぞれの市町、

あるいは県の方は私どもの方で、それぞれ職員

を含めて、広く、このシステム等も含めて、結

婚を希望される方々に対しては、こういう制度、

システムがあるということについて、これまで

もずっとお知らせをしてきたところでございま

す。

【中山委員】お知らせ程度ではなかなか増えな

いと思うので、やはり足を運んで、直接お願い

していくという形で、県職員、市町職員は恵ま

れた環境にいるわけですから、それを含めて積

極的な登録を呼びかけていただきたいと思いま

す。

そこで、少し話は変わりますけれども、結婚

1件当たりの経済効果というか、披露宴をした
り、披露宴の後に二次会に行ったり、指輪を買

ったりしますよね。長崎県内でどの程度の経済

効果があると考えているのか、お尋ねしたいと

思います。

【濱野こども未来課長】結婚に関する経済効果

の関係ですけれども、それぞれいろんな結婚を

関連の民間の業者のデータ等々もありますが、

一つ私どもが見ているのは経済産業省の方が出

しております平成30年特定サービス産業実態
調査というのがございますけれども、これによ

りますと、本県における挙式及び披露宴の年間

売上高は約62億円ということで、年間取扱件数
は1,638件となっております。したがいまして、
1件当たり平均379万円ということで、全国平均
を約20万円程度上回っているという状況にご
ざいます。

【中山委員】 そうすると、約400万円にして、
150組を目指すということであったから約6億
円ぐらいの経済効果があるわけです。これをち

ょっと押さえておきたいと思います。

そこで、私が何を言いたいかというと、婚活

を進めていくためには、会員に対して何らかの

メリットが必要かと思うんですね。会費を半分

にしたということは一つのメリットかもしれな

いけれども、会員同士が結婚した場合、お祝い

金というか、みんなで家族になろうお祝い金と

いうか、そういう形で100万円程度やられれば
効果があるなと思うけれども、一気に100万円
というわけにはいかんけれども、やはりなにが
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しかのお祝い金を出していくというか、これが

一つの目玉になっていくんじゃないか思います

が、この考え方についてお尋ねしたいと思いま

す。

【濱野こども未来課長】今の結婚祝い金のお話

でございますが、確かに、先ほど言いましたよ

うにお見合いシステムが2,000人の登録を目指
す中で1,200人程度ということで、なかなか登録
者が伸び悩んでいる状況でございますので、登

録を増やすためには何かしらの魅力といいます

か、特典というのは確かに必要であろうと思い

ます。

来年度から50％のキャンペーン割引とか、そ
ういったところで期間を限定した中で会員登録

を目指していきますけれども、言われたように、

直接お祝い金というものを成婚された方にお渡

しするというのはなかなか難しい部分もあろう

かと思いますが、ただ、結婚すれば当然家具を

購入するとか、式場での挙式、披露宴とか、新

婚旅行に出かけるということで、そういった何

か費用的なものについて、いろんな店舗の方た

ちと相談しながら、いろいろな割引、結婚すれ

ばこういった割引があるといったところをやれ

ないかということについては、少し検討してい

きたいと思っております。

【中山委員】やはり何かの形の目玉が必要だと

思います。

私は、先ほどお祝い金の話をしましたけれど

も、これは行政から直接出すのは非常に難しい。

そこで、これは私の提案だけれども、仮称を「な

がさきで家族になろう基金」を造成すると。先

ほど言ったように、年間約6億円ぐらいの経済
効果があるわけだから、その関連の企業の方々

に、まず民間企業の方に構成員になってもらう

と。そして、できれば県、21市町も応分の負担

をしていくという形で基金をつくることだって、

先ほど言ったように、例えば家具を買う時に割

引をするとか、その場合も基金から出した方が

非常にわかりやすいんじゃないかと思うんです。

それと併せて、これは個人が会費を払っている

ということが大きな魅力ですね。個人が全く金

を払ってないということであれば、出しにくい

んだけれども、個人が金を出しているというこ

とがこういうことにつながりやすい方法になっ

てくるので、これは一つの検討課題じゃないか

と思うんですが、どうですか。

【濱野こども未来課長】今、ご提案のあった基

金の創設につきましては、また今後、改めて検

討させていただきたいと思います。

いずれにしても、結婚を希望される方々に対

して、行政が今しっかり支援をしていっていま

すので、そこを、効果も含めて検討しながらし

ていきたいと思っております。

【中山委員】ぜひ検討を始めてほしいというこ

とを申し上げておきたいと思います。

もう一つ、このお見合いシステムと併せて効

果があるだろうというものが縁結び隊ですよね。

この縁結び隊の現在の隊員数と、これによって

成功した実績がどの程度あるのか確認したいと

思います。

【濱野こども未来課長】まず、縁結び隊の方の

成婚の数につきましては、直近でいきますと平

成28年度が5組、平成29年度が10組、平成30年
度が10組、令和元年度が1月末現在ですけれど
も、23組ということで、これも縁結び隊につき
ましては、大体会員が約400名ぐらい登録をさ
れております。それで、地域の縁結び隊の方々

がずっとお引き合わせをしているんですけれど

も、毎年10組という目標にしておりまして、今
年度につきましては実績が大幅に伸びていると
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認識をしております。

【中山委員】これも政策効果が出てきて、確実

に伸びてきているし、縁結び隊についても400
名ということだから結構伸びてきたなと思うん

ですね。私は、2年前でしたか、ぜひ縁結び隊
1,000人を目標に取り組んでほしいということ
を言ったから、これはかなり進んできたなと思

うので、これも引き続き進めてほしいと思いま

す。

その時にもう一つ話したのは、縁結び隊も成

婚したら何らかの形で、ボランティアだけでは

なかなかこれは難しいだろうという話を私はし

ておりました。なぜなら、うまいこと結婚した

場合は、その人が結婚式に呼ばれることもある

かもしれないし、子どもができたらお祝いもし

ないといけないかもしれません。そういう縁が

出てくるので、そのためにも何らかの形の謝礼

金が出せないかという話をしておりました。そ

の謝礼金について、あれからずっと考えていた

のが、この基金の問題なんですよ。この縁結び

隊に対する謝礼金もこの基金から出せるように

したら非常に効果が倍増していくんじゃないか

という気がしているわけでありますが、ぜひ取

組を検討していただければと思います。

最後に、こども政策局長にお聞きしたいと思

います。婚姻数を増やすための一つの方法とし

て基金の創設が必要だと私は思うんだけれども、

今から検討してもらうだろうと思いますが、検

討していただくのかどうか、1年間ありますの
で、今日ここで結論を出す必要はないと思いま

すけれども、そういう志を持って、局長として

任務を果たすつもりでいるのかどうか、その辺

の心意気をお聞きしたいと思います。

【園田こども政策局長】少子化対策としての未

婚化、晩婚化に対応するに当たって、結婚支援

というのが今行政でも課題になって、我々も進

めているところでございます。

県の事業だけで婚姻数が、先ほど150組を目
標としておりますと言いましたが、委員からも

それで十分かというご指摘がありました。それ

で十分であるとは思っていませんで、機運を醸

成することで、実際に県の事業を利用しなくて

も婚姻数を上げていく必要があるということで、

我々が別途取り組んでおりますのが、企業・団

体を巻き込んで「結婚応援宣言」というのも今

取り組んでおります。今年度から取り組んでい

るんですけれども、そういった中で今、企業・

団体、団体の上部団体、そういったところにま

ず了解いただきながら、その下部の個々の企業

であるとか、団体であるとか、そういったとこ

ろも個々に回らせていただいて、「結婚・子育

て応援宣言」をしていただく事業に取り組んで

おりまして、そこもまだ始めたばかりで、今少

しずつ宣言していただいているところが増えて

いる段階ですので、先ほど委員ご指摘の基金と

いうのは、そういった企業団体の寄付を募って

という形になろうかと思うんですが、まずはそ

ういった理解を深めていく方向から始めないと、

なかなかそういう基金をつくろうにも、多分十

分な金額が集まらないのではないかなというこ

ともありますので、まず、我々としてはそうい

う機運の醸成を高めて、企業・団体にもしっか

りと応援していただく体制をつくりながら、次

の段階としてそういう基金といったところも研

究・検討してまいりたいと考えております。

【中山委員】 今日、突然の話でしたから、慎重

な言いぶりになりましたけれども、前向きに取

り組んでいこうという意思は少し、以心伝心じ

ゃないけれども、わかりました。

ただ、こども政策局長に申し上げておきたい
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のは、今、長崎県の人口減少の状態は、そう悠

長に構えておれる状況ではなくて、私が今回言

ったように非常事態に入ったんじゃないかと。

要するに人口の1％以上の減少をしているとい
うことは、100年すれば長崎の人口はゼロにな
りますよと。2060年に100万人とか言っている
けれども、実質的には70万人台に終わるんじゃ
ないかという推測もあるわけでありますから、

ぜひ2060年に100万人という目標を立てた以上
は、何としてもそれをやり遂げてほしいと思い

ます。

そういった意味からして、これは悠長にやれ

るようなものではなくて、機運醸成をできるだ

け早くやって、場合によっては予算が足りない

ならもう少し予算を入れてやると、それを含め

て、ぜひひとつ前向きに取り組んでいただくよ

う、とりあえず今日は要望だけしておきたいと

思います。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【赤木委員】 新型コロナウイルスについては、

ほかの委員からいろいろ質疑がありましたので、

後ほど一括して私もさせていただきたいと思い

ますが、予算について、まず、こども政策局、

横長資料の17ページ、地域子ども・子育て支援
事業費、放課後児童クラブについてお尋ねしま

す。

まず、地域子ども・子育て支援事業について

21億円ほどの予算がつき、前年度より2億1,363
万1,000円が増額となっております。こちらにつ
いて、やはり放課後児童クラブへの要望といい

ますか、地域からの要望、需要が高まっている

からこそ、こういった費用が増額しているもの

と思いますが、放課後児童クラブに対する待機

児童の把握についてはどのようにされています

でしょうか。

【濱野こども未来課長】 令和元年5月1日現在
の待機児童数は29人というふうに把握してお
ります。

【赤木委員】放課後児童クラブに対する待機児

童数が、県全体で29人の方が今入れてない状況
という答弁だと思います。

これは地域別にしっかり把握されているとい

うことでしょうか。

【濱野こども未来課長】 毎年5月1日現在で待
機児童数を各市町に照会しまして、状況を把握

しております。また、その後、追跡調査を行っ

て、解消に向けて支援を行っているという状況

でございます。

【赤木委員】 この29人、これからまたさらに
毎年把握されるということでしょうけれども、

この待機児童が解消される見込みはいつごろに

なるとか、そういった検討はされているんでし

ょうか。

【濱野こども未来課長】基本的に放課後児童ク

ラブにおける待機児童については、解消に向け

て取り組んでいくんですけれども、先ほど言い

ましたように年度途中で追跡調査をしておりま

して、令和元年12月時点では一応10人というこ
とで、関係する市も2つの市のみになっており
ます。管内のほかの放課後児童クラブ等の利用

が可能であれば、そういった利用調整等もしな

がら、解消に向けて、市町と協力しながらやっ

ていきたいと考えます。

【赤木委員】ぜひ、しっかり把握に努めていた

だいて、対策も講じていただくようお願いいた

します。

続きまして、資料の19ページになります。児
童福祉総務費、人件費に関わることです。先ほ

ど川崎委員からも児童相談所に関わる部分に関

して、早期発見が必要だということで様々な対
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策を講じていきますというようなご答弁だった

と思いますが、やはり人員を増やしていただく

ことが必要なのではないかと思っております。

3月5日の坂本 浩議員の一般質問の中でも

ありましたとおり、部長の答弁でも「令和4年
度まで現在の人口4万人に一人から人口3万人
に一人を配置すること、児童心理士につきまし

ては令和6年度までに児童福祉士の総数の2分
の1を配置することとなっている。人員の確保
については、インターンシップや担当の大学へ

赴き、学生に対して説明するなど、働きかけを

強化している」という答弁がございました。

実際、法律の改正によって、令和4年度まで
に人員をしっかり配置することが求められてお

りますが、まず、この令和2年度にどれだけ配
置が行われ、令和4年度に向けて、長崎、佐世
保にそれぞれ施設がございますが、どれだけの

人員が配置される予定となっているのか、ご答

弁をお願いいたします。

【渡辺福祉保健課長】児童相談所の児童福祉士

につきましては、令和4年度までに人口4万人に
一人から人口3万人に一人、それから児童心理
士については令和6年度までに児童福祉士の総
数の2分の1にするということが、今ご指摘があ
りましたように決まっております。

それに伴いまして、児童福祉士については長

崎、佐世保で13名増員をするということ、それ
から児童福祉士については、これは現時点の見

込みですけれども、令和6年度までに10名、長
崎、佐世保で増員をするということを今見込ん

でいるところでございます。

【赤木委員】それぞれ見込みは出されていると

いうことですね。詳しい内訳等は、後で個人的

に伺えればと思いますが、ぜひ計画的に行って

いただくようお願いいたします。人員の育成に

ついてもかなり時間を要する分野だと思います

ので、計画的な運用をお願いいたしますし、現

場の声をぜひとも聞き、現場との連携もしっか

りとっていただきながら、最善の措置をとって

いただくようお願いいたしますし、年度途中で

も前倒ししてできるものであれば、ぜひとも行

っていただきたいです。

続きまして、21ページの開成学園運営費につ
いてお尋ねいたします。私は応援したい立場で

申し上げますが、前年度より予算が増えており

ます。こちらは、例えば受け入れる子どもの数

が増えたとか、何か要因があって増額に転じた

のか、ご回答をお願いいたします。

【今冨こども家庭課長】開成学園運営費での増

額のご質問でございますが、この点につきまし

ては、グラウンドの整備費を計上しております。

こちらの方を来年度測量・設計を行いまして、

令和3年度に工事を行うと、そのように計画し
ております。その分を増額しております。

【赤木委員】特に、今までと運営自体は変わら

ないという認識でよろしいですか。わかりまし

た。ありがとうございます。

最後に、出産・子育て支援について一括して

お答えをいただきたいと思いますが、先ほど中

山委員からもいろいろとご指摘がありましたし、

私も今度の6月に第一子が生まれる予定という
ことで、子育て、出産に関しては興味を持って

いるところですが、やはり未来を考えていきま

すと、様々な負担というものが出てまいります。

今回は金銭的なものに絞りますけれども、やは

り出産に伴って様々な自己負担、金銭が必要に

なってまいります。

県としては、やはり出産数を伸ばしていきた

いということが方針としてもちろんおありと思

いますので、そちらの方針というものと、実際
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出産する家庭の負担というものをどういうふう

に県が考えて、そちらの考えたものがこの予算

にどういうふうに反映されているのか、ご回答

をお願いいたします。

【園田こども政策局長】委員お尋ねの出産にか

かる直接的な経済負担軽減策という分で新たな

予算を計上している分は、今回はございません。

【赤木委員】私は、それは重々理解しておりま

す。

負担だということをぜひ認識をしていただき

たいなと。やはり自己負担、もちろん帝王切開

や自然分娩でそれぞれ費用負担が、病院によっ

て負担の金額というのは若干違いますし、制度

の問題もあるかもしれませんが、出産だけでは

なくて、そこから子どもを育てていくに当たっ

て様々な負担が、経済的な負担も出てきますし、

それがお金だけじゃなくて、物でも出てまいり

ます。具体的にはおむつとか、いろいろな物品

にも波及してまいりますので、そちらの負担と

いうものをしっかりとわかっていただいて、そ

れが政策にも、予算にも反映されるような形で

考えていただきたいと思っておりますし、それ

こそ私だけじゃなくて、我々子育て世代という

ものが直面している現状というのもありますの

で、それはこれから、こちらの委員会でも、一

般質問等でも訴えてまいりたいと思いますので、

ご検討をよろしくお願いいたします。

以上です。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【下条委員】私は、介護人材不足対策について

の内容に絞って質問させていただきます。

横長資料の令和2年度当初予算の21ページに
ついてでございます。主に4項目について、こ
れまでの取組と導入実績を含めた成果等をお尋

ねしたいと思います。

まず、1つ目ですが、介護人材確保対策事業
について4,233万円が計上されておりますが、こ
れまでの取組を含めた現状の確認と、これまで

の成果についてお尋ねいたします。

【峰松長寿社会課長】ご質問の介護人材確保対

策につきましてですが、大変申しわけございま

せん、こちらは歳入の方になります。58ページ
の方に歳出があり、左側下段に福祉マンパワー

処遇対策費ということで3つの事項がございま
す。その中で介護人材確保事業ということで

4,200万円記載させていただいております。この
分の事業につきましては、そちらに書いていま

すように、介護職に対しますイメージアップ事

業とか、合同面談会の開催及び就労のマッチン

グ支援ということで事業を行っているところで

ございます。

具体的な実績といたしましては、まずイメー

ジアップにつきましては、昨年度は県庁の方で

イメージアップ事業ということで、11月11日の
「介護の日」にちなみまして11月17日に県庁の
方でイメージアップ事業を行っております。

また、合同面談会につきましては、昨年は長

崎の方で3回実績がございます。佐世保で2回、
諫早で1回、大村で1回合同面談会を行っており
ます。

あと、合同入職式ということで、社会福祉施

設に入職される方はどうしても一つの事業所に

とどまるということで、知り合いをつくる機会

が少ないので、合同入職式ということで4月に
行っているものが1回ございます。
【下条委員】この介護人材について私が質問し

た趣旨といいますのは、どうしても、特に小規

模、中規模の介護事業者ですけれども、人員配

置基準がありまして、この人材が確保できない

場合は、最悪の場合、営業所の閉鎖ということ
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があると、昨年の一般質問でも取り上げさせて

いただきました。

あと3項目ほどありますので、午後よろしく
お願いいたします。

【深堀分科会長】審査の途中でありますけれど

も、午前中の審査はこれにてとどめ、しばらく

休憩いたします。

再開は、1時30分からといたします。よろし

くお願いいたします。

― 午前１１時５９分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これより、請願審査を行います。

第1号請願「長崎県歯・口腔の健康づくり推
進条例改定を求める請願」を議題といたします。

浅田議員から説明をお願いします。

【浅田紹介議員】ありがとうございます。お時

間をいただきまして感謝申し上げます。

まず、「長崎県歯・口腔の健康づくり推進条

例改定を求める請願書」ということで皆様にお

配りをさせていただいておりますが、請願者の

方の発言が議事録に残らないことになっており

ますので、重複する発言になるかと思いますが、

私の方からご説明をさせていただきますので、

よろしくお願いいたします。

議会提案で平成22年6月4日に「長崎県歯・口
腔の健康づくり推進条例」が施行されました。

県民の生涯にわたる歯・口腔の健康づくりの

ために、関係者それぞれの役割がこちらには明

記をされております。

長崎県は、むし歯罹患率が全国でも上位でご

ざいました。しかしながら、この条例の制定後、

平成25年から県内の全保育園、幼稚園、小学校
で、むし歯予防のフッ化物洗口も開始し、むし

歯は確実に減少しております。

特に、12歳児の一人平均むし歯も、平成22年、
この条例ができるまでは1.38本から、平成30年
には0.95本となっております。
その中での条例改定を求める請願は、本条例

が制定されて、もう既に10年が経過をしている
ということ、そして、関係法律の制定など、国

の方針を踏まえて、さらに歯・口腔の健康づく

りが健康寿命の延伸に果たす役割というものが

明確になっております。

そこで、長崎県歯・口腔の健康づくり推進条

例に、歯・口腔の健康が県民の健康寿命の延伸

に重要であることを追加する。

歯科健診の重要性とその定着を推進する施策

を規定する。

オーラルフレイル対策にかかる施策を規定す

る。

医科・歯科・薬科との連携により、歯・口腔

保健のより効果的な推進体制を構築する施策を

規定する。

歯科保健の推進に必要な人材の普及・確保に

関する施策を規定する。

災害時の歯科保健、医療の提供に関する施策

を規定する。

以上を追記いただきますようお願いいたしま

す。

県民の歯・口腔保健の充実のために、また、

私たち議会提案の条例でございますので、時代

に沿った内容にしていただき、発展的なものに

するためには、ぜひともご採択いただきますよ

うよろしくお願い申し上げまして、請願の趣旨

説明とさせていただきます。

ありがとうございました。

【深堀委員長】 この際お諮りいたします。

請願人から趣旨説明を行いたい旨の申し出が
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あっておりますが、これを許可することにご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、請願人の趣旨説明を許可いたします。

なお、請願人に申し上げます。趣旨説明は5
分以内で簡明にお願いいたします。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １時３３分 休憩 ―

― 午後 １時３５分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これより、請願についての質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】ただいま出されました請願書に対

しての質疑をさせていただきます。

先ほど説明がありましたとおり、条例制定が

平成22年ということで、あれから10年もたち、
歯科医療を取り巻く環境も、平成23年に国の法
律ができたことや、政府の方から歯科健診の充

実、口腔機能管理の推進等が記載されたという

ことで、条例制定当時から環境が変わっている

ということの中で、先ほどありましたとおり、

当時はオーラルフレイルの認知があまりなされ

てなかった中で、最近、医学的な見地からその

重要性も指摘をされております。

本県としてオーラルフレイルの対策に対して

どのような認識をお持ちか、お尋ねいたします。

【永峯国保・健康増進課企画監】オーラルフレ

イルの関係でございますが、まず、フレイルと

いう状態がどういった状態を指すかと申します

と、少し広い意味で身体面での虚弱状態といっ

た形の状態のことでございます。健康な状態と

要介護状態に陥る、その中間の状態ということ

で、筋力、あるいは認知機能等に低下が見られ

るといったような状況でございます。オーラル

フレイルと申しますのは、その一歩手前の段階

で、口腔機能のわずかな機能低下といったよう

な状況と捉えられております。

具体的な症状といたしましては、活舌が低下

いたしますとか、食べこぼし、あるいはむせる

といった状況が発生することでございまして、

こういったことが低栄養につながって、筋力低

下、身体機能の低下、ひいては要介護状態につ

ながっていくということでございますので、こ

れは私どもとしてもしっかり対策を行っていく

必要があると考えております。

現行の歯科保健の健康増進計画でございます

「歯なまるスマイルプラン2」におきましても、
成人機能の歯科保健対策というのは重点事項と

して取り組むことといたしておりますので、そ

ういった形で取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

【松本委員】先ほどの答弁の中にもオーラルフ

レイルに対して大変重要であるという認識もお

持ちでありますし、計画の中に入れているとい

うことでございます。ぜひ、ここの記載にある

とおり、対策にかかる施策を引き続き続けてい

ただきたいと思います。

続きまして、県は、健康寿命日本一を目指し

ております。歯・口腔の健康が健康寿命の延伸

に重要であると思いますが、その県の認識をお

尋ねいたします。

【永峯国保・健康増進課企画監】先ほどご紹介

がございました政府の骨太の方針にも記載がご

ざいますが、歯・口腔の健康づくりと申します

のは全身の健康にも大きく影響を及ぼすもので

あるということで、生活習慣病の予防をはじめ

様々なところにつながっていくものでございま

す。
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具体的な例で一つ申し上げますと、歯周病の

原因菌が動脈硬化や心疾患、そういったものに

悪影響を及ぼす、あるいは糖尿病とは相互に悪

循環を及ぼすといったような報告もございます

ことから、そうした意味で口腔機能の維持につ

きましては、全身の健康増進、疾病の発症予防

など、県民の皆様方の生活の質の維持向上、そ

してまた、健康寿命の延伸に関わる分野として

取り組んでいく必要があるというふうに認識を

いたしております。

【松本委員】 最後に14条です。今、委員の方
にも条例が配付をされております。最後の14条
に、「県は、歯・口腔の健康づくりに関する施

策を推進するため、財政上の措置を講じるよう

努めるものとする」というふうに条例で規定を

しております。

条例で、これはやっぱり財政上の必要がある

という場合は措置を講じるということでござい

ますが、予算について、歯・口腔に対してしっ

かりと予算計上に取り組んでいるのか、現状に

ついて、昨年と本年度の当初予算も鑑みてお尋

ねをいたします。

【永峯国保・健康増進課企画監】予算措置の関

係でございますが、先ほどお話に出てまいりま

したフッ化物洗口の関係も、条例制定後、平成

25年から県の補助事業として各市町、あるいは
私立の学校に対して補助を開始したということ

でございまして、必要な予算措置というのは、

その時代時代に応じてやってきたところでござ

います。

平成31年度、今年度の予算につきましては、
歯科保健全体で3,300万円ほどの予算を計上い
たしてございまして、令和2年度、来年度予算
につきましては若干増額でございます。3,385
万6,000円の予算を計上しているという状況で

ございます。

【松本委員】 条例で制定しているということ、

そしてオーラルフレイルのことも含めて、健康

寿命に大変影響があるということで予算も増額

していただいておりますが、引き続き、県民の

健康のために取り組んでいただきたいと思いま

すし、この請願にも、この条例をつくって終わ

りではなくて、今後、より発展的なものになる

ため、そして、10年たって状況も変わっている
中で、今回こういった追記をするなどして検討

していただくことを要望して質問を終わります。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

しばらく休憩します。

― 午後 １時４２分 休憩 ―

― 午後 １時４２分 再開 ―

【深堀委員長】では、委員会を再開いたします。

第1号請願に対する質疑・討論が終了しまし
たので採決を行います。

第1号請願「長崎県歯・口腔の健康づくり推
進条例改定を求める請願」を採択することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第1号請願は採択すべきものと決定
されました。

以上で請願の審査を終了いたします。
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請願人におかれましては、大変お疲れさまで

ございました。

本委員会を代表いたしましてお礼を申し上げ

ます。ありがとうございました。

請願人にはご退席いただきたいと存じます。

しばらく休憩します。

― 午後 １時４３分 休憩 ―

― 午後 １時４３分 再開 ―

【深堀分科会長】 再開いたします。

午前中に引き続き、予算議案に対する質疑を

続行したいと思います。

【下条委員】引き続き介護人材確保対策予算に

ついて質疑をさせていただきたいと思います。

午前中は、介護人材確保対策事業について取

組内容をお聞きいたしました。

引き続きまして、令和2年度当初予算横長資
料の60ページでありますが、ターゲットに応じ
た介護人材確保・育成事業723万円が計上され
ております。こちらの内容についてお聞きした

いんですけれども、文言の最初に「ターゲット

に応じた」という文言が書かれてあります。非

常に特色ある取組かなと思っております。前年

に引き続いての事業とお聞きしておりますが、

内容をお尋ねいたします。

【峰松長寿社会課長】お尋ねのターゲットに応

じた介護人材確保育成事業でございます。ター

ゲットということで書かせていただいておりま

すのが、こちらの横長資料の60ページの上段に
記載していますように、まず、介護福祉士を目

指す養成校に高校からのОＢ、ОＧの方がいら

っしゃいますので、そういった方が学校の説明

とか、出前講座とかしていただきまして、介護

福祉士になる方を増やすというのがまず一つの

ターゲット。

もう一つにつきましては、実際、今、入職さ

れている方が研修を受ける際の、研修もちょっ

と絞った形になっているんですが、特殊な研修

の部分について支援をするための事業。

また、実際介護現場の方は人材が不足してお

りますので、すそ野の拡大ということで我々申

しているんですが、例えば高齢者の方とか、介

護未経験の方、育児等を終えられて、ある程度

時間ができた方とか、そういった方を対象に、

介護事業所の方にお願いしまして、介護事業所

の中でも、業務といたしまして、例えば給食の

配膳とかベッドメーキングとか、特に介護の専

門的な知識を比較的要さないような業務につい

て切り分けて、そういった方々に研修を行った

り、職場体験を行っていただいて、実際の介護

現場を体験していただいて、入職を促すといっ

たような形で、ターゲットを絞ったような形で

この事業は行っております。

【下条委員】ご説明にありましたとおり、ター

ゲットを絞ってということですから、非常に効

果が見込めるような取組になっているんじゃな

いかと思います。ぜひこういった取組の効果検

証、どれぐらいの成果が出たのかというのも、

引き続き連携をとりながら確認して進めていた

だきたいと思っております。

あと2項目になりますが、次の61ページ、外
国人介護職員の確保・定着支援事業についてお

尋ねいたします。1,763万円が計上されておりま
すが、今現在、この新型コロナウイルスに対し

て、様々な外交等が制限されるという特殊な現

状ではございますが、これはそういった問題が

起きる前から取組をされていたということがご

ざいますので、現状のこの取組についてお尋ね

をいたします。どうなっていますでしょうか。

【峰松長寿社会課長】外国人介護職員の確保・
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定着支援事業でございます。この内容につきま

しては、長崎県の方がベトナムのクアンナム省

と友好交流協定を結んでおりますので、そちら

の方の友好交流をもとにクアンナム省にある看

護系の大学の方と覚書を県の福祉保健部と結ば

せていただいて、看護系の大学を卒業された優

秀な方を長崎県に送り出していただくという事

業を今構築しているところでございます。本来

であれば、今、3月の時期なんですが、3月の時
期にクアンナム省の大学と、隣のダナン市にあ

る大学、この2大学と覚書を結ばせていただき
まして、優秀な人材を技能実習生等で送り出し

ていただくという形をしておりましたが、ベト

ナム全土の方が、今、大学が休講になっており

まして、覚書につきましても、状況が整い次第、

来年度覚書を結ばせていただいて、技能実習、

もしくはその他の在留資格の方で受け入れをで

きるような準備を整えていきたいという状況で

ございます。

【下条委員】現状がやむを得ない状況がござい

ますので、そういったものの終息、見通しがつ

いたら、またこの事業の再開が見込まれると思

いますので、ぜひとも準備を進めていただきた

いと思っております。

最後になりますが、同じページの介護ロボッ

ト・ＩＣＴ普及促進事業についてでございます。

こちらは昨年の6月に私も一般質問で質問さ
せていただきましたし、また、先日、北村議員

からも一般質問で質問させていただいておりま

すので、ここは端的に導入実績について、どの

ような導入事例があるのかということについて、

お尋ねをいたします。

【峰松長寿社会課長】 導入実績ということで、

まず介護ロボットの方をどれぐらい県内で導入

されているかと申しますと、平成30年度に介護

事業所の方に実態調査をいたしまして、回答が

あった事業所のうち約16％の事業所が介護ロ
ボットを導入されているということでした。

そういった中で、今年度は、そういったアン

ケートの中で見守り支援ということで、ベッド

の下に眠りスキャンみたいな形で監視をする部

分と、あと介護の記録から請求までの一貫した

システムを導入する、この経費について本年度

導入支援をした事業所が19事業所ございます。
【下条委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

この介護ロボットにつきましては、私も実際

に開発をされている事業者にお問い合せしまし

て、主にトイレの介助であったり、入浴介助で

あったり、人が介さなくても何とか省力化を図

り、事業サービスが継続できるというものを見

に行きましたけれども、なかなか介護の現場に

おいて、例えば認知症であっても、そのステー

ジが様々に分かれます。さらに、認知症だけで

はなくて、いろんな状態、状況の利用者がいる

中で、なかなかこの一律の介護ロボットという

ことで、全てのお客さんに利用が可能かという

のは、今現在、導入も含めて難しいところがあ

るのかなと思っております。

そこで、私がいろんな現場でお声をお聞きし

まして、一番大きくポイントになるなと思った

のは、介護の事務作業の補助です。こういった

ＩＣＴを利用したプログラミングの導入、これ

は導入されているところもありますけれども、

まだまだ周知も含めて進んでいないのが現状な

のではないかと思っております。

昨今、この新型コロナウイルスの影響によっ

て、学校等が臨時休校、また、イベント中止等

で、様々な事業者、団体がＩＣＴを活用して代

替案といいますか、代用案ということで取組を
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されているという報道を目にします。

例えば、医療の現場であればリモート、離れ

た場所でのリモート診療等、こういったものが

今回のことを契機に加速をしていく可能性がご

ざいます。ですので、なかなか介護の現場でこ

ういったプログラムがありますよ、こういうロ

ボットがありますよと言っても、導入に当たっ

て勉強をしたりとか、そういったものを理解す

る時間がとれないということをよくお聞きする

んですけれども、やはり人材が不足をしていて、

また、様々なケースがありますので、こういっ

たことを機会に、ぜひ周知をしていただきたい

と思っております。

最後になりますが、一番よくないのが、サー

ビスを受けようと思っている利用者はいる。だ

けど、介護をする人材がいない。そして、サー

ビスをする営業所が閉鎖するとなると、ここで

利用者が行く場所がなくなるということが一番

よくないんじゃないかと私は思います。

こういった人材の対策について、様々取り組

んでいただいておりますが、必ず成果があるも

のと思っておりますし、また、併せてこういう

ＩＣＴ、新しいテクノロジー、ＩＴテクノロジ

ーを導入して成果を、こういう成果事例が出た

よということを、ぜひ県としても把握をしっか

りしていただいて、成功事例をもとに、どれぐ

らいの成果が出、効果が見込めるんだというこ

とを現場に訴えることができれば、人材不足で

非常に困っている事業者は、恐らく積極的に取

り入れてくると思いますので、ぜひともこの成

果をしっかり把握されて、そして、それを周知、

広げて、導入につなげていただきたい。そして、

介護人材不足の解消に少しでも寄与していただ

ければと思います。

以上です。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

【堀江委員】 第1号予算で3点、それから第13
号の国保の特別会計で数点お尋ねしたいと思い

ます。

まず、福祉保健部の横長資料の41ページ、社
会福祉振興費の中の社会福祉施設等指導監査費、

これは説明に書いてあるように、社会福祉法人、

社会福祉施設に対する監査の実施経費というこ

とで、どれぐらいの施設を監査するのかという

ことを見込んで予算を組むというのは私も承知

しておりますが、前年度に比べて205万円減っ
ていますよね。ずっと減っているという認識が

あるんですが、大丈夫なのか、業務への影響は

ないのかというのも教えてください。

【磯本監査指導課長】社会福祉施設等指導監査

費3,964万4,000円でございますが、この主なも
の、一番多いのは8人の方を嘱託というか、今
度名称が変わりますが、報酬で払っておりまし

て、それが1,578万1,000円ぐらいです。それか
ら、次に多いのが旅費で1,370万3,000円ぐらい、
これがほとんどの経費を占めております。

平成30年度、大体3,388件対象があって、そ
の中で1,396カ所回っておりまして、大体41.2％
回れております。令和元年度の目標としては、

同じく3,331件の対象施設に対して、1,418件の
目標ということで、大体42.4％を目標に回ろう
としているところです。ですから、おおむね、

節約しながら同程度のところは回れていると思

っております。

この200万円の部分で一番多かったのは、昨
年は公用車がだめになったものですから、公用

車も更新をさせていただいて、その備品購入費

もありましたので、その辺の関係もあって、そ

の差額で若干落ちているということです。全体

としては、県全体もシーリング等がかかってい
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る状況の中ですので、だんだん厳しくはなって

おりますが、何とか効率的な予算執行に努めて

監査を行ってまいりたいと思っております。

【堀江委員】 確かに、課によっては、政策立案

して、これからこういう事業をやりますという

ことが言えるかと思います。法に基づいてする

べきことをきちんとしてという形の課とそれぞ

れ業務の内容は違うと思っております。もちろ

ん節約は大事だと思っておりますが、こういう

ふうにサービスをきちんと維持するために行う

べき監査は行わなければいけないと思っており

ますので、節約をしながらも、業務に影響がな

いということですが、こうした予算についても

関心を持って見ていきたいと思っております。

それから、80ページ、原爆被爆者対策費です。
この中で、原爆被爆者対策費は健康診断費とか

いろいろあるんですけれども、これと併せて80
ページです。一番大きな原爆被爆者援護費、こ

れはもちろん法に基づいて、制度に基づいて各

種手当の支給等ということで52億6,000万円で
すけれども、前年度と比較をいたしますと3億
円減っていますよね。そして、その前は2億
4,000万円減っているんですよね。比較が2億円
減り、3億円減りということで、被爆者の数が
少なくなっているというふうには理解をいたし

ますけれども、本当に減り方が大きいなと思う

んです。ここら辺はどういうふうに見たらいい

ですか。

【橋口原爆被爆者援護課長】 ご案内のとおり、

原爆被爆者の援護につきましては、国の法定受

託、原爆被爆者対策費自体が国庫の占める割合

が95％となっております。
この援護費につきましても、昨年との比率で

すが、昨年が55億円に対して52億6,000万円、
約5.5％減っております。

被爆者の数なんですけれども、平成29年と平
成30年を比較しますと、やはり高齢の方、平均
で83歳を超えていらっしゃいますので、実際に
は770名、率にして大体6.7％ぐらい減っている
ところでございます。

この手当というのは、当然原爆被爆者の数に

比例いたしますので、原爆被爆者の6.7％に対し
て5.5％と、約1.2ポイントほど少なくなってお
りますのは、手当を見てみますと、一番額が大

きいのは健康管理手当、これは被爆者の方の

92％が給されております。こういった分は被爆
者の数に連動いたしますけれども、この中で、

例えば介護サービスというものがございます。

これは人数自体は減るんですけれども、当然高

齢化が進みますので、そういう意味では、健康

管理手当等は先ほど言いましたように6.1％減
っておりますけれども、介護施設の利用、こう

いった分につきましては減少率が1.4％となっ
ておりますので、ここはそれぞれ被爆者の数が

減少、それから使うサービス、手当に応じて実

績としては大体3億円から2億円ぐらいの減と
いった見込みで計上させていただいているとこ

ろです。

【堀江委員】ありがとうございました。もちろ

ん、受ける側の被爆者の動向によって、あるい

は各種手当含めて、制度の中身によって数値が

変わるということは理解しておりますが、こう

した予算についても今後も注目していきたいと

思っております。

もう一つ、こども政策局の予算の中の横長資

料の21ページです。一時保護所費ですが、要保
護児童の一時保護に要する経費ということで

5,971万円、これは主な事業の16ページにも書
いている内容かと思いますが、前年度に比べて

558万円増えているということは、これは事業



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 208 -

の中身がどのように変わるのかということもこ

の際教えていただけますか。

【今冨こども家庭課長】一時保護所費について

のご質問ですが、今回、この一時保護所費の内

容自体を変えているというものはございません。

金額が増えている理由につきましては、一時

保護所の扶助費の増ということで、一時保護件

数自体が増えているということでこのような増

額になっております。

【堀江委員】件数が増えるということは、これ

までとどう違うんですか。新年度のやり方なり

が違うんですか。

【今冨こども家庭課長】一時保護所での一時保

護ということになりますと、当然キャパの問題

がございまして、しかも、ここにおいてはでき

るだけよい環境でということで、ここでの人数

を増やすという予定はございません。

どこの部分で増やすかといいますと、一時保

護委託ということで、できるだけ児童養護施設

でありますとか、そういう開放的な一時保護委

託での実施を考えております。

【堀江委員】 理解いたしました。

あと国保の問題ですけれども、まず、福祉保

健部の資料としては91ページから特別会計に
入るんですけれども、はっきり言って款項目、

3年前、国保都道府県化によって特別会計にな
ってこれは3年目の予算ということになるんで
すが、款項目、はっきり言って全くこれはわか

らないですね。少なくとも私はわからない。

それで、平成30年3月定例会の時には、課長
補足説明ということで図が出ていたじゃないで

すか、いわゆる国保特別会計予算の概要という

ものが。カラーで出せとは言いませんが、こう

した歳入歳出の概要が一目でわかる資料という

のは、今日の今日なので、今日出せとか要求し

ませんけれども、今後についてはこうした資料

を出す方向、手立てがないのかなと、私として

はまず思うんですが、その点の見解があればお

示しください。

【小田口国保・健康増進課長】国保の特別会計

の予算の説明につきましては、昨年までは補足

資料的なものを用意しておいたのですが、今年

はしておりません。歳出においては事業の項目

を増やして、平成30年度よりはわかりやすく、
昨年度から行っているんですけれども、確かに

歳入と歳出のつながり等がなかなかわかりにく

いところがありますので、その資料については

作成をしてみたいと思っております。

【堀江委員】いずれにしても、今日言ったこと

なので、検討していただきたいと思います。来

年の当初予算の時に出せるものなのか。例えば、

出せるとしたらどういうものがいいのかという

ことで、款項目の中身を、私は最初の時に、目

の中身をもっとわかりやすく、あるいは説明の

欄をこれだけではなく、わかりやすくするべき

ではないかという提案をして、いわば法に基づ

いての区分なので、県としてはこれ以上詳しく

はいたしませんというのがその時の内容だった

と思うんですが、いずれにしても、これだけで

はわからない。理解するには非常に難しい。少

なくとも私は難しい。そういう意味では、私は

ぜひ補足資料を検討していただきたいというこ

とをまず最初に申し上げたいと思います。

そこで、93ページ、歳入です。分担金及び負
担金、これはいわゆる各自治体、21の県内の基
礎自治体が長崎県に国民健康保険料、あるいは

税として納めるお金ですよね。長崎県がいわゆ

る標準を決めて、それに基づいて国民健康保険

料・税を決めて、それぞれの21自治体が長崎県
に納める額だと理解をしています。間違ってい
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たらご指摘ください。

その中で、今回、前年度に比べて減っており

ますね。21億円ですかね。これはどう見たらい
いですか。

【小田口国保・健康増進課長】 この分担金・負

担金につきましては、委員ご指摘のとおり、市

町から納付していただく納付金等のことであり

ます。今回、減額となっておりますのは、被保

険者数が減少しておりまして、この被保険者数

の減に伴いまして、支出の面における保険給付

費が減っておりますので、それに連動して納付

金の方も減っているということが1点あります
し、もう一点が、公費等の中で前期高齢者交付

金といって全保険者で調整する分があるんです

けれども、この分が前々年度の実績をもとに概

算交付され、翌々年度に精算ということになる

んですけれども、この前期高齢者交付金が令和

2年度、来年、追加交付を受けるということが
ありまして、この公費が増えているということ

もありまして、納付金については減額となって

いるところでございます。

【堀江委員】国保が都道府県化になることによ

って、21の自治体は、県が基本で定め、そして、
それぞれの自治体が納める。要するに県として

これだけ納めるようにと言われた額については、

市町は平たく言ってしまえば借金してでも納め

なきゃいけないですよね。その時の、どこから

借りて納めるかという時に、97ページ、歳出の
財政安定化基金事業になりますか、間違ってい

たら教えてくださいね。

その時に、今回、この歳出の97ページの財政
安定化基金事業費が、前年に比べて70万円減っ
ていますよね。しかし、もともとは平成30年度
に3億5,730万円、これは基金として積み立てて、
その後、今年が305万円、新年度が234万円積む

という形になるんですけれども、この基金の額

としては今幾らあるんですか、わかりますか。

【小田口国保・健康増進課長】国保の財政安定

化基金でございますが、現在、約30億円ほどご
ざいます。

【堀江委員】 現在、21自治体の中で、借りて
というところはないですか。

【小田口国保・健康増進課長】 平成30年度か
ら新しい制度が始まったんですが、今の段階で

はないんですけれども、今回、2月補正におき
まして、基金からの貸し付けを1団体予定して
おりまして、予算に計上させていただいている

ところであります。

【堀江委員】 わかりました。

なかなか、各自治体も国保料をどうするかと

いうことでは非常に難しいと思っているんです

が、今の段階で各21基礎自治体も当初予算の議
会で、決定ではないと思うんですが、新年度の

各自治体の国保料・国保税は、全体、どう言っ

たらいいんですか、上がる方向にあるのか、据

え置きになるのか。減はないと思うんですけれ

ども、どういう数字で言えるのかわかりません

が、県内の自治体の新年度の国保料・国保税の

動き、言える範囲で結構ですので、教えてくだ

さい。

【小田口国保・健康増進課長】実際の市町にお

ける保険料は、市町において、市町ごとの加入

者の所得とか人数の変動等の推計をもとに、県

が示しました標準保険料率を参考に、年度間の

平準も考慮しながら決めるとなっておりまして、

令和2年度の保険料につきましては、毎年5月末
から7月中旬にかけて市町の方で決めますので、
今の段階では令和2年度の状況はわかりません。
【堀江委員】 了解いたしました。

そこで、県内の自治体で今言われているのが、
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国保税の決め方の中で、均等割、平等割。世帯

の数に応じてかけられる均等割と、世帯に定額

で課される平等割がありますよね。世帯の数に

ということは、赤ちゃんが生まれたら一人幾ら

かということで、生まれただけでかかる均等割、

この均等割をなくしてほしいということが言わ

れているんです。

例えば、諫早市、赤ちゃんが生まれただけで

均等割が4万2,950円かかる。長崎市は3万4,300
円かかる。だから、国保の均等割をなくしてほ

しいということの動きがあって、担当課が何と

言うか。どことは言いませんが、担当課が何と

言うかというと、「それはもちろん各自治体の

判断で可能なことは知っております。しかし、

国保都道府県化になって、いわゆる県の予算一

括になったので、ここだけが国保の均等割を廃

止する、あるいは一部免除する、そういうこと

はとれません」ということを議会で答弁をして

いるんですね。

だから、これは、私は各自治体の判断でいい

というふうに思っているので、長崎県としてそ

ういう指導をしているということはないですよ

ね。

【小田口国保・健康増進課長】国民健康保険に

おける均等割保険料につきましては、法令上で

規定されておりますので、一団体の判断で均等

割をなくすということはできないと考えており

ます。ただし、その均等割保険料自体について

は、医療保険制度間の負担の公平性や、子育て

支援の観点から課題があるため、国において見

直すべきものと考えておりまして、全国知事会

を通じて、従来から要望しているところでござ

います。

【堀江委員】課長のそういう理解もあるんです

けれども、今、全国で均等割を全額免除、ある

いは3割免除とかやっているところの根拠にし
ているのは、独自減免ですよ。独自軽減。国保

法第77条のここで「特別な事情がある場合」と
いうことの市町村の判断があったら、子どもが

いるということが特別な事情ということで受け

て、子育ての推進、子育て支援という立場で全

面的に排除したり、部分的に減免をするという

ふうな制度がとられています。例えば、宮古市、

これは全額です。あるいは仙台市は3割減です。
だから、そういうふうに各自治体が判断できな

いということではなくて、各自治体の独自の判

断が、国保法第77条でできるというふうに私は
思っているんですけれども、これはどうですか、

課長の今の答弁と合わせて。

【小田口国保・健康増進課長】 今、私がお答え

しましたのは、均等割自体の話でありまして、

委員ご指摘のとおり、77条の減免につきまして
は、これは市町の判断でできるというところで

あります。

ただし、平成30年度からの都道府県化に伴い、
県内で取扱いが異なることは好ましいことでは

ありませんので、これは県と市町で基準統一化

等に向けた協議を行っているところであります。

【堀江委員】そうすると、やはりそこの自治体

の担当課が答えているように、国保都道府県化

で一緒になったので、そこの自治体だけ均等割

を減免するとか、全額免除にするとかというの

は、ほかの自治体と一緒にしないといけないか

らできないということを長崎県は言っているん

ですか。指導しているんですか。

【小田口国保・健康増進課長】現行制度におい

て、減免をどういうふうにするというのは市町

で決めることになっておりますけれども、国保

におきましては、平成30年度の都道府県単位化
におきまして、将来的には保険料等の水準を合
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わせるというところがありまして、そのために

はやっぱり減免基準等についても当然合わせる

という方向で、今、市町と検討を行っていると

ころでありますので、そういう観点で市町にお

けるそのような発言になったのかなと思ってお

ります。

【堀江委員】 長崎県としては、指導というか、

独自でやってはいけないよとは言ってないけれ

ども、させないような雰囲気をつくっているわ

け、平たく言えば。

要は、国保都道府県化する時に確認したじゃ

ないですか。一般会計から繰り入れて、国保税・

国保料を安くするということはできるんですよ

ねと。できますと。けれども、それがいつまで

できるかわかりませんが、入った頃はできます

と言ったでしょう。今度令和2年度は3年目にな
ります。でも、この3年目になろうとしている
今でも独自の、今、いかに子育てを充実させる

かということの一つに、保育料はもちろんやっ

ている、でも、生まれただけで4万円も3万円も
かかるのはおかしいじゃないかと。人頭税は今

の時代にないでしょうということで、この均等

割の一部減免とかという動きになってきている

んですよ。そういう時に、それぞれの自治体が、

自分のところに子育て世代がたくさん来ていた

だきたいということの一つの施策でやろうとし

ているわけですから、それをやってはいけない

よという雰囲気を長崎県はつくっているんです

か。

【小田口国保・健康増進課長】 国保税の77条
の減免が、そもそも天災その他の事情があり、

徴収猶予、納期限の延長等によって納付が困難

な場合の救済措置として規定があるものであり

ます。

現在の県と市町との協議の状況ですけれども、

やはり基準は、県単位化しておりますので、そ

ろえる方向で協議をしたいというところであり

ますので、ただ、その中で実際に減免基準を広

げると、市町の財源の確保という問題も出てき

ますし、狭くすると現在やっているところの理

解が得られないというところがありまして、な

かなか進まないところもあるんですけれども、

そういう協議を行っているところであります。

【堀江委員】できるだけ国保都道府県化の目的

が、いわゆる国保料をそろえる。国保料をそろ

えると言ったって、それは医療機関があるとこ

ろとないところがある。それをなんで同じにす

るのかという様々なご意見があって国保都道府

県化という動きになりました。

実際に、いずれはそうなるかもしれないけれ

ども、3年目に入ろうかというこの時期、だか
ら、2年度の今でも各自治体では、都道府県化
になったことがいわば足かせになっている。子

育て施策として減免を使いたいと、77条を使い
たいと言っても、そこが理由になって特別な施

策ができないという動きは、私はこれはいかが

なものかというふうに思っていることを申し上

げておきたいと思っています。

終わります。

【深堀分科会長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 委員長を交代します。

【石本副会長】 委員長、どうぞ。

【深堀分科会長】 私からも1点だけお尋ねした
いと思います。

こども政策局の横長資料の23ページ、母子特
定疾病対策費の中の特定不妊治療費助成事業費

についてであります。

予算計上9,880万4,000円ということなんで
すけれども、当然これは助成を受ける方々の数
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に応じての配分であるというふうに認識をして

おります。

昨今、人口減少が進むこの長崎県の中で、若

い世帯も減少してきている中で、ここの特定不

妊治療費の助成を受ける方々の数の推移という

のが現在どういうふうになっているのか。そう

いう若い人たちが減っていっている中で、ただ

し、晩婚化の中でこういった不妊治療を受ける

方々は、私は逆に増えてくるのではないかとい

う認識を持っているので、その数の動きをまず

確認したいと思います。

【今冨こども家庭課長】助成制度の実績につい

てですけれども、こちらの制度が平成28年に大
きな改正がございまして、そこで対象者が少し

絞られたということがございまして、平成28年
に補助件数が大きく下がったという経緯がござ

います。

その後については同一の制度になっておりま

すので、その中でのご説明をさせていただきま

すと、平成28年が537件、平成29年が600件、
平成30年が535件ということで、500件から600
件の間で推移をしている状況になっております。

【深堀分科会長】 平成28年に制度が大きく変
わったということで、500件を超える数字でき
ていますけれども、今年度の見通しというのは

どんな感じなんですか。

【今冨こども家庭課長】 今年度は、2月末まで
の状況でいきますと、昨年度よりも少し件数等

が増えている状況でございますので、年度でい

きますと、昨年度よりも助成件数は少し増える

のかなと思っております。

【深堀分科会長】ありがとうございました。昨

年度と比べても増加傾向にあるということです

ね。当然この費用は、国庫支出金が当然入って、

支出分の半分程度が国庫の負担というふうに聞

いております。

そういった中で、今言った件数というのは、

恐らく県内の長崎市や佐世保市を除く件数だと

理解しています。長崎、佐世保、それぞれの件

数というのを多分把握されていると思うんです

が、その数字はどれくらいですか。

【今冨こども家庭課長】 平成30年の状況で申
し上げますと、長崎市が354件、佐世保市が202
件、合わせますと1,091件となります。
県全体での推移ということで申し上げますと、

平成28年が1,106件、平成29年が1,199件、平成
30年が1,091件ということで、これも少しの増
減がありつつ、1,100件から1,200件の間で推移
をしている状況でございます。

【深堀分科会長】今、件数を言われましたけれ

ども、長崎県全体で見れば、長崎市と佐世保市

が、それ以外を除く部分と大体半分ぐらいを占

めているということで推移していますね。

予算は、佐世保市、長崎市は当然違うわけで

すけれども、そこで少し気になるのが、佐世保

市、長崎市は、それぞれ国の半額の補助をする

制度としている。それ以外の19市町は、県と国
の分で負担をしている。その結果、長崎の21市
町の中で、この特定不妊治療制度の国が定めて

いる基準にかさ上げをしている自治体が多数あ

って、その一方で、長崎市や佐世保市がなかな

かそういうふうにできないという実情もあると

聞いております。その実態について少し説明し

ていただけませんか。

【今冨こども家庭課長】特定不妊治療に対する

市町独自の上乗せの実施状況でございますが、

長崎市、佐世保市については、委員ご指摘のと

おり上乗せは行っていない状況でございます。

残りの市町につきましては、3つの市町が長崎
市、佐世保市と同様に行っておらず、それ以外
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の16市町につきましては単独での上乗せを行
っている状況でございます。

【深堀分科会長】今あったように、16市町が、
全国統一の国が示している基準よりもかさ上げ

をしている。これはそれぞれの地域のニーズに

あった形でのかさ上げだというふうに思います

けれども、同じ長崎県に暮らす方々の中で、そ

ういった特定不妊治療を求める方々が、先ほど

件数を言われましたけれども、全体に占める割

合としては多分高まっているわけですから、そ

ういった方々の中で市町村をまたいで移転をす

ることによって、これまで受けられたものが受

けられないという実情が、これは医療費制度の

中でもいろいろあるんですけれども、こういっ

た状況を少しでも解消していくといいますか、

長崎県で子どもを大切にするという考え方をと

った時に、県内で一番いい、トップランナーの

基準に合わせるような形にもっていければいい

というふうに思うんです。これは当然、国の仕

組みですから、そういった点では国に対して、

もう少し充実するような求めというのはやって

いると理解していいですか。

【今冨こども家庭課長】 平成28年の改正で、
助成額につきましては初回の治療に限り30万
円までに拡大はされているんですけれども、多

くの方が複数回の治療を受けており、また、30
万円を超える高額な治療になる場合もございま

すので、そういう高額な治療費による経済的負

担が大きいと認識しております。

そのため、県としては、国に対しまして、政

府施策要望等を通じまして、保険診療の適用で

ありますとか、助成額の引き上げなどについて、

一層の負担軽減を要望しているところでござい

ます。

【深堀分科会長】要望をぜひお願いしたいと思

います。その中で、平成28年の改正で変わった
点で言えば、例えば回数の制限、6回ですね。
年齢の制限も加わっていますよね、43歳と。だ
から、結局、これまでの平成28年以降の実績を
考えた時に、例えば6回以上そういう治療を受
けている人がどれぐらいいるのかとか、42～43
歳の方がどれくらいいるのかとか、そういった

ところを考えた時に、政府に求める時に、そう

いった回数であったり、年齢の制限であったり、

そういったところも実績に基づいてしっかり、

長崎県としてこういう実態なんですよ、だから、

もう少し拡大すべきじゃないですかというよう

な数値、実績をもとに求めた方が、より通ると

思うんです。ここでは求めませんが、そういっ

た考え方を持って政府に対する要望をお願いし

たいと思うんですけれども、どうでしょうか。

【今冨こども家庭課長】年齢制限でありますと

か、回数につきましては、これは実は国の方が

この制度改正を行う際に有識者等の意見を参考

に、この回数や制限を設けております。

年齢につきましては、43歳を過ぎる時点で、
この特定不妊によります治療の効果というもの

が大きく下がるという現状と、あと治療により

ます妊婦への負担が非常に大きくなるというこ

の2点から、この年齢を超える助成につきまし
ては慎重にしたいというふうに県としても考え

ております。

また、6回以上の治療につきましては、これ
も6回までの治療においては効果が高いんです
けれども、それを超えますと、その効果という

ものが低減してまいりまして、費用対効果等の

関係からも、6回までというのがエビデンスの
ある数字だと認識しております。

【深堀分科会長】わかりました。その当時の判

断だというふうに思います。ただ、時代が進展
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していく中で、そういった状況というのも私は

変わる可能性があると思うんですよ。だから、

そういった意味では経過を見ながら、そういう

判断もぜひ加えていただきたいということを申

し上げて終わりたいと思います。

【石本副会長】 委員長を交代します。

【深堀分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第13号議案「令和2年度長崎県国
民健康保険特別会計予算」につきましては、国

保都道府県化が県内保険料の統一、各自治体の

一般会計繰り入れをなくすことを将来の目的に

しているということは、これまで過去の委員会

審議で明らかにされています。

それぞれの自治体は、納付金100％を県に納
めなければならず、結局は県民への徴収強化、

さらには医療費抑制策へ向かわざるを得ない仕

組みがつくられていることであり、県民にとっ

ては必要な医療が受けられないことにつながり

かねないと認識をいたしております。

今回取り上げました国保法第77条、特別な事
情がある場合、市町村の判断で国保料・税を減

免できることを規定しているんですが、子ども

の均等割の軽減策は、この規定を活用し、子ど

もがいることを特別な事情と認定することで住

民負担の軽減を図っています。

岩手県の宮古市は既に実施をされていますが、

子育て支援充実の一環として、国民健康保険税

における子どもの均等割減免を実施するという

ことで、501世帯、836人の方を対象として既に
実施をされている自治体もあります。

こうしたことを長崎県内の自治体が行おうと

すれば、いわゆる国保都道府県化によって、そ

れが実施できないような状況がつくられている

ということは看過できませんので、反対の態度

を表明したいと思います。

【深堀分科会長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第13号議案について採決いたします。
第13号議案については、原案のとおり可決す
ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【深堀分科会長】 起立多数。

よって、第13号議案については、原案のとお
り可決すべきものと決定されました。

次に、第1号議案のうち関係部分、第2号議案、
第77号議案のうち関係部分及び第88号議案に
ついては、原案のとおり可決することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第1号議案のうち関係部分、第2号議
案、第77号議案のうち関係部分及び第88号議案
については、原案のとおり可決すべきものと決

定されました。

【深堀委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

それでは、福祉保健部長より、総括説明をお

願いします。

【中田福祉保健部長】予算決算委員会分科会で

ご説明いたしました予算議案の部分を除く福祉
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保健部関係の議案につきまして、ご説明いたし

ます。

福祉保健部の「文教厚生委員会関係議案説明

資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、1
ページに記載の第18号議案「長崎県手数料条例
の一部を改正する条例」のうち関係部分、第33
号議案「長崎県無料低額宿泊所の設備及び運営

の基準に関する条例」、第34号議案「長崎県医
療施設耐震化臨時特例基金条例を廃止する条

例」、第35号議案「長崎県薬務関係手数料条例
の一部を改正する条例」の4件であります。
議案の内容につきましてご説明いたします。

第18号議案「長崎県手数料条例の一部を改正
する条例」のうち関係部分につきましては、調

理師試験手数料について、厚生労働大臣が指定

する指定試験機関が定める手数料の改定に伴い、

所要の改正をしようとするものであります。

第33号議案「長崎県無料低額宿泊所の設備及
び運営の基準に関する条例」につきましては、

生計困難者のために、無料又は低額な料金で簡

易住宅の貸し付け、又は宿泊所その他の施設を

利用させる事業について、国が定める基準に基

づき、必要な事項を定めようとするものであり

ます。

第34号議案「長崎県医療施設耐震化臨時特例
基金条例を廃止する条例」につきましては、平

成21年度から国の医療施設耐震化臨時特例交
付金の交付を受けて実施した医療施設耐震化臨

時特例基金事業が終了し、令和元年度に基金残

高を国へ返還することから、長崎県医療施設耐

震化臨時特例基金を廃止しようとするものであ

ります。

第35号議案「長崎県薬務関係手数料条例の一
部を改正する条例」につきましては、「地域の

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律」によ

る毒物及び劇物取締法の一部改正及び「医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律等の一部を改正する法律」による

覚せい剤取締法の一部改正に伴い、所要の改正

をしようとするものであります。

続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

2ページ目中段の長崎県外来医療計画及び長
崎県医師確保計画の策定についてであります。

「長崎県外来医療計画」及び「長崎県医師確

保計画」につきましては、11月定例県議会文教
厚生委員会において、素案に対するご意見をい

ただいた後、パブリックコメントを実施し、各

圏域の地域医療構想調整会議、長崎県保健医療

対策協議会等から意見聴取を行いました。

今後、県議会のご意見を踏まえ、長崎県医療

審議会の諮問を経て、3月末までに計画を策定
し、計画に基づき、県民に対して良質かつ適切

な医療を効率的に提供する体制の確保に努めて

まいります。

続きまして、3ページ目中段、新型コロナウ
イルス感染症対策についてであります。

昨年12月に、中華人民共和国湖北省武漢市で
発生報告があった新型コロナウイルス感染症に

ついては、日本を含め多くの国と地域に拡大し

ており、1月30日に世界保健機関（WHO）にお
いて、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急

事態」に当たるとの宣言がなされ、国際的な感

染症に位置付けられました。

このような事態を受け、県では、感染予防対

策として、県内の全保健所に健康相談窓口を設

置して予防啓発に努めるとともに、福祉保健部

にワンストップ窓口を設けるなど、県民の様々
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な相談に対応できる体制を整備し、併せて、関

連情報はホームページを通じて公開しておりま

す。

医療体制としては、1月31日から県環境保健
研究センターにおいて、県内でも行政検査が可

能となり、また、2月1日より新型コロナウイル
ス感染症が感染症法に定める「指定感染症」に

位置付けられたことから、感染した場合でも安

心して入院できるよう医療費の公費負担が可能

となりました。更に、国からの要請を受けて、

2月7日からは、湖北省への渡航歴がある方等の
専門の相談窓口である「帰国者・接触者相談セ

ンター」を各保健所に設置し、必要な場合には、

専門医療機関での受診が可能となっております。

これらの対策については、長崎県医師会や長

崎大学の専門家のご意見も伺いながら進めてお

り、また、県健康危機管理担当課長会議を通じ

て、県の関係部局が連携し情報を共有しながら

対応を進めているところです。

引き続き、新型コロナウイルス感染症に関す

る最新に情報に注視しつつ、国及び関係団体と

連携を図りながら、感染症対策にしっかりと取

り組んでまいります。

そのほかの所管事項につきましては、地方創

生の推進についてで、記載の内容のとおりでご

ざいます。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀委員長】 次に、こども政策局長より、総

括説明をお願いいたします。

【園田こども政策局長】予算決算委員会文教厚

生分科会でご説明いたしました予算議案を除く

こども政策局関係の議案についてご説明いたし

ます。

「文教厚生委員会関係議案説明資料」のこど

も政策局の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第36号議案「長崎県子育て条例の一部を改正す
る条例」、第37号議案「長崎県幼保連携型認定
こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例」、第

75号議案「長崎県子育て条例行動計画につい
て」の3件であります。
議案の内容についてご説明いたします。

第36号議案「長崎県子育て条例の一部を改正
する条例」につきましては、子どもを取り巻く

環境の変化を踏まえ、現在の社会情勢に合った

ものとなるよう、所要の改正をしようとするも

のであります。

第37号議案「長崎県幼保連携型認定こども園
の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例」につきまして

は、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営に関する基準の一部を改正す

る命令の公布に伴い、所要の改正をしようとす

るものであります。

第75号議案「長崎県子育て条例行動計画につ
いて」につきましては、「長崎県子育て条例」

がめざす、県民総ぐるみで、長崎県の次代を担

う子どもが夢と希望を持って成長できる環境を

整備し、安心して子どもを生み育てることので

きる社会の実現のため、平成27年度に策定した
「長崎県子育て条例行動計画（平成27年度～平
成31年度）」の後継計画として策定しようとす
るものであります。

2ページをご覧ください。
議案外の主な所管事項についてご説明いたし

ます。
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（長崎県社会的養育推進計画について）

長崎県社会的養育推進計画については、昨年

11月に定例県議会文教厚生委員会において、素
案に対するご意見をいただいた後、パブリック

コメントを実施するとともに、去る1月29日に
開催した長崎県社会的養育推進計画策定委員会

において、ご意見を頂き、最終案をとりまとめ

たところです。

今後、県議会でのご意見を踏まえ、3月まで
に計画を策定し、公表するとともに、その実現

に向け、各種取組を着実に進めてまいります。

（長崎県子どもの貧困対策推進計画の策定に

ついて）

長崎県の子どもの貧困対策を総合的に進める

ために、平成28年3月に策定した「長崎県子ど
もの貧困対策推進方針」については、本年度、

計画期間の終期を迎えるため、令和2年度から6
年度までを計画期間とする新たな計画を策定す

ることとしております。

策定にあたっては、昨年11月29日に閣議決定
がなされた国の「子供の貧困対策に関する大綱」

の内容や、昨年4月に公表した「長崎県子ども
の生活に関する実態調査」の分析結果等を踏ま

え、長崎県子育て条例推進協議会等において、

ご意見を伺いながら作業を進めていくこととし

ております。

今後、6月頃を目処に素案を作成し、県議会
のご意見を伺いながら、パブリックコメント等

を実施し、令和2年10月の策定を目指してまい
ります。

その他の所管事項につきましては、（結婚支

援事業の推進について）、（児童福祉施設等か

ら就職・進学する児童の集いについて）でござ

いますが、これは追加1として提出させていた
だいておりますけれども、記載のとおり、開催

方法の見直しを行っております。

もとの資料に戻っていただいて、（地方創生

の推進について）で、内容は記載のとおりであ

ります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

ちょうど今、時間が42分ですので、一旦休憩
をいたします。

― 午後 ２時４２分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

説明の途中ではありますが、本日3月11日は、
東北地方を中心に未曾有の被害をもたらした東

日本大震災の発生から9年目に当たるというこ
とで、ここで、震災により犠牲となられた全て

の方々に対し哀悼の意を表すべく、黙禱をささ

げたいと思います。

皆様、ご起立をお願いいたします。

〔黙禱〕

【深堀委員長】黙禱を終わります。ありがとう

ございました。

次に、福祉保健課長より補足説明をお願いい

たします。

【渡辺福祉保健課長】 私の方から、第33号議
案でご審議をお願いしております「長崎県無料

低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条

例」について、補足説明をさせていただきます。

まず、無料低額宿泊所でございますけれども、

生計困難者のために、無料または低額な料金で

簡易住宅を貸し付け、または宿泊所その他の施

設を利用させる事業としまして、社会福祉法の



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 218 -

第2条に規定されている第2種の社会福祉事業
の一つでございます。

現時点では、本県には該当する施設はござい

ません。

本事業におきましては、都市部の一部の事業

者で行われているとされております劣悪な住環

境又はサービスに見合わない高額な利用料の徴

収といった、いわゆる「貧困ビジネス」の問題

に対処するために、平成30年6月に社会福祉法
が改正されまして、令和2月4月施行とされたと
ころでございます。

この法改正におきましては、「無料低額宿泊

所」につきまして、事後の届け出から事前の届

け出制、そして改善命令等の行政処分が導入さ

れまして、併せまして、厚生労働省省令を基に

都道府県等が最低基準を条例で制定することと

されております。

このため、本県におきましても、昨年8月に
公布されました厚生労働省令の基準に基づきま

して、長崎県無料低額宿泊所の設備及び運営の

基準に関する条例を制定しようとするものでご

ざいます。

厚生労働省令の基準につきましては、補足説

明資料の2に記載のとおりでございますが、設
備や職員の配置、運営等に関する基準が定めら

れておりまして、本県条例につきましても、省

令の基準に準じて制定しようとするものでござ

います。

施行日につきましては、令和2年4月1日施行
を予定しております。また、県内では長崎市及

び佐世保市も中核市として同様の条例を制定す

ることとしております。

九州各県の状況につきましては、補足説明資

料の5に記載のとおりでございます。
よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【深堀委員長】次に、こども未来課長より補足

説明をお願いいたします。

【濱野こども未来課長】それでは、私の方から

第36号議案「長崎県子育て条例の改正につい
て」及び第75号議案「長崎県子育て条例行動計
画について」、補足してご説明をいたします。

まず、第36号議案「長崎県子育て条例の改正
について」の補足説明でございます。

お手元にお配りしておりますこども未来課補

足説明資料と、添付をしております長崎県子育

て条例の一部改正に係る新旧対照表に沿ってご

説明をいたします。

まず、補足説明の方ですが、1番の子育て条
例の概要についてです。

長崎県子育て条例は、県民総ぐるみで長崎県

の次代を担う子どもが夢と希望を持って成長で

きる環境を整備し、安心して子どもを生み育て

ることができる社会の実現を目的として、平成

20年10月に制定した条例でございます。
次に、2番の改正の趣旨についてです。
長崎県子育て条例は、制定から10年余りが経
過をし、この間、子どもに関する重大事件の発

生や児童虐待事案及びいじめの増加など、子ど

もを取り巻く環境が大きく変化をしております。

このため、この長崎県子育て条例についても、

現在の社会情勢に合ったものとなるよう、条例

全体を見直すものでございます。

次に、3番の改正内容についてでございます。
具体的な改正内容については、添付をしてお

ります新旧対照表でご説明を差し上げますので、

併せてご覧ください。

まず、改正内容の①です。平成26年に佐世保
市内で発生しました子どもの重大事件の再発防

止に向けたこれまでの取組や、近年の痛ましい
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児童虐待事案における状況等を踏まえ、ここに

記載をしておりますア）からウ）について、改

正をいたします。

ア）ですが、第3章の名称、これを「子ども
の心と命を守るための取組」に変更しまして、

第20条の内容を「児童虐待への対応」だけでは
なく、「様々な子どもに関する問題等について、

関係機関が連携して適切に対応していく」旨に

変更いたしております。

具体的には、新旧対照表をご覧ください。

新旧対照表ですが、右側の方が改正前、今現

在の条例になっております。左側が今回上程し

ています改正案の部分です。下線を引いている

部分が改正をしようとする内容となっておりま

す。

この1ページ目、左の上の方です。目次の第3
章の下線部分ですが、ここの部分の名称を「児

童虐待やいじめなどの防止」から、「子どもの

心と命を守るための取組」に変更しております。

次のページ、裏の方を見てください。同じく

左側の中ほどになりますが、この3章の名称を
同じように変えております。

そして、その下、第20条になりますが、ここ
の部分が「児童虐待への対応」を「関係機関の

連携による対応」に変更しまして、内容につい

ても児童虐待のみではなく、いじめ、不登校な

ど、子どもに関する問題等について、要対協等

において、児相や警察、学校、市町との関係機

関で情報を共有し、連携して適切に対応すると

いうふうに内容を変更しております。

続いて、新旧対照表1ページに戻っていただ
きまして、1ページの下の方です。
第3条、基本的な考え方の箇所に、「児童虐

待は、子どもへの重大な権利侵害であり、しつ

けに際して、体罰を加えることは許されないと

の認識のもと、社会全体で、その防止が図られ

なければなりません。」との規定を追加してお

ります。

続いて、新旧対照表の2ページですが、一番
上の箇所、第6条のところでございます。
第6条、保護者の役割の第4項に「子どもの安
全確保及び虐待予防、再発防止のための実効性

をより高めるため、保護者は児相や市町などが

行う安全確認措置に協力するとともに、児相や

市町などによる指導を受けた場合は、必要な改

善等に取り組みます。」という規定を追加して

おります。

続いて②のその他ですが、関係法令の改正等

を踏まえた文言修正を行っております。

このうち、「子どもに関する問題等」という

表現につきましては、教育機会確保法に基づく

国の基本指針において、「不登校は、取り巻く

環境によっては、どの児童生徒にも起こり得る

ものとして捉え、不登校というだけで問題行動

であると受け取られないよう配慮し、児童生徒

の最善の利益を最優先に支援を行うことが重要

である」と示されていることから、不登校は問

題ではなく、課題と捉え、「等」を追加するこ

ととしております。

改正内容は以上となります。

最後に、補足説明資料の4番でございますが、
改正の経過をご説明いたします。

今回の条例改正案の内容につきましては、昨

年10月に開催をいたしました今年度2回目の長
崎県子育て条例推進協議会においてご説明をし、

議論をいただいた後、今年1月に開催しました
第3回目の協議会において、最終案のご説明を
したところでございます。

以上で、子育て条例の改正についてのご説明

を終わります。
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よろしくご審議のほどお願いいたします。

引き続き、第75号議案「長崎県子育て条例行
動計画について」でございますが、補足して説

明をいたします。

お手元にお配りしております「長崎県子育て

条例行動計画について」という配付資料に沿っ

てご説明をいたします。

まずはじめに、1番の計画の性格でございま
す。

本行動計画は、平成20年に策定いたしました
長崎県子育て条例に関する取組を総合的かつ計

画的に進めるための施策を明示するものでござ

います。

それと同時に、「次世代育成支援対策推進法」

に基づく県行動計画や、「子ども・子育て支援

法」等、複数の法の定めに基づく県計画を兼ね

るという性格を有しております。また、子ども

の貧困対策推進法に基づく「長崎県子どもの貧

困対策推進方針」につきましては、この行動計

画の個別計画と位置付けております。

次に、2番の計画の目的でございますが、こ
の計画は、「長崎県子育て条例」がめざす、県

民総ぐるみで、長崎県の次代を担う子どもが夢

と希望を持って成長できる環境を整備し、安心

して子どもを生み育てることができる社会の実

現という理念を具体化するために策定するもの

でございます。

続きまして、3番の計画期間でございます。1
番の性格のところで申し上げましたように、次

世代育成支援対策推進法に基づく県行動計画と、

子ども・子育て支援法に基づく県計画について

は、それぞれの法律において、5年を1期として
策定でき、あるいは策定することと定められて

おります。

現行の行動計画は、平成27年度から令和元年

度までの5年間を計画期間として策定をしてお
りますので、次期計画の期間につきましては、

現行計画が終了する翌年度の令和2年度から令
和6年度までの5年間といたしております。

4番の計画策定の体制につきましては、福祉、
医療、教育、経済等各分野の36名の外部委員等
からなる長崎県子育て条例推進協議会において

ご審議をいただき策定しております。

なお、この協議会は、子ども・子育て支援法

に基づく県の子ども・子育て会議を兼ねるもの

でございます。

続いて、5番の次期計画のポイントでござい
ます。

子育て条例行動計画を構成する次世代育成支

援対策推進法に基づく県行動計画に関して、国

の策定指針や、子ども・子育て支援法に基づく

国の基本指針には大きな改正はなく、現行の行

動計画の施策体系の変更を要するものではあり

ません。したがいまして、次期計画の骨子、章

立ては現行計画をベースとしておりますが、記

載のとおり、現行行動計画の「第7章 長崎県

子ども育成総合検討会議にかかる取組」につい

ては、章の名称を変更し、ほかの章との重複部

分を整理するなど、若干の修正を行っておりま

す。

続いて6番目、計画体系と現行計画からの主
な変更内容についてご説明をいたします。

まず、計画の体系につきましては、長崎県子

育て条例行動計画の計画内容は、全部で7つの
章から構成をされており、資料、表の下から4
行目、（1）の妊娠・出産の支援から、裏の真
ん中ほど（7）子どもの心と命を守るための取
組まで記載をしております。この7つの項目が
計画の7つの章を表しております。
現行計画の主な変更内容については、資料に
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記載のとおりでございますが、各章から主なも

のについてご説明を申し上げます。

まず、第1章 妊娠・出産の支援でございま

す。この章では、妊娠・出産期における支援と

して、周産期医療、妊娠・出産、育児に関する

不安を軽減するための取組、また、不妊治療対

策の充実を図るための施策等について記載をし

ております。

主な変更点としましては、資料では一番下の

行になりますが、市町における「子育て世代包

括支援センター」の設置促進について新たに記

載をしております。

こちらは、第1章 第1節 妊娠・出産期にお

ける支援の箇所におきまして、妊娠期から子育

て期までの支援を切れ目なく提供するための機

関であります「子育て包括支援センター」につ

いて、各市町における設置を促進し、きめ細や

かな相談支援を行う体制整備の取組を実施する

という内容でございます。

なお、「子育て世代包括支援センター」の設

置については、令和3年度までに全21市町に設
置するものとして数値目標にも掲げております。

続いて、資料の裏になります。第2章 子ど

もや子育て家庭への支援でございます。この章

では、子どもの成長に応じて、地域や学校等が

支える仕組みを確立し、未来を担う子どもたち

が自分の将来に見通しを持ち、自立した社会人

となるよう育てるための施策と経済的支援等に

ついて記載をしております。

第2章の主な変更点としては、「・」の1つ目、
待機児童ゼロに向けた、今後5年間の教育・保
育の量の見込み並びにその提供体制の確保の内

容を記載しております。こちらは、各市町にお

いては子ども・子育て支援法の規定に基づき、

今後5年間の各地域の教育・保育のニーズを調

査し、そのニーズをカバーするための施設や保

育士等の必要見込み及び確保の計画を立てるこ

ととさておりますが、それを全市町分取りまと

め、第2章 第1節の2 幼児期の教育・保育の

充実の箇所において、県の計画として作成して

いるものでございます。

続いて第3章 仕事と生活が調和する社会の

実現でございます。この章では、企業における

働き方の見直しの推進と、仕事と子育ての両立

のための基盤整備について記載をしております。

第3章の主な変更点としては、少子化の原因
分析及び対策の方針を更新し、結婚支援等にか

かる新たな取組内容を記載しております。

こちらは、第3章 第3節 結婚、妊娠・出産、

子育ての希望が叶う社会の実現の箇所において、

県の最重要課題である人口減少対策の一環であ

る少子化対策に関し、結婚の希望の実現と希望

どおりの出産・子育ての実現という大きく2つ
の観点から生活と仕事の両立、若者の安定雇用

の促進等の取組の必要性を示した上で、県が新

たに取り組んでいる職縁結婚の活性化や行政、

企業、団体及び県民が一体となったキャンペー

ン展開など、結婚支援に取り組むという内容に

なっております。

続いて、第4章 きめ細やかな対応が必要な

子どもと親への支援でございます。

この章では、いじめ、不登校、児童虐待につ

いての対策や、障害のある子どもやその親への

支援、ひとり親家庭等の自立支援など、きめ細

やかな対応、支援が求められている子どもや親

に対し、それぞれの状況に応じた専門機関や地

域における支援体制の充実について記載をして

おります。

第4章の主な変更点としては、「・」の1つ目、
虐待への対応にかかる児童相談所や警察との情
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報共有、役割分担の明確化や連携強化の内容を

記載しております。こちらは第4章第1節の2児
童虐待防止対策の充実の箇所において、要保護

児童対策地域協議会を中心として児童相談所、

市町、警察等の関係機関が情報共有や役割分担

を明確に行うことなど、児童虐待を防止し、全

ての児童を心身ともに健やかに育成するために、

さらなる連携強化を図っていく内容でございま

す。

続いて第5章 安全・安心な子育ての環境づ

くりでございます。この章では、インターネッ

ト等を通じた有害な情報や、住宅や道路、公園

などの生活環境、交通事故や犯罪など、子ども

が育つ上で注意を払うべき課題に対して、有害

環境浄化、バリアフリーなど、生活環境の整備

や交通安全、防犯など、安全・安心な環境づく

りのための施策について記載しております。

第5章の主な変更点としては、「・」の2つ目、
近年の全国的な重大事故の発生を踏まえた通学

路や、未就学児が集団で移動する経路における

交通安全対策を新たに記載をしております。こ

ちらは第5章第3節の3 安全な道路交通環境の

整備の箇所において、近年、全国で発生してい

る通学路や未就学児の園外経路における重大事

故を受け、県や学校、市町、警察等の関係機関

が連携して合同点検を実施し、計画的に交通安

全対策を実施していくという内容でございます。

続いて、第6章 県民総ぐるみの子育て支援

でございます。この章では、社会の宝である子

どもを地域全体で育んでいくため、子どもたち

の心の根っこを育てるために、大人の在り方を

見直す県民運動である「ココロねっこ運動」推

進の取組と、毎月1回の「家庭の日」の普及の
ための取組について記載をしております。

主な変更点としましては、「ココロねっこ運

動」にかかる数値目標については、指導員等に

よる講習会の実施回数としておりましたが、運

動の広がりをより具体的に示す受講者数に変更

しております。

こちらは、第6章第1節 ココロねっこ運動の

推進の箇所において、現行計画の数値目標では

約100名のココロねっこ指導員が、一人当たり
年間2回の講習会を行っていただくこと。合計
200回を目標としておりましたが、実績として
はこれを大きく上回って開催をしており、ボラ

ンティアである指導員の方々にこれ以上の実施

をお願いするものでもないため、どれだけの人

にこの講習会を受けていただいたかという受講

者数に目標を変更するというものでございます。

続いて、第7章 子どもの心と命を守るため

の取組でございます。この章は、先ほど5番目
の次期計画のポイントの部分で、章の名称を長

崎県子ども育成総合検討会議にかかる取組から

変更するものとご説明しておりましたが、平成

26年に本県で発生した、大変痛ましい事件を二
度と繰り返さないため、児童相談所の機能強化

や発達障害児への対応等について記載をしてお

ります。

第7章の主な変更点でございます。長崎県子
ども育成総合検討会議の結果を受けて取り組ん

でおります、児童相談所と警察のさらなる連携

強化や、学校と関係機関との連携強化及び校種

間の情報の引継ぎにかかる内容を記載しており

ます。こちらは平成26年の重大事件を受けて開
催された、長崎県子ども育成総合検討会議にお

いて示された、第7章第1節 関係機関の連携強

化と、第7章第2節 特別な配慮が必要な子ども

への支援に関して、具体的に児相と警察の児童

虐待事案の全件情報共有や、学校における引継

ぎガイドラインの活用などに今後も継続して取
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り組んでいくという内容でございます。

以上が、次期計画における現行計画からの主

な変更点のご説明となります。

ただいまご説明を割愛した項目を含めまして、

計画内容の記載が具体的にどのように変わった

かという点につきましては、添付をしておりま

す次期長崎県子育て条例行動計画案における現

行計画からの主な変更内容に新旧対照形式で記

載をしておりますので、ご参照願いたいと思い

ます。

最後に、説明資料の7番目、計画策定の経過
でございます。

次期長崎県子育て条例行動計画の策定につき

ましては、平成31年1月の長崎県子育て条例推
進協議会において骨子を提示をいたしました。

その後、令和元年7月から2月まで協議会を開
催し、素案を提示してご議論をいただいてきま

した。

その後、協議会でいただいたご意見を反映し

た素案について、11月にパブリックコメントを
実施いたしました。パブリックコメントでは、

全部で13件のご意見をいただき、そのうち3件
については計画案に反映をしております。いた

だいたご意見に対する対応一覧及び計画案に反

映いたしました3件のご意見については、添付
をしておりますパブリックコメントへの対応一

覧にその内容を記載しております。

その後、パブリックコメントによる修正を反

映した案について、令和2年1月に、今年度第3
回目の協議会に最終案をお諮りして、本議会に

上程をさせていただく運びとなりました。

以上が長崎県子育て条例行動計画についての

ご説明でございます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

審査の途中でありますが、しばらく休憩いた

します。

再開を15時25分といたします。

― 午後 ３時１０分 休憩 ―

― 午後 ３時２４分 再開 ―

【深堀委員長】 再開いたします。

議案関係の説明が終わりましたので、これよ

り議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 第75号議案の「長崎県子育て条
例行動計画」について質問いたします。

第3号議案の42ページ、認定こども園の設置
数が、令和6年の目標値として177カ所になって
います。これは5年前に掲げた目標ですよね。
要するに、5年前、177カ所と掲げたんだけれど
も、これは154カ所なんでしょうか。達成でき
なかった主な原因というか、現状を教えてくだ

さい。

【濱野こども未来課長】 もともとこの177カ所
というのは、当時の中学校の校区単位に一つず

つ認定こども園というのを設置しようというの

がスタートだったということです。

それから、認定こども園の制度の説明や、メ

リット等保育所や幼稚園等にご説明して、当然

強制するものではございませんので、その内容

に賛同された方がこれまで移行してきておられ

ますが、当時の伸び率に基づいて177カ所とい
うのは設定をしておりまして、それが実際154
カ所ですから達成をしておりませんが、今後、

これを177カ所からさらに増やすというところ
が、今はもう大体落ち着いているような状況で

すので、次回の計画ではそのまま177カ所とし、
達成していないので達成をしていきたいという

ふうに考えております。
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【堀江委員】 私が申し上げるまでもなく、5年
前、それこそ2010年に長崎県議会に「認定こど
も園設置には慎重な取扱いを」という要望が届

けられました。

認定こども園は、保護者と施設者の直接契約

になるんですけれども、保育所が市町の責任で

保育を実施するということに対して、直接契約

ということで、非常に市町の責任の形骸化とい

うのが指摘をされたわけですが、今の答弁で、

認定こども園は落ち着いたというふうに言われ

たですよね。177カ所を今度5年間の目標に掲げ
るんですけれども、これはもう逆に目標を掲げ

たにしても、どうなんですか。やっぱり177カ
所の目標に向けて頑張ろうという形にするのか。

一方で、この5年間で減った保育所の数という
のはどれぐらいなんですか、もしわかれば。移

行した数が、そのまま保育所が減ったというふ

うに見るんですか。

【濱野こども未来課長】認定こども園の最近の

動きというところは、すみません、また整理を

しますけれども、基本的には保育所、あるいは

幼稚園が認定こども園になっていきますので、

幼稚園が若干閉園している部分はあろうかと思

いますけれども、基本的には保育所型の認定こ

ども園、あるいは幼保連携型、幼稚園型の認定

こども園になっていると思われます。

【堀江委員】 いずれも10年間、177カ所という
目標を掲げてやるということの答弁があったか

というふうに思っています。

それから、32ページに戻っていただいて、ス
クールカウンセラーの配置校ですが、280校と
いう配置の数を令和5年度に300校にしますよ
ということなんですが、これは配置校が増える

ということではよしとする面と、どういう増え

方をするかということですよね。要は、一人の

スクールカウンセラーが常勤をして、一校一人

というふうにするのか。でも、一人の人が一つ

の学校を拠点にして、2つ、3つを担当するのか。
その方がいわゆる配置校は増えるんですよね。

でも、実際は、そこの学校にきちんと担当制で

いるというか、その方が子どもも落ち着いて見

ることができ、保護者の対応もできるし、本来

であれば、一人の人が何校も持つというよりも、

一校一人のスクールカウンセラーが配置される

ということがいいんですけど、ここで言う、280
校が300校に配置校が増えるということは、ス
クールカウンセラーが増えるんですか。

【濱野こども未来課長】この「長崎県子ども子

育て条例行動計画」につきましては、私ども福

祉保健部、こども政策局以外にも他部局が、た

くさんの課、部局が入って構成をして計画をつ

くっておりますが、今言われた部分につきまし

ては、これは教育委員会の方の所管にはなりま

すが、基本的に教育委員会の方が「第三期長崎

県教育振興基本計画」というのを令和元年、昨

年度から令和5年度までの間で基本計画を立て
ております。

教育委員会に限らずですけれども、各部局に

つきましては、それぞれが持っております計画

で、子ども子育て関係に関連するような部分と

いうのを、その計画と整合性をもってこの計画

に載せております。

今、ご指摘がありました280校を300校にとい
うのは、計画の中で今年度、この教育振興基本

計画に基づいて、この子育て行動計画の方にも

載せておりますけれども、先ほど言われたよう

にカウンセラーの数自体は、そこについて詳細

に把握してない部分はございますけれども、こ

のカウンセラーというのは当然子どもたちだけ

ではなくて、地域の保護者の方に対する助言・
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援助も行うというところで、教育委員会の方で

適正な数をこの基本計画に落として、それをも

ってきているのではなかろうかというふうに思

います。

【堀江委員】いじわるな質問的で申し訳ないん

ですが、なんで私がこれを挙げたかというと、

所管の課なのでね、この行動計画の所管の課な

ので、しかも、これは目標に掲げているでしょ

う。だから、あえて聞いたんですよ。

ご存じかと思いますが、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカー、長崎県は来

年度人数を増やしませんよ。人数を増やさない

のに、じゃ、どうやって配置校を増やしていく

のか。これは5年間の計画だから、もちろん来
年度は増やさないからというだけの判断はでき

ないと思いますが、実際に、例えば50ページに
書いている令和3年度からの10年間を計画期間
とする「第三期長崎県立高等学校改革基本方針」

を一緒にやりますよということなんだけど、こ

こでも学校の人数、学校の先生は増やさないの

よね。

要は、こっちの計画をこっちにもってきて、

いろんな関係のところとやるという趣旨という

か、意向は一定理解しますが、実際に可能なの

かと。スクールカウンセラーも増やさない、ス

クールソーシャルワーカーも増やさなくて、じ

ゃ、どうやって子どもを見ていくのかという時

に、非常にどうなのかなという思いがあってこ

の質疑をしているんですよ。

だから、本来であれば教育委員会に質問する

内容であるんですけれども、所管がここだし、

議案がここなので、ここでしか質問できないの

で、どこまで把握をしているのかなという、い

じわるな質問で申しわけないんですけど、そう

いう思いがあってしたんですね。

だから、ここは、本当に人を増やすというこ

とをきちんとしないと、子どもに十分に対応す

るには人ですよ、これは。私が申し上げるまで

もないんだけどね。そこら辺をどういうふうに

思っているのかということでこの質問をしてい

るんです。

特に、私は、5年前、これは反対したでしょ
う、学力テストも何でもってくるのって。なん

で教育委員会のこの計画とリンクさせなきゃい

けないのって。

子どもたちは、学校の場所と家庭の場所とあ

ります。それを一つの計画に網羅するんじゃな

くて、それぞれの計画、それぞれの子どもの居

場所で子どもたちを見、共通するところをわか

り合ったり、必要なところが連携をとるという

ふうにしていかないと、一つの計画があまりに

たくさんあると、何をしているのかわからない

というふうにも見えてこないかなという、これ

はあくまでも私の私見ですけど、そういう思い

があってこの質問をしたんですね。

だから、そこら辺を、詳細は答弁できないと

いうことですが、果たしてそれでいいのかと。

配置校を増やすと言っても、私は、スクールカ

ウンセラーを増やしてほしいというのが本来の

立場なので、そこまで含めて協議をしているの

かということを質問いたしますが、どうですか。

【濱野こども未来課長】先ほど言いました「第

三期長崎県教育振興基本計画」、この中で十分

ご議論されて決定してきた内容でございますの

で、それを私どもの子育て条例行動計画にもっ

てくるということに関しては、当然もう決定さ

れた内容が反映されていきますので、そこにつ

いては、特段、私の方から意見を挟む立場では

ございません。ただ、この計画は来年度から5
年間立てますが、保育の量とか、確保の関係で
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中間年に見直しをしますので、当然、今その配

置計画が280校から300校というふうに教育委
員会は立てておりますけれども、広域的に回り

ながら、数は確かに増えないような中でされる

と思うんですが、そういう中でまた今後検討さ

れて、もし変わるようなことがあれば、当然こ

の計画にも反映はされてくると理解しておりま

す。

【堀江委員】答弁としてはそういう答弁になろ

うかと思うんですが、もう一つ、61ページの乳
幼児医療費の助成制度について書いてあります

よね。ここに書いているのは、「乳幼児医療費

の助成制度については、平成17年10月から対象
年齢を就学前の全ての子どもたちに拡大し、子

育て世帯への支援の充実を図っています。」と。

過去形ですよね。今後、5年間の計画をするの
に、もう平成17年からやっているよというだけ
の計画にするんですか。今、県下の自治体は就

学前じゃないですよね。小学校はもちろん、中

学校、そして高校もやっているところがある。

だから、長崎県に対しては、就学前までの県の

補助ではなくて、せめて小学校、せめて中学校

まで出してほしいという要望がありますよね。

だけども、ここで言っているところは、平成17
年から就学前までやっていますよと。いつのこ

と、過去のことをもってきて計画にするんです

か。書くのであれば、今後5年間、例えば「年
齢拡大を目指して頑張ります。」なり、「年齢

拡大を目指します。」なり、そういう書き方を

すべきではないかというふうに、ものの言い方

があるんでしょうけど、思うんですが、その点

はどうですか。

【今冨こども家庭課長】乳幼児医療費の助成に

つきましては、現物給付まで含めて、県として

この制度を開始した時に、これまでも財政負担

が多大に増えたことから、この部分の拡大につ

いては難しいということはご答弁させていただ

いているところでございます。

ただ、そうは言いながらも、この乳幼児医療

につきましては、今後5年間についても、引き
続き、やっていきたいというふうに思っており

ますし、拡大につきましては、県として財政負

担をすることについては難しいとは考えており

ますけれども、国への要望でありますとか、そ

ういうところでしっかりとやっていきたいと思

っております。

【堀江委員】 終わります。

【深堀委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもちまして質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 2つの議案について反対の意見を
申し上げたいと思います。

第18号議案「長崎県手数料条例の一部を改正
する条例」、法の改正のもとに条例改正という

ことは理解をいたしておりますが、試験手数料

の値上げであって、県民の負担となりますから、

賛成できません。

今、審議をいたしました第75号議案「長崎県
子育て条例行動計画について」ですが、私は5
年前にも反対をいたしました。それは、一つは

認定こども園の設置数を数値目標に掲げて、そ

こまでするべきではないと。それはなぜかとい

うと、課長も言われたように、あくまでも幼稚

園や保育所設置者の判断にこれは委ねるべきで

あって、それを目標掲げて、177カ所までとい
うのは、5年前掲げてもできなかったのに、さ
らにまた5年後も177カ所までというのは、私は
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ある意味強制をしているととられてもいたし方

ないかなと私自身は思います。

この認定こども園に必要なのが認定区分で、

介護保険と同じように、子どもたちもこの認定

区分を受けなければ、幼稚園も保育所も認定こ

ども園も利用できませんと、こういう状況にな

って、5年前は本当に大きな混乱があったと私
は理解をしておりますが、5年たったとはいえ、
こうした内容については賛同できません。

それから、もう一つは、先ほど言いましたよ

うに、全国学力テスト、長崎県学力テストを行

動計画に持ち込んでいるという部分です。長崎

県教育振興基本計画が十分審議をされて、個々

の計画と一緒にというんですが、昨日成立した

ばっかりですよ。それをもう既に計画に入れる

のは賛成ありきの計画のつくり方だと私自身は

思っています。

いずれにしても、人を増やさない、長崎県単

独の予算は使わないという計画でつくられてい

るのが長崎県教育振興基本計画なので、その計

画とリンクをして、予算を増やさないという基

本的な考えがあるということについては賛同で

きません。

いずれにしても、一人ひとりの子どもに目が

行き届く少人数学級の実施、それから、どの子

も伸び伸びと過ごせる学校生活、これを望んで

いますし、子どもは一人の権利主体であり、大

人のパートナーであるとの視点を求めて、私と

しては反対討論といたします。

【深堀委員長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第18号議案のうち関係部分について採
決いたします。

第18号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することに賛成の委員の起立を願

います。

〔賛成者起立〕

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第18号議案のうち関係部分について
は、原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。

次に、第75号議案について採決いたします。
第75号議案については、原案のとおり可決す
ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成者起立〕

【深堀委員長】 起立多数。

よって、第75号議案については、原案のとお
り可決すべきものと決定されました。

次に、第33号議案ないし第37号議案について
は、原案のとおり可決することにご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第33号議案ないし第37号議案につい
ては、原案のとおり可決すべきものと決定され

ました。

次に、医療人材対策室長より、補足説明をお

願いします。

【石田医療人材対策室長】 私の方から、「長崎

県医師確保計画（案）」の概要につきまして、

ご説明をさせていただきます。

医師確保計画につきましては、11月定例会の
本委員会におきまして、素案の概要を説明させ

ていただきましたが、その後、パブリックコメ

ントを実施し、長崎県保健医療対策協議会にて

協議のうえ、一部修正を加えましたので、改め
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てご説明をさせていただきます。

配付しております資料「長崎県医師確保計画

（案）の概要」をご覧ください。

当計画は、資料の「1．計画の目的」に記載
のとおり、厚生労働省から新たに示されました

「医師偏在指標」をもとに、地域間の医師偏在

が是正されるよう県が実効的な医師確保対策を

進めるために策定するものでございます。

また、医師全体の計画とは別に、産科・小児

科に関する医師確保計画も併せて策定すること

としております。

また、資料の「2．計画の性格」に記載のと
おり、本計画は平成30年の医療法改正により、
医療計画の一部として新たに策定するもので、

計画の期間につきましては、資料3に記載のと
おり令和2年度から令和5年度までの4年間とし
ております。令和6年度以降も医療計画の見直
しに合わせて3年ごとに計画の見直しを行うこ
ととされておりまして、今計画はその第1期と
いうことでございます。

続きまして、資料の「4．医師確保計画のポ
イント」についてご説明いたします。

まず、計画策定の方法についてでございます

が、（1）につきましては厚生労働省から新た
に示されました「医師偏在指標」により、全国

に335ございます二次医療圏について、医師の
多寡、医師が多いか少ないかによるランク付け

がなされまして、原則指標の数値が全国112位
以上であれば「医師多数区域」、全国224位以
下であれば「医師少数区域」として県が設定し、

区域分類に応じて医師確保の方針、目標医師数

の設定、これを達成するための施策について定

めることとしております。

本県の状況につきましては、資料の下段の表

に示しておりますとおり、長崎県は全国9位の

医師多数県となっております。

二次医療圏ごとに見ますと、医師偏在指標の

値が高い順に長崎医療圏が第16位、県央医療圏
が第59位で「医師多数区域」となります。次に、
値が高い佐世保県北医療圏が第113位、県南医
療圏が176位、壱岐医療圏が177位、対馬医療圏
が189位、五島医療圏が192位で、これらの医療
圏は「医師中程度区域」となります。そして、

上五島医療圏が第263位で、県内唯一の「医師
少数区域」となっております。

次に、医師の確保に関し、（2）に医師偏在
指標を踏まえた医師確保の方針について記載を

しております。

離島の上五島、五島、壱岐、対馬医療圏につ

きましては、地理的に本土とアクセスが制限さ

れており、また、医師偏在指標の値も総じて低

い。こうした状況を踏まえまして、県養成医の

派遣を継続し、医師充足を図ることとしており

ます。

それから、医師中程度区域の佐世保県北、県

南医療圏については、医師数を現状よりも減ら

さないこととしております。

医師多数区域の長崎、県央医療圏については、

原則として当該区域の医師のみを増やすことを

目的とした医師確保策は行わないこととしてお

ります。

次に、（3）の確保すべき医師の数の目標の
設定でございますが、お示ししております表に

は医療圏域ごとに医師偏在指標の値が大きい順

に、最も大きい長崎医療圏から最も小さい上五

島圏域までを並べて記載しております。

表中、医師の増減については、本県は医師多

数県とされていることから、計画上医師を増や

す目標設定はできず、県全体ではプラス・マイ

ナスゼロとしております。
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また、県養成医等による計画期間中の医師増

加見込み数が11名となっていることから、医師
が少ない上五島から順に6人、3人、2人を増や
す計画とし、これにより計画終了時には離島医

療圏の医師偏在指標の数値はほぼ同程度になる

ことを見込んでおります。

医師多数圏域となりました長崎、県央圏域に

つきましては、県全体の目標数を、先ほど申し

ましたとおりプラス・マイナスゼロとしたこと

から、各圏域の医師の比率により、機械的にそ

れぞれマイナス9人、マイナス2人としていると
ころでございます。

（4）の目標医師数を達成するための施策で
ございますが、増加医師は県養成の派遣による

こととし、現在取り組んでいる施策を中心とし

て医師確保に取り組むこととしております。

（5）の産科・小児科医師の確保でございま
すが、現医療計画に記載されている内容に沿っ

て周産期医療ネットワークや地域小児科センタ

ーの維持に努めることとして、医師数の増加に

努めることを基本方針としております。

（6）の医師少数スポットの設定でございま
すが、二次医療圏で局所的に医師が少ない地区

を市町の意見を伺いながら、医師少数スポット

として設定し、重点的に医師確保対策を実施す

ることとしております。将来的には、当該地区

への県養成医の派遣についても検討してまいり

ます。

次に、資料の「5．計画策定の体制」につい
ては、資料のとおりでございます。

それから、資料の「6、策定のスケジュール」
でございますが、冒頭申しましたとおり、本計

画の素案について、令和元年11月定例会におい
てご説明、ご議論いただいた上で、本年1月か
ら2月にかけましてパブリックコメント及び市

町、関係団体等への意見照会を実施したところ

でございます。パブリックコメントの募集結果

は、パブリックコメント募集結果として配付し

ております資料のとおりでございますが、医師

の働き方改革の取組と、いただいたご意見を反

映しまして、所要の追記修正等を行い、本日お

手元に配付しております「長崎県医師確保計画

（案）」として取りまとめております。

なお、当計画（案）につきましては、せんだ

って行われました長崎県保健医療対策協議会に

おいて、ご了解をいただいております。

今後については、本議会で説明をいたしまし

た後に、3月下旬に開催いたします医療審議会
に諮問し、その答申を受けて年度内に計画を策

定することとしております。

以上で「長崎県医師確保計画」に関する補足

説明を終わらせていただきます。

【深堀委員長】次に、医療政策課長より補足説

明をお願いいたします。

【伊藤医療政策課長】 「長崎県外来医療計画

（案）」につきましてご説明いたします。

長崎県外来医療計画の素案につきましては、

昨年11月の本委員会において説明後、パブリッ
クコメント等におけるご意見を踏まえ、必要な

修正等を行っており、今回、補足説明資料とし

て修正を行った外来医療計画（案）の概要、パ

ブリックコメントの募集結果、長崎県外来医療

計画（案）をお示ししております。

それでは、長崎県外来医療計画（案）の概要

に基づきましてご説明をさせていただきます。

まず、1の計画の目的でございます。
背景として外来医療については、無床診療所

の開設が都市部に偏っている。休日の在宅当番

医などの救急医療やグループ診療等の連携が

個々の医療機関の自主的な取組に委ねられてい
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る状況を踏まえ、今回、医療法の一部が改正さ

れ、都道府県が外来医療計画を策定することと

されたものでございます。

本計画は、県内8つの二次医療圏における外
来医療に関する現状や課題を明らかにし、これ

らの課題等を関係者間で共有することにより、

外来医療機能の充実や、医療機関間の連携強化、

偏在是正など、地域の実情に応じた外来医療に

かかる医療提供体制の確保に向けた取組の推進

を目指すものでございます。

2の計画の性格でございます。本計画は、医
療法に基づき県が定める医療計画の一部として

新たに策定するものでございます。

3の計画の期間でございますが、令和2年度か
ら令和5年度までの4年間となっており、その後
は3年ごとに見直しを行うこととなります。

4の外来医療計画のポイントでございます。
1点目の外来医療に関する情報発信でござい

ますが、まず、①の外来医療の偏在を示す客観

的な指標として、国が示した計算式により、医

療圏ごとの診療所の医師数と診療所の外来患者

数から「外来医師偏在指標」を算定しておりま

す。

次に、②として、この指標を全国の335の二
次医療圏で比較し、上位3分の1である112位ま
でに該当する地域を「外来医師多数区域」とし

て設定いたします。

次に、③として、外来医師多数区域において

は、新たに開業しようとする医師に対して、求

める外来医療機能を公表することで、新規開業

を予定する医師の自主的な行動変容を促し、外

来医療機能の偏在是正等を目指すというもので

ございます。

裏面をご覧ください。

計画のポイントの2点目は、二次医療圏ごと

に外来医療の現状と課題について協議を行う場

を設置するというものでございます。本県では、

この協議を行う場として、地域医療構想調整会

議を位置付けることとしております。

5の計画の内容でございます。外来医療計画
については、国が示す外来医療にかかる医療提

供体制の確保に関するガイドラインに基づき、

（1）から（4）に示す項目について記載をして
おります。

（3）の圏域ごとの外来医療提供体制として、
各医療圏の医療施設の医師数や医療資源の状況、

国のガイドラインに示された初期救急、在宅医

療、産業医などの公衆衛生の3つの項目におけ
る各圏域の現状と課題、また、課題等を踏まえ、

新規開業者に求める外来医療機能について記載

しております。

（4）の医療機器の効率的な活用につきまし
ては、対象となるＣＴやМＲIなどの配置状況、
保有状況等の情報を可視化するとともに、その

効率的な活用を推進するため、医療機器の共同

利用の方針等を記載しております。

6の計画策定の体制でございますが、これま
で県保健医療対策協議会や、医療圏ごとの内容

につきましては、地域医療構想調整会議におい

て協議をいただきました。

7の策定スケジュールに記載のとおり、本年1
月20日から2月4日にかけて、パブリックコメン
トを実施したところ、25件のご意見をいただい
ております。

そのうち、外来医師偏在指標がわかりにくい

ため、丁寧に説明していただきたいといったご

意見につきましては、計画案に反映をさせてい

ただいております。なお、この内容等について

は、別紙パブリックコメント募集結果のとおり

でございます。
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今回、本議会にお示ししている計画案は、パ

ブリックコメントや関係団体からのご意見を踏

まえ、修正等を行ったものであります。

最終的には、今月中に開催いたします県医療

審議会へ諮問し、その答申を受けて、今月中に

策定をしたいと考えております。

以上、簡単ではございますが、「長崎県外来

医療計画（案）」に関する補足説明を終わらせ

ていただきます。

引き続き、新型コロナウイルス感染症への対

応状況につきまして、ご説明をさせていただき

ます。

まず、1つ目の直近の動向でございますが、
①の国外の発生状況につきましては、厚生労働

省発表の3月9日正午時点で、中国での感染者は
8万735名、死亡者は3,119名となっております。
その他100の国と地域においては、感染者が2万
6,536名、死亡者が687名となっており、合計で
感染者が10万7,271名、死亡者は3,806名となっ
ております。

一方、②の国内の発生状況につきましては、

厚生労働省発表の3月9日正午時点で、チャータ
ー便やクルーズ船を除く感染者は427名となっ
ております。

また、症状は出ていないものの、検査結果が

陽性である無症状病原体保有者は49名となっ
ており、そのほか中国武漢市からのチャーター

便での帰国者からは11名の感染者が発生し、ダ
イヤモンドプリンセス号の船内からは696名の
感染者が発生をしております。

次に、2の世界保健機関（ＷＨＯ）の緊急事
態宣言でございますが、1月30日にＷＨＯ緊急
委員会は、新型コロナウイルス関連肺炎の発生

状況が、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊

急事態」に該当すると発表をしております。

3の国の主な対応状況でございますが、国は、
1月28日に内閣総理大臣を本部長とし、すべて
の国務大臣を本部員とする①の新型コロナウイ

ルス感染症対策本部を設置するとともに、②の

相談窓口（コールセンター）を開設しておりま

す。

③の水際対策といたしましては、サーモグラ

フィーによる体温検査等通常の検疫のほか、機

内、船内での健康カードの配付やアナウンスを

行うとともに、厚生労働省に健康フォローアッ

プセンターを設置し、チャーター便での帰国者

やダイヤモンドプリンセス号の下船者の健康フ

ォローアップを実施しております。

2月1日からは、入国申請日前、14日以内に中
国湖北省に滞在歴がある外国人等の入国を拒否

することとなり、その後、中国の浙江省と韓国

の一部地域が入国拒否の対象に追加されており

ます。また、本日、3月11日から、イランイス
ラム共和国の一部地域、イタリア共和国の一部

地域、サンマリノ共和国の全域が入国拒否の対

象に追加をされております。

また、中国及び韓国からの入国者に対して、

検疫所長の指定する場所で14日間待機するこ
と等を要請する水際対策の抜本的強化に向けた

新たな措置が決定され、3月9日午前０時から実
施をされております。

④の感染症対策でございますが、今般の新型

コロナウイルス感染症を指定感染症に指定する

政令が閣議決定され、2月1日から施行されてお
ります。

2月25日には、新型コロナウイルス感染症対
策の基本方針が策定され、まさに今が今後の国

内での健康被害を最小限に抑える上で極めて重

要な時期との見解が示され、感染拡大防止策、

医療提供体制等について、現行と今後感染が拡
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大した場合の方針が示されております。

次に、4の本県の主な対応状況でございます
が、①の長崎県健康危機管理担当課長会議につ

きましては、1月28日に第1回の会議を開催し、
現在までに8回開催をしているところでござい
ます。

②の相談体制につきましては、1月22日に県
内全ての保健所に、新型コロナウイルス感染症

についての不安、心配など、健康に関する相談

窓口を設置するとともに、2月3日には福祉保健
部に総合相談窓口を設置しております。

また、2月7日には、県内全ての保健所に、感
染が疑われる方の相談を受け付ける「帰国者・

接触者相談センター」を設置し、3月9日までに
640件のご相談に対応しているところでござい
ます。

③の医療体制につきましては、1月29日に長
崎大学や県医師会、感染症専門家等で構成され

る「長崎県感染症対策委員会」を開催し、県内

における検査体制、患者が発生した際の対応等

について確認を行っております。

2月7日には、感染が疑われる方の専門外来で
ある「帰国者・接触者外来」を県内の各医療圏

に1カ所以上設置をいたしました。この「帰国
者・接触者外来」は、2月7日に設置した10医療
機関から2月末までには25医療機関まで拡大を
しております。

④の検査体制でございますが、1月31日から
県の環境保健研究センターにおいて新型コロナ

ウイルスの検査体制を整備するとともに、2月
14日からは検査方法をリアルタイムＰＣＲ検
査法に変更し、検査時間が従来の11時間から12
時間かかっていたところを5時間から6時間に
短縮をしているところでございます。

なお、3月9日までの検査実績は117件、昨日

までの検査実績でいくと134件になります。こ
の検査結果は、全て陰性であることを確認をし

ているところでございます。

以上、新型コロナウイルス感染症の対応状況

につきまして、補足説明を終わらせていただき

ます。

よろしくお願いいたします。

【深堀委員長】次に、原爆被爆者援護課長より

補足説明をお願いいたします。

【橋口原爆被爆者援護課長】 それでは、広島・

長崎原爆被爆者援護対策促進協議会、いわゆる

八者協の原子爆弾被爆者援護対策に関する要望

（長崎県素案）につきまして、現時点での検討

状況を説明させていただきます。

お手元にＡ4縦の「令和3年度政府予算に係る
広島・長崎原爆被爆者援護対策促進協議会要望

（略称：八者協要望）について」という部分と、

A4横で5ページになりますが、要望文案対照表
（長崎県素案）という2つの資料を配付させて
いただいております。

まず、要望書素案の前に八者協の概要につい

て説明をいたします。Ａ4縦の資料をご覧くだ
さい。

八者協は、原爆被爆者の援護対策の強化促進

を図ることを目的としまして、昭和42年11月に
設立された組織であり、被爆地であります広島

県、長崎県、広島市、長崎市の4県市の知事、
市長並びに4県市の議会議長の8者で構成をさ
れております。例年7月の上旬ごろまでに要望
書を取りまとめまして、国の概算要求に間に合

うよう7月20日前後に政府並びに国会等に対し
て要望を行っているところでございます。

したがいまして、今回は令和3年度政府予算
に対する要望の本県の素案といたしまして、行

政側で作成しました要望文の素案をお示しいた
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しております。この素案をもとに、委員会での

ご意見を踏まえまして、今後の八者協の協議の

場へ提案してまいりたいと考えております。

続きまして、要望文の素案についてでござい

ますが、Ａ4横の資料をご覧願います。
昨年と比べて変更した箇所を朱書きにしてお

ります。その変更部分を中心に説明させていた

だきます。

まず、1ページ目と2ページ目は要望文の前文
でございまして、時点修正でございます。

続きまして、4ページの要望項目「第1 弔意

事業の充実強化」、7ページの「第3 在外被爆

者の援護促進」及び8ページの「第4 被爆実態

に関する調査研究及び啓発活動の促進」につき

ましても、それぞれ時点の修正でございます。

9ページをご覧願います。
「第5 被爆二世の健康診断内容等の充実」

でございます。これまでの調査研究におきまし

ては、親の被爆に伴って、子のがん発症リスク

が上昇するという科学的なデータは得られてお

りません。しかしながら、被爆二世の方々は、

がんに対する不安を抱く年齢になられていらっ

しゃることから、がん検診の項目の追加など、

健康診断の内容のより一層の充実と被爆二世の

数や健康状況を把握するための実態調査を国に

おいて実施するよう求めるという内容にいたし

ております。

以上が要望内容の概要でございますけれども、

この要望文素案はあくまでも長崎県としての案、

いわゆるたたき台というものでございます。

今後、八者協の場に提案してまいりますが、

4県市がそれぞれ案を持ち寄り、協議を経た上
で合意をなされたものを要望文として決定され

るということになり、本県の提案が反映されな

いという場合もございますので、その点につき

ましてはどうぞご了承を賜りますようよろしく

お願いいたします。

なお、決定された要望文につきましては、要

望の実施前に、改めて委員の皆様方に説明させ

ていただきたいと存じます。

以上をもちまして、「原子爆弾被爆者援護対

策に関する要望書（長崎県素案）」についての

説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【深堀委員長】次に、こども家庭課長より補足

説明をお願いいたします。

【今冨こども家庭課長】 それでは、「長崎県社

会的養育推進計画の策定」につきまして、お手

元の資料に沿ってご説明をいたします。

まずはじめに、「1、計画の性格」でござい
ます。この計画は、国の通知に基づき、平成26
年に策定しました「家庭的養護推進計画」を全

面的に見直し、代替養育だけでなく、家庭にお

ける在宅支援まで含めた社会的養育推進計画を

新たに策定するものでございます。

次に、「2．計画の目的」でございますが、
この計画は、平成28年改正児童福祉法の理念の
もと、家庭での養育を第一とし、家庭における

養育が困難な場合に、家庭と同様の教育環境で

ある養子縁組による家庭や里親家庭などでの養

育を進める「家庭養育優先原則」を徹底し、子

どもの最善の利益を実現するものでございます。

続きまして、「3．計画期間」でございます。
計画期間につきましては、国からの通知に基づ

き、令和2年度から令和11年度までの10年間と
いたしております。

次に、「4．計画策定の体制」につきまして
は、施設等関係者や学識経験者、社会的養護経

験者など、16名の委員が構成されます「長崎県
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社会的養育推進計画策定委員会」においてご審

議をいただきながら策定を進めてきたところで

ございます。

続きまして、「5．計画のポイント」でござ
います。国は、これまでも家庭的な養育環境を

進めていく際の指標として、この里親等委託率

を用いており、今回、国の目標として記載され

ております乳幼児の里親等委託率を「概ね7年
以内に75％以上」、3歳未満の乳幼児の里親等
委託率を「概ね5年以内に75％以上」、学童期
以降の児童の里親等委託率を「10年以内に50％
以上」とすることを掲げ、各県における里親等

委託率については、国の目標を念頭に置き、地

域の実情を踏まえ、数値目標を設定することと

しております。

本県の実情としまして、昨年度の里親等委託

率につきましては、資料の一番下の計算式のと

ころに記載しておりますが、17.3％と、平成29
年度の全国平均19.7％より低い状況にあり、目
標につきましては10年後の令和11年に全体で
43.2％を設定しております。
目標設定の考え方につきましては、計画の18

ページと19ページをお開きください。
ここには本県の里親委託率が進まない原因を

調査するため、昨年度、新規に施設へ入所措置

した子ども101名について、里親等へ委託がで
きなかった理由を整理したものを記載しており

ます。aからcにある施設でのケアが必要な場合
など、子ども自身に原因がある場合のほか、e
にあります保護者が里親等委託に明確に反対し

た22.8％、fの里親に不当な要求を行うなど対応
困難な保護者22.8％と、主に保護者が原因で里
親委託が進んでいない状況にあります。

里親等への委託推進のための取組につきまし

ては、計画の15ページから18ページをご覧くだ

さい。

こちらに記載しておりますけれども、このよ

うな保護者対策として、資料は計画の17ページ
の真ん中より下の「オ．保護者への対応」にな

りますが、新たに里親等への委託に反対する保

護者の理解促進に向けた取組でありますとか、

対応困難な保護者に対し、組織で対応する仕組

みづくり、施設退所に向けた児童相談所の里親

委託支援等の実施体制強化などに取り組むこと

としております。

本県における里親等委託率の目標につきまし

ては、このような本県の実情を踏まえた様々な

取組により、実際に里親に委託できるかを、先

ほどの101名について個別に分析し、また、当
初は施設に措置した子どもについて、その後、

どれだけ里親等に委託できるかを、先進自治体

における取組と実績データをもとに、今後の委

託可能数を推計し、目標を設定したものでござ

います。

次に、1枚目の資料に戻っていただいて、裏
面「6．計画の体系」をご覧ください。
計画の体系につきましては、国の通知に基づ

き、（1）から（10）の項目により取りまとめ
ております。10の項目のうち、左端に☆印がつ
いている項目につきましては、資料の真ん中あ

たりになりますけれども、※印に記載のとおり、

本計画が子どもの権利保障と子どもの家庭養育

優先原則を実現するため、子どもの権利擁護、

在宅での支援から養子縁組、代替養育や自立支

援まで一体的かつ全体的に進めるために、現行

の家庭的養護推進計画の項目に新たに追加した

ものでございます。

次に、「7．計画素案からの主な修正点」に
ついてでございます。

（1）パブリックコメントの意見による修正
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点ですが、1枚ものの別紙の資料「長崎県社会
的養育推進計画（素案）」にかかる意見募集結

果をご覧ください。こちらには、昨年11月定例
会で素案に対するご意見をいただいた後、12月
から1月にかけてパブリックコメントを実施し
ましたところ、1名、3件のご意見をいただきま
した。そのうち1件を、素案を修正し、意見を
反映させるものとし、残りの意見につきまして

は、その他ご意見を賜るものといたしました。

なお、修正内容は記載のとおりでございます。

1枚目の資料に戻っていただきまして、裏面7
の（2）策定委員会の委員による修正点につい
てですが、内容については記載のとおりでござ

います。

次に、（3）参考資料の追加ですが、計画本
文に児童養護施設等で養育されている児童や一

時保護された児童等へのアンケート調査の結果

と用語解説を追加しております。

今後、本委員会で最終案に対するご意見をい

ただいた上で、3月末までに計画を策定し、公
表してまいりたいと考えております。

以上でございます。

よろしくご審議いただきますようお願いいた

します。

【深堀委員長】 次に、提出がありました「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について、説明をお願いいたします。

【渡辺福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議」に基づきまして、本委員会に提出

いたしました福祉保健部関係の資料についてご

説明いたします。

「文教厚生委員会提出資料」福祉保健部の1
ページをご覧いただきたいと思います。

補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

付けを行って実施する個別事業に関し、市町並

びに補助事業者に対し内示を行った補助金につ

きまして、令和元年11月から令和2年1月までの
実績を記載しております。資料1ページから13
ページに記載のとおりで計91件でございます。
続きまして、14ページをご覧願います。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

令和元年11月から令和2年1月までに県議会議
長あてにも同様の要望が行われたものは、長崎

県離島振興協議会、長崎県過疎地域自立促進協

議会、特定非営利活動法人長崎県難病連絡協議

会の計5件となっており、それに対する県の取
り扱いは14ページから26ページまでに記載の
とおりでございます。

次に、27ページをお開き願います。附属機関
等会議結果につきまして、令和元年11月から令
和2年1月分の実績は、長崎県福祉保健審議会、
福祉保健総合計画専門分科会など、計14件とな
っており、その内容につきましては、資料27ペ
ージから41ページに記載のとおりでございま
す。

なお、1,000万円以上の集中契約分にかかる契
約状況につきまして、42ページに記載をしてお
ります。

以上で報告を終わります。

【濱野こども未来課長】「政策等決定過程の透

明性等確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました福祉保健部こども政策局関係資料につ

いてご説明をいたします。

1ページをお開きください。
昨年11月から本年1月の間に知事及び部局長

等に対して行われた陳情・要望のうち、県議会

議長あてにも同様の要望が行われたものについ

ての県の対応状況を記載しております。長崎県
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離島振興協議会、長崎県過疎地域自立促進協議

会、長崎県私立中学高等学校協会ほか5名から
の要望書の2件となっており、それに対する県
の対応状況は、1ページから4ページまでに記載
のとおりでございます。

次に、5ページをお開きください。附属機関
等会議結果について、実績は1件であり、その
内容については5ページから6ページに記載の
とおりでございます。

以上で報告を終わります。

よろしくお願いします。

【深堀委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、次に、陳情

審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。

審査対象の陳情番号は、4、11、14となって
おります。

陳情書について、何か質問はありませんか。

【川崎委員】 14番のユニバーサルデザインタ
クシーについてお尋ねいたします。

障害者、高齢者、妊娠中の方、子育て中の方、

車椅子利用者に優しいというメリットがあると、

全くそのとおりですね。安全性のこと、快適性

のことも言うことないと思います。時々、巡り

合わせて乗る時がありますが、非常に乗りやす

い、大変すばらしい車両だというふうに思って

おります。

一方で、これまでタクシー業界ではトヨタコ

ンフォートという車両が使われていたんですが、

平成30年に歩行者保護の安全基準に適合しな
いために、生産を平成29年5月に中止、終了し
たと。いわば燃費のことも考えると選択肢がな

いという状況の中においては、このタクシーが

非常にすばらしいものであるという内容のこと

であります。

それで、高額ですので、ぜひ助成制度の創設

をということでありますが、県の認識、受け止

めをお尋ねいたします。

【渡辺福祉保健課長】ユニバーサルデザインタ

クシーの車両導入についての陳情に関するお尋

ねでございます。

福祉保健部の方では、福祉のまちづくりの推

進という形で、今、お話がありましたようにユ

ニバーサルデザインの推進につきましても平成

17年から指針等をつくりまして、その普及啓発
等に取り組んでいるところでございます。

また、福祉のまちづくりの関係で申しますと、

交通関係であったり、例えば道路であったり、

住宅であったり、いろんな分野がございますけ

れども、そういったところの関係各課が集まっ

て、もしくは関係団体等も集まりまして「福祉

のまちづくり協議会」というのをつくっており

まして、その中でいろんな福祉のまちづくりの

推進、ユニバーサルデザインの推進に取り組ん

でいるところでございます。

お尋ねのありましたユニバーサルデザインタ

クシーにつきましても、いわゆる移動の円滑化、

障害をお持ちの方、高齢の方が円滑に移動する

という意味では非常に有用なものとは認識して

おります。

所管で言えば、交通部局、もしくは観光部局

の方にも関係があろうかと思いますので、そち

らの方とこういったご要望についての対応につ

いて検討してまいりたいと考えております。

【川崎委員】もう率直にお尋ねしますが、他県

で補助の事例がたくさん記載されています。福

岡県60万円から佐賀県30万円、あと云々という
ことがありまして、そのほかにも多くの自治体
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で支援をしておられます。

まず、背景は、どういった背景でこういうふ

うになっているのかお尋ねいたします。

【渡辺福祉保健課長】このユニバーサルデザイ

ンタクシーの導入に対する補助につきましては、

九州の中では福岡県、佐賀県、鹿児島県の方で

補助事業を実施されているということはお聞き

しております。

基本的に、国の補助制度もございますけれど

も、要望の中にもありましたように、このタク

シーの導入経費が非常に高額であると。300万
円を超えるような形で、国の補助が、今お聞き

したところでは60万円ということで、県によっ
ては、さらにそれに上乗せした形で導入に対す

る補助ということを実施しているとお聞きして

おります。

【川崎委員】そこで、長崎県はどうするんです

かという話ですが、先ほど福祉のまちづくりの

話もありました。「障害のある人もない人も共

に生きる平和な長崎県づくり条例」も全国に先

駆けてすばらしい取組をやって、合理的配慮、

様々な施策を、しっかり予算措置もするという

条例もつくったわけでございまして、ぜひこの

ＵＤタクシーについてもしっかりと支援をして

いくべきだと思いますが、ご見解を賜ります。

【渡辺福祉保健課長】委員ご指摘のとおり、福

祉のまちづくりの中で交通環境の推進は非常に

重要なことだと認識しております。

こちらの視点としては、地域の公共交通の改

善、もしくは訪日外国人への対応など、そうい

った視点でのユニバーサルデザインタクシーの

導入というのが進められていると認識しており

ますので、交通の部門や観光の部門ともしっか

り協議し、また、外部の関係団体等のご意見も

聞きながら検討してまいりたいと考えておりま

す。

【下条委員】 私も川崎委員と同じ14番のユニ
バーサルデザインタクシーについての質問でご

ざいます。内容を重複しないように、まとめて

簡略的にご質問したいと思います。

まず、概要につきましては、今、川崎委員か

らお尋ねがありましたので、そこは割愛をしま

して、まず、今回、予算総括質疑でも取り上げ

させていただきましたが、ユニバーサルツーリ

ズムというものを県がバックアップして、主に

長崎空港にワンストップの窓口を設置する等の

様々な取組に支援していただけるということで

す。このユニバーサルツーリズムと関連して、

福祉のまちづくり協議会で、今、住みやすい、

また暮らしやすい、旅行しやすいような様々な

まちづくりを協議しているというふうに理解を

しております。

東京オリンピック・パラリンピックの例を出

しますと、こういったものがＵＤタクシーの普

及に非常に寄与しておりまして、本当にあっと

いう間に普及されました。本当、普通のタクシ

ーを東京では見るのが半々ぐらいの割合でＵＤ

タクシーが多く走っております。

ユーザーにお聞きしても、また、障害のある、

なし関係なく、ご高齢者、健常者関係なく、非

常に使い勝手がいいと評判であると聞いており

ます。

今、そういったものを総合的に考えますと、

この取組は、当然所管は福祉保健部の皆様にな

ります。福祉保健部の皆様が中心になり、観光、

先ほどもお話をされていました交通、この3つ
の所管が関係しているということになりますの

で、県として、この関係している所管の連携に

ついてどのように考えられているのか、お尋ね

をしたいと思います。
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【渡辺福祉保健課長】福祉のまちづくりの推進

という点で福祉保健課の方で所管をしていると

ころもありますので、お答えさせていただきま

すけれども、先ほど申し上げましたように、福

祉のまちづくりという視点で、この推進協議会

を年に2回開催しております。
メンバーとしましては、障害者、高齢者の団

体、それから事業者としては、バス協会とかＪ

Ｒ、観光、旅客船協会、また報道関係、もしく

は学識経験者など様々な分野の方にこの推進協

議会の中でご意見を頂戴しているところでござ

います。

委員からご指摘がありましたように、福祉の

まちづくりの条例を所管しております福祉保健

課としましては、そういった関係課にもしっか

りこういったご意見もお伝えして、その協議会

の中でも、現在ご要望がある点とか、そういっ

たところもしっかり議論をして、今後の施策に

活かしてまいりたいと考えております。

【下条委員】 ありがとうございます。

このユニバーサルデザイン、ユニバーサルと

いうのは直訳すると宇宙的とか世界的ですが、

全てというような意味合いを持ちまして、障害

がある・なし、また、年齢に関係なく、全ての

方がわかりやすく、使いやすい用途がユニバー

サルデザインであると思っておりますし、同じ

ようにユニバーサルツーリズムも全ての方にツ

ーリズムを楽しんでいただけるということが定

義されていると思います。

福祉、また観光、交通、こういったものを総

合的に鑑みますと、やはり長崎県は観光県でご

ざいます。もちろん所管が違いますけれども、

こういったユニバーサルデザインタクシー等の

支援というのは、いわゆる経済対策につながる

のではないかと考えております。

一つ実例を申し上げますと、長崎市と約4年
前からユニバーサルツーリズムに対する実証事

業という研究をしてまいりました。主に松が枝

埠頭でクルーズ客船のお客様、インバウンドの

お客様をいろんな形で調査させてもらいました

が、その船によって何％ぐらい障害を持たれた

方から乗っているかというのが、なかなか認定

しにくかったんですけれども、おおよそ8％か
ら10％の方が何らかの障害を持たれていると
いうふうに見受けられました。

その中で、大きく分けると2種類ありまして、
車椅子なんですけれども、もういわゆる日本で

もよく見るような上等といいますか、普通の車

椅子もあれば、本当に椅子に、恐らくご自身で

小さな車をつけたんじゃないかと思われるよう

な自家製の車椅子というものも見受けられまし

た。

どのようにそのクルーズ客船から降りて周遊

されるのかなと注視しておりましたら、まずタ

クシーに乗る方が多かったです。当然、普通車

はトランクが閉まりません。後ろのトランクが

半開きになった状態で乗り込まれて行かれてい

ました。当然普通車ですので、ご家族の方がし

ゃがんで移乗するというような形でございまし

た。

先ほどの手づくりの車椅子ですが、これはも

うタクシーには乗りません。ですので、基本的

には諦めておられました。

じゃ、どうするかというと、電車であったり

バスであったり、そういった交通機関を利用さ

れているようでした。当然大きなバス等もあり

ますので一概に言えませんが、そういったもの

を利用する方も見受けられました。

その時に、我々も実際に普通の車椅子であの

あたりを移動したり、押してもらったりしてよ
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くわかっているんですが、本当ちょっとの段差

でも大変なんですね。それが、あんな小さな車

で、通常よりも多く、例えば電車だったりする

と待ちがあります。非常に長く、普通に待って

いても道路を越えて人が出ているようなものも

見受けられました。

こういったことで、私はその当時、ユニバー

サルデザインタクシーのことをあんまりよくわ

かっておりませんでしたので、福祉タクシー、

介護タクシーが非常に必要だなという認識を持

っておりました。そういったところが、こうい

った形で東京オリ・パラの影響で導入されたと

いう経緯があります。

少し長くなりましたが、福祉にやさしいまち

づくりとして、ユニバーサルツーリズムにもな

りますし、福祉の観点もありますが、経済対策

としても、非常に難しい面はあると思いますが、

関係部署が連携をして何とか頑張っていただき

たいと思います。

最後に、私自身で市町がどのような取組をさ

れているかということで、少し意見交換をさせ

ていただきました。長崎市においては、非常に

前向きなご回答を担当の方から聞いております。

その時に、やはり県としても何らかの形で支援

をしていただければというお言葉もいただいて

おります。引き続き、市町の方とは連携をとっ

てまいりますので、県としても、ぜひともこれ

は発展的に捉えて、長崎県の皆さんにツーリズ

ム、もしくはまちづくりに参加していただきた

いと思っておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。

以上です。

【松本委員】 同じ陳情14番のことで、この陳
情の前に、タクシー協会と自民党の政調会で意

見交換をさせていただきました。代弁者として、

業界の悲痛な声を聞きましたので、もちろんこ

こにも文言は書いてありますけれども、それも

含めてご理解いただきたいと思います。

もう、るる皆さんおっしゃったとおり、そも

そも、ＵＤタクシーは高齢者、障害者、車椅子

利用者にとって利便性があるということ。ただ、

やっぱり300万円から500万円かかるというこ
とで、この高額な車両をタクシー会社で買うと

いうのは大変厳しいという実情でした。

なんでかというと、ここにも書いてあるとお

り、業界は今、輸送人員も、運送収入も、実働

車両も全部右肩下がり、上がっているのは人件

費、燃料費、車両価格ということで、もうタク

シー業界自体が大変経営が行き詰っている状況

の中で、ただ、やはりニーズがあると、しかも、

国が推進をしているというところなんです。

私が特に言われたのは、長崎県は、先ほども

ありましたとおり「障害のある人もない人も共

に生きる平和な長崎県づくり条例」という条例

をつくっている。しかし、障害者団体の方から

は、条例をつくっただけで終わっていて、具体

的な支援があれからないと。今回のＵＤタクシ

ーに関しても、長崎県は取り組んでないと。

そして、観光でもユニバーサルツーリズムが

今回新規で出たんですけれども、これも事業で

つくっていただいたのは窓口をつくっていただ

いただけで、これも具体的なものはまだ出てな

い、入口の段階なんです。

そういった中で、しかも、先ほど川崎委員か

らもありましたとおり、これだけ23の自治体が
もう既に国と別で補助を出しているという状況

なんですね。

先ほどの答弁を聞いていたら、とても前向き

には聞こえなかったものですから、もちろん観

光とも、交通との連携も必要ではありますけれ
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ども、やはり福祉の観点から率先して働きかけ

る必要はあるのではないか。「なんで九州でこ

れだけできるのに、長崎はしないんですか」と

聞かれた時に、私は答えることができませんで

した。「しかも、条例をつくっているのに、な

んでしないんですか」と言われた時に、私は答

えることができませんでした。

そこの中で、提案ですけれども、先ほど下条

委員もおっしゃったとおり、福岡は、福岡県と

福岡市両方で補助を出しています、福岡県が60
万円、福岡市が20万円ということです。ですか
ら、各市に、例えば長崎市や佐世保市に、こう

いう提案があるんですけれども、県と一緒にや

ってみる気はないですかというご提案をして、

長崎市も佐世保市も観光は非常に活性化してい

ますし、そういうところでちょっと動いてみる

というお考えはありませんでしょうか。

【渡辺福祉保健課長】今、委員からお話があり

ましたように、交通に対する助成ということに

なりますので、交通の結節点、そういったとこ

ろで交通量が多い長崎市、佐世保市が対応を進

めていただくというのは非常に重要な視点だと

思っています。

ご意見をお聞きして、私の今の思いとしまし

ては、まずそういうところも一緒に進めていけ

たらというふうに考えておりますので、県の関

係部署、それから地元の長崎市、もしくは佐世

保市、そういったところから進めていくという

のは一つの方法ではないかと考えております。

【松本委員】縦割り、もうこれはこっちの部署

だからと毎回たらい回しにされてしまうという

例があります。やっぱり3つの部署に関わって
いるということもあります。

ただ、大事なのは、こういった補助というの

は困っている方々のために使うのが大事なこと

でありまして、私も父が晩年車椅子で公務をし

ておりました。タクシーにも乗っておりました

けれども、いろんな方にご協力、ご迷惑をおか

けしましたけれども、これが車椅子のままで入

れるとなれば、多くの高齢者や障害を持つ方が、

移動できない方が移動できるようになるんです。

そうなると、やっぱり社会が変わっていくと思

うので、そこは、どちらが担当かというよりも、

こういう声が陳情で上がったことも含めて、連

携していただくように要望いたします。

以上です。

【堀江委員】時間も迫っているので、陳情番号

11番の「厚生労働省による『地域医療構想』推
進のための公立・公的病院の『再編・統合』に

抗議し、地域医療の拡充を求める陳情書」なん

ですが、陳情項目が2項目あるんですけれども、
端的に見解をお示しできればお願いしたいと思

います。

【伊藤医療政策課長】 今回、国が424の医療機
関のリストを出しておりますけれども、これは

440に改定をされております。この内容という
のは、「再編・統合」という言葉を使っていた

ということもあり、かなりマスコミ報道でも大

きく取り上げられて問題になったところもござ

いますが、その目的というのは、地域医療構想

調整会議で各圏域における医療体制について協

議を進めておりますが、その協議がなかなか進

まないというところを、今回、このデータの分

析結果を示すことで、それを前に進めるという

ところでの目的かと思っておりますので、「再

編・統合」ということではなく、今回、国が示

したデータ、あるいは県独自で分析したデータ

を含めて、各圏域において公立・公的医療機関、

民間医療機関も含めたところで調整、協議を行

ってまいりたいと思っております。
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【堀江委員】 今のが見解ということで、要は、

「再編・統合」というふうに厚労省は出したん

だけど、それは地域医療構想を進めるためのも

のであって、そんなに深く心配することはない

んだよということですか。

【伊藤医療政策課長】 厚生労働省も「再編・統

合」ありきとの方向性でということではなくて、

あくまでも各圏域に設置をしている調整会議の

中で、2025年に向けてどういう医療体制を構築
していくのかというところを、各公立・公的病

院、民間病院、それぞれの病院が自分の役割を

考えた上で、地域全体としての地域医療体制を

考えていくというところでの目的ということで

考えておりますので、機械的に「再編・統合」

ということを国が示したものということでは捉

えておりません。

【堀江委員】県としては、機械的に厚労省の「再

編・統合」としては捉えていないという見解。

それは厚労省に確認したんですか。そういうふ

うに事前に言われたのですか。

要するに、県民も含めて、「再編・統合」と

いうことで公表されたでしょう。そしたら、自

分たちのところは大変だと。例えば、五島市議

会では意見書も出されたと聞いております。そ

のまま受け取って、これは大変だと、そのまま

進めないでほしいと、一旦は再検討してほしい

というのが率直な県民の気持ちですよね。

でも、医療政策課長はそんなふうにとられて

いないんですね。いやいや、これは大したこと

ないんだと、要は、地域医療構想を進めるため

だけの公表なんですから、心配するなというふ

うに課長はとったということは、そういう内容

であるということを厚労省から事前に聞いてい

たのか、それとも後から聞いたのですか。あま

りにも、県民が受けた印象、感じと、課長のと

り方は全く温度差がありますよね。それはどこ

からくるんですか。

【伊藤医療政策課長】今回、具体的対応方針と

いうことで、昨年度末に各公立・公的医療機関

については、厚労省に対して病院ごとの方針を

示しております。この内容について再検証しな

さいという内容が今回のリストの公表というこ

とで考えております。

今回、昨年の9月26日にリストの発表があっ
たんですが、この発表の前には、都道府県に対

しては説明はございませんでした。県も含めて

この内容はどうなんだというところで国の方に

確認をしたところ、国の方も説明不足があった

というところもあり、10月以降、国と自治体、
医療関係者との間で意見交換会を各ブロック単

位で、全国レベルで開催をしております。

この意見交換会の中でも、同様の趣旨が厚生

労働省の方から話があっているところでござい

ます。

【堀江委員】いずれにしても、この公表があっ

た後、国と自治体で意見交換会が設けられたの

で、長崎県としては、県民がとっているような、

大変だと、一言で言ってしまえば病院がつぶさ

れると、そういうことではないという理解をし

ているということですね。

いずれにしても、この陳情は、地域医療の拡

充を求めてほしいという内容ですので、ぜひそ

の立場で対応していただきたいと思っておりま

す。終わります。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

審査の途中ですが、本日の審査はこれにてと



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１１日）

- 242 -

どめ、明日は午前10時より、引き続き、こども
政策局を含む福祉保健部関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ４時４０分 散会 ―



第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１２日

自  午前１０時 ０分

至  午前１１時４９分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 深堀ひろし 君

副委員長(副会長) 石本 政弘 君

委   員 中山  功 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 中村 和弥 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 下条 博文 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

川崎 祥司 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 中田 勝己 君

福祉保健部次長 安永 留隆 君

福祉 保健課 長 渡辺 大祐 君

福祉保健課企画監
（福祉保健総合計画
・企画予算担当）

岩崎 次人 君

監査 指導課 長 磯本 憲壮 君

医療 政策課 長 伊藤 幸繁 君

医療人材対策課長 石田 智久 君

薬務 行政室 長 本多 雅幸 君

国保・健康増進課長 小田口裕之 君

国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

永峯 裕一 君

長寿 社会課 長 峰松 茂泰 君

長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

山口 美紀 君

障害 福祉課 長 桑宮 直彦 君

原爆被爆者援護課長 橋口 俊哉 君

こども政策局長 園田 俊輔 君

こども未来課長 濱野  靖 君

こども家庭課長 今冨 洋祐 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【深堀委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

昨日に引き続き、こども政策局を含む福祉保

健部関係の審査を行います。

なお、川崎委員から欠席する旨の届が出され

ておりますので、ご承認をお願いいたします。

これより、所管事務一般に対する質問を行う

ことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事項に対する質問を行うことといた

します。

まず先に、新型コロナウイルス感染症に関す

る対策等に限って、質問を行うことといたしま

すが、なお、福祉保健部長から、「新型コロナ

ウイルス感染症に関する緊急対応策－第2弾
－」等々についての説明をしたい旨、承ってお
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りますので、その説明を受けることといたしま

す。

【中田福祉保健部長】 私から、「新型コロナウ

イルス感染症に関する緊急対応策」について、

ご報告申し上げます。

お手元の令和2年3月10日、政府の新型コロナ
ウイルス感染症対策本部がまとめました「新型

コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」の

資料をご覧いただきたいと思います。

こちらにつきましては、国内の感染拡大を防

止するとともに、現下の諸課題に適切に対応す

るために、政府として万全の対応を行うために、

財政措置として約4,000億円、金融措置総額とし
て1.6兆円規模の緊急対応策がまとめられてお
ります。

中身につきましては、この紙面にありますと

おり、感染症の状況とともに、地域経済や世界

経済の動向を十分注視しながら、必要な対策は

ちゅうちょなく講じていくという全体の方針の

もとに立てられたものでございます。

現在、内容につきましては、福祉保健部また

こども政策局におきまして、関係する内容につ

きまして国のほうに確認を行っておりますので、

速やかにその精査を行いまして、県としての対

応については、取りまとめ次第、改めてご説明

をさせていただきたいと考えておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

私のほうから、簡単に内容だけご紹介をさせ

ていただきたいと思います。

まず、今回の政府の緊急対応策といたしまし

ては、この（1）から（4）の項目が示されてお
ります。詳細につきましては2枚目以降の本文
にも記載されておりますが、まずはその全体概

要をご説明させていただきたいと思います。

まず、「感染拡大防止策と医療提供体制の整

備」につきましては、ここにありますとおり、

感染拡大防止策や総合的マスク対策等、さまざ

まな対策が盛り込まれております。特に、感染

拡大防止策については、介護施設や障害施設、

保育所等における消毒液購入等の補助がメニュ

ーとしてございます。また、需給両面からの総

合的なマスク対策として、布製マスク2,000万枚
を国で一括購入し、介護施設等に緊急配布、ま

た医療機関向けマスク1,500万枚を国で一括購
入し、必要な医療機関に優先配布する内容が盛

り込まれております。

そのほか、ＰＣＲ検査体制の強化や、また医

療提供体制の整備等々の感染拡大防止策のメニ

ューが記されております。

また、（2）につきましては、「学校の臨時
休業に伴って生じる課題への対応」として、保

護者の休暇取得の支援等、個人向け緊急小口資

金等の特例、放課後児童クラブ等の体制強化等、

また学校給食休止への対応、テレワーク等の推

進がメニューとして記載がございます。

また、（3）につきましては、「事業活動の
縮小や雇用への対応」といたしまして、雇用調

整助成金の特例措置の拡大、強力な資金繰り対

策、またサプライチェーン毀損への対等、観光

業への対応、生活困窮者自立支援制度の利用促

進等による包括的な支援の強化ということでメ

ニューがございます。

また最後、（4）といたしましては、「事態
の変化に即応した緊急措置等」につきまして、

3月10日の閣議決定に基づいた新たな法整備と
して、新型コロナウイルス感染症に新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法を適用するというよ

うな方針も示されているところでございます。

改めまして県といたしましては、現在、この

内容につきましては精査を進めているところで
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ございますので、速やかに検討を行いまして、

また県としての対応につきまして、改めてご説

明をさせていただきたいと存じますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。

説明は以上でございます。

【深堀委員長】ご説明ありがとうございました。

それでは、質問に移りたいと思います。

どなたか質問はありませんか。

【外間委員】 2月29日に委員会を開催して、そ
の時に、新型インフルエンザの予防対策として、

マスクの備蓄について、県から、30万枚準備し
てあると。それについては新型コロナウイルス

対策としてかかわっている医療機関15機関に4
万枚マスクを配付している旨のご報告を昨日の

委員会で、川崎委員のご質問に対してお答えを

いただきました。

それによって、この水際対策を含めて、医療

機関に対する配付はでき上がっているものとい

うことで、一定安心はしておりましたけれども、

さらには歯医者さん、あるいは耳鼻咽喉科、内

科、そのほかの生活従事をしていく上で必要な

マスクを求める機関がたくさん出てまいりまし

て、ただいまの福祉保健部長のご説明によって、

国から1,500万枚、それから2,000万枚の布製の
マスクを介護施設等に緊急に配付するというこ

とでありました。それによって、特定の医療機

関以外にも必要とするところに準備ができたと

いうことで一定安心をいたしましたが、ちなみ

に、長崎県に配付される枚数は大体どのくらい

来るのか。長崎県はまだ感染症が出ておりませ

んので、一定優先順位もあろうかと思いますけ

れども、概ねどのくらいのマスクが長崎県に入

ってくるのか、まずその点をお尋ねします。

【伊藤医療政策課長】今、緊急対応策に挙げら

れておりますように、医療機関等向けにという

ことで全国で約1,500万枚、それから介護施設等
向けということで布製のマスクが2,000万枚と
いうことで、全国規模での枚数につきましては

数字が出ているところでございますが、これを

どのような基準で各県に配付していただけるの

かということにつきましては、まだ具体的な情

報がございません。各地域の今の感染拡大の状

況、あるいは人口規模でありますとか、いろん

な要素があるかと思いますので、その要素を考

慮した上で、各県に配付をしていただけるもの

と考えております。

【外間委員】あと、必要な医療機関に優先配布

ということで今、医療政策課長からご答弁をい

ただきましたけれども、例えば、県医師会、県

の歯科医師会とか、21の自治体にそれぞれを統
制できる医療機関のところに国から直接そうい

うものが送られるのか、あるいは県を通して、

それを県が預かっているところに対して対応で

きるのか、その辺の窓口はどのようになってい

るのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】今のところ、国からの配

付につきましては、地域の状況をよくわかると

いうことで、各都道府県宛てに送られてくると

いうことで話があっております。

【外間委員】そのように理解をしておきますの

で、今後は、各21の自治体で、それぞれの地域
で必要な配付、そういったものをきっちりとヒ

アリングをして、吸い上げた内容を県に届けら

れるようなやりとりがスムーズにできるように、

ぜひお願いをしたいと存じます。

それから、今挙がったのは福祉施設と医療施

設でありますけれども、あれから10日間以上期
間がたって、課題が見えてきたんですけれども、

それはマスクがとにかくないんですね。マスク

がなくて困っている地域が、例えば、自治体に
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おいては、さまざまな相談窓口とか、あるいは

公共交通機関のドライバーであるとか、マスク

がどうしても必要とされるところにマスクがな

いと。そういったもののマスクの提供について

は、今挙がった医療施設、福祉施設、こういっ

たところは一定見えてきましたけれども、それ

らのものについては、この所管では、どのよう

に対応していただけるのでしょうか。

【中田福祉保健部長】マスクについては、医療

とか福祉関係以外にもさまざまなところからニ

ーズがあると承知しておりまして、私どもとい

たしましては、今、関係部長会議の中で、各部

局で今、どういった状況になっているのかとい

うのをきちんと横の連携をとるような形で共有

させていただいております。私も、卸業者とも

直接お話をしたり、現場の方の声を伺わせてい

ただくと、今、かなり入手は厳しいと、医療機

関でも今、非常に厳しいというような状況の中

で、本当に必要なところに届けるためにはどう

していったらいいのか、ここは部局の垣根を越

えて、きちんと連携して対応していきたいと考

えております。

【外間委員】その点については、感染症対策機

関に続いて、さまざまな施設や機関の業務形態

とか、在庫の需要状況をもう一度よくよく把握

をなされて、配付の優先順位をぜひそういった

横断的な会議で検討していただきたいというこ

とを要望しておきます。

また、今回、マスクのことでお尋ねをいたし

ますけれども、マスクのみならず、消毒液もな

い、それからガーゼ、こういった予防対策に必

要なもの、特に、賀来満夫先生、ご存じかと思

いますけれども、本県選出の故虎島和夫衆議院

議員の義理の息子さんになられるんですけれど

も、東北福祉大学の名誉教授で、今、国営放送

で毎日のように私たちにわかりやすく予防対策

のご説明をしていただいておりますけれども、

そういったところでも、消毒薬、ガーゼとか、

頻繁に使って、よく手を洗い、予防していただ

きたいというわかりやすい説明を毎日いただい

ておりますけれども、こういったマスクのみな

らず、消毒薬やガーゼ等もあわせもって枯渇す

ることがないようにご対応していただきたいと

思いますが、マスク以外のところで、福祉保健

部長、ご答弁をいただければと思います。

【中田福祉保健部長】ご指摘にありましたとお

り、消毒液は使用期限が定められているもので

ございますので、マスクと同等もしくはそれ以

上にかなり品薄状況になっているというように

理解しております。今、マスクも喫緊の課題で

はありますが、それ以外の不足する物資につき

ましても、きちんと情報を把握して、本当に必

要なところにどういうふうに対応していいのか、

先ほどの横の連携も含めて、しっかりと対応し

ていきたいと考えております。

【中村(和)委員】 おはようございます。
さまざまなコロナの対策を担当課として一生

懸命頑張っておられることに対しては敬意を表

したいと思います。

ところで、先ほど、外間委員からもマスクの

話もありましたけれども、やっぱり事前の予防

対策が非常に大事な時期だと思うんです。昨日

の報道によりますと、佐賀県は、いち早く休校

を外したということで、16日からでしたか、子
どもたちが学校へ通う状況になるわけですけれ

ども、幸いにして、先ほど言いました佐賀県、

長崎県、鹿児島県、この九州の3県はまだ患者
が1名も出ておりません。そういう意味で、私
たちも少しは安心感は持っているわけですけれ

ども、そういう中で、もし、これから長崎県内
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に患者の方が出た時に、担当部署として、どう

いうふうな順をもって対応されるのか、そして

どういうことに率先して取り組んでいただいて、

拡散をとどめるのか、これをお聞きしたいと思

います。

【伊藤医療政策課長】万一、県内で新型コロナ

ウイルスの感染者、患者が発生した場合という

ことでございますが、まずその患者様に対しま

しては、至急、感染症の指定医療機関に入院を

していただく、そこの医療機関で適切な療養を

受けていただくということになります。

一方で、その患者の方の行動歴等詳細な情報

につきまして、管轄する保健所が実際ご本人、

あるいは診療を行った医師の方等にヒアリング

を行いまして、濃厚接触者と呼ばれる方の特定

をしてまいります。

次に、その濃厚接触者の方の症状等をお伺い

しまして、もし症状等があれば、まず帰国者・

接触者外来、専門外来を設けております医療機

関がございますので、そちらで診療していただ

いて、万一、疑わしいという場合には、ＰＣＲ

検査で陽性か陰性かということを判断していく

ことになります。

もし、検査の結果が陽性であれば、その濃厚

接触者の方につきましても、先ほどの患者と同

じく感染症指定医療機関に入院をしていただく、

陰性という場合であっても、濃厚接触者の方に

つきましては、14日間は保健所がフォローアッ
プをしていくと、症状がないかというのを順次

確認していくということになります。

こういうことを各発生段階において保健所が

適切に対応することで、感染拡大を防いでまい

りたいと思っております。

【中田福祉保健部長】具体的な手順は医療政策

課長がお話ししたとおりで、この考え方につい

ては、政府のほうも今、北海道でかなり感染拡

大が進んでいるということで、3月9日に専門家
会議でもその見解が示されております。この中

で大事なことは、クラスター、ある程度の小集

団がどんどん、どんどん広げていっているとい

う実態があるので、先ほど医療政策課長がお話

ししたとおり、まずは早期に探知して、濃厚接

触者の方をきちんと確定させると。本当に必要

な場合には、きちんと健康観察をしていただい

て、それ以上広げないというのが考え方として

非常に大事な取組なのではないかというような

政府の見解もありまして、そのために私どもは、

保健所を中心として、濃厚接触した方とかの調

査をまず、いち早くやらなければいけないと。

私どもとしても、それに迅速性と、人手もたく

さんかかりますので、今、県を挙げて、その体

制についてももう既に準備をしておりますので、

そういった体制をもってしっかりと、仮に起こ

った場合にも、拡大しないような取組を進めて

いるところでございます。

【中村(和)委員】 事前協議は十分なされている
とは思うんですけれども、ただ、今回このコロ

ナというのが潜伏期間がはっきりしないという

こと、これが非常に怖い。だから、一番最初に

病原体を長崎県に持ってきた人がどういう方な

のか、年齢がどのくらいなのか、そしてどうい

う業種なのか、それによってかなり対策が違っ

てくると思うんです。できれば、今のところい

ないからいいけれども、もしこれがどういう年

齢で、どういう業種の方がなった時に、先ほど

医療政策課長が言われましたけれども、どうい

うふうな順をもってやっていくのかというのは、

これは完全にいろんな業種に対してのマニュア

ル化をしておかなければいけないと思うんです。

業種に対して、その辺についてはどうですか。
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【伊藤医療政策課長】保健所が行います感染症

発生時の疫学的調査という取組は、新型コロナ

ウイルスが発生する前から、いろんな感染症が

発生した場合に、既に対応しておりますので、

各保健所長を中心に、各個別のケースごとに適

切な判断をしていただけるものと思っておりま

す。

【中村(和)委員】 ということは、いろんな業種
がありますけれども、いろんな業種の方がこの

病原体を持ってきた時に、それを万全な体制で

業種ごとに持っていくマニュアルはできている

ということですか。

【伊藤医療政策課長】業種ごとでありますとか、

各保健所ごとのマニュアルでありますとか、基

準というものはつくっておりません。各ケース

ごとに、各保健所長の判断のもとに対応すると

いうことになろうかと思います。

【中村(和)委員】 ということは、今のところ、

漠然とした状態での対応、対策だということで

私は受け取ります。じゃなくて、私が言ってい

るのは、業種によっては、先ほど福祉保健部長

が言われたクラスター、これがどういうふうな

展開を見せるかわからないじゃないですか。潜

伏期間がわからないのだから、1週間たっても、
2週間たっても発病しない方もいるかもしれな
い。そうした時には、どういうふうな状況でク

ラスターしてくるか見えないわけですよ。とい

うことは、今のうちに業種、いろんな業種があ

るでしょう。今、全国的に、看護師さんとか、

いろんな方たちが発病されているじゃないです

か。そうした時には、業種別に、ある程度絞っ

た業種で、これだったら、こういうふうな順序

でもって拡散を防ぐということは、私はやって

おったほうがいいと思うんです。さっきから言

うように、幸いにして今、出ていないからいい

けれども、出てからでは遅いと思う。その間に

拡散する可能性は十分あるから。これは突発的

なものだから、途中でどういうふうな状況にな

るかわからないので、これをぜひ対策をやって

いただきたいと思うんですけれども、どうです

か。

【中田福祉保健部長】先ほど医療政策課長から、

マニュアルという形では整理はできていないと

いうことでございました。ただ、私としても、

その懸念は同じく感じているところでございま

して、幸い、まだ長崎は発生していない状況で

ございますから、他県で出ている集団感染して

いるような状況、例えば、高齢者の施設で感染

しているような場合とか、医療機関の中で蔓延

してしまった場合、またスポーツクラブとか、

いろいろ個別具体例が既に発生している事例が

ございますので、私のほうから、それぞれの起

こった地域で、どういうふうに調査をかけて、

どういうふうに拡散防止対策をしているのかと、

そういう個別事例はもう調査をして、しっかり

担当として把握するような体制にはなっており

ます。それをもう少し精度を上げて、きちんと

マニュアル化するかというところまで持ってい

けるかというところについては、いずれにして

も、我々も他県の事例をしっかりと精査して、

もし仮に県で起こった場合にも、それを教訓と

して、迅速に動けるような体制をしっかりつく

っていかなければいけないというのは私も同じ

思いでございますので、そういう思いで、しっ

かりと準備を進めてまいりたいと思っておりま

す。

【中村(和)委員】 例えば、長崎県は観光地です
から、よそから来た方が持ってくる可能性も非

常に高い。ただしかし、逆に考えれば、長崎県

というのはいろんな他県のところから企業が参
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入していますよね。ということは、その企業の

方たちは、本社があるところ、皆さんたちも東

京に出張に行ったりとか、かなりされると思う

んですよ。そういう時に持ってくる可能性もあ

るわけじゃないですか。だから、そういうこと

で、どこから発生するか、入ってくるかという

のはわからない状況ですから、万全なる体制を

今いないうちにとるべきだと思いますので、福

祉保健部長、大変だと思いますけれども、私た

ちも協力はしますけれども、ぜひ全ての関係の

ある部署と協議をしながら、入り込まない体制、

そしてまた持ち込まない体制というのを万全な

体制をとって実施をしていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いしておきます。

【堀江委員】先ほど、外間委員とのやりとりの

中で、消毒液とか不足した場合は、情報を把握

して対応するというふうに言われました。介護

施設の方から私のところに寄せられた情報の一

つとして、消毒液がない、どうするかと。キッ

チンハイターを希釈して、職員はそれを使って

いると。手洗いは1回で済みませんから、一日
の流れの中で、消毒液がないので、職員の場合

はキッチンハイターを希釈したものを使ってや

っているということで、介護施設、デイサービ

スから居住施設までさまざまあるのですが、そ

れぞれの所属団体があると思うんですが、この

情報を把握するということの中身なんですけれ

ども、それぞれの施設の皆さんは、法人ですと

もちろん一括でということもあるのですが、そ

うした法人なりが、通常はいろんな構成団体の

ところで状況を把握するということがあるんで

しょうけれども、こういう緊急事態のような現

状の場合は、例えば、市町の窓口に集中するの

か、例えば、県の長寿社会課とかなると、それ

は大変なので、もっと細かく、逆に、情報を言

うべきところ、現場からはどこに持っていった

らいいのかというのが、もう少しわかりやすく

情報を把握して対応するということの道筋をひ

とつ教えていただけませんか。

【峰松長寿社会課長】介護施設の施設側からの

情報をどちらに提供するのかということのご質

問なんですが、基本的には、施設の規模に応じ

まして、地域密着型の施設ですと、ご相談が市

町のほうにまず一義的にあると思います。広域

的な施設でございますと、県のほうにご相談が

あるというような状況でございまして、あと各

施設には、例えば、老人福祉施設協議会とか、

各協議会もございますので、協議会のほうでも

情報を収集されているというような状況でござ

います。

【堀江委員】そうしますと、通常のそれぞれの

協議会なり、もちろんかかわっているので、逆

に、今の状況を小まめに報告し、あるいはその

協議会等が逆に小まめに県なりに伝えるという

ことができているという認識でいいのですか。

要は、そこが情報を把握するというのは当然な

んだけれども、自分たちが言っていることが伝

わっているのかと。要するに、消毒液がないと

言いながら、結局なくて、キッチンハイターま

で使わなければいけないという状況で、対応が

とれているということが現場のほうも目に見え

てないんですよ。今回も、確かに補助をすると

なるんだけれども、果たして、それが現場に来

るのはいつなのか、そういう不安も一方である

んです。キッチンハイターが手に入らなくなっ

たらどうするんだ、流水だけで20分やっていろ
といったら仕事が回らないわけですよね。だか

ら、確かにルート上はそうなるんだけれども、

なかなかそれが現場では見えてこないものだか

ら、そこら辺が大丈夫かなという不安の声もあ
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るので、再度、答弁をお願いしていいですか。

【峰松長寿社会課長】施設の声ということなん

ですが、先ほど申しましたように、一義的には

各指定をやっているところのほうに来るように

なっているのですが、確かに委員ご指摘のとお

り、小さいところ、もしくは協議会等に加盟し

ていない事業所等もありますので、そういった

場合に、声が果たしてどこまで届くのかという

ところの問題はあると思います。そういった問

題等も踏まえまして、先般、厚生労働省のほう

からも、マスクの不足状況とか、アルコール消

毒の不足状況について緊急的に調査をしてくれ

というところもございましたので、我々のほう

としましても、県内の事業所全部にそういった

不足状況についてのアンケート等をとって、そ

れもご回答のあった部分になるのですが、全体

の不足状況については確認をさせていただいて

いるというような状況でございます。

【赤木委員】 お疲れさまでございます。

いろいろ質問したいんですけれども、絞って

行いたいと思います。まずは、現状についてお

伺いしたいと思いますが、昨日夕方に、県議会

議員各位に向けて、長崎の新型コロナウイルス

感染症への対応状況につきましてというのは配

られたんですけれども、本日朝のツイッターの

投稿を見ますと、行政検査実施件数は141件で、
それ以外の数字、例えば、帰国者・接触者相談

センター相談件数等の変わった数字等あれば、

ご報告をお願いいたします。

【伊藤医療政策課長】行政検査の件数につきま

しては、昨日ご報告した数字、134件から、昨
日の夜の段階で141件ということで、今朝、ツ
イッター、ホームページで情報を提供させてい

ただいたところでございます。また、帰国者・

接触者相談センターの相談件数につきましては、

保健所からの集計により数を把握しております

ので、現在の把握している最新の数値は、670
件ということで変わっておりません。

【赤木委員】 わかりました。

ダイヤモンド・プリンセス号下船者のうち、

当初は11名という把握だったのですが、昨日、
初めて15名ということになりました。下船した
時期が異なるのでというような新聞報道を目に

したんですけれども、どういった流れでこうな

ったのか、お知らせいただければと思います。

【伊藤医療政策課長】横浜のダイヤモンド・プ

リンセス号からの下船の関係でございますが、

下船時に検査を行いまして、陰性であった方に

つきましては、2月19日から21日にかけまして
下船をされております。各地に戻られまして、

長崎県に戻られた方が11名いらっしゃるとい
うことで、それぞれ戻られた日から14日間、管
轄の保健所で健康フォローアップをしていたと

いうことでございます。この方々につきまして

は、14日間の健康フォローアップを行いまして、
特に症状はございませんでした。現在も、保健

所のほうで、毎日確認ということではございま

せんが、引き続きフォローアップをしていると

ころでございます。

そのほか、3月5日から8日にかけまして、下
船時に陽性であった方と一緒におられた方、い

わゆる濃厚接触者の方につきましては、下船後

14日間、横浜近辺でそれぞれ施設に入っていた
だいて、国のほうで健康フォローアップを行っ

ておりました。また、ＰＣＲ検査を行いまして、

症状がないということで、今回長崎のほうに戻

られてこられた方が4名いらっしゃるというこ
とでございます。この方々につきましても、県

内に戻られてから14日間につきましては、管轄
の保健所のほうで毎日症状等をご確認させてい
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ただきまして、健康フォローアップをさせてい

ただきたいと思っております。

【赤木委員】 流れがわかりました。

今、ダイヤモンド・プリンセス号の下船者に

ついては情報共有ができているということはす

ごくわかったんですけれども、先ほど、濃厚接

触者というお話もありました。国から、濃厚接

触者の情報共有というものはできているのでし

ょうか。

【伊藤医療政策課長】通常、患者が発生した場

合の濃厚接触者につきましては、先ほどお話し

させていただきましたが、管轄の保健所で、ど

の方が濃厚接触者か把握をいたします。もし、

これが管轄の自治体外ということになれば、各

自治体間で情報共有を行って、その方の確認を

していくという形になります。

【赤木委員】その把握をして、長崎県内にもそ

ういった方がいらっしゃって、その方のフォロ

ーアップもできているということでよろしいの

でしょうか。

【伊藤医療政策課長】今現在、県外で今回の新

型コロナウイルスの患者の濃厚接触者というこ

とで、県内に問い合わせがあっている案件はご

ざいません。

【赤木委員】ないということで理解をいたしま

した。

今度は帰国者・接触者相談センター相談件数

670件について、伺いたいと思います。こちら
について、医療機関からの問い合わせも含まれ

ている、あと個人からの問い合わせも含まれて

いるとは思いますが、医療機関からこれだけあ

って、個人からこれだけあったというような内

訳等は把握されているのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】帰国者・接触者相談セン

ターへの相談でございますが、いろんな機会を

通じまして、県民の方々に、疑いがあれば、ま

ずこちらのほうにご連絡をということで情報発

信しており、一般の方からのお電話が多いので

すが、一般の医療機関を受診されて、その医療

機関の医師が、新型コロナウイルスの疑いがあ

るのではないかということで、医療機関のほう

から、帰国者・接触者相談センターの方にご相

談がある場合もございます。ただ、その件数の

内訳につきましては、現在、整理をしておりま

せん。

【赤木委員】 ということは、現時点では、医療

機関からどれだけ問い合わせがあったかはわか

らないということですね。

行政検査が今、141件を把握されているとい
うことで、これは今までの答弁ですと、医療機

関からの要請によって検査を拒否したことはな

いという把握ではいるんですけれども、それで

現時点で間違いないか、確認をさせてください。

【伊藤医療政策課長】ＰＣＲ検査につきまして

は、帰国者・接触者外来等から保健所のほうに

検査の依頼があって、保健所と調整をした上で

検査を行うということでございます。私どもの

ほうでは、県立8保健所にそれぞれ確認をいた
しまして、保健所のほうで検査を断ったという

事例はないということで確認をしております。

【赤木委員】県の把握については理解をいたし

ました。

では、その検査を実施された141件の内訳に
ついてお尋ねいたしますけれども、帰国者・接

触者外来、相談があって、指定の医療機関を受

診して、検査に至るというケースが主だとは思

うんですけれども、25の医療機関がそれに当て
はまる認識でいるんですけれども、25医療機関
と、それ以外の場所での検体を採取した場所の

把握というものは行っているのでしょうか。
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【伊藤医療政策課長】検体の採取につきまして

は、基本、医療機関で採取をいたしますので、

帰国者・接触者外来を設置している医療機関で

採取するということが原則でございますが、一

部、実際に検体をとることができる医療機関は

それ以外にもございますので、そういう医療機

関が検体をとって、保健所のほうにご相談があ

るという場合もございます。ただ、その件数の

内訳につきましては整理しておりません。

【赤木委員】把握をしていない、わかりました。

医療従事者から要請があった場合は、全ての

方々の検査を行っていただきたいと思いますし、

これからもそれはぜひ続けていただきたいと思

います。

件数の推移というものを見てみますと、多い

時は、20件まではいかないですけれども、10件
を超えることもありますし、数件の時もござい

ます。私の把握ですと、長崎県では1日当たり
80件の検査能力を有していると認識しており
ますが、そこから考えると、1割から2割ぐらい
の検査の稼働になっているのかなと思いますが、

もっと積極的な検査、例えば、ウイルス性肺炎

の方は全部やるんだというような前のめりな意

気込みといいますか、対策、対応を行うことは

できないのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】今現在、ＰＣＲ検査につ

きましては、検体を採取できた時点で、検体の

搬送は保健所が行って、検査機関、県の機関で

あれば、大村市にある環境保健研究センターに

運んで検査をすることになります。環境保健研

究センターでは、1日最大40件ということでご
ざいますが、その40件というのは、検体を一度
に検査できるのは20件でございますので、20件
そろった段階で検査を始めれば20件できます。
さらにまた20件集まった段階で検査をすれば1

日40件できるのですが、そのタイミングという
ものがございます。症状によっては、至急検査

をしなければいけないという場合もございます

ので、今、1～2割というお話もございましたが、
基本、今の段階では、できるだけ早く検査結果

を出すというところでの運用をしているところ

でございます。

【赤木委員】 わかりました。

早急な検査が必要な場合は、その都度、早急

にやっていただいているということなんですけ

れども、であるならば、ＰＣＲ検査の民間の活

用というものは今、協議会を開いて検討されて

いると思うんですが、その状況と、また今後、

民間にもできるようにした場合、どの機関でで

きるようになるのか、今の状況についてお尋ね

いたします。

【伊藤医療政策課長】今後の感染拡大に向けて、

検査をしたほうがいいと疑われる方も増えてこ

ようかと思います。基本的には、医療機関の医

師の判断によるところでございますが、これも

最大40件、長崎市の試験所を合わせて80件でご
ざいますので、まずこれを最大限能力を活用す

るということも一つ考えなければいけないかと

思っております。そのためには、各保健所が各

医療機関を回って、各検査所に検体を搬送する

という仕組みをきちんと、時間を区切って各医

療機関を回って回収するでありますとか、そう

いう運用方法についても検討してまいりたいと

思っております。

もう一つは、この法的な検査所2カ所以外で
の検査体制につきましては、調査を進めている

ところでございまして、これは試薬が必要でご

ざいますので、今すぐできるということではご

ざいませんが、県内2カ所の医療機関で検査が
できるという情報もいただいておりますので、
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今後の感染拡大に向けて、そういう医療機関の

施設も活用する方法も入れた形で検査体制を検

討してまいりたいと思っています。

【赤木委員】検査体制の整備については、でき

るだけ早く整えていただくようお願いいたしま

す。

ありがたいことに県内では感染者の報告は出

ておりませんが、これからさらに検査が必要に

なった場合、今、県の中で把握している80件を
最大活用する、さらにそれ以外の民間も活用し

ながらということでしたが、それでも事足りな

くなった場合、検査の広域連携、例えば、長崎

をまたいで他の自治体と協力し合いながら検査

を融通し合うというようなこともやらなければ

いけないのかなと思うんですが、そちらの広域

連携については検討されているのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】ＰＣＲ検査の保険適用は

3月6日から行うことができるようになりまし
た。その検査機関をどこで行うかということに

つきましては、検査できる機関は東京に多いと

いうことがございますので、全国的なところで

調整をしていただいて、感染拡大した地域につ

いて、その地域での検査能力を上回る場合につ

きましては、国のほうと調整をして検査を行う

という形になろうかと思います。

【赤木委員】わかりました。ぜひとも万全な体

制を整えていただきたいと思います。

私のところにもさまざまな意見が寄せられて

いまして、現場の医師からもご意見をいただき

ました。もちろん、基幹病院、2次医療、3次医
療はぜひとも死守しなければならないと思って

おります。そうした場合、1次医療ですが、地
域のかかりつけ医が一番の窓口で、そこで歯止

めをかけなければならないと思っております。

そこで、1次医療で受け入れるに当たって、先

ほどもちょっとありましたけれども、アルコー

ル消毒液であったり、感染防御ガウン、ゴーグ

ル等も現在、入手困難となっております。それ

については検討ということだったんですけれど

も、具体的に確保に動いている、県がしっかり

と把握をして、それを医療機関、1次医療まで
配るような体制まで考えられているということ

でよろしいのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】県内の医療機関のそうい

うニーズにつきましては、県の医師会等を通じ

まして情報をいただいているところでございま

す。確かに一般の診療所でも、そういうマスク、

消毒液が足らないというお声がたくさんござい

ます。どうしても優先順位というところがござ

います。まずは感染症指定医療機関等新型コロ

ナウイルス感染症に対応していただいていると

ころ、あるいは先ほどお話がありましたように、

2次救急、3次救急、救命救急センターをお持ち
のところ、そういうところがどうしても優先に

はなりますけれども、今回、国から1,500万枚の
うちの一部は本県にも多分近いうちに提供があ

ると思いますので、その数と、今の医療機関の

状況を見ながら、どこまで県のほうが各医療機

関に提供できるのか、一部の医療機関だけでは

なくて、一般の診療所も含めて、どこまで提供

できるのかというところを含めて検討してまい

りたいと思っております。

【赤木委員】その把握等はぜひとも、全部早急

になってしまって大変恐縮なんですけれども、

現場のお医者さんが死守できないとなれば、そ

れこそ本当にパニックになってしまいますので、

そちらも目を向けているんでしょうけれども、

しっかりと対応をお願いしたいと思います。

最後になりますが、情報発信について、お伺

いいたします。以前にも、ＳＮＳを駆使して発



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１２日）

- 254 -

信していただきたいということで、今、対応し

ていただいていることに心から感謝を申し上げ

ますし、デマというものも本当に少なくなりま

した。

私は、いち早くツイッター、インスタグラム、

フェイスブックなどで発信を行いまして、2月
25日から数えてみますと、80万以上の方々に見
ていただくようになりました。

危機管理の観点から、今回、長崎県健康危機

管理担当課長会議など、いろいろ協議会なり、

会議をされていると思うんですが、そこに情報

発信、情報管理の専門家などは入っていらっし

ゃるのでしょうか。

【渡辺福祉保健課長】新型コロナウイルスの感

染症対策につきましては、県民の皆様に正しい

情報をいち早く提供するというようなところは、

不安軽減という意味でも非常に大事な取組だと

思っております。

情報発信につきましては、今お話がありまし

た健康危機管理担当課長会議をいち早く1月28
日に第1回目を開催させていただきまして、関
係課を集めて、情報共有といった場を全て報道

機関等にもオープンにしまして、情報発信につ

なげているというようなこともございます。

その中には、当然、広報課も入っていただい

ておりますし、ホームページも今、一元化して、

情報がかなり多くなってまいりましたので、3
月6日に一定見直しをかけて、少し見やすいよ
うな形で、それも広報課のアドバイスを受けな

がら対応しているところでございます。

2月29日に文教厚生委員会でもご指摘いただ
いたＳＮＳの発信、取り急ぎ、ツイッターで毎

日発信をするということも始めさせていただき

まして、フォロワー数も、当時160名程度だっ
たのが、今3,000名を超えるというような形でご

利用いただいているところでございます。

今後も、できるだけそういった情報発信のほ

うは取り組んでまいりたいと思います。

【赤木委員】ありがとうございます。情報発信

に努めていただきたいのですが、私は、既にフ

ェーズが変わったと思っております。それは現

状については定期的に報告していただきたいの

ですが、やはり県民の皆様に安心していただく

情報というものも、ホームページのリンクを張

りつけるだけではなくて行っていかなければな

らないと考えております。例えば、コロナウイ

ルスと県内のこれまでのインフルエンザの状況

と比較して、正しく恐れていただくことが私は

必要だと思っているんです。なので、そういっ

た今までの県民の皆さんが理解できる状況と、

今がどういう状況なのかというのをしっかり目

で見てわかるような情報というものもぜひ発信

していただきたいです。

3月6日に、改革21で要望を出させていただい
たのですが、例えば、ダイヤモンド・プリンセ

ス号に乗船されて、下船した11名は、既にフォ
ローアップを終えられているということなんで

すけれども、県民のＳＮＳや県民の生の声を伺

っていますと、この下船者のフォローアップを

終わるに当たっては、検査をして陰性というも

のをしっかり把握したその根拠というものが必

要だったと私は感じております。

今後、改革21の要望にありました、希望者に
ついては再度検査できるような体制というもの

はとられているのでしょうか。

【伊藤医療政策課長】ＰＣＲ検査の要否につい

ては、医師の判断というところが必須ではない

かと考えております。健康フォローアップの対

象の方で症状があれば、当然検査をすることに

なるのですが、毎日フォローアップさせていた
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だいて、最終日まで何ら症状がないということ

でございますので、医師に相談するような状況

ではないということですので、今回、検査は行

っていないということでございます。今後も、

その取扱いについては、同じような形でいくこ

とで考えております。

【赤木委員】医師の判断というのは、もちろん

理解をいたしますし、症状がないのにというの

は、もちろん理解をするんですけれども、そこ

の部分と、県民の不安というものをしっかり把

握して対応していただきたかったなと私は思い

ます。

先ほども申し上げたんですけれども、この検

査や情報発信については、ぜひとも前のめりで

行っていただきたいということを強く要望しま

すし、私も、県民の皆様が不安にならないよう

に引き続き情報発信に努めてまいりますので、

一丸となってこちらに対応していきたいと思っ

ております。

【松本委員】今回、学校が休業になったことで、

保育園、学童が受け入れをすることで、負担も

増加しております。政府より休業補償などの対

応はありますが、しかしながら、保育園、学童

の職員の方は今、休めないという状況、使命感

でコロナの危険と隣り合わせで子どもたちのた

めに働いていただいているわけでございます。

実際保育士が感染したケースが、もう既に京

都市、太田市、神戸市で発生をしております。

特に、太田市では、休校していなかったという

こともあって、保育士が発症してから、濃厚接

触者が延べ152人、そしてその保育士の関係で、
保育所も行けなくなるというような状況が起き

ております。

こういった状況を踏まえて、もちろん先ほど

ありました医療も大事でございますが、学校は

休校しているけれども、保育園と学童には子ど

もたちが集まっているわけでございまして、保

育所や学童のマスクや消毒液などの不足状況の

調査と、そして今後、国も追加支援が出ており

ます。保育所や介護施設における感染拡大防止

策107億円となっていますが、取りまとめて、
どのように国に申請をするのか、その辺につい

てお尋ねをいたします。

【濱野こども未来課長】先ほど、福祉保健部長

のお話もありましたけれども、国のほうの対策

本部が出しました第2弾を受けまして、一昨日、
関係する文部科学省、厚生労働省等から、今お

っしゃったマスクとか、消毒等の対応のための

財政支援措置についての通知があっております。

それを受けまして、昨日からずっと各市町、あ

るいは直接幼稚園のほうに照会をかけて、状況

の把握をしているところでございます。

【松本委員】その状況把握をして、そして今後

どのようにつなげるのか、まだ数はわかってい

ないのか、もうちょっと詳細についてお尋ねい

たします。

【濱野こども未来課長】この調査の前にも、一

定不足しているという状況はつかんでおりまし

たけれども、具体的な数字について、今、把握

をしているのですが、マスクあるいは消毒液等

について、県や市町のほうで購入をして、それ

ぞれ配るという場合と、市町を経由してそれぞ

れの施設のほうに、それに要する費用を配分し

て購入していただくというような2種類のやり
方があるのですが、実際のところ、マスクある

いは消毒薬の入手が今、なかなか困難な状況で

すので、まず数字を確認した上で、国のほうに

も報告をして、財政措置を受けるような準備を

しながら、入手については、先ほど来、話が出

ておりますけれども、関係部署とも調整をしな
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がら、効果的な入手の方法等について検討して

いきたいと考えております。

【松本委員】保育園で働いている方も不安であ

りますし、預けている親もやっぱり不安、もし

くは10日後にマスクや消毒液がなくなるとか
いう状態になったら、どう預けていいんだろう

かというところになります。ですから、国から

きちんと補正が出ているわけですから、いつま

でに、どのように取りまとめて、いつ国に上げ

て、そしてそれがいつ保育所に届くのかという

ところも、今日の今日ですから、しっかり詰め

て、そして学童のほうもそうですけれども、県

の保育協会にもしっかり連絡をして、いつには

届きますから、もう少し我慢して待っていてく

ださいと、それまで自分たちで集めてください

とか、そういったところの対応をお願いしたい

と思います。

2つ目に、子どもの貧困対策も県は取り組ん
でおりますけれども、市民の方から相談があっ

たのは、学校が休校になって給食がない状況の

中で、要支援家庭、総体的に貧困家庭などの給

食が頼りの家庭の支援というものに対して、非

常に困っているところが何件か出ているという

ことでございますが、こういった貧困家庭に対

して、1カ月間給食はないということですが、
どういうふうな対応をとっているのか、お尋ね

いたします。

【今冨こども家庭課長】子どもへの食事の提供

につきましては、基本的には保護者が行うもの

と考えております。それは夏休みなど、長期的

な休業期間においても、同じような考えだと考

えております。

その上で、食事を与えられていないというこ

とであれば、それはネグレクトとして児童虐待

に当たる可能性があり、早期に発見し、早期に

支援していく必要があると考えております。

県といたしましては、3月4日付けの国からの
通知に基づきまして、児童相談所や市町の要対

協で対応しております要支援家庭のうち、学校

の臨時休校による影響を受ける就学児につきま

しては、再度、主たる見守り者を確認し、家庭

訪問等を行うことを依頼しているところでござ

います。

また、学校の取組としまして、児童生徒の状

況を電話や家庭訪問等で確認されているとのこ

とでありまして、必要に応じて、市町や児童相

談所へ連絡することによりまして、要支援家庭

以外の子どもたちにつきましても、早期発見、

早期支援につなげていけるものと考えておりま

す。

【松本委員】 子どもが家に1人残されて、親が
構えなくて食事がとれないというようなことが

あってはいけないし、声を上げられない子ども

もいるかもしれません。そういう時に、要対協

であったり、学校であったり、もちろん親の責

任ではありますけれども、万が一、ネグレクト

のようなことがあって、食事がずっととれない

というようなことがないように、驚いたのは、

民間企業の方が今、弁当の配付を100円であっ
たり、大村市では無料で子ども食堂の方々が配

付しているというニュースを昨日見させていた

だきました。そういった民間の取組ももちろん

ありがたいんですけれども、基本的には、その

状況を察知することが一番大事でありまして、

そこはしっかりとしたネットワークがあります

ので、そういった子どもが出ないように取り組

んでいただきたいと思います。

最後に、新型コロナウイルス専門会議による

と、これまで感染が確認された場所に共通して

いる3つの条件の重なりがあるという報道を見
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ました。1つが、密閉空間で換気が悪い、2つ目
に、近距離での会話がある、3つ目に、手の届
く距離に多くの人がいるということで、ここも

似たような状況にあるので、もちろん換気は

時々していらっしゃるとは思うんですけれども、

この3つの条件が重なった場合には、国のほう
から、換気をしてくださいという通達が来てお

ります。

1つ気になったのが、この3つの条件が重なっ
て、換気ができない状況の施設があります。そ

れがパチンコ店やカラオケでございます。カラ

オケもそうですけれども、パチンコ店というの

は音が大きいので、しょっちゅう換気をすると

いうのが難しい、しかも密閉の中ですることで

もありますし、かといって商業活動でございま

すから、それを規制することはできませんが、

こういったところに対して、密閉空間への協力

要請というのは、どのようにされているのでし

ょうか。

【渡辺福祉保健課長】先日の専門家会議で、委

員ご指摘のとおり、その3つの条件、そういっ
たところは非常に感染率が高まるというような

お話がございました。これまでも、先ほど申し

上げた県の健康危機管理担当課長会議には、県

警本部あるいは生活衛生課といった関係部署も

参加をいただきまして、取組内容は確認をして

いるところでございます。

お話がございましたパチンコ店につきまして

は、全国的な組織としては全日本遊技事業協同

組合連合会というのがございまして、こちらは

警察庁が所管しております。県警のほうにも、

例えば、マスクの着用、手洗いの励行、職員は

体調がよくなければ出社させないとか、そうい

った感染対策について通知がなされているとい

うことを確認しております。改めて、こちらの

ほうからもまた県警本部にはお願いをしてまい

りたいと思います。

あとカラオケボックスにつきましては、日本

カラオケボックス協会連合会というのがござい

まして、そちらのほうでカラオケボックスの感

染症対策などは加盟店には周知をされています。

マイクの除菌、それから客室内の清掃、消毒、

そういったところが要請をされているというこ

とは確認しておりますので、こちらも長崎県に

も支部がございますので、改めてそちらの取扱

いも確認してまいりたいと考えております。

【松本委員】長崎県でまだ感染者が出ていない

というのは、本当に関係部局や、またいろんな

方々の取組のおかげだと思っておりますが、し

かし、終息するまでは気を緩めることなく、ク

ラスターができそうなところに対しての換気、

そしてうがい、手洗いというものが全ての県民

まで周知していただけるように、発信をしっか

り続けていただくことを要望して、質問を終わ

ります。

【下条委員】 お疲れさまでございます。

今までに感染症対策として、ご経験されたこ

とないような事態になっていると思っておりま

す。本当に大変ですけれども、ともに頑張って

いきたいというふうに思います。

まず、外間委員からも最初にご質問がありま

した、今回、長崎県のマスクの配付の状況です

けれども、これは多分まだ連絡は来ていないと

思いますが、確認ですが、枚数は、介護施設2,000
万枚、医療機関で1,500万枚というふうにありま
したが、配付の時期についてもまだ同じ状況で

すか。把握されていないですか。

【伊藤医療政策課長】 医療機関向けの1,500万
枚につきましては、来週以降順次ということで

お聞きをしています。
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【峰松長寿社会課長】 介護施設の2,000万枚に
つきましても同様に、3月の3週目、4週目以降
とお伺いをしております。

【下条委員】 ありがとうございます。

こちらは報道を見られたようで、すぐ私のほ

うにも連絡がありまして、枚数や具体的な時期

について、どうでしょうかというお問い合わせ

がありましたので、また随時お知らせいただき

たいと思います。

少し関連しますが、2月29日に、赤木委員と
ともに、ＳＮＳの配信についてお尋ねをしまし

た。すぐ、恐らく、翌日だったんじゃないかと

思いますが、医療政策課のほうでツイッターを

活用して情報配信をしていただけると。本当に

迅速な対応に感謝をいたします。

これが今、フォロワーが160名から3,000名と
お聞きしておりますし、私も、デマ等が進まな

いように、できる限りこういった情報をしっか

り把握してくれと、関係部局に今、勧めている

状況でございます。

先ほど、赤木委員からもありましたが、ＳＮ

Ｓですので、そこに対する情報については、や

はり慎重にしなければいけないというのはある

んですけれども、現在は、ほぼ毎日、検査の件

数であったり、その他の情報というのはありま

すが、もう少し入れられる情報というものがあ

るのかなと思うんですけれども、そのあたりは

いかがでしょうか。

【伊藤医療政策課長】 今、毎朝9時前後にツイ
ッターを発信させていただいておりまして、必

ず入れる情報ということで、感染者の発生状況

と、検査の件数を情報発信しておりますが、緊

急に発信しなければいけない情報、あるいはそ

の時期に発信したほうが効果が高いような情報

につきましては、順次、ツイッターも利用して

情報を発信してまいりたいと思います。

【下条委員】 ありがとうございます。

これも29日にお話をしましたが、ホームペー
ジ等でかなり詳しく載っておりますが、なかな

か情報を収集する能力、またなれていない方は、

なかなか情報にたどり着けないと。ツイッター

は、特にポイントで文言で、ぱっと重要なもの

が把握をできます。ＳＮＳですので、登録して

いる方は通知も来ます。こういう状況で非常に

有効な手段ですから、例えば、今日やりとりさ

せてもらった全国のマスクの配付の状況であっ

たり、今お聞きしました長崎県の配付の時期、

また具体的な数値、こういったものをぜひとも

ＳＮＳを活用して効果的に配付をしていただき

たいと思っております。

続きましては、さきに中村(和)委員からも質
問がありましたので、少し包括的なお尋ねにな

ります。私は2点ポイントがあると思っており
まして、まずは状況の変化です。これは例えば、

感染症の発生が確認された場合において、大き

く事態が変わると思います。そのほか、さまざ

まな状況の変化、他国の関連もあります。こう

いったものに対して、いかに迅速に対応ができ

るかということが1点です。
それと、もう一つは、この事態の長期化でご

ざいます。先ほど松本委員も、貧困層による給

食が頼りの方たちがおられる、この支援はどう

かといったこともありますが、仮の話をしてな

んなんですけれども、こういったものも長期化

することによって、大きく様相が変わってくる

と思います。その時に、そういったものを見越

して、ぜひとも皆さんで事前の段階で準備をし

ていただきたいと思っております。少し包括的

な質問になりますけれども、このあたりの体制、

考え方はいかがでしょうか。
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【中田福祉保健部長】まず、今後の発生する場

合等のフェーズの考え方なんですが、今日お示

ししている資料にもありますとおり、新たな法

整備ということで、国のほうで、新型コロナウ

イルスの感染症に対応するために、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法が今、改正が審議さ

れておりまして、報道等によりますと、今週の

金曜日には成立するだろうというようなことで

承知しております。仮に、これが国で成立しま

したら、県としても、きちんと本部体制を講じ

るということで、組織としてしっかりした体制

をとるというふうになると考えております。そ

のようなことで、発生した場合についても、福

祉保健部だけではなく、今でも準備は当然進め

ておりますが、県全体として取り組む体制とな

るものと理解しております。

また、今後の長期的な対応、例えば、どんど

ん、どんどんこれが長引いていくと、医療だけ

ではなくて、生活面とか、いろいろ商業に対す

るような対応とか、さまざまな影響が当然ある

と思います。そういったものも県全体として対

応していくべく、関係部長が連携してしっかり

取り組んでいく体制になっていくというふうな

ことで理解しておりまして、私どもとしても、

しっかりとその点についてもあわせて検討して

いきたいと考えております。

【下条委員】ありがとうございます。ぜひとも、

今、福祉保健部長のご答弁にありましたような

形で、あらゆるケースに対応できるような事前

の準備をとっていただきたいと思います。

最後になりますけれども、これも松本委員か

らご報告がありましたが、保育士の感染が確認

されるという事例がありました。現場の方は、

いろんな思い、また使命感によってこの態勢に

対応されていると思います。当然、ご家族の皆

様、児童の皆様も本当に努力をされて協力して

いると思いますが、これも仮の話で本当に申し

わけないんですけれども、仮に、福祉、介護、

医療の現場で感染発症が確認された場合に、当

然それは先ほどもお話がずっとされていました

けれども、さまざまな検査であったり、現状の

確認等、学術的なアプローチ、検査というもの

が進んでまいります。その時に考えられるのが、

どこどこの施設でどうだったという情報が出ま

して、そこから、その方がいわゆる犯人扱いに

なるような状況があるんじゃないかと思ってお

ります。当然、これはお答えが非常に厳しい質

問だということは重々わかっておりますが、そ

ういった最初の発症、また最初じゃなくても、

いろんなそこで頑張っておられるところの現場

でそういったものが発症された場合の情報の扱

いについて、県はどのようにお考えでしょうか。

【伊藤医療政策課長】患者が発生した場合等の

公表につきましては、感染症法の趣旨に基づき

まして、当然、個人情報の保護には十分配慮を

することとしております。また、先ほどお話が

ありましたように、施設で発生したというよう

な場合につきましては、その施設に対する不当

な差別、偏見等が生じないような形で配慮をす

ることが必要かと思っております。一方、新型

コロナウイルス感染症に限らず、県では、感染

症患者が発生した場合には公表しております。

ただ、その公表しております目的というのは、

感染症の蔓延防止と県民の不安を解消すると、

この2つの目的のために公表しているというこ
とでございます。今般の新型コロナウイルスの

感染症につきましては、社会的な関心も非常に

高いということでございますので、感染経路の

特定が感染の封じ込めの重要な要素になるかと

思いますので、一定の情報を公表する必要が出
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てくる場合があろうかと思いますけれども、そ

の公表する範囲につきましては、個人情報の保

護などとの兼ね合い等も十分考慮して、個別に

判断をしてまいりたいと思っております。

【下条委員】ありがとうございます。本当にご

答弁のとおりだと私も思います。難しい側面が

あるけれども、やはりさまざまな、感染拡大を

防ぐという観点、また情報公開ということがあ

りますので、ぜひともそのように取り組んでい

ただきたいと思いますが、私が最後にご提案と

いいますか、私からご要望があります。今回の

新型コロナウイルスは、いわゆる目に見えたり、

においがあったり、人間の五感で感知ができな

いということにおいては、感染については不可

抗力の側面が強いんじゃないかと思っておりま

す。また、これは特定の誰かが感染しやすいと

かというものではなくて、全員が感染する可能

性があるということであります。こういった中

で、たらればの話になりますので余り具体的に

話をしませんが、例えば、情報公開をしたこと

によって風評被害等、いわゆる2次災害と言っ
ていいのでしょうか、そういった被害が起きる

可能性もありますので、ここはいたし方ない面

はあるんですけれども、最大限県として、でき

る限り抑える努力をお願いしたいと思いますの

で、例えば、今日もテレビの方や新聞記者、メ

ディアの方がおられます。そういった発表をす

る場合に、オフレコの状況で結構ですから、こ

ういった扱いというものを県としてのお考えと

いいますか、人権についての何らかのメッセー

ジ、不可抗力ですよ、こういったものですよと

いうことを少しご配慮いただくようなことを言

っていただいてから発表に入る等の何かご努力

をしていただきたいと思っております。要望と

させていただきます。

これからもまだ大変な時期ですけれども、と

もに頑張ってまいりたいと思います。よろしく

お願いいたします。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

【中山委員】 コロナウイルス感染については、

県民も非常に心配しているし、これを安心をど

うしてやるかということになると、先ほど、赤

木委員が非常に詳しく質問しましたので、ある

程度、理解したところでありますけれども、や

はり受けたい人が受けられるという体制ができ

れば一番いいと思いますけれども、そこまでは

いっていないようであります。

それで、1つだけ確認したいと思いますが、
ＰＣＲ検査に保険適用がされたということにな

っていますよね。これは自己負担ということだ

から、別に適用しなくてもいいような感じもす

るわけでありますけれども、なぜ保険適用をす

るに至ったのか、そして、これが県民に対して、

どのような影響を与えようとしているのか、そ

の点についてお尋ねしたいと思います。

【伊藤医療政策課長】新型コロナウイルスの核

酸検出、ＰＣＲ検査については、本県では今の

ところ、公的検査所で十分検査ができている状

況でございますが、全国的に見ると、感染拡大

がかなり進んでいる地域については、既にその

地域で検査ができないという状況もございます。

検査体制そのものを拡充していかなければいけ

ないということで、公的機関だけではなくて、

民間あるいは医療機関の検査施設等も活用する

ために、今回、ＰＣＲ検査が保険適用になった

と考えております。基本的に検査体制の拡充の

ためというところが一番の目的ではないかと思

います。

この保険適用に伴って、県内での影響、県民

への影響ということでございますが、保険適用
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になりますが、あくまでもＰＣＲ検査というの

は、治療のための検査という目的だけではなく

て、感染症蔓延防止のための目的、この2つの
目的がそろった行政検査という位置づけでの検

査になります。実際にどの医療機関でも検査が

できるということではございませんで、この保

険適用による検査を行う場合も、帰国者・接触

者相談センターにご連絡をいただいて、医療機

関で検体をとって、その検査機関は民間という

場合に、まだ県内ではそういう体制はとれてお

りませんが、とったといたしましても、県民の

方が実際動いていただく流れとしましては、帰

国者・接触者相談センターにご相談いただく、

受診していただくのは、帰国者・接触者外来に

設置している医療機関を受診していただくとい

うことになりますので、当面の間、保険適用に

よる県内での取扱いの変更というものはないか

と思っております。

【中山委員】今の説明でよくわかりましたけれ

ども、一部、県民の中には、これで検査が受け

やすくなったんじゃないかというような話も聞

くので、その辺については、きちんと今のよう

な説明をもう少し明確にやっておく必要がある

と思うので、指摘しておきたいと思います。

それと、もう一つ、想定外の時にどうするか

ということで、先ほど、下条委員からも、長期

的な問題とか、風評被害とかいろいろありまし

たけれども、これは全国の事例もあるので、そ

れを受けて対応していくという形になっていく

し、これも新法をつくってやっていくというこ

とだから、ほぼそれでやれるとは思うんです。

ただ、皆さん方の中には、行政というのは想定

外については想定するというのは非常に苦手な

んですよね。やはり万が一のこともあるし、福

祉保健部長、福祉保健部長が中心になって考え

ていくべきものかどうかわかりませんけれども、

ぜひ想定外の想定外、今までの流れ以外の想定

外を0.1％でも考えておく必要があると思うの
で、その辺を考えるとした時に、今、県庁の部

署の中では、どこがやれる可能性がありますか。

【中田福祉保健部長】先ほどお話しさせていた

だきました新型インフルエンザ等対策特別措置

法が改正されますと、県としても、それに基づ

いた本部になりまして、そのトップは知事とい

う形になります。私としても、福祉は担当して

おりますが、そこだけに限らず、関係部課連携

して問題に対処していくということになろうか

と思います。今ご指摘のように、想定外の事態

にもしっかりと対応できるように、できるだけ

の準備をしつつ、福祉保健部だけでおさまらな

い事態については、それぞれの関係部局にも協

力いただいて、しっかりと対応できる体制をつ

くってまいりたいと考えております。

【中山委員】 最後にしますけれども、今、福祉

保健部長の答弁を了としますけれども、福祉保

健部長が一番詳しいのだから、中心になって、

想定外についての各部署から意見聴取するなり、

そういう作業というのは内部で私は進めておく

べきだと思うんです。それが使えなかったらい

いわけですからね。しかしながら、手順は手順

としてやるかもしれないけれども、それは前提

としながらも、その辺を含めて、一つ一つ情報

を収集して、万が一の時でも十分対応できると

いう、そのぐらいの準備をぜひしていただくこ

とを要望しておきたいと思います。

【石本副委員長】多分、今までにも皆さんから

ご意見が出ていることかと思いますし、また既

に対応されていることかもわかりませんけれど

も、2点ほどお願いをしたいと思います。
まず、1点は、子どもさんが見ても、誰が見
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てもわかりやすい、いわゆる感染防止対策、ネ

ットで見ると、簡単に絵のようなもので出てい

ますけれども、情報提供の中の一つとして、こ

ういった子どもたちが見ても、すぐわかるよう

な感染防止の環境を高めるようなものを出して

いただきたい。

それと、もう一つは、自分が感染しているか

なという疑いを持った場合に、どういうふうな

手順で、どこに連絡すればいいのか、これも出

ていますけれども、これもわかりやすく、簡単

な図示したようなものをあわせてつくっていた

だきたい、それをまた情報発信していただきた

い。ちょっと熱があるなとかした時に、例えば、

最寄りの病院にかかる場合の対応、まず保健所

に連絡してくださいとか、いろんな情報があり

ますけれども、そういったところを、誰でも、

自分がおかしいなと思った時に、どういうふう

な対応をしたらいいのかというのを簡単に、わ

かりやすいものを出していただきたいというの

と、それからもう一点は、第一番目にかかった

病院で、熱が37度ぐらい、まだまだ微熱だとい
うことで、それを見落として、2週間後、陽性
が発覚したと。その間に感染も広がっていると

いうような報道もあっていましたけれども、最

初にかかった病院、医院、保健所、そこら辺の

判断を統一して、こういう場合には必ず連絡を

入れるというようなことを第1次の医療機関と
いうんですか、最初にかかったところで、その

対応をしっかりしておかないと、あやふやで、

それは風邪ぐらいの程度で見過ごされたという

ようなことも起こってくる可能性もありますの

で、そこら辺は会議でも徹底してあると思いま

すが、再度、第一回目のいわゆる可能性がある

方が病院にかかったといった場合の対応につい

ても徹底をしていただきたいと思います。

【伊藤医療政策課長】 まず、1点目の子どもで
もわかるような、わかりやすい形での情報発信

につきましては、確かに今、ホームページには

いろんな情報を載せておりますので、工夫でき

るところがあるかと思います。ホームページだ

けではなくて、いろんな媒体の活用も含めて検

討してまいりたいと思います。

もう一点の実際に今、帰国者・接触者相談セ

ンターにご相談いただく場合は、発熱が4日間
続くとか、そういう一つの目安を示しておりま

すが、そこまで待つことなく、当然、具合が悪

い時には医療機関にかかられる場合もあろうか

と思います。その際に、医療機関のほうが、こ

れはちょっと疑わしいという場合に、どう取り

扱ったらいいかということにつきましては、県

内の全医療機関に周知をしておりますが、改め

て周知の徹底を行ってまいりたいと思います。

【深堀委員長】 ほかに質疑はありませんか。

委員長を交代します。

【石本副委員長】 深堀委員長、発言をどうぞ。

【深堀委員長】 私からも最後に1つだけ、これ
まで福祉保健部そしてこども政策局の皆さんに

おかれては、コロナ感染症の感染防止に向けた

取組に日夜頑張られていることに対して、改め

て感謝を申し上げたいと思います。引き続き、

終息するまでぜひ頑張っていただきたいと考え

ております。

これまでも質疑がありましたが、もし仮にの

話ですけれども、発生した場合、想定外の話と

いうのも少し触れられておりますけれども、発

生しないことにこしたことはないんですけれど

も、万が一に発生した時のことも想定しながら、

準備を怠ってはならないと思っています。

その中で、総括的にですけれども、例えば、

離島地区でもし重篤な感染者が発生した時、そ
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の方を本土地区にどうやって搬送するのかとい

った対策であったり、実際に感染者が発生した

時に、どのくらいの数になるかというのは想定

できませんけれども、もし仮に発生した時には、

当然、感染症指定医療機関での治療になるわけ

ですけれども、前回伺った時には、その施設が

県内では10カ所で、病床数は38床しかないと。
それを超えるような感染者が発生した時どうす

るのか、それに向けて準備をしておかなくてい

いのか、そういったところも今想定される拡大

が広がった時の懸念について、しっかり準備を

しておくべきだと私は思っていますので、明確

な答弁は求めませんけれども、そういった想定

される万が一の状況に対して、ぜひ万全の体制

を講じていただきたいということを申し上げて

おきたいと思います。総括的な答弁で構いませ

んので、お願いいたします。

【中田福祉保健部長】今後のもし仮に発生した

場合、また今後、どんどん感染が拡大して蔓延

した場合の対策についてでございますが、私ど

もとしても、今の体制で十分だというふうには

思っておりません。関係医療機関と協議させて

いただきまして、もし入院患者が増えてきた場

合に、その病床を増やしていくということは、

もう既に調整も着手しておりますし、必要な設

備についてもしっかりと整備していくという前

提で対策を進めているところでございます。

そういったことで、医療に関して、またそれ

以外にも、それぞれの福祉施設、またその他の

施設でも、同じような想定外、今後拡大してき

た時の対応は求められると思いますので、そこ

はしっかりと私のほうでも対応を強化して対策

をしていきたいと考えております。

【石本副委員長】 委員長を交代します。

【深堀委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、その他の議案外所管事項に対する質問を

行うことといたします。

どなたか質問はありませんか。

【松本委員】新規就業看護師の県内就職につい

て、お尋ねをいたします。「第2期長崎県まち・
ひと・しごと創生総合戦略」の数値目標のとこ

ろに記載をされております。県内には、2018年
に2万5,854人の看護師がいらっしゃるという
ことですが、2025年には700人不足をするとい
うことで、この数値でいくと、毎年100名増や
していかなければいけないという状況でござい

ます。

まず、県内の養成施設を卒業した新規看護師

の県内就職はどういう状況になっているのか、

お尋ねいたします。

【石田医療人材対策室長】看護学校養成所の県

内就業率のお尋ねでございます。まず、卒業生

のうち、看護職として就職した人の割合は

61.1％、これは昨年度の実績でございます。進
学を除いて、看護職として就職した人の県外、

県内比でいいますと72.9％ということでござい
ます。

【松本委員】お医者さんも足りないですけれど

も、看護師におかれましては、医療機関だけで

はなくて福祉施設や保育園も必要となってきま

すが、県内就業のインセンティブはあるのか、

具体的な対策についてお尋ねいたします。

【石田医療人材対策室長】インセンティブのお

尋ねでございますが、まず看護学生のインセン

ティブでいいますと、ベーシックな取組といた

しましては、看護職員の修学資金の貸与制度が

ございます。看護師の場合には、毎月3万2,000
円お貸しして、貸与した年数に、病床に応じま
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して1年あるいは3年プラスして県内の施設に
継続勤務いただくと返還はなくなるという制度

がございます。

それから、看護師については、いろいろライ

フステージに応じて取組をやっているわけでご

ざいますが、本県独自のインセンティブといた

しましては、全国でも唯一でございますけれど

も、看護職員の研修機関を公的機関として県で

設置していまして、看護キャリア支援センター

ということで、新人職員それから指導者への研

修、それから交流会等を開催しているところで

ございます。これによりまして、本県の1年未
満の新人看護師でいいますと、全国よりも離職

率が低いというような状況になっているところ

でございます。

【松本委員】看護職員修学資金制度というのは、

月額、看護師で3万2,000円、准看護師で2万
1,000円で、県内の医療施設に就職すれば返還が
免除されるという大変いい制度でございますが、

これの条件が一定期間勤務ということになって

います。医療関係者の方に、看護師さん、足り

ていますかと聞いた時に言われたのが、一定期

間、ここで言うと、例えば3年勤めたら、すぐ
やめて県外に行ってしまったと。確かに制度は

制度なので、いたし方ないことはそうですけれ

ども、やはりすごく残念だということ、覚えた

ぐらいでやめてしまうということで、県外のほ

うが確かに条件がいいのかもしれませんし、さ

まざまなことがあります。これを活用して県内

に就職していただくきっかけをつくったことに

はなりますが、やはりもう一歩踏み込んだ、先

ほど答弁にありましたキャリアアップ支援の中

で、県内に就職していただくための取組という

のを強めていかないと、毎年100名足りないと
いうことでございます。少子化になって、子ど

もの人口は減っていきますから、そういった中

で、このままほうっておくと足りなくなるので

はないかなという不安がありますので、ぜひ今

後とも、定着のための支援制度等を看護協会等

医療関係者と話をしながら進めていただくこと

を要望いたします。

2つ目に、少子化対策のところで、出産育児
一時金というものがございます。出産をする時

に、出産一時金という補助制度があります。こ

れが長崎県は1人42万円ということでございま
すが、この金額が、実は、全国でもかなり低い

金額になっております。高いところは、東京が

61万円、神奈川55万円、栃木53万円ということ
で、一番高いところと20万円の開きがあるんで
す。なぜこれを言うかというと、民間アンケー

トの既婚者の調査によりますと、76.7％の方が
子ども2人以上が理想だというアンケート結果
が出ております。2人目の壁を感じる理由は何
ですかというと、一番多いのが、88.5％が経済
的な理由ということでございます。つまり、2
人目、3人目というふうに出産をしたいけれど
も、経済的な理由、特に、出産費用のところが

壁になって諦めてしまうという状況が実際にあ

るということでございます。私の母方の実家が

産婦人科をやっておりまして、具体的に諦めた

方の話を何人も聞いたと。やっぱり切れ目のな

い支援というふうに言っているけれども、出だ

しの出産のところでつまずいてしまったら、ど

うやったら切れ目のない支援ができるのか。少

子化対策と言っているけれども、そちらに対し

て具体的な支援、これは各市町では、出産祝い

金というものを設けて、川棚、波佐見、佐々、

壱岐、東彼杵、小値賀、上五島等やっていらっ

しゃいますが、県としての出産に対しての補助、

支援の考え方というのをお尋ねいたします。



令和２年２月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（３月１２日）

- 265 -

【今冨こども家庭課長】出産費用につきまし

ては、健康保険等に基づきます保険給付としま

して、全国共通の制度としまして、現行で42万
円が支給されております。本県における産科の

状況としましては、この金額で一定出産費用は

賄えているものと認識しております。ただ、東

京等の一部の地域におきましては、施設の充実

等もありまして出産にかかる経費が高額であり、

出産費用が出産育児一時金を大きく上回ってい

るとお聞きしております。

なお、経済的理由により病院での出産費用を

負担できない方に対しましては、助産施設にお

いて出産にかかる費用を公費で負担するという

制度もございます。

出産についての考え方は以上でございます。

【松本委員】本県の出生率は1.68ということで、
全国では比較的高い数字でございます。ただ、

希望出生率は2.08ということで、ここに開きが
あると。これは総合計画でも数値目標を出して

いるところでございます。こうやって諦める

方々が、先ほど答弁にありました助産施設での

支援というものを本当に知っていたかどうか、

周知ができていたかというところがやはりまだ

足りていないところもありますし、またその部

分で、円ブリオ基金センターというＮＰＯ団体

がございます。こちらは民間のＮＰＯで、一口

1円で小さな命を救おうということで、大村で
も、いろんなところに貯金箱を置いて寄附をい

ただいて、民間の方々がお金を出し合って出産

を諦める方の支援をするという活動を伺いまし

た。本当は国としても産んでくださいと言って

いながらも、なかなか出産にお金がかかる中で、

ＮＰＯ団体の活動は大変評価するところでござ

いますが、行政としても、やはり県としても、

出産を支援するのであれば、そういった出産に

対しての支援等も今後検討していただくことを

要望して、質問を終わります。

【深堀委員長】 ほかに、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ほかに質問がないようですので、

福祉保健部、こども政策局関係の審査結果につ

いて整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３５分 休憩 ―

― 午前１１時３５分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。

この後、分科会長報告及び委員長報告の取り

まとめなどの委員間討議を行います。

理事者退室のため、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３６分 休憩 ―

― 午前１１時３７分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容について、

3月17日（火曜日）の予算決算委員会における
文教厚生分科会長報告、3月19日（木曜日）の
本会議における文教厚生委員長報告の内容につ

いて協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切
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り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３８分 休憩 ―

― 午前１１時４３分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

文教厚生分科会長報告及び文教厚生委員長報

告については、協議会における委員の皆様の意

見を踏まえ、報告させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４４分 休憩 ―

― 午前１１時４８分 再開 ―

【深堀委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【深堀委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

これをもちまして文教厚生委員会及び予算決

算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午前１１時４９分 閉会 ―
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